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我が国の都市計画において、地球温暖化問題への対策としてエネルギー消費を削減
し、二酸化炭素の排出削減に寄与する低炭素・持続可能な都市づくりに取り組むことは
喫緊の課題である。本研究は、低炭素・持続可能な都市づくりの主要な施策として位置
づけられる「スマートシティ」の形成要件を明らかにすることを目的としている。スマ
ートシティの形成を実現する方策として、家庭部門の温暖化対策となるスマートハウス
（以下、「SH」）及び電気自動車（以下、「EV」）に着目する。SHや EVの「太陽光発電・
燃料電池によるクリーン化・自立化：創エネ」、「蓄電池による電力需給調整・最適化：
蓄エネ」、「高効率給湯器等各種省エネ機器の導入拡大・促進：省エネ」を通じて、個々
の家庭のエネルギー消費量の削減を図り、相互に補完しあうことで持続可能な低炭素都
市「スマートシティ」を実現しうる。本研究の成果は、地方自治体や市民・事業者によ
る SH・EVの普及、スマートシティ推進の取り組みや、それらの政策立案等に有用と考
えられる。 
本研究の構成及び結論は、以下の通りである。 
まず、第 1章で前述の背景と目的を述べた後、第 2章では、90年代から近年に至る
までの環境都市の形成を目的とした環境施策の変遷を分析した。現在では二酸化炭素排
出量削減・低炭素化促進の観点から、エネルギー対策を重視したスマートシティ等の取
り組みが活発であること、住宅への再生可能エネルギーの導入・省エネ対策が強化され
ていること、交通対策と連動した環境対策が展開されていることが明らかとなった。ま
た、近年の環境施策の特徴として、SHや EVの普及を低炭素化の手段として展開する官
民の動向を示した。 
第 3、4章では SHを扱った。第 3章では、近年の SHを構成する住宅エネルギー設備
の普及状況、エコまち法に基づく低炭素住宅の認定状況、90年代から整備されてきた
環境共生型住宅の普及動向等、SH関連データ・施策を整理し、現状把握を行った。第 4
章では、八王子・多摩地域の戸建分譲住宅の購入者を対象とした意識調査に基づき、SH
の購入行動の影響要因を明らかにした。SHはエネルギー性能に優れた環境配慮型住宅
である。購入された住宅のエネルギー設備の導入状況から SHを定義し、その購入行動
に影響する要因として環境・消費志向に着目した。分析の結果、SHの購入者は、日常
的に環境行動を実践する高い環境意識を有するだけでなく、共働き世帯や世帯規模など
の経済的なメリットがある消費者層の傾向があること、蓄エネより省エネ・創エネが重
視されていることから、SHの普及促進には経済性を担保する視点が重要であることを
明らかにした。 
家庭用の EVの普及可能性について、第 5章では EVの購入選好、第 6章では自宅に
おける充電環境確保の可能性、第 7章では、購入選好の規定要因である自家用車の利用
実態と充電環境を考慮した地域別の普及ポテンシャルを分析・検証した。第 5章の EV
の購入選好では、航続距離、費用のそれぞれを条件とした場合の購入選好の規定要因を
分析した。航続距離を条件とすると、保有車両が軽自動車であることや 1日当たりの最
長走行距離が短いことが購入選好要因となることから、EVの航続距離の短さを考慮し
た選好が示された。加えて、個人世帯属性や居住地特性による影響もみられた。第 6章
で自宅の駐車環境を分析した結果、夜間の灯りや雨天時の雨よけが確保される車両は全
体の 3割程度にとどまり、充電環境確保も EVの普及可能性に影響する可能性があるこ
とが示唆された。第 7章では、関東圏を対象に作成した地域類型を用いて地域類型別の
自家用車利用の比較分析を行った。EVの走行可能距離や経済的な優位性、充電利便性
の条件を総合的に分析した結果、EV適合車両の比率は、地方中心都市で 1割、地方部 2
割程度と推計された。近郊外・外郊外と都心から外延部にいくほど EVが適合車両の比
率が高まる傾向が明らかとなった。 
第 8章では以上をまとめ、SH普及の観点からは、ターゲット層は「高い環境意識が
ある」消費者層であること、住宅用エネルギー設備の導入効果がある「一定の家族規模
がある」世帯であることが条件となること、EV普及の観点からは、現時点で充電環境
が確保できる「戸建住宅」であること、自家用車の EVへの移行が期待されるのは、地
方部及び、地方中心都市であることを、スマートシティの形成要件として再度整理し結
論とした。スマートシティの形成においては、SH、EVの普及が見込まれる地方中心都
市や中小都市での展開に重点を置くことにより効果が得られる可能性が示唆された。 
先行研究と比較した本研究の主な特徴は、１）わが国の環境都市の形成を目的とし
た環境施策について、時系列かつ省庁横断的に近年のスマートシティに至るまでの施策
の変遷を捉えていること、２）将来のスマートシティ形成の可能性に関して、立地や社
会経済的条件などの検証をもとにその実現方策を論じていること、また、３）独自の
SHの購入行動モデルを構築していること、EVの普及可能性について、４）長距離利用
頻度と 1日あたりの最長走行距離の２条件について明示的にカテゴリカル回帰分析に
より選好要因を検証していること、５）空間的社会的地域類型を作成することにより広
域かつ俯瞰的に EVの地域別の普及可能性を検証していることの５点が挙げられる。 
  
目  次 
 
 
第 1章 はじめに       1 
1.1. 背景        1 
1.1.1. エネルギー消費の増大      1 
1.1.2. 持続可能な都市・まちづくりの必要性    2 
1.1.3. 家庭・運輸部門における対策     2 
1.1.4. 家庭部門の対策としてのスマートハウス    3 
1.1.5. 運輸部門の対策としての EV     4 
1.1.6. 都市スケールでの包括的な対策としてのスマートシティ  4 
1.2. 研究目的と意義       4 
1.3. 用語の定義と考え方      6 
1.4. 先行研究と本研究の新規性     6 
1.4.1. 我が国の環境都市の形成を目的とした施策に関する研究  6 
1.4.2. スマートシティ等に関する研究     6 
1.4.3. 住宅におけるエネルギー対策と SH の普及に関する研究  7 
1.4.4. 自家用車の利用と EV の普及に関する研究    7 
1.5. 研究方法       8 
1.6. 論文の構成       8 
 
第 2章 環境都市形成を目的とした施策の変遷とわが国のスマートシティ形成に向けた取
り組み         11 
2.1. 本章の背景と目的      11 
2.2. 研究内容と方法       12 
2.2.1. 研究内容と本研究の位置付け     12 
2.2.2. 研究方法と手順       12 
2.3. 環境白書等にみる都市整備・まちづくりでの環境配慮の取り組み 13 
2.4. モデル事業の変遷      14 
2.4.1. 1990 年代のモデル事業      14 
2.4.2. 2000 年代前半のモデル事業     15 
2.4.3. 2000 年代後半のモデル事業     17 
2.4.4. 市町村別の指定状況      19 
2.6. 事例にみるモデル事業の施策分野の変化    22 
2.7. 我が国におけるスマートシティへの取り組み   26 
2.7.1. スマートシティに取り組まれる背景    26 
2.7.2. スマートシティの定義      27 
2.7.3. スマートシティにおけるスマートハウス・EV の機能   30 
2.7.4. スマートシティ推進組織による普及への取り組み   30 
2.7.5. 自治体の取り組み      31 
2.8. 本章のまとめ       32 
 
第 3章 スマートハウス・環境共生住宅の普及実態と普及推進策  35 
3.1. 本章の目的       35 
3.2. スマートハウス等の普及動向     36 
3.2.1. スマートハウスを構成する住宅用エネルギー機器の普及率  36 
3.2.2. 低炭素住宅の認定制度と普及動向     39 
3.3. 環境共生住宅に関する制度とその普及動向    41 
3.3.1. 環境共生住宅の定義      41 
3.3.2. モデル事業による普及促進     41 
3.3.3. 認定制度による環境共生住宅の普及促進    45 
3.4. 居住者意識にみる環境共生住宅の購入行動の特徴   49 
3.4.1. 対象地域の概要       49 
3.4.2. 調査実施時期及び回収状況     52 
3.4.3. 回答者の概要       52 
3.4.4. 住宅価格       53 
3.4.5. 住宅及び住環境に対する満足度     53 
3.4.6. 環境保全・改善効果に対する満足度    55 
3.4.7. 住居形態の変化       55 
3.4.8. 環境共生住宅の認知度と住宅選択に与えた影響   57 
3.4.9. 居住者の環境意識と環境配慮行動     58 
3.5. 本章のまとめ       59 
 
第 4章 スマートハウスの購入行動とその影響要因    61 
4.1. 本章の背景と目的      61 
4.2. 研究の方法       62 
4.2.1. 研究の構成       62 
4.2.2. 調査概要       62 
4.3. 住宅用エネルギー設備の導入実態と評価    65 
4.3.1. エネルギー設備の設置率      65 
4.3.2. エネルギー設備の設置理由     67 
4.3.3. SH の購入状況       69 
4.4. SH 購入者の特徴       70 
4.4.1. 基本属性       70 
4.5. SH 購入者と非 SH 購入者における住宅購入行動の相違  71 
4.5.1. 住宅の購入形態       71 
4.5.2. 居住地選択の重視項目      72 
4.5.3. 住宅選択の重視項目      73 
4.6. SH 購入者と非 SH 購入者における住み替え行動の相違  74 
4.6.1. 前の住まいの所有・建物形態     74 
4.6.2. 前の住まいとの環境の変化     75 
4.7. SH 購入者と非 SH 購入者における入居後の生活の相違  76 
4.7.1. 生活満足度       76 
4.7.2. 電気やガスの使い方      76 
4.7.3. SH に対する関心       77 
4.8. 環境・消費志向に基づく考察     78 
4.8.1. 因子分析による環境・消費志向の得点化    78 
4.8.2. 環境・消費志向の類型別にみた SH 選択状況   81 
4.8.3. 環境・消費志向とエネルギー設備選択    81 
4.9. 購入行動に影響を及ぼす要因     82 
4.10. 本章のまとめ       83 
4.11. SH の普及可能性についてのまとめ     85 
 
第 5章 EVの消費選好とその規定要因     89 
5.1. EV の普及動向と特性      89 
5.2. EV の分析に用いるデータの概要     90 
5.3. 本章の目的       91 
5.4. 分析データの概要      92 
5.4.1. 消費選好に関する設問設計     92 
5.4.2. 分析対象の抽出条件及び分析サンプル数    93 
5.4.3. 回答者の属性・保有車両の状況     93 
5.5. 分析方法と手順       94 
5.6. 選好に関する基礎的分析      95 
5.6.1. 航続距離に対する選好      95 
5.6.2. 費用に対する選好      95 
5.6.3. 消費性向       97 
5.6.4. EV・充電知識       99 
5.7. 購入選好の規定要因      100 
5.7.1. 要因項目の抽出と回帰モデル     100 
5.7.2. 航続距離に対する選好の規定要因     101 
5.7.3. 費用に対する選好の規定要因     105 
5.8. 本章のまとめ       108 
 
第 6章 EVの自宅での充電利便性からみた普及可能性   111 
6.1. 本章の目的       111 
6.2. 分析データの概要      112 
6.2.1. 設問の工夫と特徴      112 
6.2.2. 分析データ       113 
6.2.3. 回答者の属性       114 
6.3. 駐車環境からみた利便性      115 
6.3.1. 自宅充電の利便性の考え方     115 
6.3.2. 所有状況と駐車方式      115 
6.3.3. コンセントの有無と駐車区画までの距離    117 
6.3.4. 屋根の有無と照明・灯りの有無     119 
6.3.5. EV への移行可能性がある車両の充電利便性    118 
6.4. 充電意識からみた充電環境の確保の可能性    120 
6.4.1. 充電環境確保の考え方と EV・充電の認知度    119 
6.4.2. EV 用充電器の設置意向      121 
6.4.3. 出先の急速充電の使用意向     123 
6.4.4. 心理的側面からみた充電環境確保の可能性    125 
6.5. 本章のまとめ       126 
 
 
第 7章 自 家 用 車 の 利 用 実 態 か ら み た 電 気 自 動 車 の 地 域 別 普 及 可 能 性         
- 関東圏を対象として      129 
7.1. 本章の目的       129 
7.2. 研究の方法と分析データ      129 
7.2.1. 先行研究       129 
7.2.2. 本章の視点と考え方      130 
7.2.3. 本章の構成と内容      131 
7.2.4. 自家用車利用に関する分析データの概要    132 
7.2.5. 回答者の属性       132 
7.3. 自家用車の利用実態      133 
7.4. 自家用車の保有・利用を規定する要因    135 
7.4.1. 分析モデルと使用する変数     135 
7.4.2. カテゴリカル回帰分析の結果     136 
7.5. 地域分類の作成       138 
7.5.1. EV の地域別普及可能性の考え方     138 
7.5.2. 地域分類の考え方      138 
7.5.3. 地域分類の作成       138 
7.6. 地域類型別の EV の普及可能性     142 
7.6.1. 地域類型別の回答者分布と自家用車保有の特徴   142 
7.6.2. 地域類型別の自家用車利用の特徴     144 
7.6.3. EV の普及可能性と普及策の示唆     147 
7.7. 本章のまとめ       149 
7.8. EV の普及可能性についてのまとめ     150 
 
第 8章 むすび        153 
8.1. 本研究のまとめ       153 
8.2. スマートシティ形成の要件     155 
8.3. 今後の研究課題       159 
 
資料編 
 
■第４章 
１．多摩・八王子地域の住まいと住環境に関するアンケート調査 調査票 161 
２．多摩・八王子地域の住まいと住環境に関するアンケート調査単純集計結果 170 
 
■第５・６・７章  
３．自動車と環境に関するアンケート調査 調査票    173 
４．自動車と環境に関するアンケート調査 単純集計結果   184 
 
５．電気自動車の普及方策－国・及び自治体の取り組み動向   193 
６．SH・EV 及びスマートシティに関連する自治体の施策   205 
 
 
  
 図  表  目  次 
 
図 1-1 最終エネルギー消費と実質 GDP の推移     1 
図 1-2 家庭における CO2 排出量と構成比      2 
図 1-3 本研究の考え方        5 
図 1-4 論文の構成        9 
図 2-1 スマートシティの市場規模     27 
図 2-2 スマートコミュニティのイメージ図    29 
図 2-3 スマートハウスと EV の機能     30 
図 3-1 住宅用エネルギー機器の都道府県別普及率（%）   36 
図 3-2 戸建住宅率別 HEMS 普及率の都道府県別プロット（%）  37 
図 3-3 戸建住宅率別太陽光発電普及率の都道府県別プロット（%）  38 
図 3-4 HEMS 普及率及び太陽光発電普及率の都道府県別プロット（%） 38 
図 3-5 低炭素建築物の認定条件      39 
図 3-5 低炭素住宅の認定戸数（集合住宅（左・棟数）、戸建住宅（中央・戸数）） 
都道府県別シェア      40 
図 3-7 整備主体別実施地区数の推移     43 
図 3-8 建て方別実施地区数の推移     44 
図 3-9 人口規模別実施地区数の推移     44 
図 3-10 世帯収入の分布（長峰 n=157、長池 n=99）   53 
図 3-11 住宅価格の分布（長峰 n=162、長池 n=99）   53 
図 3-12 住環境に対する評価（長峰地区）     54 
図 3-13 住環境に対する評価（長池地区）     54 
図 3-14 従前の住居形態       56  
図 3-15 環境変化の類似性(長峰地区)      57 
図 3-16 環境変化の類似性(長池地区)      57 
図 3-17 環境共生住宅の認知度（p<0.05）     57 
図 3-18 環境共生住宅が購入動機になったか（p<0.01）   58 
図 3-19 環境問題に対する意識（p<0.05）     58 
図 3-20 環境問題に対する取り組み状況     58 
図 3-21 具体的な環境配慮行動      59 
図 4-1 調査対象地域の街並み      63 
図 4-2 購入形態別エネルギー設備の設置率    66 
図 4-3 エネルギー設備の設置理由     67 
図 4-4 エネルギー設備の効果に対する満足状況    69 
図 4-5 回答者の年齢        70 
図 4-6 家族構成        71 
図 4-7 同居家族数（回答者本人を含む）      71 
図 4-8 夫婦共働きの状況(p<0.1)        71 
図 4-9 購入形態(p<0.05)        72 
図 4-10 八王子・多摩エリアの選択に重視した項目     72 
図 4-11 市域における地区選択で重視した項目     73 
図 4-12 住宅選択で重視した項目       74 
図 4-13 前の住まいの建て方・所有形態      75 
図 4-14 前の住まいとの環境の変化      75 
図 4-15 居住後の生活満足度       76 
図 4-16 電気やガスの使い方の変化      77 
図 4-17 電気自動車（EV）の普及状況と関心の有無    77 
図 4-18 EV 用充電設備の有無       78 
図 4-19 EV の所有状況と関心       78 
図 4 20 環境・消費志向による類型      81 
図 6-1 住居形態別の世帯内保有台数     115 
図 6-2 住居形態別の駐車場の所有状況     117 
図 6-3 住居形態別の駐車方式      117 
図 6-4 住居形態別のコンセントの有無     118 
図 6-5 住居形態別のコンセントから駐車区画までの距離   118 
図 6-6 住居形態別の駐車場の屋根の有無     119 
図 6-7 住居形態別の駐車場の照明・灯りの有無    119 
図 6-8 住居形態別の屋根・灯りの有無（①全数）    120 
図 6-9 住居形態別の屋根・灯りの有無（③買替予定あり・EV 購入意向あり） 120 
図 6-10 EV の充電に関する知識（n=3,660）    121 
図 6-11 EV の充電に関する認知度（n=3,660）    122 
図 6-12 性別 EV の充電に関する知識     122 
図 6-13 年齢別 EV の充電に関する知識     122 
図 6-14 住居形態別の EV 用充電器の設置意向    123 
図 6-15 EV の充電に関する認知度別設置意向    123 
図 6-16 住居形態別出先の急速充電使用意向    124 
図 6-17 急速充電の設置希望場所(n=2,498)     124 
図 6-18 急速充電の希望料金(n=2,498)      125 
図 6-19 住居形態別充電に対する意向     125 
図 7-1 本章の構成・フロー      132 
図 7-2 保有台数別年間走行距離(p<0.001)      134 
図 7-3 短距離の利用頻度(p<0.001)      134 
図 7-4 長距離の利用頻度(p<0.001)      134 
図 7-5 １日当たりの最長走行距離(p<0.001)     134 
図 7-6 交通インフラ類型別保有台数(p<0.001)     143 
図 7-7 交通インフラ類型別車種(p<0.1)      143 
図 7-8 居住類型別保有台数(p<0.001)      143 
図 7-9 居住類型別車種(p<0.001)       144 
図 7-10 交通インフラ類型別年間走行距離     145 
図 7-11 交通インフラ類型別短距離頻度     145 
図 7-12 交通インフラ類型別長距離利用頻度    145 
図 7-13 交通インフラ類型別１日当たり最長走行距離   145 
図 7-14 居住類型別年間走行距離(p<0.001)     146 
図 7-15 居住類型別週当たり短距離頻度(p<0.001)     146 
図 7-16 居住類型別長距離利用頻度(p<0.05)     146 
図 7-17 居住類型別 1 日当たり最長走行距離(p<0.05)    146 
図 8-1 SH 及び EV の普及層・普及地域     155 
図 8-2 居住類型の地理的分布（再掲）     156 
 
表 1-1 住宅でのエネルギー設備導入の CO2 削減効果     3 
表 1-2 Well to Wheel の乗用車 CO2 排出量の比較（JC08 モード）    3 
表 2-1 モデル事業の情報源とした文献      13 
表 2-2 白書に掲げられた都市整備・まちづくりに関する施策    14 
表 2-3 環境都市の形成に係るモデル事業（その１）     16 
表 2-4 環境都市の形成に係るモデル事業（その２）     16 
表 2-5 モデル事業の指定事業者の状況       21 
表 2-6 自治体（市区町村）別指定事業数      22 
表 2-7 エコシティモデル都市（1993～95 年）の取り組み内容（計画）  23 
表 2-8 環境未来都市・環境モデル都市（2008～）の取り組み内容（計画）①  23 
表 2-9 環境未来都市・環境モデル都市（2008～）の取り組み内容（計画）②  24 
表 2-10 スマートシティにおけるスマート化の主要な技術    26 
表 2-11 スマートコミュニティの定義      28 
表 2-12 スマートコミュニティの目的      29 
表 2-13 スマートシティを推進する団体      31 
表 3-1 環境共生住宅の基本要件と実現手法     41 
表 3-2 環境共生住宅市街地モデル事業の概要     42 
表 3-3 環境共生住宅市街地モデル事業実施地区数    43 
表 3-4 実施地区の所在地（都道府県）     44 
表 3-5 認定タイプ       45 
表 3-6 認定要件       45 
表 3-7 認定要件の特定評価項目一覧     46 
表 3-8 認定要件の提案類型と整備手法一覧    47 
表 3-9 環境共生住宅認定団地一覧     48 
表 3-10 環境共生住宅認定団地における手法別導入率   49 
表 3-11 調査対象地域の概要      50 
表 3-12 基本要件と環境共生技術      51 
表 3-13 長峰地区の環境共生技術の内容     51 
表 3-14 長池地区の環境共生技術の内容     52 
表 3-15 回答者の属性（長峰 n=171、長池 n=105）    52 
表 3-16 環境保全・改善効果(長峰地区 SA,N=171)    55 
表 3-17 環境保全・改善効果(長池地区 SA,N=105)    55 
表 3-18 従前の住まいとの環境の変化（長峰 n=171）   56 
表 3-19 従前の住まいとの環境の変化（長池 n=105）   56 
表 4-1 地区別配布・回収状況      63 
表 4-2 アンケートの実施地域の概要 4)      63 
表 4-3 調査項目       64 
表 4-4 アンケート回答者の属性（％, n=67）    65 
表 4-5 エネルギー設備の設置率（％）     66 
表 4-6 購入形態別のエネルギー設備の設置理由の差異のカイ二乗検定結果（t 値）
         68 
表 4-7 エネルギー設備の組み合わせ別設置率（％）   70 
表 4-8 環境・消費志向の設問項目及び平均値    79 
表 4-9 因子分析結果       80 
表 4-10 因子得点に基づく環境・消費志向の類型別構成比   80 
表 4-11 エネルギー設備の有無別の回答者の環境・消費志向因子得点の平均値 82 
表 4-12 使用変数①（回答者属性）     82 
表 4-13 使用変数②（環境・消費志向の因子得点）    83 
表 4-14 ロジスティック回帰分析の結果      83 
表 5-1 アンケート調査項目及び実施概要     91 
表 5-2 回答者の属性・保有車両の状況（N=3,773）   93 
表 5-3  航続距離を条件とした場合の購入選好    96 
表 5-4 費用を条件とした場合の購入選好     96 
表 5-5 因子負荷量（最尤法・プロマックス回転）     98 
表 5-6 5 群の被験者の人数分布と消費性向因子の得点    98 
表 5-7 主成分負荷量       100 
表 5-8 5 群の被験者の人数分布と EV・充電知識の主成分得点  100 
表 5-9 順序ロジスティック回帰モデルの有意性    101 
表 5-10 順序ロジスティック回帰交互作用モデルの有意性   101 
表 5-11 距離選好に関する順序ロジスティック回帰分析結果（回帰係数一覧） 103 
表 5-12 距離選好に関する順序ロジスティック回帰分析結果（交互作用モデル回帰
係数一覧）       104 
表 5-13 費用選好に関する順序ロジスティック回帰分析結果（回帰係数一覧） 106 
表 5-14 費用選好に関する順序ロジスティック回帰分析結果（交互作用モデル回帰
係数一覧）       107 
表 5-15 保有台数別距離選好・費用選好に関する順序ロジスティック回帰分析結果
（交互作用モデル回帰係数一覧）    109 
表 6-1 充電設備の設置意向と急速充電の使用意向の設問文   113 
表 6-2 分析サンプル数       114 
表 6-3 回答者の基本属性（%）      115 
表 6-4 回答者の居住地別基本属性（①全数、%、n=6,518）   116 
表 6-5 回答者の居住地別基本属性（④買替意向あり・EV 購入意向あり・駐車場自
己保有、%、n=3,660）      116 
表 7-1 カテゴリカル回帰分析に用いる変数の分布と各カテゴリの数量化の値 137 
表 7-2 カテゴリカル回帰分析結果(標準化係数)     137 
表 7-3 交通インフラ水準類型(クラスター分析結果)    139 
表 7-4 交通インフラ類型の特徴      140 
表 7-5 居住類型(クラスター分析結果)      140 
表 7-6 居住類型の特徴       141 
表 7-7 交通インフラ類型の回答者分布     142 
表 7-8 居住類型の回答者分布      142 
表 7-9 居住類型別の EV 適合車両の割合     148 
表 7-10 居住類型別の持家・戸建住宅で、かつ EV に適合する車両の割合 148 
表 8-1 ２次メッシュ別居住類型構成比①     157 
表 8-2 ２次メッシュ別居住類型構成比②（続き）    158 
 
 
1 
 
第1章 はじめに 
  
1.1. 背景 
1.1.1. エネルギー消費の増大 
我が国では、90年代から、官民により地域や地球環境に配慮した「環境共生型」による
都市・住宅地の整備・開発が行われてきた。人口が集中する都市部においては、大気汚染、
騒音、ヒートアイランド現象、緑地等オープンスペースの不足、景観問題，廃棄物の増大
等のさまざまな地域の環境問題に加え、エネルギー消費の増大と、それに伴う温暖化とい
った地球規模での環境問題などの問題に直面している。 
我が国の最終エネルギー消費量をみると、2000 年代半ばをピークにやや減少し、2008
年以降は14,000PJでほぼ横ばいとなっているが、削減目標である1990年水準の13540PJ
には達していない（図 1-1）。オイルショックの 1973年度と比較すると、2013年度までの
伸びは、産業部門 0.9 倍と微増にとどまっているのに対し、業務他部門 2.5 倍、家庭部門
は 2.0倍、運輸部門は 1.8倍と増加している。 
1973 年から 2013 年にかけての各部門のシェアの変化をみると、家庭部門は 8.9％→
14.4％、運輸部門は 16.4％→23.1％へと増加している。産業部門の中心である製造業での
省エネルギー化が進む一方で、依然として、業務、家庭、運輸での対策が重要かつ喫緊の
課題であるといえる。 
 
 
出所）エネルギー白書(2015年) 
図 1-1 最終エネルギー消費と実質GDPの推移 
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産業部門では、民間企業での取り組み・対策が進められてきたが、各家庭、個人一人ひ
とりの行動やライフスタイルの変化が必要となる、家庭部門・運輸部門（特に、自家用車）
では対策の難しさが指摘できる。 
CO2排出量は、家庭部門・自家用車（家計利用）ともに、ほぼ横ばいではあるが、全体
の 2割を占めている（図 1-2）。市民自らのエネルギー消費削減に向けた取り組みも重要で
ある。 
 
出所）経済産業省「総合エネルギー統計」各年より作成 
図 1-2 家庭における CO2排出量と構成比 
1.1.2. 持続可能な都市・まちづくりの必要性 
人口や経済活動が集中する都市部ではエネルギー消費量が多く、家庭・運輸・業務他部
門の二酸化炭素排出量の多くが、都市での社会経済活動に由来している。部門ごとの個別
の温暖化対策だけでなく、地域で一体的に持続可能な都市・まちづくりに取り組むことで、
効果的・効率的な展開が可能となる。わが国では、都市・地域単位での低炭素化の促進を
目的として、2012年 12月には「都市の低炭素化の促進に関する法律」も施行されたとこ
ろである。都市・地域ごとに将来像を共有し、その実現に向けて市民・事業者・行政の各
主体が取り組んでいく必要がある。 
 
1.1.3. 家庭・運輸部門における対策 
エネルギー消費の削減・クリーンエネルギーとして、家庭部門では住宅・建築物での対
策が、運輸部門ではクリーンエネルギー・次世代自動車の導入が進められてきた。 
住宅におけるエネルギー対策としては、エネルギー消費量の少ない機器への転換ととも
に、オール電化、太陽熱温水器、ヒートポンプ給湯器、家庭用燃料電池などのエネルギー
効率のよい設備機器の導入などがある。これらの導入により、世帯当たり年間 CO2 排出
量は 1~3割程度削減されると試算されている（表 1-1）。さらに、クリーンエネルギーであ
る太陽光発電と合わせて設置することにより、その削減効果は高まるものと考えられる。 
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表 1-1  住宅でのエネルギー設備導入の CO2削減効果 
 
出所）環境省・環境情報科学センター「ヒートアイランド現象による環境影響等に関する調査業
務報告書」（2010）より作成 
 
次世代自動車としては、プラグインハイブリッド車（PHV）、電気自動車（EV）、燃料
電池車（FCV）がある。表 1-2は、次世代自動車のCO2排出量（Well to Wheel）を示し
ている。PHV（ガソリン給油）で 3割程度、EV（2012年電源構成）で 5割程度、二酸化
炭素削減が可能であり、太陽光発電による充電が可能となれば、さらに削減効果は高まる。、
PHV・EVは 2009年以降、FCVは 2014年以降市販されている。特に、走行当たりの二
酸化炭素削減効果が大きいEVにおいて、その有効性が期待されるところである。 
 
表 1-2  Well to Wheel の乗用車 CO2排出量の比較（JC08モード） 
 
注）FCVについて、水素を供給する水素ステーションには、水素の製造・供給を行うオンサイト
型と、他で製造した水素の供給のみを行うオフサイト型があり、さらに水素を製造するエネルギー
の種類別に試算されている。 
出所）経済産業省「ＥＶ・ＰＨＶ普及に向けた経済産業省の取組について」（2015）より作成 
 
1.1.4. 家庭部門の対策としてのスマートハウス 
SHは，断熱材の使用（省エネ）や太陽光発電・燃料電池の設置（創エネ）だけでなく，
蓄電池や電気自動車（蓄エネ），及びそれらを管理する HEMS（Home Energy 
世帯当たり年間
CO2排出量
kg-CO2/世帯・年
一般住宅 3,480 -
オール電化住宅 2,924 16.0%
オール電化住宅＋太陽光発電 1,496 57.0%
太陽熱温水器導入住宅 3,060 12.1%
ヒートポンプ給湯器導入住宅 2,964 14.8%
家庭用燃料電池導入住宅 2,332 33.0%
対一般住
宅削減率
走行当たりCO2
排出量
（g-CO2/km）
対ガソリン
車削減率
147 -
132 10%
95 35%
ガソリン給油 102 31%
充電 55 63%
電源構成　09年度 55 63%
電源構成　12年度 77 48%
太陽光発電由来 1 99%
オンサイト都市ガス改質 79 46%
オンサイト太陽光アルカリ水電解 14 90%
オフサイト天然ガス改質 78 47%
燃料電池車
（FCV）
電気自動車（EV）
プラグイン・ハイブ
リッド車（PHV）
ガソリン車
ディーゼル車
ハイブリッド
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Management System）を導入することにより，家庭内の電力需給の最適化を図ろうとす
るものである。家庭部門のエネルギー消費量は依然として増加基調であり，効率的な電力
使用による削減が期待される。地域のエネルギーの効率化・最適化を図るスマートシティ・
スマートコミュニティにおいても，SH はその一翼を担い，国や自治体による実証実験も
進められている 1)。 
 
1.1.5. 運輸部門の対策としての EV 
 
EV は省エネルギー性に優れており，その普及による運輸部門の二酸化炭素削減及び石
油依存度の低減が期待されている。また，EV が夜間の充電により負荷平準化に寄与する
ことがこれまでも指摘されてきたが， 2011 年の東日本大震災以降，蓄電池としての活用
による再生可能エネルギー導入時の系統安定化や災害による停電時の緊急用電源としての
利用等への期待もある。 
EVの国内保有台数は 2010 年度約 9,000 台 ，2011 年度 22,000 台と増加している[1]。
また，欧州では 2015 年までに段階的に新車の乗用車に対する二酸化炭素排出規制が強化
される )ことから，今後国内外でEV市場が急速に拡大することが期待される。 
 
1.1.6. 都市スケールでの包括的な対策としてのスマートシティ 
第 2章で詳述する通り、近年では、国内外ではエネルギー面での環境配慮に重点をおい
た、都市・住宅地の低炭素化を促進する様々なプロジェクトが計画され、一部実証実験も
開始されている。 
都市スケールでは「スマートシティ」、地区（住宅地）スケールでは「スマートコミュ
ニティ」と称されるこれらのプロジェクトは、国や都市、地域による差異はあるが、「電力、
熱、水、交通、工場・ビル・一般家庭の各需要家を有機的に結合し、相互に情報とエネル
ギーのやり取りを行い、スマート化技術により全体最適を図る」ことは共通する。具体的
には、電気自動車（以下、EV）、家庭用蓄電池、HEMS（Home Energy Management System）
の普及や、特定地域での BEMS（Building Energy Management System）、CEMS
（Community Energy Management System）の導入を図るものである。 
 
1.2. 研究目的と意義 
本研究は、低炭素・持続可能な都市・まちづくりの主要な施策として位置づけられるス
マートシティの形成要件を明らかにすることを目的とする。スマートシティの形成を実現
する方策として、家庭生活に起因する主要な温暖化対策である、「SH」及び「EV」に着目
する。（図 1-3）。SHやEVの「太陽光発電・燃料電池によるクリーン化・自立化：創エネ」、
「蓄電池による電力需給調整・最適化：蓄エネ」、「高効率給湯器等各種省エネ機器の導入
拡大・促進：省エネ」を通じて、個々の家庭のエネルギー消費量の削減を図り、相互に補
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完しあうことで持続可能な低炭素都市「スマートシティ」を実現しうると考える。 
スマートシティ形成の実現方策として SHとEVに着目した理由は次の通りである。 
第一に SH及び EVは、二酸化炭素排出量の削減が進まない家庭部門において、有効な
対策であること、第二に、SHは既存住宅の更新に伴うスマート化、EVはガソリン車から
EV への買い替えにより、既存住宅地で取り組みが可能な対策であること、第三に、第２
章で詳述するように、SH 及び EV は、国による全国一律的な普及だけでなく、都市・地
域ごとの普及にも取り組まれており、SH と EV の普及可能性について、購入層や地域特
性の明確化により効果的な施策展開が可能となると考えられるからである。特に、EVは、
地域ごとに自家用車の利用形態が異なることが想定されることから、地域別の普及可能性
を検証することが重要となる。 
そこで、本研究では、「SH」と「EV」の需要層の明確化と、地域特性を考慮した地域別
の普及可能性から、今後のスマートシティを形成する要件を得ることとする。本研究の成
果は、地方自治体や市民・事業者による SH・EVの普及、スマートシティ推進の取り組み
や政策立案等に有用となる。我が国で、いかにスマートシティとして、都市の低炭素化を
実現していくのか、その道筋を明らかにすることは喫緊の課題であり、かつ意義も大きい
ものと考えられる。 
 
 
図 1-3 本研究の考え方  
 
1.3. 用語の定義と考え方 
都市スケールで、環境負荷を軽減し、持続性、快適性を担保しようとする都市像や取り
スマートシティ
SH（スマートハウス） EV（電気自動車）
創エネ 蓄エネ 省エネ
実現方策
家庭におけるエネルギー
消費の削減
• 移動に伴うCO2削減
• 蓄電機能による需
給調整・最適化へ
の寄与
• 太陽光発電・燃料電池に
よるクリーン化・自立化
• 蓄電池による電力需給調
整・最適化への寄与
• 高効率給湯器等各種省エ
ネ機器の導入拡大・促進
持続可能な・低炭素都市
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組みは、学術論文においても、国、地方自治体、民間主体においても、「環境共生都市」、
「環境保全型都市」、「エコシティ」、「スマートシティ」など様々な用語が用いられている。
本研究では、エネルギー技術と、緑化や資源循環等様々な環境共生技術を含む都市スケー
ルでの取り組みを「環境都市」、情報通信技術の活用によりエネルギーの最適化と安定供給
に重点的に取り組む都市「スマートシティ」とする。スマートシティのなかで、その都市
規模が住宅地単位（地区スケール）である取り組みを「スマートコミュニティ」とする。 
また、スマートシティを実現する方策として、「スマートハウス（以下 SH）」と「EV」
に着目する。具体的には、「省エネ」性能に優れるだけでなく、太陽光発電や燃料電池（「創
エネ」）、蓄電池（「蓄エネ」）および、それらを管理するHEMSを備えたスマートハウス、
電気のみで走行するEVを対象として、普及可能性を論じる。 
 
1.4. 先行研究と本研究の新規性 
 環境都市の形成を目的とした環境施策に関する研究、スマートシティ等に関する研究、
スマートシティの実現方策として「SH」及び「EV」の普及に関する先行研究のレビュー
を行い、本研究の新規性について述べる。 
1.4.1. 我が国の環境都市の形成を目的とした施策に関する研究 
 エコシティ等の都市スケールで展開されている環境政策の実態については、自治体単位
の個々の事業について事例研究として報告された先行研究は多数あるが、マクロ的な動向
をとらえたものはほとんど蓄積されていない。市町村の温暖化防止政策をパターン化し、
市区町村の類型化から取り組み実態を明らかにした中口(2010)、環境モデル都市等におけ
る市町村の施策に関して、吉田(2011)がある。環境モデル都市では、2011年以降に、自治
体のアクションプランの改定等が行われており、スマートシティ化に先導的に取り組む自
治体の施策展開の最新動向を明らかにしている。このほか、低炭素都市に関連した近年の
動向をまとめたものとして鈴木（2012）がある。本研究は、第 2章において、時系列かつ
省庁横断的に、わが国の環境都市の形成を目的とした施策を捉えている。 
 
1.4.2. スマートシティ等に関する研究 
スマートシティに関する先行研究は、国内外で、近年活発に議論が展開されている。特
に、EU 諸国、米国、中国等において、実都市の取り組み・事例研究の蓄積が進んでいる
ところである。 
スマートシティに関連する研究は、大きく「スマートシティ等の制度・動向」に関する
研究と、「スマートシティの関連技術の開発・実証」に関する研究に大別される。 
前者の「スマートシティ等の制度・動向研究」に関する研究としては、主に海外で研究
が蓄積されており、スマートシティの事例について政策の比較分類を行ったAngelidou et 
al.(2014) 、Perboli et. al.,(2014)、技術要素の比較を行ったKylili et. al.,（2015）などが
ある。また、国内で実証されているプロジェクトの進捗や取り組み内容に関する研究は、
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泉井（2013）、諸住（2013）、池田ら（2014）、安井（2014）などがある。 
後者のスマートシティ形成において、技術上・運用上の課題を明らかにしようとする研
究では、河野ら（2012）、山本（2013）、林（2013）Mwasilu et. al.,（2014）がある。 
現在展開されているプロジェクトの内容に基づき、スマートシティの定義・枠組み・位
置づけを明らかにしようとする研究が多い。本研究は、将来のスマートシティの形成の可
能性に関して、立地や社会経済的条件などを具体的に論じる点で新規性がある。 
1.4.3. 住宅におけるエネルギー対策と SHの普及に関する研究 
SH を構成する住宅用エネルギー設備に関する研究は、技術開発、市場での流通実態等
を中心に、多数蓄積されているが、SH として定義された住宅の購入行動に関する研究は
ほとんどみられない。 
住宅用エネルギー設備の購入行動について、未購入者に各設備の購入選好を問う研究と
して、黒澤ら(2010)、近藤ら(2011)、購入者を対象とした吉岡ら(2012) の研究がある。ま
た、住宅購入行動に関する研究としては、木内ら(2004)の住宅購入プロセスにおいて住環
境の検討状況を明らかにした研究や、萩島ら(2004)による戸建住宅の選好における環境性
能の影響度を明らかにした研究がある。これらの既往研究は、いずれも、実際の住宅購入
行動において、住宅の有する環境性能の重視度やエネルギー設備の選択行動を明らかにし
たものではない。しかし、現在の SHの市場では、住宅用エネルギー設備は住宅購入時に
選択されることが多く、住宅選択との関連が深い。住宅とエネルギー設備の選択を一体的
に捉え、その実態を理解することが重要である。 
 
1.4.4. 自家用車の利用と EVの普及に関する研究 
電気自動車（EV）の普及に関する研究は、EVの購入選好に関する研究と、車の使い方
に着目し、EVへの移行可能性を論じる研究がある。松原他(2012) 、吉田他(2014)では、
EV の購入選好は、年齢や性別、同居家族構成等のデモグラフィックな属性だけでなく、
日常的な自家用車の使い方が影響していることを示している。車の使い方に着目した研究
には、中上他(2010)、近藤他(2011)がある。EV の購入選好には、しかし、自家用車が、
EV の航続距離の短さの制約となる、長距離の利用にどのように使われているのか、その
利用頻度や移動距離に関する調査研究はみられない。また、居住地の環境と自家用車利用
の関連については、特定地域の事例研究が多い。広域かつ俯瞰的に、地域別の自家用車利
用の特徴を見る研究も、十分な蓄積がない。さらに、自宅の充電環境に着目した研究は見
られていない。以上から、EV の購入選好に及ぼす「長距離利用」の影響を明らかにする
こと、広域的、かつ地域別の普及可能性を検証すること、自宅の充電環境確保の視点から
普及可能性を論じることが求められる。 
 
以上をまとめると、先行研究と比較した本研究の主な特徴は、１）わが国の環境都市の
形成を目的とした環境施策について、時系列かつ省庁横断的に近年のスマートシティに至
るまでの施策の変遷を捉えること、２）将来のスマートシティ形成の可能性に関して、立
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地や社会経済的条件などの検証すること、また、３）独自の SHの購入行動モデルを構築
すること、EV の普及可能性について、４）長距離利用頻度と 1 日あたりの最長走行距離
という独自の自家用車利用データを用いて選好要因を検証すること、５）空間的社会的地
域類型から広域かつ俯瞰的に EVの地域別の普及可能性を検証することの５点が挙げられ
る。 
1.5. 研究方法 
 本研究では、「文献調査」、及び「意識調査」を実施した。意識調査の概要については、
各章で詳述する。 
 文献調査の対象は、国及び関連団体の発行する統計資料、国及び地方自治体の行政計画・
制度要項、民間企業のプレスリリース・カタログ等である。 
 意識調査は、戸建住宅購入者を対象とした郵送法による調査（八王子・多摩地域）、及び
民間のインターネット調査会社の登録モニターを対象としたウェブアンケート調査（全国）
である。八王子・多摩地域で実施した郵送調査では、環境に配慮した住宅が、一定の開発
規模で行われた住宅地で、入居後半年から 1年程度が経過し住宅購入者を対象としている
（調査時点は、1997年、2014年の 2時点）。 
 
1.6. 論文の構成 
 本論文は、第 2 章は環境都市・スマートシティ政策に関する分析、第 3・4 章は SH の
普及可能性に関する分析、第 5~7章はEVの普及可能性に関する分析で、全 8章より構成
する。全体構成を図 1-4に示す。 
第 2章では、1990年代から、2010年代までの、環境都市の形成を目的とした施策の変
遷と特徴を、モデル事業の動向から明らかにする。都市スケールでの環境対策に関して、
法制度が整備されるなかで、関連施策においてスマートシティ、及びその構成要素である
SHや EVが環境対策として重視されるようになった経過を述べる。 
以下、第 3章以降では、スマートシティの実現方策として SHとEVに着目し、その選
好及び選択行動を分析する。 
第 3章では、スマートハウスに関する既存統計がなく、普及実態の全容把握が困難であ
るため、関連なデータから普及可能性の展望に資する知見を得る。 
第 4章では、民間分譲地におけるスマートハウスの購入行動とその影響要因を明らかに
する。 
第 5章は、一般消費者のEVに対する消費選好について、自家用車の航続距離及び費用
の条件とその規定要因を明らかにする。 
第 6章は、自宅での充電利便性確保の観点から、家庭へのEVの普及可能性を考察する。 
第 7章は、第 5章の消費選好に影響を及ぼす自家用車の利用実態と、第 6章での充電利
便性を踏まえ、EVの地域別の普及可能性を明らかにする。 
最後に、第 8章で、結論及び今後の課題を述べる。 
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図 1-4 論文の構成  
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第2章 環境都市形成を目的とした施策の変遷とわが国のスマートシティ形成に
向けた取り組み 
  
2.1. 本章の背景と目的 
我が国では、1990 年代後半から、官民により、地域や地球環境に配慮した都市づくりや
環境政策が行われてきた。日本の環境政策は、公害対策基本法と自然環境保全法に基づき、
公害対策と自然環境の保護を柱として取り組まれてきた。しかし、1987 年 4 月に公表さ
れた「環境と開発に関する世界委員会」の最終報告（ブルントランド報告）において、「持
続可能な開発」の概念が示され、日本の環境行政も、環境と開発の両立を目指す政策へと
転換がはかられた。また、地球規模での環境問題の顕在化に伴い、気候変動・温暖化への
対応が環境政策の重要な柱となっている。現在の環境政策においては、国レベルの一律的
な環境対策だけでなく、地域の実情に応じた市町村レベルでの取り組みも重要な役割を担
っている。 
現在では、あらゆる行政分野で、環境への配慮や環境対策が求められるようになってい
るが、都市整備・まちづくりの分野では、「持続可能な開発」の観点から、とりわけ環境へ
の配慮が重視される。本研究の主題であるスマートシティも、「環境に配慮した持続可能な
都市」の一つとして位置づけられる。 
このような環境都市については、国が環境法制度の制定に伴い、技術・システム・制度
等の検証・普及を目的とした先導的な施策を提示し、基礎自治体がモデル都市として事業
の指定を受けて、実施するという方式が多くとられてきた。すなわち、モデル事業の意義
は、国が施策として方向性を示すなかで、モデル都市がその枠組みにおけるトップランナ
ーとして他の自治体を牽引し、他自治体へと裾野を広げる役割を担っている。モデル都市
に指定されることで環境都市が形成されるわけではなく、実際の環境都市の形成には自ら
の長期的・継続的な取り組みが必要である。また、その評価にはモデル事業が環境都市の
形成にどのように寄与したのか、という効果の検証も必要となり容易ではない。しかし、
国が環境都市の形成に向けてどのような方向性を示してきたのか、その環境・都市整備関
連の法制度という土台のうえに、実態としてどのような環境都市が形作られようとしてい
るのかは、モデル都市の取り組み動向から明らかにすることが可能であると考えられる。 
これまで、環境都市の形成を目的として実施されたモデル都市の実態について、長期的
かつ、所管省庁横断的にマクロ的な動向をとらえたものは、国や自治体等の調査報告を含
めても、ほとんど蓄積されていない。個々の施策・事業について、特定の自治体・事業者
の事業内容と成果を示した事例研究がほとんどである。モデル事業は、複数の省庁部局で
施策ごとに情報提供されており、全体像の把握が困難な状況である。また、どのモデル事
業に、どの自治体が指定されてきたのか、時系列で実態を捉えた調査研究も存在していな
い。モデル都市の取り組み内容は、その地域特有の環境問題、地域資源、産業構造・人口
構成などの社会経済状況などにより、それぞれの地域の実情に応じた対策が取られている
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ことを考慮する必要があるが、国が示した環境都市の方向性のなかで、トップランナー的
自治体が地域で積極的に取り組もうとする施策分野や対策を明らかにすることは、同様に
取り組もうとする自治体への一助となる。 
そこで、本章では、1990 年代以降の長期において、我が国の環境都市への取り組みの変
遷と、近年の「スマートシティ」の形成に向けた取り組み動向について、モデル事業・モ
デル都市の実態から明らかにすることを目的とする。 
  
2.2. 研究内容と方法 
2.2.1. 研究内容と本研究の位置付け 
本研究は、まず、1990 年代から 2000 年代前半の、都市整備・まちづくりにおける、国
レベルの環境政策について、法制度の制定の流れとともに、その変遷を検証する。 
次に、近年の環境都市の形成を目的とした環境施策について、モデル都市の指定状況と
その取り組みの実態から、その特徴を明らかにする。 
先行研究では、市町村による環境行政全般については、環境計画・施策の取り組み動向
や特徴として、都市政策・環境政策等の研究分野で、数多くの報告がある。たとえば、温
暖化対策については、市町村の温暖化防止政策をパターン化し、市区町村の類型化から取
り組み実態を明らかにした中口ら(2010)1)、環境モデル都市等における市町村の施策の特徴
に関しては、吉田(2011)2)などがある。しかし、これらは、特定の時点のクロスセクショナ
ルな比較分析であり、過去の政策展開を考慮した知見は得られていない。 
一方、時系列を考慮し、先行する自治体の取り組み実態や、他自治体への波及性を検証
した研究として、環境条例制定を対象とした伊藤ほか(2001)3)、温暖化対策のなかでも計画
書制度を対象とした馬場ほか(2010)4)、コンパクトシティ政策を対象とした谷口ほか
(2012)5)がある。これらのほか、行政学の視点から、環境基本計画から時系列に自治体の環
境政策を捉え、その総合性を論じた小島(1998)6)がある。しかし、省庁横断的で、インフラ
整備・交通・住宅等と、その分野が多岐にわたる環境都市の形成を目的とした施策につい
ては、時系列かつ総合的に捉えた研究は蓄積されていない。モデル事業の先進的な取り組
みの波及性を高めるためには、まず、その全体像と実態を把握することが肝要である。  
 
2.2.2. 研究方法と手順 
 研究方法は、国及び自治体の行政計画・白書・調査報告書等を対象とした文献調査であ
る。また、分析対象の抽出や、事実確認、成果の検証のために、関連する先行研究 10)～22)
を参照し、補足している。  
本章の分析手順と構成は、以下の通りである。 
まず、平成元年版から平成 26 年版の環境白書等から、都市整備・まちづくりに関して、
当該年度に講じる施策の記述を抽出する。抽出した施策の記述に基づき、環境行政におけ
る都市整備・まちづくりがどのように位置づけられ、展開されてきたのか、全体の流れを
把握する。 
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次に、表 2-1 に示す文献に基づき、都市施設・インフラ・住宅整備に関する環境対策で、
おのおのの単独整備にとどまらない、複合的な「都市整備・まちづくり」のモデル事業を
抽出する。抽出したモデル事業について、事業指定年度、所管省庁、目的、事業内容、指
定事業者のタイプ（都道府県単独、市町村単独、市町村・都道府県連携、官民連携、民間
事業者の 5 分類別）、指定事業者のうちの市区町村の指定状況（政令指定都市・特別区、中
核市、特例市、市、町村の 5 分類別）を整理する。モデル事業の枠組みと、市町村の指定
状況の特徴から、実態を明らかにする。 
 
表 2-1 モデル事業の情報源とした文献 
白書 環境・循環型社会・生物多様性白書(2009-2014 年版) 
環境・循環型社会白書(2007-2008 年版) 
環境白書(1989～2006 年版) 
所管省庁・部局の
行政資料 
事業の実施要領及び応募要領（背景、目的、指定事業者、
内容等が記載されている公的資料） 
指定事業者選定結果に関する公表資料 
事業内容・進捗等の情報発信のためのウェブサイト 
成果報告書 
指定自治体の行
政資料 
企画提案書（計画書）、評価書、成果報告書、 
 
最後に、モデル事業に関する事例研究として、90 年代の都市スケールの構想・ビジョンとし
て主要な政策であった「建設省（当時）」の「環境共生都市（エコシティ）」と、近年の「環境
モデル都市・環境未来都市」を取り上げる。事例研究を行う理由は、モデル事業は、国が公募
にあたり、事業の枠組みを示すが、実際に事業として取り組まれた内容は、指定事業者の提案
に委ねられる。本研究では、個々のモデル事業の特徴や課題の抽出でなく、これまでの我が国
のモデル事業の変遷としての全体像の把握に重きを置いている。そこで、両モデル事業で提示
された計画内容を比較により、施策分野の相違から、環境施策の変遷を明らかにすることとす
る。 
本研究では、自治体が環境行政推進のために策定してきた、90 年代の地域環境管理計画、環
境基本法策定以降の環境基本計画、温暖化防止行動計画等については、本研究の分析対象とし
ていない。国が先導的して、都市整備・まちづくりや、関連する環境技術・対策の普及を図る
モデル事業を対象に限定している。  
 
2.3. 環境白書等にみる都市整備・まちづくりでの環境配慮の取り組み 
 本章では、モデル事業 1990 年代と 2000 年代以降に分けて、創設の背景にある法制度の
流れとともに、モデル事業の動向を述べる。 
我が国に環境行政において、都市整備・まちづくりにおける取り組みが明確に示された
のは、1989 年の環境白書で提唱された「エコポリス」である。青木正久環境庁長官の巻頭
言として、白書を「人と環境との関わりを総合的にとらえる「人間─環境系」の視点から、
「人と環境の共生する都市─エコポリス」の形成を目指した、都市における新たな環境政
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策のあり方を示す」ものと記載されている。以降、環境行政において、都市整備・まちづ
くりが明確に位置づけられたものと解釈することができる。 
環境庁の「エコポリス」の概念に基づき、1990 年に神戸市、1993 年に滋賀県及び最上
広域市町村圏事務組合・山形県が「エコポリス計画(基本構想)」を策定している。  
表 2-2 白書に掲げられた都市整備・まちづくりに関する施策 
第一段階 
90 年代 
快適で環境にやさしい地域づくりの推進 
快適な環境（アメニティ）の確保 
第二段階 
2000 年代前半 
循環と共生を基調とした地域づくり 
持続可能な地域づくりに対する取組 
第三段階 
2000 年代後半 
地域における環境保全の推進 
持続可能な地域づくりに対する取組 
地域の特性を生かした低炭素地域づくり 
都市の規模に応じた先導的な低炭素地域づくり
の取組 
 
「環境白書(1989～2006 年版)」「環境・循環型社会白書(2007-2008 年版)」「環境・循環型
社会・生物多様性白書(2009-2014 年版)」において、当該年に講じる施策を抽出した結果、
その方向性が 3 段階に見て取れる（表 2-2）。 
第一段階は、90 年代である。1989 年に「快適な環境づくりの推進」、翌 1990 年には、「快
適で環境にやさしい地域づくりの推進」が掲げられている。90 年代後半は「快適な環境（ア
メニティ）の確保」となるが、90 年代は一貫して、「快適さ」「アメニティ」が都市整備・
まちづくりのスローガンとなっていたことがうかがえる。 
第二段階は、2000 年代である。2000 年代前半には、「循環と共生を基調とした地域づく
り」と「持続可能な地域づくりに対する取組」として位置づけられる。まちづくりの概念
として、「循環」や「持続可能性」が描かれるようになったと考えられる。 
第 3 段階は、2000 年代後半以降である。2008 年の白書では「低炭素社会」の構築に向
けた詳細な記載がある。さらに、以降の白書では「地域の特性を生かした低炭素地域づく
り」「都市の規模に応じた先導的な低炭素地域づくりの取組」が追加される。「持続可能性」
をさらに具体化した「低炭素化」が、都市整備・まちづくりのなかでも重点が置かれるよ
うになったものと考えられる。 
以上、環境白書等の記載から、環境行政における都市整備・まちづくりの方向性は、1990
年代の「快適性の確保」から、2000 年代には「循環」「持続可能性」へと転換し、さらに
2000 年代後半には「低炭素化」が加わってきたことが明らかとなった。 
2.4. モデル事業の変遷 
 本章では、モデル事業を 1990 年代と 2000 年代以降に分けて、創設の背景にある法制度
の流れとともに整理する。 
 環境都市の形成を目的としたモデル事業は、前節において明らかにした方向性から、「快
適性」「循環」「持続可能性」「低炭素化」をキーワードに、環境省（旧環境庁）・国土交通
省（旧建設省）の所管事業を主とし、関連する他省庁の事業も含めて抽出している。 
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2.4.1. 1990 年代のモデル事業 
「環境共生都市」の推進は、1993 年の環境基本法制定を機に、建設省が発表した「環境
政策大綱」により示された政策である。「環境政策大綱」は、「ゆとりとうるおいのある美
しい環境の創造と継承」「健全で恵み豊かな環境の保全」「地球環境問題への貢献と国際協
力の推進」を理念として定め、7 つの「環境リーディング事業」が位置づけられた。「環境
共生都市（エコシティ）」は、「都市環境基盤整備推進モデル事業（エコシティ整備推進事
業（表 2-3 モデル事業①））」により取り組まれ、「都市環境計画に基づき、省エネ、リサイ
クル、水循環等の先導的な環境保全・創造施策や技術を導入し、モデル的都市環境整備を
推進」することを目的としている。 
市町村または第三セクターは、重点整備計画を含む都市環境計画を策定し、重点整備計
画に基づき行う事業に対して、費用の一部補助と、施設に対する税制上の優遇措置（環境
共生都市施設への所得税・法人税の優遇）、政策金融（開発銀行、北海道東北開発金融公庫、
NTT－C タイプによる低利融資）等がうけられる仕組みであった。 
エコシティ整備事業の補助対象は、①未利用エネルギー活用型地域冷暖房施設システム
設計費、②緑化または透水性舗装の整備を伴う公開空地、③緑化を伴う人工地盤等の施設
整備費、④地域・地区レベルの水再利用システム設計費である。 
いわき市（福島県）、大宮市（現：さいたま市）、船橋市（千葉県）、横浜市、福山市（広
島県）、北九州市等が指定されている。  
「エコシティ」と称した事業は 3 か年で終了したが、その後、次世代都市整備事業に統
合され、現在では、都市再生推進事業の先導的都市整備事業として継続されている。 
1997 年の京都議定書の発効以降、国及び地方自治体の環境政策は温室効果ガスの削減に
重点が置かれるようになった。1998 年に制定された「地球温暖化対策の推進に関する法律
（温対法）」第 20 条の 3 第 1 項に基づき、地方自治体は、自らの事務・事業に伴い発生す
る温室効果ガスの排出削減目標を示す実行計画の策定が義務化された。「地球温暖化防止」
「低炭素化」を前提とした各種行政計画の策定や制度制定に取り組まれることになる。 
 
2.4.2. 2000 年代前半のモデル事業 
 
2002 年の温対法の改正により、温室効果ガスの排出量・吸収量を毎年算定・公表するこ
とや、地球温暖化対策推進本部の設置が定められる。 
「循環」「持続可能性」から、関連するモデル事業をみると、「環境的に持続可能な交通
（EST）モデル事業（表 2-3 モデル事業②）」、環境省では「環境と経済の好循環のまちモ
デル事業（表 2-3-モデル事業③）」がある。EST とは、”Environmentally Sustainable 
Transport（環境的に持続可能な交通）”であり、OECD によりガイドラインが示されてい
る。国土交通省環境行動計画には、この EST が位置付けられ、2004 年からの 3 か年で、
27 地域（都道府県の指定を含む）でモデル事業として取り組まれた。 「環境と経済の好
循環のまちモデル事業」は、「持続可能性」に関連して、二酸化炭素削減策を目的に、イン
フラ整備によるハード事業、普及啓発等のソフト事業を合わせて、まちづくりとして取り
組む事業である。23 都市（26 自治体）で取り組まれた。  
16 
 
表 2-3 環境都市の形成に係るモデル事業（その１） 
構
想
・
計
画
策
定
イ
ン
フ
ラ
整
備 事
業
費
補
助
実
証
事
業
・
社
会
実
験
調
査
そ
の
他
、
普
及
啓
発
等
第
一
段
階
①
都市環境基盤整備
推進モデル事業（環
境共生モデル都市、
エコシティ）
1993-
1997
建設省
環境負荷の軽減、自然との共生、アメニティの
創出等による良好な都市環境の形成の推進を
図り、もって公共の福祉の増進に寄与するこ
と。総合的計画的な都市環境施策の推進、施
策体系のモデル的、先導的な推進を図る。
都市環境計画の策定費補助：重点整備計画（都市環境を整備改
善するため緊急かつ重点的に実施すべき事項を定める整備行動
計画）の作成に要する費用の一部補助。都市環境基盤施設整備
費補助（緑化を伴う人口地盤・公開空地、地域冷暖房等）
● ●
②
環境的に持続可能
な交通（EST）モデ
ル事業（国土交通省
環境行動計画モデ
ル事業）
2004-
2006
国土交通
省
国土交通省環境行動計画に位置付けられる
EST（環境的に持続可能な交通）の推進を図
る。
次世代型路面電車システム（LRT）の整備や
バスの活性化等の公共交通機関の利用促
進、自転車利用環境の整備、道路整備や交
通規制等の交通流の円滑化対策、あるいは
低公害車の導入促進等。
意欲ある者（トップランナー）の具体の取組に対して、一定の地域
において、様々な政策資源を総合的に活用して集中的かつ効果
的な支援を行い、かつ、その効果を検証するモデル事業を公募等
により実施。国直轄事業(補助事業・各種交付金・まちづくり交付
金（市町村提案事業への支援等）等）の集中的支援。
● ● ●
③
環境と経済の好循
環のまちモデル事
業
2004-
2007
環境省
環境を良くすることが経済を発展させ、経済を
活性化することにより環境も良くなるような環
境と経済の好循環を実現し、その取組みを国
の内外に普及させる。
委託事業（地域エコ推進事業）：具体的な事業計画の策定、セミ
ナー等事業計画に掲げるソフト事業の実施、効果の把握・評価
等。交付金事業（地球温暖化を防ぐ地域エコ整備事業）：エネル
ギー起源の二酸化炭素の排出の抑制に資する設備設置費補
助。
● ● ● ●
④
先導的都市環境形
成促進事業（エコま
ちづくり事業）
2008-
国土交通
省
都市政策として、集約拠点等において都市交
通分野、緑化分野、エネルギー分野などの各
種先導的な都市環境対策を推進する。
先導型都市構造の実現に資する拠点的市街地において、地区・
街区レベルにおける先導的な都市環境対策を強力に進めるた
め、計画策定・コーディネート及びモデル事業等に対する支援を行
う。
（地方公共団体、都市再生機構及び民間事業者への事業費補
助）
（平成25年度より、先導的都市環境形成促進事業を拡充（自立エ
ネルギー，交通分野、みどり分野のモデル事業支援及び先進緑
化技術開発支援の創設））
・拠点的市街地等における都市環境対策をより効果的に推進する
ため、低炭素型都市の実現に資する都市環境形成促進調査を実
施。
● ● ●
⑤
環境モデル都市・環
境未来都市
2008- 内閣府
世界的に進む都市化を見据え、持続可能な経
済社会システムを実現する都市・地域づくりを
目指す「環境未来都市」構想を推進する。
環境モデル都市に選定された都市では、地域
資源を最大限に活用し、分野横断的かつ主体
間の垣根を越えた取組により、低炭素化と持
続的発展を両立する地域モデルの実現を目指
す。
環境、社会、経済の三側面に優れた、より高いレベルの持続可能
な都市として、「環境未来都市」、「環境未来都市」構想の基盤を
支える低炭素都市（温室効果ガス排出の大幅な削減など低炭素
社会の実現に向け、高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジ
する都市・地域）として、「環境モデル都市」を指定。国による取り
組み評価・公表、有識者（推進ボード）による支援、国際フォーラ
ム開催等。
● ●
⑥
低炭素地域づくり面
的対策推進事業
2008-
2010
環境省・国
土交通省
自動車交通需要の抑制、公共交通の利便性
の向上、未利用エネルギーや自然資本の活
用により、都市構造や社会資本などの既存の
「まちのかたち」そのものを低炭素型に変え、
低炭素社会のモデルとなる地域づくりを実現す
る。
－ 歩いて暮らせる拠点集約型地域・都市構造
の構築
－ 風の道の確保や再生可能エネルギーの集
中導入等、市街地再編に併せた徹底的な低
炭素化
ＣＯ２削減目標の設定や、目標達成に必要な面的な対策を盛り込
んだ低炭素地域づくり計画の策定、ＣＯ２削減シミュレーション、
計画に基づく事業の実施支援及び事業費補助（地域計画や環境
モデル都市アクションプラン、地球温暖化対策推進法に基づく地
方公共団体実行計画等に位置付けられた地域環境整備に係る
事業を実施する民間事業者に対し、事業費の1/2を補助）
● ● ●
⑦
スマートコミュニティ
構想普及支援事業
2011-
経済産業
省
地方公共団体等が、地域の実情に根ざしたス
マートコミュニティの構築を進めるための事業
化可能性調査（フィージビリティスタディ、以下
「ＦＳ」という）を支援することにより、地方公共
団体等の取組を円滑化し、スマートコミュニティ
の加速的な導入・普及につなげる。
地域での再生可能エネルギーの導入・活用状況や今後の導入ポ
テンシャルを把握し、地域のエネルギー消費構造（ビル（業務用・
商業用）、住宅（戸建・集合））を踏まえつつ、地域の実情に根ざし
たスマートコミュニティの構築に向けた計画の策定支援（定額補
助）。
● ● ●
⑧
次世代エネルギー・
社会システム実証
事業（実証地域）
2011-
2014
経済産業
省・資源エ
ネルギー
庁
エネルギーや関連機器を中心としつつも、通
信、都市開発、交通システム、ライフスタイル
などを含め、様々な実証を都市の中で行う。
次世代のエネルギー・社会システムの実現に向け高い目標を掲
げて先駆的な取組を行う地域を「次世代エネルギー・社会システ
ム実証地域」として選定し、経済産業省関連事業・予算を重点配
分
 住宅用太陽光発電の導入支援対策費補助金
 民生用燃料電池導入支援補助金
先導的システム支援事業
高効率給湯器、高効率空調機導入支援事業
蓄電複合システム化技術開発(NEDO 交付金・委託)
クリーンエネルギー自動車等導入促進対策事業
地域エネルギーマネジメントシステム開発事業
地域新エネルギー等導入促進対策事業
新エネルギー等事業者支援対策事業
エネルギー使用合理化事業者支援事業
● ● ● ● ●
事
業
番
号
第
二
段
階
第
三
段
階
事業指
定年度
事業名
事業内容
事業内容等目的所管省庁
17 
 
表 2-4 環境都市の形成に係るモデル事業（その２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.4.3. 2000 年代後半のモデル事業 
京都議定書の温室効果ガス 6％削減約束を確実に達成するための指針として、京都議定
書目標達成計画が 2005 年 4 月に、同計画の改定案が 2008 年 3 日に閣議決定された。 
政府の取り組みとしては、「低炭素化」と「持続的発展」を目指す「環境未来都市」構
想がある。2010 年には、新成長戦略（2010 年 6 月 18 日閣議決定）に位置づけられ、地
方自治体において、「環境モデル都市（2008 年）」及び「環境未来都市（2010 年）」が選定
された（表 2-3-モデル事業⑤）。「環境未来都市」は、「環境・超高齢化対応等に向けた、
人間中心の新たな価値を創造する都市」として、2011 年に被災地 6 市町を含む 11 都市が
指定されている。 
 「環境モデル都市」は「温室効果ガス排出の大幅な削減など低炭素社会の実現に向け、
高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジする都市・地域」として、2008 年に 13 都市、
2012 年に 7 都市、2013 年に 3 都市の計 23 都市が指定されている。「環境モデル都市」は
「環境未来都市」構想の基盤を支える低炭素都市として位置づけられている。 
また、2008 年の温対法の改正により、都道府県、指定都市、中核市、特例市に対し、「地
球温暖化対策地方公共団体実行計画」の中で「地域の自然的社会的条件に応じた施策」に
ついて盛り込むこと（いわゆる「区域施策編」の策定）が義務化されている。具体的には
自然エネルギーの活用、公共交通機関の利便性向上、緑地保全・緑化の推進、都市計画・
農業振興地域整備計画との連携が求められることになる。他の多くの市町村は努力義務で
はあるが、これが、基礎自治体が行う都市整備・まちづくりにおいても、温室効果ガスの
削減に取り組む必要性が明記された法改正であり、以降、自治体の取り組みを後押しする
様々なモデル事業が展開されることになる。 
同じく、2008 年には、「都市の低炭素化の促進に関する法律（略称：エコまち法）」が施
構
想
・
計
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⑨
環境対応車を活用し
たまちづくり実証実
験（環境対応車普及
による低炭素まちづ
くり）
2012-
2013
国土交通
省
環境対応車（電動バス、電気自動車、超小型
モビリティ等）を活用したまちづくりを推進する。
［1］電動バスの運行における充電施設設置のあり方に関する検
証
［2］超小型モビリティ等電気自動車による地域交通システムのあ
り方に関する検証
［3］ＥＶ・ＰＨＶの充電設備の利用状況把握及び設置・案内のあり
方に関する検証
● ●
⑩
まち・住まい・交通
の創蓄省エネル
ギー化モデル構築
支援事業
2012-
2014
国土交通
省
まち・住まい・交通の創蓄省エネルギー化に
向けて、都市規模、地域特性等に応じたモデ
ル構築を図る。
地域における「まち・住まい・交通の一体的な創蓄省エネルギー
化を目指す構想」を策定する事業者に対して、有識者、国土交通
省関係部局等により構成されるタスクフォースにより、現地調査、
課題の抽出、解決方策の検討、提案主体への助言等を行い、構
想の具体化を支援。
● ●
⑪
集約都市形成支援
事業（低炭素まちづ
くり計画の策定）
2013-
国土交通
省
拡散した都市機能を集約させ、生活圏の再構
築を進めていくため、医療・福祉施設、教育文
化施設等の地域の生活に必要な都市機能の
中心拠点への移転に際し、旧建物の除却処
分費用や跡地の緑地化費用等へ助成を行うこ
とにより、集約型の都市構造の形成を推進し、
もって公共の福祉に寄与すること。
①低炭素まちづくり計画策定支援
（地方公共団体への補助）
 ②コーディネート支援
 ③コア施設の移転促進（除却処分・緑地化）
 ④緑地管理のための専門家派遣及び活動等
● ● ● ● ●
⑫
住民参加による低
炭素都市形成計画
策定モデル事業
2013- 環境省
地域とともに地域構造に資する対策や事業計
画を策定することで、都市・地域構造の礎とな
る日々の開発事業を、より低炭素で地域社会
ニーズを反映させたものに変革すること。
市町村が策定する「低炭素まちづくり計画」や、「地球温暖化対策
地方公共団体実行計画（区域施策編）」等に位置づけられる対策
の検討、更に、それらの計画目標達成に資する民間事業者が策
定する事業計画（集約都市開発事業の計画等）を対象に、土地利
用・交通モデルや地区街区の低炭素効果推計手法等を用いた二
酸化炭素排出量の削減シミュレーション、「サステイナブル都市再
開発アセスガイドライン」に沿った周辺自治体・地元研究機関・住
民等の検討会、ワークショップやアンケート調査の実施等に関す
る支援。
● ● ●
事
業
番
号
第
三
段
階
事業指
定年度
事業名
事業内容
事業内容等目的所管省庁
18 
 
行される。エコまち法により、市街化区域等内において、低炭素化の先導的基準に適合す
る建築物を認定する「認定低炭素建築物（所管行政庁が認定）」と、市町村の推進計画であ
る「低炭素まちづくり計画」の策定が進められることになる。国土交通省では、都市構造
全体を見据えた、「低炭素型都市構造への取組み」として、「集約型都市構造の実現」「都市
緑化等の推進」「下水道における資源・エネルギーの有効利用等の推進」及び「エネルギー
の面的利用の促進」を柱として掲げ、先導的都市環境形成総合支援事業（表 2-3--モデル事
業④）を創設した。 
この事業は、集約型都市構造の実現に資する拠点的市街地等において、地区・街区レベ
ルの包括的な環境負荷削減対策を推進することを目的としている。具体的には、医療・福
祉施設と一体となった住宅整備、駐車場の集約化、共同輸配送、公共交通の利用促進、都
市公園整備・民有地の緑化、太陽光発電の設置、下水熱の共同利用、環境対応車の導入促
進・充電器の整備等が行われる。事業内容は、「エコまちづくり事業（先導的都市環境形成
促進事業）」による補助と緑地・エネルギー・交通整備を対象とした規制緩和による特例措
置で構成される。  
「エコまちづくり事業」は、基本方針・都市負荷削減効果の計測・調査実施・先導的都
市環境形成計画の策定等に対する「計画策定補助」、事業者や住民との意見交換・意識調査・
広報等に対する「コーディネート事業費補助」、 太陽光パネル等の設置や省エネ・エネル
ギーマネジメントによる効果計測・モニタリング実施等に対する「社会実験・実証実験等
実施費補助」である。「エコまちづくり事業」には、2008 年に 35 都市（36 自治体）が指
定されている。そのうち、10 都市が環境モデル都市にも指定された自治体である。 
同様に、集約型都市構造の構築に関するモデル事業としては、国土交通省・環境省によ
り同時期に創設された施策として、「低炭素地域づくり面的対策推進事業（表 2-3-モデル
事業⑥）」がある。自動車交通需要の抑制、公共交通の利便性の向上、未利用エネルギーや
自然資本の活用等を目的とした事業に対する補助が行われている。指定事業者は、原則と
して、温対法に定められ、民生部門の二酸化炭素排出削減に取り組む活動主体である「地
球温暖化対策地域協議会」で、協議会がない場合は自治体も認められており。43 協議会、
8 自治体が指定されている。 
経済産業省の低炭素社会の構築に向けた取り組みとしては、情報通信技術の活用により
エネルギーの安定供給を図り、「3E(Energy Security, Economy, Environment)」を実現す
るという、「スマートグリッド・スマートコミュニティ」の推進がある。新成長戦略及び同
時に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、位置づけられている。推進組織とし
て、NEDO（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）を事務局とした官民連
携組織「スマートコミュニテイ・アライアンス」を設立している。 
2011 年より、次世代エネルギ ・ー社会システム実証事業（表 2-3-モデル事業⑦）として、
横浜市、豊田市（愛知県）、けいはんな学研都市[京田辺市・木津川市・精華町（京都府）]、
北九州市で大規模な実証実験が開始されている。けいはんな学研都市以外は、環境モデル
都市である。 
また、同時に創設された、「スマートコミュニティ構想普及支援事業（表 2-3--モデル事
業⑧）」においては、再生可能エネルギー、省エネルギー、地域でのエネルギーの需給管理
等に関して、地域の実情に即した事業計画の策定及び事業化可能性調査の実施に対して、
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補助を行っている。指定事業者は、「地方自治体」だけでなく、「民間事業者」、「民間事業
者と地方自治体との共同」の３タイプである。2011 年から 2014 年度までで、自治体単独
では、19 自治体（うち 1 団体は県）、民間事業者との共同体では 9 自治体が採択されてい
る。うち、下川町（北海道）、ニセコ町（北海道）、小国町（熊本県）、気仙広域環境未来都
市（大船渡市、陸前高田市、住田町（岩手県））は、環境モデル都市にも指定されている。 
 また、2012 年には、国土交通省により、2 つのモデル事業が行われている。1 つは、運
輸部門の温室効果ガス削減に重点を置いた「環境対応車を活用したまちづくり」である。
環境対応車として、いずれも電力を動力とする「電動バス」、「電気自動車」、「超小型モビ
リティ」について、その実用化に向けた検証が行われた。都道府県を含めて 12 自治体が指
定されている。2 つ目は、まち・住まい・交通という分野横断的、「創エネ」「蓄エネ」「省
エネ」化を進める「まち・住まい・交通の創蓄省エネルギー化モデル構築支援事業（表 2-4--
モデル事業⑩）」である。2014 年度まで実施されている。指定 15 団体のうち、7 団体が自
治体で、他は民間事業者である。指定地域では、計画に基づき、エネルギー対策を重視し
た実証事業が展開されている。 
直近の 2013 年以降の事業としては、国土交通省では、「集約都市形成支援事業（低炭素
都市まちづくり計画）」がある。都市機能の集約や移転跡地の緑化などを含めた低炭素都市
まちづくり計画の普及を促す目的として、計画策定と具体化や実践のための活動に取り組
むものである。2015 年までで 19 自治体が指定されている。 
環境省における類似の事業として「住民参加による低炭素都市形成計画策定モデル事業」
がある。事業としては、直接的には民間事業者に対して指定されているが、事業の趣旨と
内容から、市町村との連携による取り組みとして取り上げる。具体的には、市町村が取り
組む温暖化対策の実践を促すことを目的としており、事業内容は、土地利用・交通分野に
おける民間事業者の取り組み支援、関係者の調整・効果検証等である。指定事業者は、13
地域（実質的な指定事業者は、民間 12 事業者、1 自治体）である。  
以上、2000 年代後半以降の、環境都市の形成を目的とした環境施策を概観すると、都市
構造の集約化、交通対策として省エネルギー化と再生可能エネルギーへの転換が含まれて
おり、都市スケールでのエネルギー対策への取り組みが強化を図ろうとしていることがう
かがえる。 
 
2.4.4. 市町村別の指定状況 
本章で取り上げた 12 のモデル事業の指定事業者の状況についてみる（表 2-5）。指定事
業者のタイプは、都道府県単独、市町村単独、市町村・都道府県連携、官民連携、民間事
業者の 5 種類であった。数は多くないが、複数の市区町村が連携するタイプ（①～⑥、⑧
⑨）、低炭素地域づくり面的対策推進事業（事業番号⑥）のように官民連携のケースがある。 
ここでは、モデル事業の中心的な担い手である、市区町村について述べる。 
モデル事業においては、中核市以上の大規模都市が多い。特に、90 年代のエコシティ事
業（事業番号①）では、政令市、中核市が 3 割、特例市が 1 割とほとんどを占めており、
都市部の自治体で取り組まれていたことがわかる。以降、町村部の自治体の指定は多くな
いが、低炭素素地域づくり面的対策推進事業（事業番号⑥）、スマートコミュニティ構想普
20 
 
及支援事業（事業番号⑦）、集約都市形成支援事業（事業番号⑪）、「住民参加による低炭素
都市形成計画策定モデル事業（事業番号⑫）では、中核市以上の指定が少なく、それ以外
の市部の指定が多い。これは、近年では、「都市規模に応じた取り組み」が推進されている
ことを裏付けるものと考えられる。いずれも、構想・計画策定や関連する調査が事業内容
に含まれており、近年のこれらの事業では、普及促進に重点が置かれているもの考えられ
る。 
また、表 2-6 に示す自治体（市区町村）別の指定事業数から、我が国のモデル事業では、
特定の自治体が複数のモデル事業の指定を受けていることがわかる。横浜市、北九州市、
千代田区、豊田市で、抽出した事業の半数である 6 事業。仙台市、さいたま市、静岡市、
大阪市、神戸市、飯田市（長野県）でも 4 事業で指定されている。モデル事業の指定を受
けることで、取り組む環境対策の継続性を担保しているものと考えられる。 
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表 2-5 モデル事業の指定事業者の状況 
 
  
都
道
府
県
単
独 市
町
村
単
独
市
町
村
・
都
道
府
県
連
携
官
民
連
携
民
間
事
業
者
自
治
体
名
自
治
体
数
自
治
体
名
自
治
体
数
自
治
体
名
自
治
体
数
自
治
体
名
自
治
体
数
自
治
体
名
自
治
体
数
総
数
市
町
村
数
政
令
指
定
都
市
・
特
別
区
中
核
市
特
例
市
市 町
村
①
都市環境基盤整備
推進モデル事業（環
境共生モデル都市、
エコシティ）
19 1
大宮市（さいたま
市）、横浜市、浜松
市、名古屋市、大
阪市、北九州市
7
盛岡市、船橋市、
いわき市、越谷
市、福山市、高松
市
6
所沢市、富士市、
長岡市
3
帯広市、魚津市、
けいはんな学研都
市（京田辺市・木
津川市・精華町）
5 20 21 33% 29% 14% 24% 0%
②
環境的に持続可能
な交通（EST）モデ
ル事業（国土交通省
環境行動計画モデ
ル事業）
6 19 2
札幌市、仙台市、
荒川区、新潟市、
静岡市、大阪市、
神戸市、広島市
8
柏市(①)、富山
市、豊田市、松山
市、福山市
5
八戸市、上越市、
松江市
3
流山市（①）、三郷
市・八潮市、秦野
市、豊中市、和泉
市
6 27 22 36% 23% 14% 27% 0%
③
環境と経済の好循
環のまちモデル事
業
23 3
千代田区・中央
区・港区・新宿区・
台東区・品川区・
目黒区、川崎市、
静岡市
9
いわき市、長野
市、富山市
3
稚内市、遠野市、
塩釜市、太田市、
福生市、掛川市、
飯田市、高岡市、
備前市、出雲市、
周南市
11
洞爺湖町、士幌
町、鰺ヶ沢町、飯
豊町、梼原町
5 26 28 32% 11% 0% 39% 18%
④
先導的都市環境形
成促進事業（エコま
ちづくり事業）
31 1 1 2
仙台市、新潟市、
静岡市、京都市、
堺市、さいたま市、
横浜市、相模原
市、北九州市、豊
島区、千代田区*、
港区・品川区、江
戸川区
14
盛岡市、柏市、高
崎市、豊田市、福
山市
5
春日部市、平塚
市、明石市、吹田
市、熊谷市、茨木
市
6
安城市、東海市、
刈谷市、小牧
市、、飯田市、西
尾市、守山市、岩
国市
8 一色町、幸田町 2 35 35 40% 14% 17% 23% 6%
⑤
環境モデル都市・環
境未来都市 29 2
千代田区、横浜
市、新潟市、京都
市、堺市、神戸
市、北九州市
7
柏市、富山市、豊
田市、尼崎市、松
山市
5 つくば市 1
帯広市、釜石市、
岩沼市、東松島
市、南相馬市、飯
田市、生駒市、水
俣市、宮古島市、
気仙広域環境未
来都市（大船渡
市・陸前高田市・
住田町）、けいは
んな学研都市
10
ニセコ町、下川
町、新地町、御嵩
町、西粟倉村、梼
原町、小国町
7 31 30 23% 17% 3% 33% 23%
⑥
低炭素地域づくり面
的対策推進事業 8 (1※) 43
札幌市、仙台市、
さいたま市、千代
田区、新宿区、荒
川区、横浜市、静
岡市、大阪市、堺
市、神戸市、広島
市
12
盛岡市(②)、金沢
市、豊田市、尼崎
市、大津市、倉敷
市、高松市、松山
市、鹿児島市
10
茨木市(③)、松江
市(④)
3
石狩市・小樽市、
登別市、恵庭市、
帯広市、流山市、
印西市、藤沢市、
柏崎市、茅野市、
富士宮市、都留
市、摂津市、南ア
ルプス市、池田
市、門真市(⑤)、
箕面市(③)、出雲
市（④）、宇部市、
香南市、徳島市、
大分市、奄美市
21
ニセコ町、白老
町、礼文町、滝沢
村(②)、箱根町、
御嵩町、幸福町・
垣内町・中町(⑤)、
笠置町
10 51 56 21% 18% 5% 38% 18%
⑦
スマートコミュニティ
構想普及支援事業 8 16 114
杉並区、川崎市、
福岡市、北九州市
4 岐阜市 1 鳥取市 1
四街道市、生駒
市、須坂市、津山
市、備前市、糸満
市
6
奈井江町、白糠
町、下川町、ニセ
コ町、女川町、最
上町、遊佐町、坂
城町、美咲町、小
国町、伊江村
1 138 13 31% 8% 8% 46% 8%
⑧
次世代エネルギー・
社会システム実証
事業（実証地域）
3 1 横浜市、北九州市 2 豊田市 1
けいはんな学研都
市
1 4 4 50% 25% 0% 25% 0%
⑨
環境対応車を活用し
たまちづくり実証実
験（環境対応車普及
による低炭素まちづ
くり）
3 8 1
千代田区、横浜
市、浜松市、京都
市、福岡市
5 豊田市 1 館林市 1 12 7 71% 14% 0% 14% 0%
⑩
まち・住まい・交通
の創蓄省エネル
ギー化モデル構築
支援事業
5 5 4 大阪市、神戸市 2 函館市、倉敷市 2 小田原市、松本市 2
弘前市、浦安市、
安城市、高岡市、
柳川市
5 屋久島町 1 14 12 17% 17% 17% 42% 8%
⑪
集約都市形成支援
事業（低炭素まちづ
くり計画の策定）
19
さいたま市、江東
区、渋谷区、北九
州市
4 小田原市、吹田市 2
名寄市、守谷市、
志木市、安城市、
長久手市、小諸
市、近江八幡市、
川西市、宇部市、
薩摩川内市
10 下川町、東郷町 2 19 18 22% 0% 11% 56% 11%
⑫
住民参加による低
炭素都市形成計画
策定モデル事業
1 12
仙台市、千代田
区、福岡市
3 旭川市 1 甲府市 1
室蘭市、南相馬
市、青梅市、飯田
市、東近江市、津
山市、水俣市
7 球磨村 1 13 13 23% 8% 8% 54% 8%
事
業
番
号
事業名
指定事業者
構成比
指定事業者のうち市区町村 指定事業
者数計政令指定都市・特別区 中核市 特例市 市 町村
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表 2-6 自治体（市区町村）別指定事業数 
 
2.6. 事例にみるモデル事業の施策分野の変化 
 本章では、90 年代の「エコシティ」と、近年の「環境モデル都市・環境未来都市」それ
ぞれのモデル事業において、指定自治体が取り組む施策分野を比較する。先に述べたとお
り、モデル事業は、指定事業者からの提案により取り組むものであり、モデル事業の枠組
みのなかでどのような施策に取り組まれたかは、指定された市町村の計画書等で確認する
必要がある。「エコシティ」と、「環境モデル都市・環境未来都市」の施策分野を比較する
ことにより、環境都市の取り組みが始まった 90 年代から近年にかけての、環境都市に係
る施策及び自治体の取り組みの変化を明らかにしようとするものである。 
 表 2-7 は、エコシティ指定自治体において策定された、各都市環境計画に位置づけられ
た施策を、分野別に示したものである。建設省が発行したエコシティ事業の成果報告書（文
献 15）の施策表及び施策分類をベースに統合・再整理し、記載がある施策分野を丸印で示
している。 
 同様の手順にしたがって、環境モデル都市の「環境モデル都市行動計画」、及び環境未来
都市の「環境未来都市計画」から作成する。これらの計画に記載された施策を、分野別に
整理したものが表 2-8 である。 
90 年代のエコシティ事業と、近年の環境モデル都市・環境未来都市では、共通する分野
名称もあるが、施策の内容は異なる点も多いため、それぞれ分けて施策分野として整理し
ている。 
 
  
政令指定都市
・特別区
中核市 特例市 市 町村
６
事
業
横浜市、北九州
市、千代田区
豊田市
４
事
業
仙台市、さいた
ま市、静岡市、
大阪市、神戸市
飯田市
３
事
業
新潟市、福岡市 盛岡市、柏
市、富山市、
福山市、松山
市
帯広市
２
事
業
札幌市、川崎
市、浜松市、京
都市、堺市、広
島市、港区、新
宿区、品川区、
荒川区
いわき市、尼
崎市、倉敷
市、高松市
小田原市、
吹田市、茨
木市、松江
市
高岡市、流山市、南
相馬市、安城市、出
雲市、生駒市、備前
市、津山市、宇部
市、水俣市、けいは
んな学研都市
ニセコ町、
下川町、梼
原町、小国
町
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表 2-7 エコシティモデル都市（1993～95年）の取り組み内容（計画）
 
表 2-8 環境未来都市・環境モデル都市（2008～）の取り組み内容（計画）① 
 
資源
循環
環境
教育
住
宅
の
省
エ
ネ
対
策
業
務
ビ
ル
等
建
築
物
の
省
エ
ネ
対
策
住
宅
・
住
宅
地
整
備
立
体
交
差
・
交
通
施
設
整
備
・
交
通
環
境
改
善
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行
者
・
自
転
車
対
策
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専
用
道
路
整
備
）
緑
地
保
全
・
オー
プ
ン
ス
ペー
ス
整
備
公
園
整
備
緑
化
・
屋
上
緑
化
・
壁
面
緑
化
風
の
道
地
域
冷
暖
房
・
コ
ジ
ェ
ネ
・
排
熱
利
用
太
陽
光
エ
ネ
ル
ギー
の
活
用
自
然
エ
ネ
ル
ギー
の
活
用
（
風
力
・
海
水
等
太
陽
光
除
く
）
水
循
環
・
雨
水
・
中
水
利
用
公
共
交
通
低
公
害
車
導
入
パー
ク
ア
ン
ド
ラ
イ
ド
・
交
通
需
要
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
水
質
汚
染
防
止
・
水
循
環 ビ
オ
トー
プ
・
親
水
空
間 透
水
性
舗
装
・
雨
水
浸
透 水
循
環
・
中
水
利
用
・
雨
水
利
用
ご
み
の
分
別
・
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
環
境
教
育
・
環
境
学
習
情
報
提
供
・
窓
口
設
置
市
民
参
加
・
パ
-
ト
ナー
シッ
プ
埼玉県 大宮市 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
神奈川県 横浜市 ● ● ● ● ●
静岡県 浜松市 ● ● ● ● ● ● ●
愛知県 名古屋市 ● ● ●
大阪府 大阪市 ● ● ● ●
福岡県 北九州市 ● ● ● ● ● ● ●
岩手県 盛岡市 ● ● ● ● ● ● ● ●
福島県 いわき市 ● ● ● ● ●
千葉県 船橋市 ● ● ● ● ● ● ● ●
埼玉県 越谷市 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
岡山県 福山市 ● ● ● ● ●
香川県 高松市 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
埼玉県 所沢市 ● ● ● ● ● ● ●
新潟県 長岡市 ● ● ● ● ●
静岡県 富士市 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
北海道 帯広市 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
新潟県 魚津市 ● ● ● ● ● ●
広域
型 京都府
けいはんな
学研都市
● ● ● ● ● ● ● ● ●
4 4 7 3 8 6 8 10 5 13 7 2 2 3 1 2 3 8 14 6 6 5 1 4
22% 22% 39% 17% 44% 33% 44% 56% 28% 72% 39% 11% 11% 17% 6% 11% 17% 44% 78% 33% 33% 28% 6% 22%
掲載自治体数
掲載率
市
水辺整備・水循環
仕組みづく
り・普及促進
政
令
市
特
例
市
中
核
市
建築物・都市基盤整備
まちづくり・ランドスケー
プ・地域環境保全
エネルギー 交通
住
宅
・
住
宅
地
整
備 公
共
施
設
・
業
務
用
ビ
ル
等
建
築
物
エ
ネ
ル
ギー
イ
ン
フ
ラ
道
路
整
備
緑
地
・
里
山
・
自
然
環
境
保
全
ま
ち
づ
く
り
・
景
観
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギー 省
エ
ネ
・
熱
利
用
エ
ネ
ル
ギー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
公
共
交
通
業
務
用
・
公
用
家
庭
用
カー
シ
ェ
ア
E
V
・
次
世
代
自
動
車
コ
ミ
ュ
ニ
ティ
サ
イ
ク
ル
● 東京都 千代田区 ● ● ● ●
● ● 神奈川県 横浜市 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● 新潟県 新潟市 ● ● ●
● 京都府 京都市 ● ● ● ● ●
● 大阪府 堺市 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● 大阪府 神戸市 ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● 福岡県 北九州市 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● 千葉県 柏市 ● ● ● ● ● ● ●
● ● 富山県 富山市 ● ● ● ● ●
● 愛知県 豊田市 ● ● ● ● ● ● ●
● 兵庫県 尼崎市 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● 愛媛県 松山市 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● 特例市 茨城県 つくば市 ● ● ● ● ● ●
● 北海道 帯広市 ● ● ● ●
● 長野県 飯田市 ● ● ● ●
● 兵庫県 生駒市 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● 熊本県 水俣市 ●
● 沖縄県 宮古島市 ● ● ● ● ● ● ● ●
● 岩手県 釜石市 ● ● ●
● 宮城県 岩沼市 ● ● ●
● 宮城県 東松島市 ● ● ●
● 福島県 南相馬市 ● ● ● ● ● ● ● ●
● 熊本県 小国町 ● ● ● ● ● ●
● ● 北海道 下川町 ● ● ● ● ●
● 北海道 ニセコ町 ● ● ● ● ● ● ● ●
● 岐阜県 御嵩町 ● ● ● ● ●
● 岡山県 西粟倉村 ● ● ●
● 高知県 梼原村 ● ●
●
町村（震災
復興型）
福島県 新地町 ● ●
●
震災復興
型・広域型
岩手県
気仙広域環
境未来都市
● ● ● ● ● ● ●
● 広域型 京都府
けいはんな
学研都市
● ● ● ● ● ● ●
16 9 22 5 11 8 10 27 13 8 12 9 7 4 11 6
52% 29% 71% 16% 35% 26% 32% 87% 42% 26% 39% 29% 23% 13% 35% 19%
政令指定
都市・特別
区
中核市
市
市（震災復
興型）
町村
掲載自治体数
掲載率
ス
マー
ト
シ
ティ
・
コ
ミ
ュ
ニ
ティ
エネルギー
まちづくり・ランドス
ケープ・地域環境保全
環
境
未
来
都
市
環
境
モ
デ
ル
都
市
事業名 交通建築物・都市基盤整備
24 
 
表 2-9 環境未来都市・環境モデル都市（2008～）の取り組み内容（計画）② 
 
 
まず、エネルギー分野についてみる。 
エコシティの施策では、排熱・余熱利用等未利用エネルギーの活用やコジェネレーショ
ンシステム・地域冷暖房等による省エネルギー・高効率エネルギー設備の導入が多く、14
自治体、全体の 8 割が計画に位置付けている。また、水質汚染防止・水循環、ビオトープ・
親水空間の整備、透水性舗装・雨水浸透、水循環・中水利用・雨水利用と、水辺整備・水
循環に関する施策も様々あり、特に、透水性舗装と雨水浸透の導入が多い。まちづくり・
ランドスケープ・地域環境保全分野では、緑化・屋上緑化・壁面緑化と、公園整備が多い。  
 一方、環境モデル都市・環境未来都市では、施設整備における省エネや熱利用のほか、
太陽光発電・バイオマスエネルギーなどの再生可能エネルギーを用いた、エネルギーイン
フラの整備に取り組む自治体が多い。これは、2011 年に発生した東日本大震災により、原
子力発電の安全性に対する懸念や、災害時のエネルギー確保の重要性の認識等により、自
治体単位でのエネルギー対策に取り組む必要性が認識されることになったことが要因であ
ると考えられる。 
資源
循環
省
資
源
・
リ
サ
イ
ク
ル
児
童
・
生
徒
向
け
教
育
一
般
市
民
向
け
産
学
官
連
携
研
究
普
及
啓
発
・
交
流
規
制
・
届
出
・
表
彰
認
定
制
度
・
条
例
制
定
等
拠
点
整
備
美
化
運
動
文
化
振
興
地
域
の
医
療
・
福
祉
地
元
産
業
活
性
化
農
林
業
● 東京都 千代田区 ● ● ●
● ● 神奈川県 横浜市 ● ●
● 新潟県 新潟市 ● ● ● ● ●
● 京都府 京都市 ● ● ● ● ● ● ● ●
● 大阪府 堺市 ● ● ● ●
● 大阪府 神戸市 ●
● ● 福岡県 北九州市 ● ● ● ● ● ●
● 千葉県 柏市 ● ● ● ● ● ● ●
● ● 富山県 富山市 ● ● ● ● ● ●
● 愛知県 豊田市 ● ● ●
● 兵庫県 尼崎市 ● ● ●
● 愛媛県 松山市 ● ● ● ● ● ●
● 特例市 茨城県 つくば市 ● ● ● ● ● ● ●
● 北海道 帯広市 ● ● ● ● ●
● 長野県 飯田市 ● ● ● ● ●
● 兵庫県 生駒市 ● ● ●
● 熊本県 水俣市 ● ● ● ● ● ●
● 沖縄県 宮古島市 ● ● ●
● 岩手県 釜石市 ● ● ● ●
● 宮城県 岩沼市 ● ● ●
● 宮城県 東松島市
● 福島県 南相馬市 ● ● ●
● 熊本県 小国町 ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● 北海道 下川町 ● ● ● ● ● ●
● 北海道 ニセコ町 ● ●
● 岐阜県 御嵩町 ● ● ● ● ● ●
● 岡山県 西粟倉村 ●
● 高知県 梼原村 ● ●
●
町村（震災
復興型）
福島県 新地町
●
震災復興
型・広域型
岩手県
気仙広域環
境未来都市
● ● ●
● 広域型 京都府
けいはんな
学研都市
6 10 11 8 5 11 7 12 2 1 10 19 16
19% 32% 35% 26% 16% 35% 23% 39% 6% 3% 32% 61% 52%
政令指定
都市・特別
区
中核市
市
市（震災復
興型）
町村
掲載自治体数
掲載率
ビジネスモデル・仕組みづくり・
普及促進
市民生活 産業振興
環
境
未
来
都
市
環
境
モ
デ
ル
都
市
事業名 環境教育
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エネルギーマネジメントシステムの導入や再生可能エネルギーの活用等の様々なエネ
ルギー対策を講じることで、都市スケールで電力需給の平準化や最適化を図る都市像が、
「スマートシティ・スマートコミュニティ」であり、約 3 割の自治体では、施策として掲
げられている。  
次に、交通分野をみると、エコシティ事業では、公共交通、低公害車の導入、パークア
ンドライド・交通需要マネジメントなどの施策にとどまり、取り組む自治体も 1～3 自治
体とわずかであるが、環境モデル都市等では、交通分野への取り組みが多岐にわたり、活
発化している。政令市等の大都市では公共交通の活性化が図られているほか、EV・次世代
自動車の普及に取り組む自治体が 3 割ある。EV・次世代自動車の用途・導入される部門
が、家庭用や業務用・公用と明確に示され、それぞれの用途に応じた補助金や充電インフ
ラ整備などの普及促進策が設けられている。 
 建築物・都市基盤整備に関する分野では、業務ビル・住宅の断熱材の使用や省エネ機器
の導入などによる、省エネ化が図られものである。エコシティ事業では約 2 割であるのに
対し、環境モデル都市では半数程度と、取り組む自治体が多い。建築物でのエネルギー対
策が民生部門のエネルギー消費の削減に向けて主要施策の一つとなっていることがうかが
える。 
「スマートシティ・スマートコミュニティ」の取り組みは、交通、建築物、都市基盤等
あらゆる分野のエネルギー対策を包括的に取り組む施策であり、都市における低炭素促進
の主要施策として、また、近年の国及び地方自治体のエネルギー施策としても拡充・重点
化されている。 
先行研究でも明らかなように、日本国内だけでなく、世界各国でも、スマートシティ・
スマートコミュニティの実現に向けた取り組みが活発化しているところである。その取り
組み内容や事業主体は、国・都市・地域により多様であり、ゆえに、スマートシティ・ス
マートコミュニティの定義自体も、それぞれの地域・プロジェクトごとに行われている。
このようにこれらの取り組みには、国や地域ごとの特徴が表れることから、次節では、モ
デル事業以外の「スマートシティ」の普及推進に向けた取り組みに着目することにより、
我が国におけるスマートシティの取り組み動向と特徴について概観する。 
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2.7. 我が国におけるスマートシティへの取り組み 
2.7.1. スマートシティに取り組まれる背景 
 
 スマートシティへの取り組まれる背景には、日本を含む先進国では高齢化・人口減少に
よる都市の衰退や財政悪化への対応のため、効率的な社会インフラの整備・運営が求めら
れていること、新興国では人口の急増・過密による環境悪化やエネルギー需要の急増への
対策が求められていることがある 21）。 
先進国・新興国ともに共通することとして、持続可能な都市経営のために、情報通信技
術の活用により、社会インフラを制御・管理することにより、エネルギー消費の削減とク
リーン化を図り、低炭素社会の構築を目指していることにある。 
スマートシティにおけるスマート化技術としては、パワーデバイス技術、パワーエレク
トロニクス技術、蓄電・蓄エネ技術、エネルギー制御技術、セキュリティ技術などがある。
このようなスマート化技術を含むスマートシティ関連産業の市場規模は、2030 年までの累
計で約 4,000 兆円との試算結果もあり、世界各国が環境対策としてだけでなく、産業振興
の一環として取り組んでいる。日本においても、政府の成長戦略（2008 年）、新成長戦略
（2010 年）において、スマートシティ関連産業が成長産業として位置づけられており、官
民により関連技術の開発・実証化に取り組まれているところである。 
 
表 2-10 スマートシティにおけるスマート化の主要な技術 
パワーデバイス技術 
（電力用半導体素子） 
 
インバーターやコンバーターなどの電力変換器に用いられる半導体素子で
あり、その用途は、電気自動車、ハイブリッド自動車、エアコンなどのイ
ンバーター制御、各種汎用モーターなど。SiC(シリコンカーバイド) 
GCT（Gate Commutated Turn-off））IGBT（絶縁ゲートバイポーラトラン
ジスタ、Insulated Gate Bipolar Transisto） 
パワーエレクトロニクス技術 
（半導体電力変換装置、パワー
コンディショナー） 
電力変換と制御を中心とした応用システム全般の技術 
蓄電・蓄エネ技術 蓄電池、蓄電池制御、蓄エネルギーシステム（夜間電力を貯蔵し、昼間の
エネルギー需要（冷暖房、給湯等）に利用することによって、電力の負荷
平準化を図るシステム） 
エネルギー制御技術 エネルギーの環境計測、最適制御システム 
情報通信技術 クラウド、無線メッシュ（無線メッシュネットワークシステム） 
GEPON光通信（光ファイバーを用いた公衆回線網で 1Gbpsの通信速度を実現
する技術） 
セキュリティ技術 暗号化技術、耐ウイルス、耐タンパー性（ソフトウェアやハードウェアが
備える、内部構造や記憶しているデータなどの解析の困難さ） 
出所）文献 22）をもとに作成 
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注）スマートグリッド、太陽電池、風力発電、その他再生可能エネルギー、蓄電池、次世代自動車、充電器、
IT 投資の市場規模を合算した金額。水事業、廃棄物処理、道路、鉄道、空港などのインフラ市場を除く。 
出所）スマートシティプロジェクト公式ウェブサイト 23) 
図 2-1 スマートシティの市場規模  
 
2.7.2.  スマートシティの定義 
「スマートシティ」に関する統一的な定義はなく、各国のプロジェクトの事業内容や構
成要素から分類・定義づけを行おうとする研究が蓄積されている段階である。 
環境省、国土交通省、経済産業省のいずれにおいても、政策や施策として「スマートシ
ティ」という用語は使用していない。地方自治体や海外都市の取り組みなどの、事例報告
や調査などで使用されるにとどまっている。モデル事業としては、都市スケールより小さ
い街区レベルを想定した「スマートコミュニティ事業」が、経済産業省の施策として実施
されている。 
概念的には、街区スケールの「スマートコミュニティ」が、複数形成され、さらにネッ
トワークにより統合されることで、都市スケールの「スマートシティ」へと発展されるも
のとして、将来像としては「スマートシティ」、現時点の取り組みとして「スマートコミュ
ニティ」と使い分けられているものと考えられる。したがって、本研究においても、スマ
ートシティの定義については、現在、一般に使用されている街区スケールの「スマートコ
ミュニティ」を用いて説明することとする。 
経済産業省、及び経済産業省が所管する NEDO、スマートコミュニティの推進団体とし
て設立された「スマートコミュニティ・アライアンス」におけるスマートコミュニティの
定義は、表 2-11 の通りである。図 2-2 は、経済産業省が示すスマートコミュニティの概念
図である。いずれも、街区または都市など、スケールについての記載は明示されていない
が、ガス・水道・交通・通信等のインフラや、工場・オフィスビル・住宅等の需要家を結
合することにより、情報とエネルギーのやり取りを行い、スマート化技術により全体最適
を図るものと読み取ることができる。 
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スマートコミュニティの目的は、各地域やプロジェクトごとに異なり、それぞれに設定
されているが、全体像としてみると、表 2-12 に示すように、主に以下の７点があげられ
る。①省エネ機器やエネルギーマネジメントシステムによる「①二酸化炭素の排出削減」、
エネルギー制御技術による「②再生可能エネルギーの大量導入」と「③エネルギーの安定
供給」、需要に応じたエネルギー供給による「④エネルギーコストの最適化」等のエネルギ
ー需給の安定化・最適化と同時に、高齢者等を対象とした新サービスの提供による「⑤生
活水準の向上」や「⑥交通・水道システムの利便性向上」、「⑦災害対策としての地域の安
全性」など市民生活の利便性・安全性向上なども視野に入れた取り組みである。これらの
目的に合わせて実現に向けた手段をまとめると、表 2-12 右列のようになる。住宅では
HEMS、工場では FEMS、オフィスビルでは BEMS によりエネルギーを管理し、蓄電池
による制御を行うことで、太陽光発電等の再生可能エネルギー、未利用エネルギーの導入
を可能にし、エネルギー需給の最適化と安定化を行うものであるといえる。 
なお、「スマートコミュニティ」に類似する用語として、「スマートグリッド」がある。
スマートグリッドは、「供給側の電力システムと需要家側のエネルギー機器をネットワーク
で結合し、需給バランスの最適化を図る電力系統システム」、すなわち「電力を供給するイ
ンフラ自体」を指すものである。したがって、スマートコミュニティは、スマートグリッ
ドというインフラやエネルギー需給を包含し、市民生活や企業活動も含めた概念であると
いえる 21）。 
表 2-11 スマートコミュニティの定義 
経済産業省 18) 電気の有効利用に加え、熱や未利用エネルギーも含めたエネルギーの「面的利用」や、地域
の交通システム、市民のライフスタイルの変革などと複合的に組み合せたエリア単位での次
世代のエネルギー・社会システム 
NEDO24） 再生可能エネルギーの大量導入や需要制御の観点で次世代のエネルギーインフラとして関心
が高まっているスマートグリッド及びサービスまでを含めた社会システム 
スマートコミ
ュニテイ・アラ
イアンス 22) 
スマートコミュニティとは、再生可能エネルギーやコジェネレーションシステム（熱電併給）
の分散型エネルギーを用いつつ、情報通信技術（以下、IT）や蓄電池等の技術を活用したエ
ネルギーマネジメントシステムを通じて、エネルギー需給を総合的に管理し、エネルギーの
利活用を最適化するとともに、高齢者の見守りなど他の生活支援サービスも取り込んだ新た
な社会システムを構築したもの 
注）文献「スマートコミュニティ・アライアンス」とは、2010 年に、スマートコミュニティ等の推
進組織として、NEDO（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）を事務局として設立
された官民連携組織 
出所）文献 18)、22）24）をもとに作成 
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図 2-2 スマートコミュニティのイメージ図 18) 
表 2-12 スマートコミュニティの目的 
目的 実現のための手段 
①大幅な二酸化炭素の排出削
減、省エネルギーを可能にする 
省エネルギー機器の導入促進、デマンドレスポンス技術やエネ
ルギーマネジメントシステム（HEMS、BEMS、FEMS、CEMS）、
EV 等の統合、円滑な交通システムの導入 
②再生可能エネルギーの大量
導入を可能にする 
エネルギー貯蔵の活用や分散型電源の統合制御技術の導入によ
る需給バランスの維持 
③エネルギーの安定供給を可
能にする 
再生可能エネルギーを安定供給するための制御・保護技術・貯
蔵技術などの活用 
④エネルギーコストを最適化
する 
デマンドレスポンス技術や ITの活用によるエネルギーコストの
最適化 
⑤地域住民の生活水準を向上
させる 
人口減少・高齢社会における新サービスの提供 
⑥利便性の高い交通・水道シス
テムなどを提供する 
交通システム：公共交通における情報端末を活用した予約・発
券サービス、位置情報・駐車場情報・EV 充電関連情報等の提供、
カーシェアリングサービス 
水道システム：最適マネジメントによる水資源の有効利用 
⑦災害に強い安全な社会を構
築する 
蓄電機能による災害時の電力活用、地域単位での独立的なエネ
ルギー確保と制御、防犯技術と環境・エネルギー技術の融合 
HEMS: Home Energy Management System, BEMS: Building Energy Management System, FEMS: 
Factory Energy Management System, CEMS: Community Energy Management System 
出所）文献 22）をもとに、作成 
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2.7.3. スマートシティにおけるスマートハウス・EV の機能 
 
スマートハウスの EV の機能の概念図を、図 2-2 に示す。 
スマートシティにおける SH の機能は、家庭におけるエネルギー消費の削減を住宅及び
住空間で実現するものである。具体的には、ヒートポンプ給湯器の設置等の省エネ、太陽
光発電や燃料電池による創エネとともに、蓄電池により負荷を平準化し、さらに、家電製
品等の稼働時間のシフトや見える化などにより、全体としてのエネルギー消費の削減を図
るものである。 
同様に、スマートシティにおける EV の機能は、家庭で発生する移動において、エネル
ギー消費の削減に寄与するとともに、登載された蓄電池の電力貯蔵機能の活用が見込まれ
る。EV から住宅への電力供給（V2H,Vehicle to Home）により住宅単位で、さらに、スマ
ートグリッドとの融合によりコミュニティ単位で電力の有効利用と安定化が可能となる
26）。 
 
 
図 2-3 スマートハウスと EV の機能 25） 
 
2.7.4.  スマートシティ推進組織による普及への取り組み 
国内では、スマートシティの推進を目的とした官民の推進組織が設立されている。 
団体①~③は経済産業省・地方経済産業局の主導により設立された組織で、スマートシ
ティ関連する企業・研究機関等の産学の連携や情報発信・交流等が主な活動内容である。 
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団体④~⑫は、都市・地域でのスマートシティ関連計画・プロジェクトの実施・運営・
事業化の検討、具体化するための活動に取り組む組織である。スマートシティに関連する
構想・計画を策定する自治体で設立されており、地域でのスマートシティ推進を主導する
組織として期待される。 
 
表 2-13 スマートシティを推進する団体 
団体名 目的・事業内容等 設立時期 所在地 
① スマートシティ・アライアン
ス（NEDO 内事務局）22) 
スマートシティの官民連携組織 2010.4 川崎市（神奈川県） 
② 関東スマコミ連携体（関東経
済産業局内事務局）27) 
マー卜コミュニティの実現に向けての広域で取り
組むプラットフォーム。情報提供、情報発信、交
流、プロジェクト推進 
2014.2 さいたま市（埼玉
県） 
③ 関西スマートコミュニティ
推進フォーラム（近畿経済産
業局内事務局）28) 
関西におけるスマートコミュニティ形成の推進と
関連産業の振興。最新情報の提供、情報発信、産
学官の交流の場の提供プロジェクト推進支援等 
2013 年度 大阪市（大阪府） 
④ スマートシティ企画株式会
社 23) 
柏の葉スマートシティ、気仙沼／赤岩港「エコ水
産加工団地」プロジェクトの運営等 
2009.9 
 
中央区（東京都） 
⑤ 技術研究組合北九州スマー
トコミュニティ推進機構 29) 
組合員の協同による北九州スマートコミュニティ
創造事業に関する試験研究 
2012.2 北九州市（福岡県） 
 
⑥ 弘前型スマートシティ推進
協議会 30) 
弘前型スマートシティ構想の推進。会員相互の情
報の交換・共有、官民による体制づくり 
2013.12 弘前市（青森県） 
⑦ あきたスマートシティ推進
協議会 31) 
事業内容および各種補助申請の検討、関係機関の
役割分担等の調整 
2011.4 秋田市（秋田県） 
⑧ 宮古市スマートコミュニテ
ィ推進協議会 32) 
宮古市版スマートコミュニティマスタープランに
掲げる事業の推進、事業計画の立案・策定、市民
参画・普及促進・情報発信等 
2013.4 宮古市（岩手県） 
⑨ 会津若松スマートシティ推
進協議会 33) 
電力消費量の見える化、節電・省エネアドバイス、
HEMS の無償提供等 
2012.5 会津若松市（福島
県） 
⑩ 浜松市スマートシティ推進
協議会 34) 
課題解決や事業展開を目指す、「プロジェクト創生
型」の活動。スマートシティに関する動向・最新
情報の共有、会員企業間の連携支援、調査研究等 
2015.6 浜松市（静岡県） 
⑪ 岡崎スマートコミュニティ
推進協議会 35) 
スマートコミュニティに関する情報収集、スマー
トコミュニティの具体化に向けた事業モデルの調
査・検討等 
2014.10 岡崎市（愛知県） 
⑫ 一般社団法人 SSCA2.0（旧咲
州・アジアスマートコミュニ
ティ協議会）36) 
エネルギー事業の推進、研究開発成果の他地域・
海外展開、大学等の研究機関との共同研究・技術
開発、関連事業者、施設、諸官庁と連携した事業
の推進 
2012.8
（ 2014.12 
商号変更） 
大阪市（大阪府） 
 
2.7.5. 自治体による取り組み 
近年では、自治体のスマートシティ形成に向けた取り組みも見られている。環境省調査
により、温暖化対策として最も力を入れている施策として、SH、EV の普及やスマートシ
ティの形成に向けた取り組みが行われている。（施策名及び自治体名は、資料編「温暖化対
策として SH・EV の普及及びスマートシティの形成に力を入れている自治体」参照） 
スマートシティの形成に向けた取り組みは、先に述べたモデル事業が中心で、活発に取
り組まれているとはいえないが、EV の普及には、2008 年以降、SH は 2013 年以降の取
り組みが始まっている。 
SH の普及策としては、太陽光発電と HEMS 等の組み合わせによるエネルギー設備機器
の導入補助、EV の普及策としては、EV 購入費または急速充電設置費の補助、公用車とし
ての率先導入が多い。 
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2.8. 本章のまとめ 
本章で取り上げたモデル事業の変遷からみた、環境都市の形成を目的とした施策の変遷
の特徴としては、以下の点があげられる。 
 環境行政における都市整備・まちづくり関連施策をみると、環境都市の実現に向けたモ
デル事業は、90 年代から取り組みが始まり、近年では複数の省庁で、様々なモデル事業へ
と展開されている。 
モデル事業の枠組みは、90 年代のエコシティ事業（事業番号①）では、未利用エネルギ
ーの活用、緑化、水の再利用システム等の都市施設のインフラ整備に重点が置かれていた
のに対し、近年では、交通分野を含めた「まちづくり」としての一体的な整備や、集約型
都市（コンパクトシティ）といった都市構造の変革を促す事業へとシフトしていることが
うかがえる。また、温室効果ガスの削減が、環境施策において重視されるなかで、省エネ
だけでなく、再生可能エネルギーの活用や、エネルギーマネジメントの導入などのエネル
ギー施策の充実が図られている。 
モデル事業の指定状況をみると、横浜市、北九州市、飯田市等をはじめとする一部の自
治体では、複数のモデル都市の指定を受けており、国内自治体のトップランナーとして継
続性を担保しようとしていることがうかがえる。都市規模別にみた特徴としては、エコシ
ティは政令指定都市・中核市・特例市の都市部の自治体がほとんどであったのに対し、近
年では、市部や人口規模が小さい市町村も指定されている。人口規模の小さい市町村部で
の、水平展開が試みられていると考えられる。しかし、指定状況には、依然として大都市
に偏る傾向がある。町村部での環境都市を目的としたモデル事業の指定は多くなく、今後
のスマートシティの形成に向けた実証成果の蓄積や検証が十分でないことが懸念される。 
モデル事業の内容・方式は、地域での「構想・計画策定」を促すもの、計画に基づき環
境保全や低炭素化を目的とした「インフラ整備」に対する補助を行うもの、インフラ整備
以外の事業に対しての「事業費の補助」、技術や制度の検証・実用化を目的とした「社会実
験・実証事業」を行うもの、現状把握・計画策定等に必要な「調査」の実施、その他、普
及啓発・関係者間の調整などが見られた。 
さらに、詳細に施策の変化をみるため、事例研究として、90 年代のエコシティ及び近年
の環境モデル都市・環境未来都市について、その計画内容における施策分野を比較した。
その結果、主な変化としては、中心的な環境技術が緑化・水循環・未利用エネルギー等か
ら、再生可能エネルギーの活用やエネルギーマネジメントシステムの導入に転換が図られ
ていることが明らかとなった。都市像として、「スマートシティ・スマートコミュニティ」
に関する施策が掲げられており、その形成に向けた取り組みが展開されている。官民によ
りスマートシティの普及推進を目的とした推進組織の設立もみられている。自治体では、
温暖化対策の主要施策として位置づけ、EV または SH の普及、スマートシティの形成に
向けて取り組んでおり、より効果的な普及方策の展開が望まれる。 
次章以降は、スマートシティ・スマートコミュニティにおいて一定の役割を担う、スマ
ートハウス（3・4 章）と電気自動車（EV、5-7 章）の普及可能性について検証していく。 
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第3章 スマートハウス・環境共生住宅の普及実態と普及推進策 
 
前章では、わが国において、近年の都市スケールでの環境対策の法制度的な位置付けか
ら、初期のエコシティから現代のスマートシティへの政策的な展開について明らかにした。 
本章及び次章（第 4 章）では、スマートシティの形成に向けて、その実現方策の一つと
して着目されているスマートハウス（SH）の普及可能性について検証する。 
 
3.1. 本章の目的 
SH は、蓄電池、太陽光発電、燃料電池等の住宅用エネルギー機器とそれを管理する
HEMS を備えた住宅である。HEMS や蓄電池は、近年市販された設備であり、普及状況
については明らかになっていない。住宅用エネルギー機器の多くは、住宅の新築・改築時
に同時に購入されることが多いことが知られている。しかし、既存住宅においてもエネル
ギー機器を導入すれば、スマートハウス化は可能となる。SH は住宅におけるエネルギー
対策を強化した一つの形態であるが、これまでも緑・景観・水循環など、他分野の環境対
策も含めた住宅の普及には、官民で取り組まれてきた実績がある。 
住宅政策としては、地球環境の保全や周辺環境との親和等を目的とした「環境共生型」
の住宅地整備がある。政策としては、第 2 章で述べた「エコシティ事業」と同時に、旧建
設省により 1993 年（平成 5 年）に創設された環境共生住宅市街地整備事業が該当し、2008
年まで実施されている。この事業は、初期は、地方自治体や公団・公社などの公的セクタ
ーを供給する環境に配慮した住宅及び住宅地整備の事業費の一部を補助するという方式で
あった。 
住宅価格には、立地条件や周辺環境といった環境要素が含まれていると考えられ、「住
宅」は「環境を買う」というグリーンコンシューマーリズムが反映されやすい財であると
考えられる。これまで環境商品は、環境投資に対する寛容な消費者が、「価格が高くても環
境によければ買う」という行動をとった結果、需要が増加し、商品の価格が下がって市場
が安定するという経路を経てきた。環境共生住宅においても、当初は一般の住宅に比べて、
環境コストが上乗せされる分事業費が高額になり、住宅価格が押し上げられたために様々
な補助事業が展開されてきたと考えられる。 
SH に関する統計や調査報告等はなく、現在の普及状況は明らかではないが、エネルギ
ー性能に特化した環境共生型住宅の 1 つの様式と考えられ、環境共生型住宅の普及動向か
ら、今後の SH の普及可能性を展望する知見が得られるものと考えられる。 
そこで、本章では，近年の SH の普及動向を考察するため、近年の住宅用エネルギー設
備の導入状況について把握・整理し、スマートハウスを包含するエコまち法による低炭素
住宅の認定実績をみる。次に、住宅及び住環境整備の分野で行われた、初期の環境対策と
して、環境共生住宅市街地整備事業を取り上げ、その事業制度概要と実施状況を明らかに
する。最後に、住民意識調査に基づき、「環境共生」という要素が人々の住宅選択や入居後
の環境意識に対してどのような効果・影響をもたらしたのかを考察する。97 年に実施した
36 
 
意識調査から、環境共生住宅初期の人々の住宅選択行動の特徴をみることができる。一連
の分析により、SH の普及可能性を考察する際の視点を得る。 
 
3.2. スマートハウス等の普及動向  
3.2.1. スマートハウスを構成する住宅用エネルギー機器の普及率 
 SH の普及実態を直接的に示す統計や調査報告はないが、総務省「消費実態調査」にお
いて各々の住宅用エネルギー機器の普及率をみることができる。 
 
 
出所）HEMS 及び太陽光発電は、総務省「消費実態調査（2014 年）都道府県別耐久消費財表」、持
家戸建率は国勢調査（2010 年）より作成 
図 3-1 住宅用エネルギー機器の都道府県別普及率（%） 
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 普及率を全国平均でみると、太陽熱温水器が 3%、太陽光発電が 5%、高効率給湯器が
20%、家庭用コジェネレーションシステム（家庭用燃料電池を含む）が 1%、家庭用エネ
ルギー管理システム（HEMS）が 1%となっている。SH の主要設備である HEMS は 1%
程度である（図 3-1）。HEMS の普及率は富山県、滋賀県、鳥取県、愛媛県、鹿児島県が
2%以上とやや高い。太陽光発電の普及率も都道府県別にばらつきがある。東京都、神奈川
県、愛知県、大阪府等集合住宅率が高い大都市圏、北海道、東北地方、北陸地方など冬季
の日射量が少ない積雪寒冷地では普及率が低くなっている。 
 また、HEMS、太陽光発電ともに、持家戸建率が高い都道府県で普及率が高い傾向が見
られる（図 3-2、図 3-3）。HEMS は、近年市販されたエネルギー設備であり、普及率が低
いことから都道府県別の差異も小さい。現時点では、太陽光発電の普及率との相関は低く、
太陽光発電の普及率が高い都道府県で普及が進んでいるといった地域的な傾向はみられて
いない。 
  
 
出所）図 3-1 に同じ 
図 3-2 戸建住宅率別 HEMS 普及率の都道府県別プロット（%） 
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出所）図 3-1 に同じ 
図 3-3 戸建住宅率別太陽光発電普及率の都道府県別プロット（%） 
 
 
出所）図 3-1 に同じ 
図 3-4 HEMS 普及率及び太陽光発電普及率の都道府県別プロット（%） 
 
 
以上のような住宅用エネルギー機器について、住宅と一体的な普及促進を図るため、2012年
にエコまち法の「低炭素建築物」の認定住宅が創設されている。次節では、低炭素住宅の認
定制度について述べる。
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3.2.2. 低炭素住宅の認定制度と普及動向 
エコまち法による「低炭素建築物」の認定住宅は、省エネ法の省エネ基準を上回る省エネ性
能（省エネ）、太陽光発電の設置（創エネ）が必須、HEMSが選択的項目であり、近年創設され
た環境に配慮した、いわば環境共生型住宅制度の一つである（図 3-5）。新築や増改築、修繕等
だけでなく、既存住宅にエネルギー設備を設置した場合でも認定が受けられる。蓄エネに関す
る記述はないことから、SHが有する創・蓄・省エネのすべての要素を満たしているとはいえな
いが、SHは低炭素住宅の概念に含まれるものと考えられる。2012年に認定制度が創設されて
以降、集合住宅 34棟、戸建住宅 4793戸が認定されている（図 3-6）。戸建住宅の認定戸数の都
道府県別にみると、東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県、大阪府、京都府、兵庫県など、大都
市部を要する都道府県での認定件数が多い。 
 
 
 
 
図 3-5 低炭素建築物の認定条件 
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出所）一般社団法人住宅性能評価・表示協会「低炭素建築物：低炭素建築物認定制度に係る技術的
審査実績」より作成、http://www.hyoukakyoukai.or.jp/kaiin_kanri/lc_shinsa_jissekis/check
（最終閲覧 2015年 11月 26日） 
図 3-6 低炭素住宅の認定戸数 集合住宅（左・棟数）、戸建住宅（中央・戸数）、都道府
県別シェア 
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3.3. 環境共生住宅に関する制度とその普及動向 
前節の低炭素住宅は、2010 年代に創設された制度であるが、本章では、90 年代から 2000
年代にかけて制度的な普及に取り組まれた環境共生住宅の普及動向について述べる。 
3.3.1. 環境共生住宅の定義 
環境共生住宅は，その推進団体である「一般社団法人環境共生住宅推進協議会」により、
「地球環境を保全する観点から、エネルギ ・ー資源・廃棄物等の面で十分な配慮がなされ、
また周辺の自然環境と親密に美しく調和し、住み手が主体的に係わりながら健康で快適に
生活できるように工夫された住宅、及びその地域環境」と定義されている．住宅単体だけ
でなく、その周辺環境まで含めた概念である。この概念が、当該事業においても、統一的
に使用されている。 
環境共生住宅の基本要件（目的）は、「地球環境の保全(Low Impact)」、「周辺環境との
親和性(High Contact)」、「居住環境の健康性・快適性の確保(Health & Amenity)」とされ
ている（表 3-1）。実現手法は、エネルギーの消費削減・有効利用、資源の有効利用、生態
的豊かさや循環性への配慮など、基本要件ごとに 4 つずつ、その手法が示されている。そ
の実現のために用いられる環境共生技術は、リサイクル建材、透水性舗装、雨水浸透施設、
屋上緑化施設、緑化公開空地、コンポスト等のゴミ処理システム、雨水及び中水道等の水
有効利用システム等がある。 
表 3-1 環境共生住宅の基本要件と実現手法 
基本要件 実現手法 
地球環境の保全 
(Low Impact) 
住宅の生産・建設・維持・廃棄に関わるそれぞ
れの過程で、省資源・省エネルギーを図り、自
然・未利用エネルギーを活用するなど、地球環
境の保全について適切な配慮がなされているこ
と。 
・ エネルギーの消費削減と有効利用 
・ 自然・未利用エネルギーの有効利用 
・ 資源の有効利用 
・ 廃棄物削減 
周辺環境との親
和性 
(High Contact) 
住宅の計画・構・工法、維持管理、住まい方な
どの面で、自然環境や地域社会等の周辺環境と
の調和について、適切な配慮がなされているこ
と。 
・ 生態的豊かさと循環性への配慮 
・ 建物内外の連関性の向上 
・ 地域の社会・分化との調和 
・ 住み手の共生的活動の支援 
居 住環境 の健
康・快適性 
(Health & 
Amenity) 
住居の内部・外部における居住環境の健康性、
快適性等の実現について、計画、維持管理、住
まい方のそれぞれの面で、適切な配慮がなされ
ていること。 
・ 自然の恩恵の享受 
・ 安全かつ健康で快適な室内環境 
・ 美しく調和したデザイン 
・ 豊かな集住性の実現 
出所）文献（1） 
 
3.3.2. モデル事業による普及促進 
環境共生住宅を普及促進する国の事業は、「環境共生住宅建設推進事業（1992 年度創設）」
「環境共生住宅市街地モデル事業（1993 年度創設）」の２つで、ともに建設省住宅局住宅
生産課が所管であった。前章の建設省「エコシティ整備事業」と同時に制定された制度で
ある。業務施設・都市施設に重点を置いたエコシティの、住宅及び住宅地を対象とした事
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業とみることができる。 
同時期に、「環境共生住宅」の推進団体として，民間住宅関連事業者で構成された「環
境共生住宅推進協議会」が設立されている。 
事業内容は次の通りである。環境共生住宅建設推進事業では、気候、風土、環境等の特
性をふまえて環境共生住宅の普及を計画的、一体的に推進することを目的として、地方公
共団体により策定される環境共生住宅建設基本計画に対して補助が行われている。「環境共
生住宅市街地モデル事業」では、温暖化防止等の地球規模での環境問題に総合的に配慮し
た環境共生住宅の普及を目的として、環境負荷を低減するなどの一定の要件を満たすモデ
ル性の高い住宅団地を整備する事業について、調査設計計画費、透水性舗装・雨水浸透施
設・緑化公開空地・緑化人工地盤・屋上緑化施設の施設整備費、普及事業費に対して補助
が行われている（表 3-2）。指定要件を満たす環境共生住宅に関わる事業について、その費
用の一部を補助するものでで、事業地区内に計画される住宅の戸数が概ね 50 戸以上とい
う規模の要件もある。一定規模で環境に配慮した住宅の集積を図り、周辺環境まで含めた
一体的な整備により、良好な住環境の形成を目指した事業制度であったといえる。 
  
表 3-2 環境共生住宅市街地モデル事業の概要 
事業名 環境共生住宅市街地モデル事業 
目的 環境への負荷を低減する等一定の要件を満たすモデル性の高い住宅市街地の整備に対して補助
を行う。 
採択要件 (1) 集団的に建設される住宅団地(概ね 50 戸以上)であること 
(2) 住宅の断熱構造化、省エネ設備及び敷地内緑化等一定の要件を満たすこと 
(3) 地球温暖化防止、資源の有効利用等及び自然環境の保全の各々の技術に対応した施設の整
備を行うこと 
補助内容 
※ [] は補助
率 
(1) 環境共生住宅市街地整備費[1/3] 
イ．調査設計計画費 
ロ．環境共生施設整備費(道路、通路及び駐車施設等、薄い浸透施設、緑化公開空地、緑化人口地
盤、屋上緑化施設) 
ハ．附帯事務費 
(2) 普及事業費[1/3] 
※特定施工者が施行する事業については、地方公共団体が補助する費用の 1/2 以内でかつ該当
事業に要する費用の合計額の 1/3 以内 
 
次に、計画策定でなく整備事業である「環境共生住宅市街地モデル事業」を取り上げ、
実態として環境共生住宅の普及動向をみる。 
事業実施期間の 1993 年から 2008 年において、これまでに全国で 85 件が指定・整備さ
れている（表 3-3、図 3-7）。整備主体は都市再生機構（当時は、住宅都市整備公団、地域
振興整備公団）、地方自治体の住宅供給公社、地方自治体等の公的主体がほとんどである。
また、補助事業開始年別に、経年変化をみると、1996 年の 22 件がピークであり、事業開
始時期の 93 年から 98 年までは補助事業が行われていたが、98 年以降は減少している。
建物の建て方別では，戸建住宅が 30 件，集合住宅が 41 件，戸建・集合混合が 10 件であ
る。90 年代は集合住宅が多い傾向がある（図 3-8）。 
整備地域は、東京都が最も多く 10 件、愛知県・大阪府・兵庫県が各 7 件、埼玉県 6 件、
福岡県 5 件と大都市を要する都道府県に多い（表 3-4）。市町村別にみると、93 年の事業
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開始当初は建設省エコシティに指定されている大宮市、北九州市、いわき市、環境庁エコ
ポリスに指定されている板橋区、神戸市などで指定されていたが、以降は人口規模的にも
全国的に広がりがある。人口規模の大きい市では集合住宅が多く、人口規模が小さい市で
は戸建住宅が多い。人口規模が小さい市の集合住宅は多くが公営住宅である（図 3-9）。 
 
表 3-3 環境共生住宅市街地モデル事業実施地区数 
整備主体 実施地区数 
都市再生機構 29 
住宅供給公社等 26 
都道府県 10 
市町村 12 
民間事業者 8 
総計 85 
出所）文献 1）~3）に基づき作成 
 
出所）文献 1）~3）に基づき作成 
図 3-7 整備主体別実施地区数の推移 
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図 3-8 建て方別実施地区数の推移 
表 3-4  実施地区の所在地（都道府県） 
整備地区数 所在地 
10 東京都 
7 愛知県、大阪府、兵庫県 
6 埼玉県 
5 福岡県 
3 千葉県、長野県、島根県、沖縄県 
2 秋田県、福島県、神奈川県、石川県、鳥取県、山口県、 
1 
北海道、青森県、岩手県、宮城県、新潟県、静岡県、富山県、和歌山県、奈良県、滋賀県、広島県、
佐賀県、長崎県、鹿児島県 
 
 
図 3-9 人口規模別実施地区数の推移 
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3.3.3. 認定制度による環境共生住宅の普及促進 
 
前節のモデル事業のほかに、一般財団法人建築環境・省エネルギー機構により運用され
ている認定制度による整備がある。1999 年に創設された制度で、供給戸数と建設地の特定
の有無により 4 種のタイプに分かれている（表 3-5）。単体の住宅で建設地の特定がない
「システム供給型」は 19 件、建設地の特定がある「個別供給型」は 24 件、複数棟の住宅
で建設地の特定がない「団地供給型」は 20 件、建設地の特定がある団地システム供給型
は 1 件が認定されている（2013 年 5 月 9 日現在）。一定規模の面的開発が行われた「団地
供給型」は、首都圏及び大都市での集合住宅が多い。 
認定要件を表 3-7、整備手法を表 3-8 に示す。 [1] 省エネルギー、[2]省資源・廃棄物の
削減、[3]地域適合・環境親和、[4]健康快適・安全安心の 4 分野（提案類型）で、評価項目
（達成すべき環境基準）が定められている。認定を受ける際には、整備する住宅・住宅地
で導入した環境対策に応じて、どの分野提案類型）の対策を施した住宅・住宅地なのか、
分野ごとに対策の具体的な内容がわかる。 
表 3-9 は「団地供給型」として認定された住宅地の一覧である。全 20 件の整備手法ご
との導入率をみると、「景観・まちなみへの配慮（80％）」、「緑化への配慮（65%）」が高
いが、省エネルギー関連の対策はほとんど導入されていなかったことがわかる。 
 
表 3-5  認定タイプ 
 建設地の特定なし 建設地の特定あり 
単体の住宅 システム供給型 個別供給型 
複数棟の住宅 団地システム供給型 団地供給型 
出所）建築環境・省エネルギー機構公式 web より筆者作成 
http://www.ibec.or.jp/nintei/kyousei/intro/apply_about.html（最終閲覧 201510/30） 
表 3-6  認定要件 
システム供給型、
個別供給型 
原則として、下記の特定評価項目を満たし、CASBEE 戸建て-新築評価に基づ
くランクが A 以上であること。 
 
団地供給型 •必須要件の全てを満たし、2 つ以上の提案類型に該当する、より高度でユニ
ークと認められる工夫や提案がなされたものであること。 
•必須要件は、省エネルギー性能、耐久性、維持管理、節水、立地環境への配
慮、バリアフリー、室内空気質に関する基準である。 
提案類型は、[1]省エネルギー型、[2]資源の高度有効利用型、[3]地域適合・環
境親和型、[4]健康快適・安全安心型の４つがあり、限定的な基準を設けず、
自由に発想した環境共生に役立つ技術や設計の工夫の提案を求める。 
出所）建築環境・省エネルギー機構公式 web より筆者作成 
http://www.ibec.or.jp/nintei/kyousei/intro/apply_about.html（最終閲覧 201510/30） 
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表 3-7  認定要件の特定評価項目一覧 
[1] 省エネル
ギー 
省エネルギー性能 日本住宅性能表示基準 省エネルギー対策等級３ に適合 
[2]省資源・廃
棄物の削減 
耐久性能 日本住宅性能表示基準 劣化対策等級３ に適合 
維持管理性能 日本住宅性能表示基準 維持管理対策等級２ に適合 
節水 節水型便器（大８リットル、小６リットル以下）の採用 
[3]地域適合・
環境親和 
雨水の地下浸透あるいは雨水利用 雨水の地下浸透あるいは雨水利用の実施 
植栽地の確保 戸建て住宅の場合は、15％の植栽地を確保 
団地の場合は、20％の緑地を確保 
郷土種 戸建て住宅の場合は、郷土種を一本以上植える 
団地の場合は、郷土種を主体として緑地とする 
まちなみ景観への配慮 まちなみ景観の向上に資する工夫を、建物及び建物以外の外構で実施 
[4]健康快適・
安全安心 
バリアフリー 公庫住宅等政策融資技術基準 バリアフリー構造に係る基準 に適合 
室内空気質 居室の内装仕上げに用いる建材・施工材料は、F☆☆☆☆で、トルエン、キ
シレンは不使用 
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表 3-8  認定要件の提案類型と整備手法一覧 
 提案類型 整備手法 具体的内容 
ロ
ー
イ
ン
パ
ク
ト 
 １ 省
エネルギ
ー型 
1-1より高度な熱損失の低減 Ａ.総合的な熱損失の低減 
Ｂ.省エネルギー対策等級４  
1-2より高度な日射の制御 Ａ.日射調節 
1-3太陽エネルギーのパッシブ利用  Ａ.太陽熱のパッシブ利用 
1-4太陽エネルギーのアクティブ利用 Ａ.太陽光発電-1 
Ｂ.太陽光発電-2 
Ｃ.太陽光発電-3 
Ｄ.太陽熱利用給湯・暖房 
1-5未利用エネルギーの積極利用  
1-6高効率設備機器の採用 Ａ.高効率設備機器 
1-7その他 Ａ.太陽エネルギーの利用 
ハ
イ
・ 
コ
ン
タ
ク
ト 
２ 資源
の  高
度有効利
用型 
2-1より高度な耐久性 Ａ.90年以上の耐久性 
B ＣＨＳ認定  
2-2変化対応型構工法の採用 Ａ.ＳＩと可動間仕切り 
Ｂ.ＣＨＳ認定 
2-3ローエミッション Ａ.建設発生木材の削減 
Ｂ.石膏ボードのプレカット 
Ｃ.石膏ボードの搬入量 
Ｄ.建設副産物の発生抑制 
2-4リサイクル建材の積極利用 Ａ.ﾘｻｲｸﾙ材の活用-1 
Ｂ.ﾘｻｲｸﾙ材の活用-2 
2-5水資源の高度有効利用 Ａ.雨水の有効利用 
Ｂ.中水利用 
Ｃ.節水型機器 
2-6生活廃棄物分別収集の建築的支援 Ａ.分別スペースと生ごみ処理機の設置 
2-7その他 Ａ.火山性ガラス材料等の有効利用と木材利用の削減 
３ 地域
適合 ・
環境親和
型 
3-1地域の生態環境との高度な親和 Ａ.地域の生態系への配慮 
3-2地域の水循環への十分な配慮 Ａ.せせらぎ 
Ｂ.雨水浸透システム 
Ｃ.雨水の貯留・利用 
3-3地域の緑化への積極的な配慮 Ａ.敷地の積極的な緑化 
Ｂ.建物緑化 
3-4豊かな内外の中間領域 Ａ.中間領域の計画 
3-5より高度で総合的なまちなみ景観への
配慮 
Ａ.高度で総合的なまちなみ景観への配慮 
3-6地域文化・地域産業の反映 Ａ.地場産材の有効利用 
Ｂ.森林組合との連携による地場産業への反映・消費者との親交 
Ｃ.地域文化への反映 
Ｄ.地域文化の継承 
3-7その他  
ヘ
ル
ス
&
ア
メ
ニ
テ
ィ 
４ 健康
快適・安
全安心型 
4-1内外の適切なバリアフリーの徹底 Ａ.高齢者対策等級3以上及び外部の取り組み 
Ｂ.内外のバリアフリー仕様 
4-2適切で十分な通風・換気性能の確保 Ａ.通風計画 
Ｂ.換気計画 
4-3人の健康・環境に配慮した建材の使用
の徹底 
Ａ.安全・健康建材の使用 
4-4高度な遮音・防音性能の実現  
4-5住宅の性能保証や維持管理に関する
アフターサービスの充実 
Ａ.アフターサービスの充実 
4-6住宅の性能、構工法、材料、設備機器
等に関する情報サービスの提供 
Ａ.性能に関する情報提供 
4-7その他  
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表 3-9  環境共生住宅認定団地一覧 
 
 
  
団地名 事業者名 認定年 建て方 都道府県 市町村
東急季美の森「Vie Naturelle」 東急不動産(株) 1999 戸建 千葉県 大網白里市
所沢　松が丘　ウエストエリア 西武不動産販売(株)、西武鉄道(株) 1999 戸建 埼玉県 所沢市
下関・一の宮県営住宅 山口県、(株)アルセッド建築研究所 1999 集合 山口県 下関市
吉川きよみ野　「Eco　Town　陽だまり
の杜」
中央グリーン開発(株) 2000 戸建 埼玉県 吉川市
つくば豊里の杜　ビオトープフロント街
区
(株)NIPPONコーポレーション、塚田陶管
(株)
2000 戸建 茨城県 つくば市
フォレストレイクひばりが丘 (株)大京 2001 集合 東京都 西東京市
パークシティ成城 三井不動産(株) 2001 集合 東京都 世田谷区
サンコート砂田橋 Ⅰ期・Ⅱ期 愛知県住宅供給公社、(株)竹中工務店 2001 集合 愛知県
名古屋市千種
区
さくらが丘　Issac日吉 (株)新日鉄都市開発 2003 戸建 神奈川県 川崎市
ハートアイランド新田一番街 (独)都市再生機構東京都心支社 2003 集合 東京都 足立区
ハートアイランド新田二番街 (独)都市再生機構東京都心支社 2004 集合 東京都 足立区
ハートアイランド新田三番街 (独)都市再生機構東京都心支社 2006 集合 東京都 足立区
千城台ウェルウィン・ヴィレッジ (株)新日鉄都市開発 2006 戸建 千葉県 千葉市若葉区
越谷レイクタウン202街区・205街区プ
ロジェクト
大和ハウス工業(株)越谷支店・東京支
店、大栄不動産(株)
2008 混合 埼玉県 越谷市
グランドメゾン自由ヶ丘テラス 積水ハウス(株)名古屋マンション事業部 2008 集合 愛知県
名古屋市千種
区
ハートアイランド新田四番街 (独)都市再生機構東京都心支社 2009 集合 東京都 足立区
アイランドシティ　センター　地区画地C
分譲棟1～4番館
積水ハウス(株)福岡マンション事業部、九
電不動産(株)、西日本鉄道(株)、西部ガス
リビング(株)
2011 集合 福岡県 福岡市
シャレール荻窪 (独)都市再生機構東日本賃貸住宅本部 2011 集合 東京都 杉並区
ピオニシティ高坂　第2期販売街区
(財)住宅生産振興財団、パナホーム(株)、
ミサワホーム西関東(株)、大和ハウス工
業(株)、旭化成ホームズ(株)、東京セキス
イハイム(株)、住友林業(株)、トヨタホーム
東京(株)、積水ハウス(株)
2011 戸建 埼玉県 東松山市
スマートプロジェクト240　三田ゆりのき
台建売分譲街区
(一財)住宅生産振興財団、積水ハウス
(株)、国土建設(株)、スウェーデンハウス
(株)、住友林業(株)、セキスイハイム近畿
(株)、大和ハウス工業(株)、パナホーム
(株)、ミサワホーム近畿(株)
2013 混合 兵庫県 三田市
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表 3-10  環境共生住宅認定団地における手法別導入率 
 
提案類型 整備手法 導入率 
ローイン
パクト 
１ 省エネルギ
ー型 
1-1 より高度な熱損失の低減 30% 
1-2 より高度な日射の制御 0% 
1-3 太陽エネルギーのパッシブ利用  0% 
1-4 太陽エネルギーのアクティブ利用 5% 
1-5 未利用エネルギーの積極利用 0% 
1-6 高効率設備機器の採用 0% 
1-7 その他 30% 
ハイコンタ
クト 
２ 資源の  高
度有効利用型 
2-1 より高度な耐久性 10% 
2-2 変化対応型構工法の採用 10% 
2-3 ローエミッション 5% 
2-4 リサイクル建材の積極利用 0% 
2-5 水資源の高度有効利用 10% 
2-6 生活廃棄物分別収集の建築的支援 0% 
2-7 その他 25% 
３ 地域適合 ・
環境親和型 
3-1 地域の生態環境との高度な親和 35% 
3-2 地域の水循環への十分な配慮 25% 
3-3 地域の緑化への積極的な配慮 65% 
3-4 豊かな内外の中間領域 15% 
3-5 より高度で総合的なまちなみ景観への配慮 80% 
3-6 地域文化・地域産業の反映 10% 
3-7 その他 20% 
ヘルス＆
アメニティ 
４ 健康快適・安
全安心型 
4-1 内外の適切なバリアフリーの徹底 20% 
4-2 適切で十分な通風・換気性能の確保 0% 
4-3 人の健康・環境に配慮した建材の使用の徹底 30% 
4-4 高度な遮音・防音性能の実現 0% 
4-5 住宅の性能保証や維持管理に関するアフターサービスの充実 0% 
4-6 住宅の性能、構工法、材料、設備機器等に関する情報サービスの提供 10% 
4-7 その他 20% 
 
3.4. 居住者意識にみる環境共生住宅の購入行動の特徴 
前節までに述べた通り、近年の住宅における環境対策としては、低炭素化が重視されエ
ネルギー性能が強化されているが、エネルギー以外でも、緑化・水循環・資源循環など様々
な環境配慮が行われてきた。スマートハウスも、環境に配慮した住宅の一つの様式と考え
られ、既存の環境に配慮した住宅を、誰が、どのような観点から購入したのか、その購入
行動を明らかにすることは有用である。そこで、本節では、事例研究として、3.3 節の環
境共生住宅市街地整備事業により 1990年代に整備された、初期の環境共生住宅の居住者を
対象に、購入行動の分析を行う。多摩ニュータウン（稲城市、八王子市）で実施した意識
調査結果に基づき、環境共生住宅の普及初期の購入者層を明らかにするとともに、その購
入行動の特徴をみる。 
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3.4.1. 対象地域の概要 
 調査対象地域は、多摩ニュータウン内に位置する東京都稲城市の長峰地区（多摩ニュー
タウン２住区長峰杜の一～五番街）と東京都八王子市の長池地区（多摩ニュータウン 12
住区長池せせらぎ通り地区）である（表 3-11）。対象地域は、環境共生住宅単体ではなく
住区全体が環境共生型として整備されていること、1997年の調査時点で整備後一定期間が
経過し、入居者による評価が可能であったこと、立地条件が類似している２地区で、ほぼ
同時期に環境共生型として整備された地区であることを鑑み、選定された地区である。 
多摩ニュータウンは第一次環境共生住宅市街地モデル事業実施地区(93 年度)に指定さ
れ、東京都および住宅・都市整備公団（現都市基盤整備公団）によって環境共生型の住宅
地開発が進められた。なかでも、本研究の対象とした長峰地区、長池地区は、一部都営住
宅が建設されてはいるが、公団が事業主体となり、環境共生技術が積極的に導入されてき
た地区であるといえる。地区内はすべて中層及び高層集合住宅で、分譲型住戸と賃貸型住
戸がある。 
長峰地区は「緑・オープンスペースと省エネルギー」、長池地区は「せせらぎ・水辺、
自然環境の保全」といったコンセプトで整備され、導入された環境共生技術が異なること
から、環境特性にも特徴がある（表 3-12）。導入された環境保全・改善技術を表 3-13、表
3-14に示す。太陽熱利用、透水性舗装、雨水の再利用、コンポストの設置・再生砕石の利
用等による廃棄物の削減等が共通している。自然・未利用エネルギーの有効利用、生態的
豊かさと循環性の配慮といった整備手法については複数の技術が導入されている。両地区
ともに、環境共生住宅の概念に示された各手法を網羅的に導入するのでなく、コンセプト
に応じて一部の事業項目を重点的に導入するという手法を用いられていることがわかる。
各技術の内容をみると、オープンスペースや緑地の確保といった地域の環境保全や改善に
寄与する度合いが大きい技術と、省エネルギーシステムや再生材の使用といった地球環境
保全に寄与する度合いが大きい技術がある。なお、長峰地区におけるアクティブソーラー
システム、パッシブソーラーシステム、及びウッドデッキは、全住戸に設置されているの
ではなく、地区内の一部の住戸のみに設置されているものである。 
 
表 3-11 調査対象地域の概要 
 長峰地区 長池地区 
所在地 東京都稲城市長峰２・３丁目 東京都八王子市別所 
住戸形態 共同住宅 5－14 階 共同住宅４－11 階 
計画戸数 公団分譲 543 戸 
賃貸 401 戸 
公団分譲 216 戸 
賃貸 284 戸 
敷地面積 8.9ha 5.0ha 
最寄駅・都心への所
要時間 
京王相模原線稲城駅よりバ
ス 9 分。新宿まで 23 分（特
急＋各駅停車利用） 
京王相模原線堀之内駅よりバス
10 分。新宿まで 30 分(特急＋各
駅停車利用) 
 
  
51 
 
表 3-12 基本要件と環境共生技術 
 整備手法 多摩ニュータウン２住区 
長峰杜の一～五番街 
多摩ニュータウン 12住区 
長池せせらぎ通り地区 
１.地球環
境の保全 
エネルギーの節減
と有効利用 
パッシブソーラーシステム  
自然・未利用エネル
ギーの有効利用 
太陽電池を利用した照明・サイン 
アクティブソーラーシステム 
ソーラーポンプ（地中ダムからせせ
らぎへの揚水） 
耐久性の向上と資
源の有効利用 
雨水貯水槽（散水用）  
環境負荷低減と廃
棄物削減 
間伐材を利用したウッドデッキ 
再生砕石の利用 
再生砕石の利用 
２.周辺環
境との親和
性 
生態的豊かさと循
環性の確保 
雨水の地下浸透 
（透水性舗装・雨水浸透ます） 
擁壁・壁面の緑化 
賃貸集会所の屋上緑化 
せせらぎ緑道（多自然型親水空間） 
住宅棟への雨水集水管の設置 
地中ダム 
既存林の保全 
水辺（長池、築池）の保全 
気候や地域性との
調和 
ゆとりの広場（オープンスペースの
確保） 
建物配置の工夫 
建物配置の工夫 
建物内外の連関性
の向上 
ルーフバルコニーへの花壇の設置 
都市・建築景観上の配慮 
都市・建築景観上の配慮 
緑道近辺の住戸の低層化 
歴史的景観の保全（長池見附橋） 
住み手の共生的活
動の支援 
  
３.居住環
境の健康・
快適性 
自然の恩恵の享受   
健康で快適な室内
環境 
高窓の確保による通風・採光の容易
な中高層住宅 
 
安心して住み続け
られる住環境 
高齢者・障害者に配慮した住宅仕様 高齢者・障害者に配慮した住宅仕様 
豊かな集住性の実
現 
コミュニティガーデン 
プレイロット 
小広場、プレイロット 
（せせらぎ緑道） 
表 3-13 長峰地区の環境共生技術の内容 
 技術内容 
雑木林の再生 地区内の植樹により開発前の雑木林を再生 
雨水浸透技術 雨水浸透ますの設置と通路の透水性舗装により水循環を保全 
ゆとりの広場の整備 緑・憩いの空間として中央にオープンスペースを確保 
アクティブソーラーシステ
ムの導入 
屋上にソーラーコレクターを設置し給湯に太陽熱を利用（一部住戸の
み） 
パッシブソーラーシステム
の導入 
サンルームを設置し、暖房に太陽熱を利用 
（一部住戸のみ） 
太陽電池モニュメントの設
置 
地区内のモニュメントに太陽熱を利用(１基) 
屋上緑化・壁面緑化 地区内住民用賃貸集会所の屋上緑化・擁壁の壁面緑化 
コミュニティガーデンの設
置 
地区内住民の憩いの場として共用花壇の設置 
ウッドデッキの設置 間伐材を利用したウッドデッキを設置（一部住戸のみ） 
再生材道路の整備 道路の舗装にコンクリートの再生材を使用 
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表 3-14 長池地区の環境共生技術の内容 
 技術内容 
地域の自然環境の保全 長池・築池の保全、自然公園整備による動植物の保全 
歴史的景観の保全 新宿区の文化財であった四谷見附橋を長池見附橋として再建 
せせらぎ緑道の整備 旧別所川を再現。自然型の植栽による緑道整備 
水循環の保全 住戸の雨水を集水し、地中ダムに貯水してせせらぎに利用 
デザイン・配置における配慮 せせらぎ緑道と一体化するデザイン。緑道沿い住戸の低層化 
既存林の保全 開発前の既存林を地区内の緑地として保全 
 
3.4.2. 調査実施時期及び回収状況 
1997 年５月、長峰地区、長池地区においてアンケート調査を実施した。調査時点におい
て入居が開始されていた分譲住宅の全戸に配布し、回答は世帯員であれば可能とした。実
施方法は訪問配布・郵送回収で、調査票及び地区内の環境共生技術の具体的内容について
説明した資料を配布した。配布数は長峰地区が 401、長池地区が 211 で、回収数はそれぞ
れ 171（回収率 43％）、105（同 50％）であった。 
 
3.4.3. 回答者の概要 
 回答者の属性を表 3-15 に示す。回答者の年齢は両地区ともに 30 歳代、40 歳代が多く、
全体の約７割を占めていた。家族構成をみると子どもとの二世代が最も多く長峰地区で７
割、長池地区で８割を占めている。入居期間は長峰地区は２～３年、長池地区は２～５年
程度である。1996年の世帯平均年収は長峰地区が 1,020万円、長池地区が 1,057万円であ
り、比較的高所得世帯が居住している（図 3-10）。 
 
表 3-15 回答者の属性（長峰 n=171、長池 n=105） 
年齢 長峰 長池  家族構成 長峰 長池 
20歳代 4.7% 1.0%  ひとり世帯 1.2% 1.0% 
30歳代 35.1% 33.3%  夫婦のみ 16.4% 10.5% 
40歳代 36.3% 42.9%  親との二世代家族 5.8% 3.8% 
50歳代 14.0% 19.0%  子どもとの二世代家族 69.6% 81.0% 
60歳代 6.4% 1.9%  三世代家族 4.1% 1.9% 
70歳以上 3.5% 1.0%  その他 1.8% 1.0% 
       
性別 長峰 長池  職業 長峰 長池 
男性 51.5% 50.5%  会社員 37.4% 44.8% 
女性 48.0% 48.6%  経営者 8.2% 7.6% 
    家族従業員 2.3% 1.0% 
入居期間 長峰 長池  公務員 14.0% 6.7% 
1年以下 7.0% 7.7%  パートアルバイト 11.1% 11.4% 
2年未満 46.8% 14.4%  無職 22.2% 24.8% 
3年未満 45.0% 22.1%     
4年未満 0.6% 39.4%     
5年以上 0.6% 16.4%     
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図 3-10 世帯収入の分布（長峰 n=157、長池 n=99） 
 
3.4.4. 住宅価格 
 回答者が現在入居している住宅の価格は 5,000 万円代が最も多く約６割を占めている
（図 3-11）。住宅価格の平均は長峰地区が 5,235万円、長池地区が 5,639万円である。 
長池地区は 7,000万円以上の高額な住戸が約１割あり、長池地区の方がやや高い傾向があ
る。 
 
図 3-11 住宅価格の分布（長峰 n=162、長池 n=99） 
 
3.4.5. 住宅及び住環境に対する満足度 
次に、住宅及び住環境に対する満足度をみる。両地区ともにきわめて居住環境に対する
満足度は高く、総合的には「満足」「どちらかといえば満足」という回答が８割に達してい
る（図 3-12、図 3-13）。 
項目別にみると、長峰地区は「緑の豊かさ」「空間的ゆとり」「景観・街並み」といった
環境共生技術が居住者の生活に対して直接的に影響を与えている項目については満足度が
高い。「省エネによる環境への配慮」「コミュニティの形成」に対する満足度は低い。環境
共生技術のうち「省エネルギーによる環境への配慮」は居住者にその効果が感じられてい
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ないことから満足度が低くなっていることが考えられる。一方で「近隣・コミュニティと
の交流」については「コミュニティガーデンの効果はあるものの十分ではない」ため満足
度が低くなっていると考えられる。長池地区においても、「近隣・コミュニティとの交流」
を除く各項目で「満足している」という回答が過半を占めており全体的に満足度は高い。
「緑の豊かさ」は自然緑地の保全や既存林の保全、「せせらぎ・水辺の親しみ」は近接する
せせらぎ緑道や池沼の保全の効果によって満足度が高くなっていると考えられる。 
 
図 3-12 住環境に対する評価（長峰地区） 
 
 
図 3-13 住環境に対する評価（長池地区） 
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3.4.6. 環境保全・改善効果に対する満足度 
各地区に導入されている環境保全・改善技術について、技術ごとに評価を行った。 
長峰地区では、「ゆとりの広場(オープンスペースの確保)」「雨水浸透桝、透水性舗装等の
雨水が地下にしみこむ技術」「雑木林の再生による緑化」に対して効果を感じている回答者
が 7～8 割と極めて高い（表 3-16）。「アクティブソーラーシステム」、「パッシブソーラー
システムの省エネルギー技術」や「コミュニティガーデン」は一部の住戸についておらず、
効果がないあるいはどちらともいえないという比率が高い。一方で、設備がない住戸に住
み自らの生活に直接的な効果はほとんど得られない人にとっても、存在することによる効
果、すなわち存在価値的効果を認める人もみられた。 
長池地区においては、「環境に配慮したデザイン・配置」を除く５項目において効果があ
るという回答が過半を占め、全体的に居住者が各技術の効果を感じている（表 3-17）。特
に「自然環境の保全」「せせらぎ緑道」「敷地内既存林の保全」が高い比率を示した。 
表 3-16 環境保全・改善効果(長峰地区 SA,N=171) 
 かなり効
果がある 
やや効果
がある 
あまり効
果がない 
全く効果
がない 
(1)雑木林の再生 36.8% 29.2% 7.6% 2.3% 
(2)雨水浸透 40.9% 32.7% 2.3% 1.2% 
(3)ゆとりの広場 50.3% 31.6% 2.9% 0.0% 
(4)ｱｸﾃｨﾌﾞｿｰﾗｰ 7.6% 7.6% 8.2% 25.1% 
(5)ﾊﾟｯｼﾌﾞｿｰﾗｰ 6.4% 9.4% 7.6% 25.1% 
(6)太陽電池ﾓﾆｭﾒﾝﾄ 7.6% 22.2% 15.2% 14.0% 
(7)屋上緑化 12.9% 24.0% 12.3% 8.8% 
(8)ｺﾐｭﾆﾃｨｶﾞｰﾃﾞﾝ 26.9% 42.1% 5.8% 3.5% 
(9)ｳｯﾄﾞﾃﾞｯｷ 9.9% 23.4% 9.9% 17.5% 
(10)再生材道路 29.2% 28.7% 5.3% 4.7% 
 
表 3-17 環境保全・改善効果(長池地区 SA,N=105) 
 かなり効
果がある 
やや効果
がある 
あまり効
果がない 
全く効果
がない 
(1)自然環境の保全 46.7% 37.1% 2.9% 1.0% 
(2)歴史的景観の保
全 
27.6% 35.2% 9.5% 4.8% 
(3)せせらぎ緑道 42.9% 39.0% 7.6% 0.0% 
(4)水循環の保全 26.7% 28.6% 8.6% 1.0% 
(5)デザイン・配置 19.0% 25.7% 18.1% 4.8% 
(6)既存林の保全 34.3% 34.3% 8.6% 1.0% 
 
3.4.7. 住居形態の変化 
 両地区に入居する前に住んでいた住居の形態をみると、両地区ともに戸建て住宅は１割
弱で、大半が集合住宅であった（図 3-14）。長峰地区では３割弱、長池地区では４割弱が
買い換えであり、５～６割は新規取得者である。 
 従前の住まいと比較した変化は、両地区ともに「住まいの住み心地」については、８割
が「よくなった」と回答している（表 3-18、表 3-19）。「通勤・通学の便利さ」、「公共施
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設・文化施設等の生活環境」、「買い物の利便性」といった生活面の利便性については悪く
なったという回答の方が多いが、「緑や植物の豊かさ」、「周辺の自然環境」、「街並み・景観」
などの地域の環境については「よくなった」との回答が多い。また、「水辺や親水空間への
親しみ」については、長峰地区には親水空間が無いのに対し、長池地区には近隣に池があ
りその保全に取り組まれていること、地区内に遊歩道と並行したせせらぎが整備されてい
ることが影響していると考えられる。 
各項目について、より厳密に類似性を検証するためにクラスター分析を行った。その結
果、両地区でほぼ類似したクラスターを形成し、「生活全般の利便性」と「周辺の自然環境」
に分類された（図 3-15、図 3-16）。その結果、地区内の多くの居住者にとって、集合住宅
という住戸形態は変化していないが、住環境は従前の居住地と比較すると変化し、「生活の
利便性は低下したが、自然環境は向上した」という環境の変化を実感していることがうか
がえる。 
 
図 3-14 従前の住居形態 
表 3-18 従前の住まいとの環境の変化（長峰 n=171） 
 よくなった 悪くなった 変わらない 
通勤・通学の便利さ 11.1% 60.8% 28.1% 
文化施設・公共施設等の生活環
境 
18.7% 46.2% 35.1% 
買い物の利便性 0.6% 87.1% 12.3% 
緑や植物の豊かさ 67.8% 4.1% 28.1% 
水辺や親水空間への親しみ 14.0% 22.2% 63.7% 
周辺の自然環境 73.1% 1.8% 25.1% 
周辺の街並み・景観 67.8% 3.5% 28.7% 
近隣との関係（近所づきあい等） 21.6% 18.7% 59.6% 
住まいの住み心地 81.9% 2% 15.8% 
 
表 3-19 従前の住まいとの環境の変化（長池 n=105） 
 よくなった 悪くなった 変わらない 
通勤・通学の便利さ 18.1% 40.0% 41.9% 
公共施設・文化施設等の生活環境 8.6% 55.2% 36.2% 
買い物の利便性 11.4% 61.9% 26.7% 
緑や植物の豊かさ 61.9% 4.8% 33.3% 
水辺や親水空間への親しみ 61.0% 1.9% 37.1% 
周辺の自然環境 70.5% 2.9% 26.7% 
周辺の街並み・景観 57.1% 4.8% 38.1% 
近隣との関係（近所づきあい等） 21.9% 23.8% 54.3% 
住まいの住み心地 77.1% 0% 22.9% 
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図 3-15 環境変化の類似性(長峰地区) 
 
図 3-16 環境変化の類似性(長池地区) 
3.4.8. 環境共生住宅の認知度と住宅選択に与えた影響 
 調査対象地区の「環境共生住宅」としての認知度（回答者が「環境共生住宅」であるこ
とを知っていたか、またいつ知ったか）をみると、長峰地区では約半数が購入を決定する
前から知っていたのに対し、長池地区では入居後本調査が実施される時点まで知らなかっ
たとする人が過半をしめた（図 3-17）。両地区ともに、約２割の人が入居後認識している。
これは、事業主体である住宅・都市整備公団側が、長峰地区では販売時に環境共生住宅で
あることを明記したパンフレットを配布しているのに対し、長池地区のパンフレットには
明記されていなかったことが影響していると考えられる。 
  
 
図 3-17 環境共生住宅の認知度（p<0.05） 
 環境共生住宅であることが、購入を決定するインセンティブ（動機）になったかどうか
をみると、長峰地区では約３割強がインセンティブになっていると回答している一方で、
原データ の距離計算： ﾏﾊﾗﾉﾋﾞ ｽの汎距離
合併後の距離計算： ウォ ード 法
ﾊﾟ ﾀ ﾝｰNo. 項目No. 距離
1  2 -  3 0. 8163
2  4 -  6 0. 8329
3  1 -  2 0. 9606
4  1 -  8 1. 2165
5  4 -  7 1. 2488
6  4 -  5 1. 3317
7  1 -  4 1. 9045
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原データ の距離計算： ﾏﾊﾗﾉﾋﾞ ｽの汎距離
合併後の距離計算： ウォ ード 法
ﾊﾟ ﾀ ﾝｰNo. 項目No. 距離
1  4 -  6 0. 7666
2  4 -  7 1. 2470
3  1 -  2 1. 2744
4  1 -  3 1. 3003
5  1 -  8 1. 3173
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ほぼ同じ比率で「知っていたが考慮しなかった」としている（図 3-18）。長池地区では約
７割が「知らなかったので考慮しなかった」としており、購入の意志決定には影響を与え
ていないことがわかる。また、長池地区では「最も大きな理由となった(2.9%)」と「ある
程度考慮した(10.5%)」「知っていたが考慮しなかった(5.7%)」という「入居前から知って
いると想定される人」の総計が、の決める前に知っていた(6.7％)を超えている。これは、
購入のインセンティブには「環境共生という言葉は知らなかったけれども環境に配慮した
住宅地であることは知っていた」とする人が含まれているためであると推察される。 
 
 
 図 3-18 環境共生住宅が購入動機になったか（p<0.01） 
3.4.9. 居住者の環境意識と環境配慮行動 
 環境問題に対する関心をみると、長峰地区では約８割弱、長池地区では約６割強が「住
宅を購入する前から関心があった」としている（図 3-19）。入居後に関心を持った人を含
めると９割以上の人が現時点で環境問題に対して何らかの関心を持っており、環境問題に
対する意識がきわめて高い。 
 
 
図 3-19 環境問題に対する意識（p<0.05） 
 
図 3-20 環境問題に対する取り組み状況 
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図 3-21 具体的な環境配慮行動 
 
日常生活における環境問題への取り組み行動をみると、「具体的に行動している」人が長
峰地区では約８割弱、長池地区では約７割と高い割合となった（図 3-20）。その内容は両
地区ともに「リサイクルや節電など日常の生活の中で気をつけている」が最も高く、６～
７割を占めている。ついで「環境問題に関する書籍や新聞記事などを読んでいる」が３～
４割であった（図 3-21）。また、「環境にやさしいエコマーク商品を購入している」など消
費行動で配慮している人も２～３割あった。 
以上から、両地区の環境共生住宅には、従前から環境問題に対して関心を持った人が多
く入居したうえ、さらに２～３割の人は環境共生住宅に入居後に関心を高めている。また、
環境意識が高いだけでなく、実際に日常生活においてなんらかの環境配慮行動を実行して
いることが明らかになった。 
 
3.5. 本章のまとめ 
 本章では、SH の将来的な普及可能性を展望するため、関連する施策や制度について、
マクロ動向を把握した。まず、SH の構成要素となる、住宅用エネルギー機器について、
近年の普及動向と普及を確認した。太陽光発電や高効率給湯器は一定の普及があるが、蓄
電池や HEMS はほとんど普及には至っていないこと、特に、大都市を要する都道府県で
は低いことが明らかとなった。これは、地域的な差異が住宅の建て方に起因すると考えら
れ、戸建住宅の多い地域で普及も進んでいることが示唆された。 
次に、SH の関連制度として、2010 年代に創設されたエコまち法に基づく低炭素住宅に
ついて、認定制度の概要と認定状況を述べた。また環境都市への取り組みが始まった 1990
年代に創設された環境共生住宅市街地モデル事業や民間認定制度を取り上げ、先行する環
境共生住宅の普及実態を概観した。国のモデル事業では、地方都市での戸建住宅の整備が
あるが公的主体による整備であること、民間事業者が活用する民間認定制度では、地域的
には大都市部に偏りがあり、集合住宅が多いという特徴がみられた。 
事例研究として、90 年代の環境共生住宅の購入行動の分析を行った。対象地域とした多
摩ニュータウンの長峰地区、長池地区においては、住環境に対する満足度がきわめて高い。
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また、従前の居住地と比較すると「生活の利便性は低下したが、自然環境については向上」
したと評価している。また、「環境共生」という要素が住宅選択に及ぼした影響については、
「環境共生住宅」という言葉や各種の「環境共生技術」の導入そのものが直接的な動機に
結びついた人は多くない。しかし、緑や水辺などの各地区の開発コンセプトに掲げられた
「環境のよさ」が購入理由にあげられていることから、間接的には住宅選択に影響を与え
ていると考えられる。さらに、環境共生住宅の居住者は、入居以前から環境問題に対して
高い関心を有している人、入居後も日常生活においても何らかの環境配慮行動を実行して
いる人の比率が相対的に高い（2）。これらのことから、環境に配慮した住宅の購入行動には、
購入者の環境意識・環境行動、住環境の重視度、エネルギー設備の認知度などの影響があ
ることが示唆されており、次章の SH の購入行動の分析の視点として考慮することとする。 
  
■補注 
（1）1990 年に建設省（当時）に設置された「環境共生住宅研究会」で定義やコンセプトの検討等が行われた。 
1994 年に普及に向けた「環境共生住宅推進会議」が、1997 年に「環境共生住宅推進協議会」が設立されてい
る。 
（2）たとえば、全国の 20 歳以上の男女を対象とした 1995 年 1 月に実施された「環境保全とくらしに関する
世論調査（内閣府）」においては、実践する環境行動として「日常の生活で節電に気をつけている」が 59.6%、
「再生紙などのリサイクル商品を購入したり、不用品をリサイクルに回している」が 45.0％である。 
 
■参考文献 
1) 財団法人住宅・建築省エネルギー機構(1995)：環境をデザインする 環境共生住宅事例集’95,pp1-89 
2) 一般社団法人環境共生住宅推進協議会・財団法人建築環境・省エネルギー機構(2009)：環境共生住宅
A-Z,pp1-238、ビオシティ 
3) 一般社団法人環境共生住宅推進協議会：環境共生住宅市街地モデル事業に関するウェブサイト
http://kkj.or.jp/contents/build_support/model.html/（参照日 2015 年 6 月 15 日） 
4) 日本建築学会 (2015)：スマートシティ時代のサスティナブル都市・建築デザイン，pp.10-105，彰国社 
5) 榊原依子(1998)：環境共生型住宅地の評価手法に関する研究、東京都立大学大学院都市科学研究科修士論
文 
6) 榊原依子・萩原清子(1998)：住民意識からみた環境共生型住宅地の評価.地域学研究第 28巻, 269-280. 
7) 榊原依子・萩原清子(1998) ：環境共生型住宅地整備に関する考察--現状と制度的課題,総合都市研究 66
号, 93-103 
8) 榊原依子・萩原清子(2000)：住まいと環境.『都市と居住』(萩原清子編著),pp.151-177,東京都立大学出
版会,東京. 
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第4章 スマートハウスの購入行動とその影響要因 
 
 前章では、広義の環境に配慮した住宅として、近年の低炭素住宅、90 年代の環境共生住
宅について、普及制度の概要と動向を整理した。さらに、事例研究として、90 年代に整備
された初期の環境共生住宅購入者の購入行動について分析した。これらを踏まえ、本章で
は、2010 年代以降に提供されるようになった、新たなスマートハウス（以下 SH）と称さ
れるエネルギー性能に優れた住宅の普及可能性について、その購入者の購入行動と規定要
因から検証する。 
4.1. 本章の背景と目的 
SH の購入行動に関連する先行研究には、①住宅用エネルギー設備の購入行動に関する
研究と、②住宅の購入行動に関する研究がある。 
 ①住宅用エネルギー設備の購入行動に関する研究は、建築・住宅分野、環境分野におい
て、多数報告されている。未購入者に各設備の購入選好を問う研究と、購入者の消費行動
を問う研究に大別される。黒澤ら(2010)は、エネルギー設備購入には環境性よりも経済性
が重視されること、近藤ら(2011)は、太陽光発電の購入では、環境意識が高くとも、経済
性が重視されることを明らかにしている。購入者を対象とした吉岡ら(2012) の研究でも、
太陽光発電の購入には、経済的なインセンティブが重視される傾向が示されている。この
ほか、白井ら(2012)では、環境問題の認知度や環境行動の実践度、イノバティブネス度 2)
などの個人特性による購入行動の差異、岩田ら(2012)は、地域性や住宅の所有形態による
購入行動の差異を明らかにしている。 
 ②住宅購入行動に関する研究としては、木内ら(2003)の住宅購入プロセスにおいて住環
境の検討状況を明らかにした研究や、萩島ら(2004)による戸建住宅の選好における環境性
能の影響度を明らかにした研究がある。 
①の先行研究では、エネルギー設備の購入を仮想した状態での調査が多く、実際の購入
行動を捉えた研究の蓄積が十分でないこと、いずれもエネルギー設備ごとに選好や購入行
動を分析しているものであり、複数のエネルギー設備が必要な SH の普及可能性を論じる
には、十分ではないことが指摘できる。また、住宅用エネルギー設備の導入は、白井ら(2012)
により住宅購入との同時性が指摘されているが、②の研究分野では、住宅選択行動におい
てエネルギー設備の選択を考慮した研究は行われていない。 
本章では、住宅用エネルギー設備及び SH に着目する。実際の住宅購入行動に基づき、エネ
ルギー設備及び SH の普及状況と、その購入者の選択行動の特徴を明らかにすることを目的と
する。SH 選択行動の特徴を明らかにすることにより、将来的な SH の普及可能性について展
望することが可能となると考える。分析にあたっては、SH がその効果を発揮するには、複
数のエネルギー設備が必要であることを鑑み、複数の住宅用エネルギー設備を組み合わせ
て設置している住宅を、SH と定義している。個別のエネルギー設備の選択行動でなく、
その組み合わせから SH の選択行動を捉えていることが、本研究の特徴である。エネルギ
ー設備の選択において、先行研究でも指摘されてきた購入者の環境・消費志向に着目し、
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住宅購入者の行動データを用いることにより、現実に即した影響要因を捉えることが可能
であると考える。本研究の成果として、SH 普及初期にあたる現時点で、市場価格でのエ
ネルギー設備の選択行動の影響要因が明らかになることは、ターゲット層の明確化につな
がり、今後の SH の普及策立案に資するものと考えられる。 
 分析に必要なデータは、多摩ニュータウン・八王子ニュータウンで、郵送法による質問紙調
査を実施し、収集している。当該地域を選んだ理由は、ニュータウン地域に位置する当該地域
では、民間事業者により、大型開発による住宅・宅地分譲が行われており、民間市場を通じて
供給された SH の消費者が、一定規模で捕捉可能であったことによる。また、近接地域を複数
対象とすることで、立地条件が類似するサンプルが得られ、かつ、分譲・販売時期が明らかな
分譲地を対象とすることで、消費者の住宅購入がほぼ同時期となり、設備仕様が類似したサン
プルが得られている。すなわち、立地条件・購入時期・設備仕様等が類似する条件下で、住宅
購入において「SH を選択したかどうか」という選択行動の実態を明らかにすることができる。
SH 購入者と SH でない住宅の購入者の選択行動の比較が可能であり、そこから、SH 選択の特
徴を明らかにすることを試みる。 
 
4.2. 研究の方法 
4.2.1. 研究の構成 
本稿の構成は次の通りである。 
まず、2 節において、分析に使用したデータの概要を述べる。次に、3 節で、回答者の住宅
用エネルギー設備の設置状況と、それに基づく SH の定義を行う。以降は、購入行動の詳細か
ら、SH 購入者の特徴を述べる。具体的には、4 節では、SH 購入者の環境・消費志向の特徴、
5 節では、居住地や住宅選択時の重視項目、6 節では入居後の生活状況について詳述する。全
体を通して、SH 購入者と SH でない住宅の購入者（以下、非 SH 購入者）の比較を行う。 
3 節で詳述する通り、有効回答 67 サンプルのうち、SH 購入者は 14 サンプルと全体の 2 割
であった。調査規模が大きくないため、統計的には SH と SH でない住宅の有意差が確認され
ない項目も多いが、特徴的な傾向について、取り上げて言及することとする。 
 
4.2.2. 調査概要 
本稿では、2014 年 7~8 月に実施した、「多摩・八王子地域の住まいと住環境に関するアンケ
ート調査」と題する質問紙調査のデータを用いる。調査対象は 2014 年 2 月から 2014 年 6 月
にかけて、「スマートハウス」と称した分譲が行われていた、八王子ニュータウンみなみ野シ
ティ、多摩ニュータウン東山及び西山地区の戸建住宅居住世帯である 3)。各戸訪問で入居が確
認された世帯に配布、郵送回収で、配布数 404 通、回収率 17％である（表 4-1）。回答は、住
宅購入の意思決定に関わった方に依頼した。 
実施地域の概要を表 4-2、街並みの写真を図 4-1 に示す。多摩ニュータウン西山地区の C 地
区と H 地区は、隣接している。H 地区は C 地区に先行して販売され、調査時点でほとんどの
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住宅で入居済みであった。みなみ野シティ CT 地区と西山 C 地区は、半数程度の入居が確認さ
れた。東山地区は、総区画数が 681 区画と大規模開発のうちの一部の地区で、調査時点で入居
が確認できた 154 戸に配布した。また、西山 C 地区と東山地区では、地区内に「スマートハウ
ス街区（以下、SH 街区）」と称した建売分譲住宅のエリアが設定されていた。立地条件では、
最寄り駅までのアクセスに、バス路線の有無による差異はあるが、区画当たり開発面積や、住
宅間取り、分譲住宅の価格帯等からみて、仕様等が類似する住宅地であると考えられる。 
表 4-1 地区別配布・回収状況 
 
 
 
 
表 4-2 アンケートの実施地域の概要 4) 
 
  
図 4-1 調査対象地域の街並み（左：みなみ野シティ、右：東山地区,2014年 2月撮影） 
八王子NT
地区名
八王子みなみ
野シティCT地区
西山・C地区 西山・H地区 東山地区
住所 八王子市七国 八王子市堀之内
開発区画総数 95 186 115 681
入居戸数 58 154
区画当たり敷地
面積（m2）
166～173 170～258 171～214 188～236
分譲住宅間取り ３LDK～５LDK ３LDK～５LDK ３LDK～５LDK ４LDK～５LDK
分譲住宅販売価
格（万円／戸）
5,784～6,495 5,330～6,900 4,990 5,700～6,300
最寄り駅
JR横浜線八王
子みなみ野
京王相模原線京
王堀之内駅
最寄り駅までの
時間距離（徒歩）
17分 12分
バス路線 あり あり
スマート街区指
定の有無
なし あり（37区画） なし あり（24区画）
192
多摩NT
八王子市越野
京王相模原線京王堀之内駅
15分
なし
配布数 回収数 回収率
八王子みなみ野シティ 58 6 10.3%
多摩ニュータウン西山 192 33 17.2%
多摩ニュータウン東山 154 28 18.2%
全体 404 67 16.6%
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調査項目を表 4-3、分析データの概要を表 4-4 に示す。 
調査項目は、入居時期、購入形態、前の住まいとの環境変化の入居に関する項目、居住地及
び住宅選択時に重視した項目やエネルギー設備の設置状況とその理由等と住まいの購入理由、
入居後の住環境及び住宅に対する満足度、環境問題への関心度や日常の環境行動、商品やサー
ビスに対する先取り意識等の環境意識・消費志向、SH や電気自動車（EV）に対する関心、及
び個人・世帯属性（年齢・性別・業種・同居家族構成・同居家族数・夫婦共働きか否か）であ
る。 
回答者の性別は、男性が 7 割である。年齢は、30 歳代が 5 割と最も多く、次いで 40 歳代が
2 割である。70 歳以上の方からの回答はなかった。 
入居年は、2013 年が 4 割、2012 年が 3 割と、入居後 2～3 年が多い注 1)。 
回答者の職業は、会社員が約 5 割と最も多く、次いで、無職が 2 割である。住宅購入の意識
決定に関わる人が、SH、及びその関連設備に関するため、業種を確認している。業種は、情
報通信、サービス業が 1 割と多いほかは、ばらつきがあり、特定の業種への偏りはみられてい
ない。 
世帯構成は、夫婦と子ども世帯が多く約 7 割を占めている。同居家族数は、単身世帯はほと
んどおらず、3 人または 4 人が各 4 割と多い。夫婦共働きは 4 割である。 
住宅の購入形態としては、住宅部分が自由に設計できる建築条件付き宅地の購入者と、建売
住宅での購入者が約半々である。 
表 4-3 調査項目 
 
  
住環境及び住宅の満足度（8問）
環境意識・消費志向
環境問題への関心度・日常の環境行動（8問），商品やサービス
に対する先取り意識（7問），入居後の環境意識・行動の変化，
スマートハウスへの関心，電気自動車（EV）への関心
個人・世帯属性
年齢・性別・職業・業種，同居家族構成・同居家族数・夫婦共働
きか否か
住まいの入居について
入居時期，購入形態，従前の住まいとの環境変化
住まいの購入理由と満足度
住宅選択時の重視度：八王子・多摩地域の選択理由（9問），街
区の選択理由（10問），住宅の選択理由（13問）
エネルギー設備について：設置有無，設置理由，満足度（満足
／不満）
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表 4-4 アンケート回答者の属性（％, n=67） 
 
 
4.3. 住宅用エネルギー設備の導入実態と評価 
4.3.1. エネルギー設備の設置率 
エネルギー設備の設置率を表 4-5 に示す。 
最も設置率が高い設備は「LED 照明」で 80.6％である。「オール電化（62.7％）」、「ヒート
ポンプ給湯器（58.2％）」、「太陽光発電・太陽光パネル（55.2％、以下、太陽光発電）」が過半
の家庭に導入されている。 
一方、SH の構成要素である、「HEMS」は 3 割未満であり、「蓄電池」は 1 割未満とあまり
設置されていない。 
入居時期別にみると、「LED 照明」は、2013 年 9 割、2014 年には全員と、近年の設置率は
きわめて高く、新築戸建住宅での導入が一般化しつつあることがうかがえる。このほか、設置
率が徐々に高まっているものは、「スマート家電」と「HEMS」である。「HEMS」は、2012
年以前の入居者では 1 割未満と少ないが、2013 年が 4 割、2014 年が 6 割であり、近年の設置
が進みつつあるものと考えられる 5)。 
 
男性 70.1 30～39歳 49.3 2010年 3.0
女性 29.9 40～49歳 22.4 2011年 7.5
50～59歳 10.4 2012年 31.3
60～69歳 17.9 2013年 41.8
2014年 16.4
50.7 4.5
3.0 1.5
7.5 6.0
14.9 4.5
22.4 9.0
1.5 9.0
10.4
31.3
14.9 1.5
3.0 16.4
71.6 35.8
4.5 37.3
4.5 7.5
1.5 1.5
38.8 53.7
58.2 44.8
3.0 1.5
土木・都市開発
情報・通信
サービス
夫婦のみ
⑧夫婦共働きの状況
その他
②年齢①性別 ③入居年
④職業 ⑤業種
家電製造・販売会社員（被雇用者）
会社、自営業などの経営者
⑦同居家族数（本人含む）
１人
教育
その他
自動車製造・販売
住宅・不動産パート・アルバイト
公務員
無職
その他
⑥家族構成
建売住宅を購入
その他
建築条件付き宅地を購入
夫婦と親
夫婦・子・親の三世代家族
２人
３人
４人
無回答
⑨購入形態
５人
無回答
夫婦共働きである
夫婦共働きでない
夫婦と子ども
無回答
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表 4-5 エネルギー設備の設置率（％） 
 
 
購入形態（「建売戸建(n=36)」か、「建築条件付き宅地分譲(n=30)」）による、エネルギー
設備の導入率の差異をみる（図 4-2）。「LED 照明」と「家庭用燃料電池」は建築条件付き
宅地購入者で、「オール電化」は建売住宅購入者で、設置率が高く、統計的に有意な差がみ
られた。 
 
(***:p<0.01、**:p<0.05、*:p<0.1) 
図 4-2 購入形態別エネルギー設備の設置率 
2014年 2013年 2012年以前
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4.3.2. エネルギー設備の設置理由 
各エネルギー設備の設置理由の相違をみる（図 4-3）。「太陽光発電」、「燃料電池」、「LED」
は「電気代が安くなる」が 70％以上と高く、「経済性」から導入されていることがうかがえる。
東日本大震災を機に、非常時の電力確保に対する関心が高まっていると認識していたが、最も
高い「太陽光発電」でも「非常時に電力が使える」とする回答者は 50％であり、「蓄電池」で
も 20％である。「HEMS」、「蓄電池」は「標準装備である」が高く、全体としては、「地球環
境の保全」や「生活の利便性」、「設備の先進性」などの積極的な理由導入されているわけでは
ない。 
 しかし、購入形態別にみると、SH 購入者と非 SH 購入者の設置理由の比率の差の有無をカ
イ二乗検定した結果、設置理由に若干の差異があることがわかる（表 4-6）。「建築条件付き宅
地分譲購入者」では、「LED 照明」は「電気代の安さ」が、高効率給湯器では「地球環境・保
全への貢献」が、「HEMS」では「設備の先進性」が有意に高い。それぞれの購入動機となり、
選択的にエネルギー設備の導入につながったものと考えられる。 
 
 
図 4-3 エネルギー設備の設置理由 
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表 4-6 購入形態別のエネルギー設備の設置理由の差異のカイ二乗検定結果（t値） 
(***:p<0.01、**:p<0.05、*:p<0.1) 
 
 
次に、各エネルギー設備の性能・効果に対する評価をみる（図 4-4）。「効果に満足して
いるか、否か」の問いを設けているが、ほとんどの設備で、「満足していない」との回答は
なく、「満足している」か、「効果がわからない」との結果である。入居期間が短く、夏季・
冬季のエネルギー消費の多い季節を経ていない回答者がいることに配慮して「効果がわか
らない」との設問を設けたが、居住年数には関係なく、「わからない」とする回答が多くみ
られている。その理由として、冷房・暖房によるエネルギー消費の大きな冬季・夏季の生
活を経験しているか否かで効果の認識が異なること、本調査は 8 月に実施しているため、
入居時期によっては、両シーズンのエネルギー消費量や電気代・ガス代等を認識していな
い可能性があることなどが考えられる。 
「満足」との回答が多いエネルギー設備は、「太陽光発電」、「オール電化」、「スマート
家電」、満足率が低い設備は「HEMS」と「蓄電池」である、 
 
 
LED照明 - 14.939 *** 0.486 - 0.035 3.819 * 3.212 *
スマート家電 1.218 0.141 0.391 - 3.819
*
2.604 1.135
太陽光発電・
太陽光パネル
1.719 1.474 0.643 0.039 0.186 3.771
*
11.000
太陽熱温水器 - - 0.012 - - - 1.769
ヒートポンプ給
湯器
0.540 0.020 0.114 - 0.027 3.693
*
16.900
***
高効率給湯器 1.427 0.012 4.973
**
- 1.185 1.185 0.208
家庭用燃料電
池
2.497 2.282 0.372 2.407 0.418 0.533 0.083
オール電化 0.039 0.088 0.387 0.012 0.054 0.025 25.033
***
蓄電池 - 1.185 - 1.185 1.185 - 0.533
HEMS 1.218 0.462 0.570 - 2.475 6.492 ** 2.475
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図 4-4 エネルギー設備の効果に対する満足状況 
 
4.3.3. SH の購入状況 
SH を構成するエネルギー設備の組み合わせでみると、「HEMS」と「太陽光発電」、「燃料電
池」、「蓄電池」のいずれかを 1 基以上設置している回答者、創エネ・蓄エネ機器を 2 基以上設
置している回答者は、全体の 34.3%である(表 4-7)。「蓄電池」の設置者は、「太陽光発電」か「燃
料電池」のいずれかを設置している。 
SH は、HEMS、創エネ、蓄エネのすべての要素が設置されることが効果的であると考えら
れるが、本調査においては、すべての設備を備える回答者は、1 名であった。その理由まで捕
捉できていないが、すべてを備えた SH の購入者がほとんどいないこと、または、HEMS の認
知度が低い等の理由が考えられる 6)。 
本稿では、表 4-6 に示す組み合わせの住宅を SH と定義する。以降の分析では、SH の購入
者(n=12)と非 SH 購入者(n=52)の選択行動の相違から、SH 購入の特徴を見ることとする。な
お、カイ二乗検定により有意差が認められた項目は、図表タイトルに、その有意水準を示して
いる。 
 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
LED照明(n=54)
オール電化(n=42)
ヒートポンプ給湯器(n=39)
太陽光発電・パネル(n=37)
スマート家電(n=24)
家庭用燃料電池(n=21)
HEMS(n=19)
高効率給湯器(n=9)
蓄電池(n=6)
太陽熱温水器(n=4)
満足 不満 わからない 無回答
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表 4-7 エネルギー設備の組み合わせ別設置率（％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.4. SH 購入者の特徴 
4.4.1. 基本属性 
基本属性として、回答者の年齢、家族構成、同居家族数、夫婦共働きの状況についてみる。
年齢層や家族構成は類似しており、30 歳代・40 歳代が 7 割前後（図 4-5）、夫婦と子ども世帯
が 7～8 割となっている（図 4-6）。 
同居家族数は、有意差はないが、SH 購入者の世帯の方が世帯規模が大きい傾向がみてとれ
る（図 4-7）。回答者本人を含めて４人以上の世帯が、SH 購入者では７割と、非 SH 購入者で
は 4 割に比べて多い。 
夫婦共働きの状況には、有意差があり、SH 購入者の世帯で 6 割である（図 4-8）。 
 
 
図 4-5 回答者の年齢 
 
 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
30～39歳 40～40歳 50～59歳 60～69歳
蓄エネ
太陽光発電 燃料電池 蓄電池
● ● ● ● 1.5
● ● ● 7.5
● ● ● 1.5
● ● ● 1.5
● ● 11.9
● ● 1.5
● ● ● 1.5
● ● 4.5
● ● 3.0
● ● 0
34.3
HEMSと創エネを
1基以上設置
創エネ
HEMSは設置し
ていないが，創
エネと蓄エネのう
ち2基以上設置
HEMS
合　　　計
設置率
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図 4-6 家族構成 
 
 
図 4-7 同居家族数（回答者本人を含む） 
 
 
図 4-8 夫婦共働きの状況(p<0.1) 
 
4.5. SH 購入者と非 SH 購入者における住宅購入行動の相違 
4.5.1. 住宅の購入形態 
住宅の購入形態には、SH 購入者と非 SH 購入者に有意差があり、SH 購入者では「建築条件
付き宅地を購入」者が 6 割と多い（図 4-9）。これは、SH 構成要素のエネルギー設備は、いず
れも「建築条件付き宅地」の購入者で設置率が高いことによる。 
 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
夫婦のみ 夫婦と親
夫婦と子ども 夫婦と子と親の三世代家族
その他
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
１人 ２人 ３人 ４人 ５人
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
夫婦共働きである 夫婦共働きでない
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図 4-9 購入形態(p<0.05) 
 
4.5.2. 居住地選択の重視項目 
 居住地を選択する際に重視した項目についてみる。居住地の選択は、「八王子・多摩エリ
ア」の選択と、八王子市・多摩市のなかでの地区の選択に分けて把握している。いずれの
項目も SH 購入者と非 SH 購入者による差異は見られていないため、全体としての居住地
選択の特徴を述べる。 
 八王子・多摩エリアの選択で重視された項目（「とても重視した」と「少し重視した」の
合計値が高い）は、「地盤の固さ・安定さ」で全体の 8 割、次いで「新宿方面への行きや
すさ」と「通勤先までの利便性」が 6 割である（図 4-10）。 
 そのほかでは、「親の住まいとの近さ」や「前の住まいとの近さ」、「八王子・多摩地域の
風土」等の地域への愛着や親しみに関する項目が、4 割程度となっている。 
 
図 4-10 八王子・多摩エリアの選択に重視した項目 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
建売住宅を購入 建築条件付き宅地を購入 その他
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
とても重視した 少し重視した どちらともいえない
あまり重視しなかった 全く重視しなかった わからない
横浜方面への行きや
すさ
新宿方面への行きや
すさ
八王子・立川方面へ
の行きやすさ
通勤先までの利便性
中学・高校・大学等の
通学先までの利便性
親の住まいとの近さ
前の住まいとの近さ
地盤の固さ・安定さ
八王子・多摩地域の
風土
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次に、各市域内での当該地区の選択で重視した項目についてみる（図 4-11）。「地区内の空間
的なゆとり（道路幅や建物の密度）」はほぼすべて、「住宅や植栽の統一感（地区内の景観のよ
さ）」は 9 割以上が重視している。調査対象地区は、区画規模が 200 ㎡前後あり、ブロック塀
がないため住宅前の空間も広く、庭の植栽も豊かであり、こうした住環境のよさが重視されて
いたことがうかがえる。 
生活における利便性については、「最寄り駅までの利便性」と「日頃の買い物の利便性」は 7
～8 割の方が重視しているものの、「特急、急行電車が止まる駅までの距離」や「バスの利便性
（バスルートや運行本数）」はあまり重視されていない。 
「周辺に自然林や大きな公園があること」には、地区別の差異が見られている。「重視して
いる」との回答は東山地区に多く、9 割以上を占めている。これは、東山地区には保全されて
いる里山・森林があり、公園も整備されていることから、この点が居住地選択に考慮されたも
のと考えられる。 
 
 
図 4-11 市域における地区選択で重視した項目 
 
4.5.3. 住宅選択の重視項目 
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最寄り駅までの利便
性
特急、急行電車が停
まる駅までの距離
バスの利便性（バス
ルートや運航本数）
日頃の買い物の利便
性
地区周辺の地形の平
坦さ
地区内の空間的なゆとり
（道路幅や建物の密度）
住宅や植栽の統一感
（地区内の景観のよさ）
子どもの遊び場・公
園に近いこと
小学校・中学校に近
いこと
周辺に自然林や大き
な公園があること
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住宅選択で重視した項目では、「建物の広さ・間取り」「日照・風通し」「住宅の広さ」「住宅
の耐震性・耐火性」「土地・住宅の価格」「庭の広さ・植栽」「駐車場があること」などの、基
本的な項目は、ほぼ全回答者が重視している（図 4-12）。 
SH 購入者と非 SH 購入者で、重視度が異なるのは、エネルギー対応である。SH 購入者は「創
エネへの対応：太陽光発電・燃料電池がある」、「省エネへの対応：高効率給湯器、断熱材があ
る」は、全回答者が、「蓄エネへの対応：蓄電池がある」では約半数が重視しており、非 SH 購
入者よりも有意に重視度が高い。すなわち、エネルギー性能の重視度により、SH の選択結果
が分かれており、他の条件による差異は小さいと考えられる。 
 
 
(***:p<0.01、*：p<0.1) 
図 4-12 住宅選択で重視した項目 
 
4.6. SH 購入者と非 SH 購入者における住み替え行動の相違 
4.6.1. 前の住まいの所有・建物形態 
前の住まいの建て方・所有形態をみると、全体の約 4 割が「賃貸集合住宅」から、約 3 割が
「持家戸建住宅」からの住み替えである（図 4-13）。 
SH 購入者と非 SH 購入者に統計的な有意差ではないが、SH 購入者に「持家戸建住宅」から
の住み替えが多く、非 SH 購入者に「賃貸集合住宅」からの住み替えが多い。SH 購入者は戸建
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とても重視した 少し重視した どちらともいえない
あまり重視しなかった 全く重視しなかった わからない
土地・住宅の価格
住宅の広さ
住宅の間取り
日照・風通し
住宅の耐震性・耐火性
住宅の防犯性
バリアフリー
庭の広さ・植栽
和室・和式の空間
創エネへの対応：太陽光発
電・燃料電池がある***
蓄エネへの対応：蓄電池が
ある***
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75 
 
と集合住宅を合わせると、持家からの住み替えが 7 割となる。本章では、その要因まで特定で
きないが、SH 購入には、住宅の過去の購入経験や、前の住宅の売却費を住宅購入費の原資と
することによる資金面が影響していることが想起される。 
 
 
図 4-13 前の住まいの建て方・所有形態 
 
4.6.2. 前の住まいとの環境の変化 
前の住まいとの環境の変化には、SH 購入者と非 SH 購入者に統計的に有意な差異は見られ
ていない。 
全体の傾向として、通勤・通学の便利さ、公共施設や買い物の利便性は低下しているのに対
し、緑の豊かさや水辺の親しみ、街並みなどの環境面は向上している（図 4-14）。また、新築
購入者であることから、ほとんどの回答者が、住み心地も向上している。 
 
 
図 4-14 前の住まいとの環境の変化 
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SH購入者
非SH購入者
全体
持家戸建住宅 賃貸戸建住宅 持家集合住宅
賃貸集合住宅 社宅
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
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非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
とてもよくなった よくなった 変わらない 悪くなった とても悪くなった わからない
通勤・通学の便利さ
公共施設や病院など
の生活の便利さ
日頃の買い物の便利
さ
緑の豊かさ
水辺や親水空間への
親しみ
自宅周辺の街並みや
景観
住いの住み心地
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4.7. SH 購入者と非 SH 購入者における入居後の生活の相違 
4.7.1. 生活満足度 
居住後の満足度をみると、居室の快適性、景観、緑の豊かさ、総合的な満足度では、SH 購
入者と、非 SH 購入者ともに、「満足している」と「とても満足している」の計が 9 割ときわ
めて高い（図 4-15）。省エネルギー性（光熱費の削減効果）は SH か否かに関係なく基本性能
として担保されていることから、両者に差異はなく、SH 購入者で 8 割だが、非 SH 購入者で
も 7 割と高くなっている。一方、公共交通や生活利便性の満足度は、やや低い。SH 購入者と
非 SH 購入者に統計的に有意な差異は見られておらず、満足度の差異はないと考えられる。 
これらの満足度と、前の住まいとの環境の変化と合わせてみると、全体として、生活面の利
便性の低下を受容しつつも、街並みや自然の豊かさを求める傾向があり、環境の豊かさに加え
て住宅の性能や住み心地の満足度も高いことから、総合的な満足度も高くなっていると考えら
れる。 
 
図 4-15 居住後の生活満足度 
 
4.7.2. 電気やガスの使い方 
入居後の電気やガスの使い方の変化をみると、約半数の回答者が「以前も節電や省エネを心
掛けていたが、一層気をつけるようになった」としている（図 4-16）。「以前はあまり節電や省
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
SH購入者
非SH購入者
とても満足している 満足している どちらともいえない
満足していない 全く満足していない わからない
室内空間の快適性
住まいの省エネル
ギー性
住宅や植栽の統一感
公共交通の利便性
商業施設・公共施設
などの生活利便性
日常生活における安
全性
住まいの総合的な満
足度
周辺の自然環境の豊
かさ
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エネを心掛けていなかったが、入居後気をつけるようになった」とする回答者も 3 割おり、あ
わせると 8 割が節電や省エネに気を付けていることになる。 
SH 購入者と非 SH 購入者で統計的に有意差はないが、SH 購入者では、9 割以上とほとんど
が入居後の省エネに配慮した生活をしているものと考えられる。 
 
 
図 4-16 電気やガスの使い方の変化 
 
4.7.3. SH に対する関心 
 SH に対する関心の度合いは、ばらつきがある（図 4-17）。「購入を決める前から関心があ
った」「全く関心がない」がそれぞれ 3 割、「入居してから関心をもった」2 割強、「購入（入居）
手続きの時に関心をもった」は 1 割である。 
SH 購入者と非 SH 購入者に統計的な有意差はないが、購入前から関心があった人が 4 割強
と多い。約 3 割の人が、入居手続きや入居後の生活のなかで関心をもつように変化しており、
現在では SH の関心は高まっていると考えられるが、SH 購入者のすべてが、必ずしも購入前
から SH に関心を持っていたわけではないことが明らかとなった。 
 
 
図 4-17 電気自動車（EV）の普及状況と関心の有無 
SH では、それ自体が省エネや蓄エネにつながるエネルギー対策ではないが、EV の普及を想
定して、EV 用充電設備（EV の充電ケーブルの差込口）の設置がみられている。 
SH 購入者と非 SH 購入者で統計的に有意な差はなく、全体として約 8 割で EV 用充電設備
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
全体
以前も節電や省エネを心掛けていたが、一層気をつけるようになった
以前はあまり節電や省エネを心掛けていなかったが、入居後気をつけるようになった
以前も現在も、特に節電や省エネに気をつけていない
その他
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
全体
購入を決める前から関心があった 購入（入居）手続の時に関心をもった
入居してから関心をもった 全く関心がない
その他
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が設置されている（図 4-18）。しかし、EV を所有しているのは、SH 購入者のうちの１名のみ
にとどまっている（図 4-19）。EV の充電設備は設置されているものの、EV を所有するには至
っていないことがわかる。 
今後の EV の購入可能性について「関心があり、EV の購入を考えている」とする回答者は、 
SH 購入者で 2 名、非 SH 購入者で 6 名の計 8 名、ともに約 1 割にとどまる。この 8 名のうち、
太陽光発電・太陽光パネルの設置者は 5 名、HEMS の設置者は 2 名であり、蓄電池の設置者
はいなかった。 
 
 
図 4-18 EV用充電設備の有無 
 
 
図 4-19 EVの所有状況と関心 
 
4.8. 環境・消費志向に基づく考察 
4.8.1. 因子分析による環境・消費志向の得点化 
環境・消費志向は、土屋ら（2014）による指標及び手順に準じて分析する。使用する指
標は、環境問題への関心や日常の省エネ行動等の環境指標 8 項目、先取り意識や環境消費
等の消費指標 7 項目、計 15 項目（非常にそうである=1~全くそうではない=7 の 7 段階）
である。項目の詳細及び平均値を表 4-8 に示す。 
これらのうち、回転のない初期解で共通性の低い（因子抽出後の共通性が 0.3 以下）5
項目除き 7)、10 指標による因子分析（最尤法、プロマックス回転）を行った。その結果、
カイザーガットマン基準の「固有値が１以上」で 4 因子が抽出された（表 4-9）。回転のな
い初期解では、因子 1 の寄与率は 18.6％、因子 2 の寄与率は 25.4％、因子 3 の寄与率は
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
全体
ある ない
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
全体
関心があり、EVを所有している 関心があり、EVの購入を考えている
関心があるが、EVの購入は考えていない 関心がない
その他
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22.0％、因子 9.2％で、4 つの因子の累積寄与率は 75.2％であった。KMO の標本妥当性は
0.660 であり、一定の妥当性があると考えられる。また、因子 2 と因子 3 の相関が 0.402、
因子 2 と因子 4 の相関が 0.308 と、弱い相関があることから、プロマックス回転を与える
ことが妥当である。 
因子負荷量 0.40 以上からなる指標から、各因子を次の通り命名する。「新商品や評判の
店舗情報の先取りが他人より早い」、「新商品や評判の店舗を利用するのが他人より早い」、
「新商品や評判の店舗情報について他人に聞かれることが多い」からなる因子 1 は、「イ
ノベーター因子」とする。「近い所に行く時には自転車や徒歩で行くようにする」、「できる
限りバスや電車などの公共交通機関を使う」からなる因子 2 は、「自動車利用抑制因子」
とする。「エコマークや消費電力など、環境に配慮した商品であるか確認する」、「商品を購
入する時は、環境に配慮した商品を選ぶ」「クルマの運転時にはエコドライブを心がけてい
る」からなる因子 3 は、「エコ行動因子」とする。「家族や友人・知人と環境問題について
よく話をする」、「環境問題に対する専門的な知識を有している」からなる因子 4 は、「エ
コ知識因子」とする。内的整合性を確認するため、クローンバックのα係数を求めたとこ
ろ、因子 1 の 3 項目では 0.883、因子 2 の 2 項目では 0.880、因子 3 の 3 項目では 0.784、
因子 4 の 2 項目では、0.794 と高い値を示し、尺度の信頼性が得られた。 
以上の因子分析結果に基づき、プロマックス回転後の因子得点を、回帰法により推定す
ることで、回答者の「イノベーター」得点、「自家用車利用抑制」得点、「エコ行動」得点、
「エコ知識」得点を算出する。 
 
表 4-8 環境・消費志向の設問項目及び平均値 
 
 
 
 
平均値 標準偏差
2.76 1.763
3.11 1.500
4.77 1.250
4.55 1.899
3.77 1.804
4.06 1.929
5.17 1.319
4.30 1.771
5.27 1.307
5.64 1.002
3.89 1.479
3.48 1.304
3.59 1.498
3.33 1.351
4.21 1.494
新商品や評判の店舗情報の先取りが他人より早い
新商品の購入や評判の店舗を利用するのが他人より早い
商品を購入する時は、環境に配慮した商品を選ぶ
冷暖房にこまめに温度調節をする
エコマークや消費電力など、環境に配慮した商品である
か確認する
商品や店舗の情報を自分で事前に収集・整理し、比較検
討する
商品を購入する時は、機能をよく理解してから選ぶ
商品や店舗の情報を他人に伝えたり、勧めたりする
商品や店舗の情報について他人に聞かれることが多い
環境問題に対する専門的な知識を有している
家族や友人・知人と環境問題についてよく話をする
クルマの運転時にはエコドライブを心がけている
近い所に行く時には自転車や徒歩で行くようにする
できる限りバスや電車などの公共交通機関を使う
こまめにプラグを抜き、待機時消費電力を少なくする
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表 4-9 因子分析結果 
 
 
これらを用いて、クラスター分析(Ward 法、ユークリッド距離による距離測定)を行い、回答
者を「イノベーター・非エコ群」「中間群」「エコ行動群」「イノベーター・自家用車抑制・エ
コ知識群」「自家用車抑制・エコ行動群」の 5 群に分類した（表 4-10）。 
環境・消費志向類型の構成比をみると、各因子得点が平均的な「中間群」が 3 割と最も多く、
次いで、エコ行動因子得点がやや高い点が特徴である「エコ行動群」、エコ行動因子得点と自
家用車利用抑制因子得点がともに高い「自家用車抑制・エコ行動群」が 2 割である。イノベー
ター因子得点が高く、他の得点が低い「イノベーター・非エコ群」は 1 割と最も少ない。消費
において先取り意識の高さを示すイノベーター因子得点の高い類型の出現率は高くなく、「イ
ノベーター・非エコ群」と「イノベーター・自家用車抑制・エコ知識群」と合わせても 2 割程
度である。イノベーター因子得点と、環境行動を実践するエコ行動因子得点がともに高い類型
は確認されなかった。 
表 4-10 因子得点に基づく環境・消費志向の類型別構成比 
 
 
イノベー
ター因子
自家用車利用
抑制因子
エコ行動因
子
エコ知識因
子
度数 構成比
イノベーター・非エコ群 0.426 -1.822 -1.533 -0.947 6 9%
中間群 -0.037 0.061 -0.696 -0.262 20 31%
エコ行動群 -0.828 -0.294 0.611 0.435 18 28%
イノベーター・自家用車
抑制・エコ知識群
1.309 0.823 0.309 1.180 9 14%
自家用車抑制・エコ行
動群
0.280 0.800 0.816 -0.615 11 17%
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4.8.2. 環境・消費志向の類型別にみた SH 選択状況 
 
これらの類型を用いて、SH 購入者と非 SH 購入者における構成比の違いをみる（図 4-20）。
両者に統計的に有意な差はないが、SH 購入者では「自家用車抑制・エコ行動群」の構成比が
3 割弱とやや高くなっている。 
 
図 4-20 環境・消費志向による類型 
 
4.8.3. 環境・消費志向とエネルギー設備選択 
SH 購入者と非 SH 購入者において、エネルギー設備の選択に、環境・消費志向による差異
があるかどうかを確認するため、エネルギー設備の設置有無別の回答者の環境・消費志向因
子得点の平均値を算出・比較する（表 4-11）。 
両者において、統計的に有意な差があるエネルギー設備は、「LED 照明」、「スマート家
電」、「HEMS」であり、他のエネルギー設備では、差異は見られなかった。「LED 照明」
は、イノベーター因子得点と、自家用車利用抑制因子得点が高い回答者、すなわち、先取
り志向と自家用車利用が抑制的な志向が強い人に選択される傾向があると考えられる。同
様に、「スマート家電」は先取り志向が強い、「HEMS」は環境行動が実践的な人に選択傾
向があると推察される。 
 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
SH購入者
非SH購入者
全体
イノベーター・非エコ群 中間群
エコ行動群 イノベーター・自家用車抑制・エコ知識群
自家用車抑制・エコ行動群
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表 4-11 エネルギー設備の有無別の回答者の環境・消費志向因子得点の平均値 
(***:p<0.01、**:p<0.05、*:p<0.1) 
 
4.9. 購入行動に影響を及ぼす要因 
SH購入行動分析として、被説明変数を「SH である=1」、「SH でない=0」とし、説明変数
を前節で抽出した因子の因子得点、年齢（30 歳代=30／40 歳代=40／50 歳代=50／60 歳
代=60）、共働きダミー（共働きである=1／それ以外=0）、同居家族 4 人以上ダミー（同居
家族 4 人以上=1／3 人以下=0）、SH関連業種ダミ （ー家電製造・販売、自動車製造・販売、
住宅・不動産、土木・都市開発、エネルギー設備、情報・通信=1／その他全て=0）、販売
形態ダミ （ー建築条件付き宅地=1／それ以外=0）として、二項ロジスティック回帰分析（強
制投入法）を行う（表 4-12、表 4-13）。第 3 節で算出した環境・消費志向の因子得点のう
ち、「自動車利用抑制因子」得点は、「エコ行動因子」得点「エコ知識因子」得点と弱い相
関があるため除外した。分析対象は、使用する全項目の回答がある 64 サンプルとする。 
表 4-12 使用変数①（回答者属性） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平均値 平均値 平均値 平均値
設置なし 13 -.631 -.545 -.090 .046
設置あり 53 .155 .134 .022 -.011
設置なし 42 -.312 -.144 -.087 -.080
設置あり 24 .545 .252 .152 .140
設置なし 27 -.082 .011 .092 -.062
設置あり 38 .105 .023 -.074 .047
設置なし 55 -.003 .004 -.088 -.086
設置あり 9 .024 .070 .462 .406
設置なし 62 .005 .036 .009 -.006
設置あり 3 .491 -.341 -.299 .160
設置なし 30 -.031 -.145 -.074 .077
設置あり 36 .026 .121 .062 -.064
設置なし 43 .074 .023 -.067 .014
設置あり 21 -.149 -.005 .105 -.080
設置なし 61 .022 -.051 -.032 -.015
設置あり 5 -.272 .619 .396 .186
設置なし 25 -.127 .086 .175 .118
設置あり 41 .078 -.053 -.107 -.072
設置なし 47 -.046 -.112 -.125 -.047
設置あり 19 .114 .277 .309 .117
***
-2.728LED
省エネ
創エネ
管理
蓄エネ
.192-.378
**
-2.360
.599
t値 t値 t値 t値
-.902
太陽光発電・太
陽光パネル
-.232 -1.124 -.578
スマート家電 -3.768
***
-1.632 -.984
-.451
HEMS -.604 -1.503 -1.707
*
-.630
.786
蓄電池 .646 -1.511 -.971
オール電化 -.828 .566 1.176
家庭用燃料電池 .891 .110 -.668 .370
-.448
高効率給湯器 -.081 -.188 -1.611 -1.446
-.289
ヒートポンプ給
湯器
-.773 -.051 .689
太陽熱温水器 -.858 .663 .544
度数
イノベーター因子 自家用車利用抑制因子 エコ行動因子 エコ知識因子
n SH SHでない
30歳代(=30) 32 31% 69%
40歳代(=40) 15 27% 73%
50歳代(=50) 7 57% 43%
60歳代(=60) 10 40% 60%
夫婦共働き(=1) 26 42% 58%
共働きでない(=0) 38 29% 71%
4人以上(=1) 30 47% 53%
3人以下(=0) 34 24% 76%
建築条件付き宅地(=1) 29 41% 59%
上記以外(=0) 35 29% 71%
SH関連業種(=1) 17 29% 71%
関連業種でない(=0) 47 36% 64%
回答者職
業業種
年齢
共働きの
状況
同居家族
数
販売形態
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表 4-13  使用変数②（環境・消費志向の因子得点） 
  
 
 
 
以上の変数を用いて分析した結果を、表 4-14 に示す。 
Cox-Snell R2 乗値が 0.235.、Nagelkerke R2 乗値が 0.325 と、回帰式全体の説明力は高
くないが、モデル係数のオムニバス検定の結果、p 値は 0.029 であり、問題ないものと判
断した。p 値<0.05 の説明変数として、「同居家族 4 人以上ダミー」、「共働きダミー」、「エ
コ行動因子」の有意な 3 変数を得た。 
分析結果より、SH は、同居家族の 4 人以上と規模の大きい世帯と、共働き世帯、日常
的に環境配慮行動を実行している人に購入される傾向があることが明らかとなった。同居
家族数が多いと、電力消費量が多く、電力の使用や蓄電による電気代の節約につながるこ
とが影響しているものと考えられる。共働き世帯が有意であった理由は、太陽光発電を設
置する場合、昼間不在で電力を使用しないと売電量が多くなるというインセンティブがあ
ることが考えられる 8)。これは、創エネ機器の設置理由の多くが「電気代の節約」であっ
たことから推察されるものである。「販売形態」は、「建築条件付き宅地」の場合、エネル
ギー設備機器の選択自由度が高いこと、「回答者職業業種」は「SH の関連業種」は、住宅・
エネルギー関連の知識を有することが購入動機につながる可能性があることを考慮したも
のであるが、有意な差はみられなかった。また、環境・消費志向では、環境問題等に対す
る知識があるだけでなく、日常的に環境行動を実践する人に購入意向が強い。消費の先取
り行動を示すイノベーター志向の差異は、明示的には得られなかった。 
表 4-14 ロジスティック回帰分析の結果
 
4.10. 本章のまとめ 
本章では、八王子・多摩地域の民間戸建分譲地の住宅購入者を対象に実施した、アンケート
 
回帰係数 オッズ比
B Exp(B) 下限 上限
年齢 .018 .029 0.386 .535 1.018 .962 1.078
共働きダミー 1.420 .718 3.914 .048 4.137 1.013 16.889
家族４人以上ダミー 1.945 0.712 7.459 .006 6.993 1.732 28.237
購入形態ダミー 0.577 .643 0.806 .369 1.781 .505 6.276
関連業種ダミー -.747 .744 1.009 .315 0.474 .110 2.036
イノベーター因子得点 .174 .329 .281 .596 1.190 .625 2.268
エコ行動因子得点 1.066 .414 6.637 .010 2.903 1.290 6.531
エコ知識因子得点 -0.222 .368 0.363 .547 .801 .389 1.649
カイ2乗 df 有意確率 -2 対数尤度
Cox-Snell
R2 乗
Nagelkerke
R2 乗
カイ2乗 有意確率
17.149 8 .029 65.218 .235 .325 10.516 .231
標準誤差 Wald 有意確率
EXP(B) の 95% 信頼区間
モデル係数のオムニバス検定 R2値 Hosmer・Lemeshow検定
最小値 最大値 標準偏差
イノベーター因子得点 -2.042 2.296 0.975
自家用車利用抑制因子 -2.578 1.813 0.961
エコ行動因子得点 -1.974 1.688 0.949
エコ知識因子得点 -1.574 1.993 0.952
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調査に基づき、個々の住宅用エネルギー設備及び SH の普及状況と、購入者及び購入行動の特
徴を明らかにした。 
まず、住宅用エネルギー設備の普及状況について、SH の構成要素として、創エネの「太陽
光発電・パネル」は過半の住宅に設置されているが、「蓄電池」は 1 割程度である。「HEMS」
の設置率も、回答者全体の 3 割程度でと高くないが、2013 年、2014 年と導入率は高まってい
た。 
「HEMS」と「太陽光発電」、「燃料電池」、「蓄電池」で、複数を組み合わせて設置している
住宅を SH とすると、全体の約 3 割が SH であった。 
エネルギー設備の設置理由は、「HEMS」、「蓄電池」は「標準装備である」が高く、全体と
しては、「地球環境の保全」や「生活の利便性」、「設備の先進性」などの積極的な理由で導入
されているわけではないと考えられる。 
エネルギー設備の効果に対する満足度をみると、満足率が高いエネルギー設備は、「太陽光
発電」、「オール電化」、「スマート家電」、満足率が低い設備は「HEMS」と「蓄電池」である。
ただし、満足率が低い理由は、不満ではなく、「効果がわからない」との回答であった。光熱
費の減少や、利便性の向上のように効果が認識されると、技術や設備に対する満足感は高まり、
今後の普及につながるものと期待される。しかし、エネルギー設備によっては、その効果が認
識されにくいものがあることに留意する必要がある。 
SH 購入者の属性としては、同居家族数が多い、すなわち世帯規模が大きいこと、夫婦共働
き世帯に多い特徴がある。 
SH 購入行動の特徴としては、建売住宅よりも建築条件付き宅地の購入者に多いこと、住宅
選択時に、創エネ、蓄エネ、省エネなどエネルギー対応を重視していることがあげられる。ま
た、SH 購入者のすべてが、必ずしも購入前から SH に関心を持っていたわけではないことが
わかった。居住地の選択においては、非 SH 購入者との差異はみられなかった。環境・消費志
向から特徴をみると、SH 購入者には、消費や自動車利用において、環境配慮行動を実践する
人が多い傾向がある。エネルギー設備別では、「HEMS」の購入に、環境行動的な志向性の影
響が大きいものと考えられる。 
EV の普及との関係をみると、全体として約 8 割で EV 用充電設備が設置されているが、EV
を所有しているのは、SH 購入者のうちの１名のみにとどまっている。本章の対象地域では、
SH と EV の同時的な普及傾向は観察されなかった。 
さらに、SH 購入の影響要因としては、世帯属性では、共働き世帯や、世帯規模が大き
い世帯、日常的に環境行動を実践する、高い環境意識を有する消費者層で購入される傾向
があると考えられる。 
八王子・多摩地域の戸建住宅購入者には、蓄エネ設備の普及は進んでいないことも明ら
かとなった。 
SH 普及方策については、現時点で SH の消費者層が限定的であることを踏まえると、今
後の住宅用エネルギー設備及び SH の普及には、依然として経済性を担保していくことが
重要である。 
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4.11. SH の普及可能性についてのまとめ 
SH は、広義では環境配慮型の住宅の一つであるが、SH は省エネ機器の導入による省エ
ネ、太陽光発電・家庭用燃料電池等による創エネといった個々の家庭用エネルギー機器が
導入されているだけでなく、HEMS によるマネジメント、蓄電池による蓄エネ機能を有し
ているところが、特徴である。SH は、新規の住宅地開発に伴う普及と、既成市街地での
住宅の更新（建替や修改築）による普及が想定される。 
第 3 章では、SH の将来的な普及可能性を展望するにあたり、これまで官民により普及
推進が図られてきた環境共生住宅の普及実態と、それを後押しする普及方策を明らかにし
た。環境に配慮した住宅の普及策としては、90 年代に創設された環境共生住宅に、近年の
低炭素住宅が加わり、認定制度による市場を通じた普及が中心であった。モデル事業とし
ての大規模開発は 90 年代から 2000 年代に実施されたが、近年ではほとんど行われていな
い。認定の対象となる住宅の性能やエネルギー機器の高度化・拡大が図られているものの、
認定制度により市場を通じた普及促進を図るという制度的な枠組み自体は変わっていない
といえる。こうした、制度に基づく普及実態としては、集合住宅タイプは大都市を擁する
地域を中心に整備が進み、戸建住宅タイプは全国的な広がりつつも、量的には住宅数が多
い大都市で整備されていると推察される。 
また、90 年代の環境共生住宅の購入行動分析の結果から、環境共生住宅の普及初期にお
ける住宅及び住宅地選択においては、緑や水辺などの周辺の環境を重視する傾向があるこ
と、「環境に配慮している」ことが、住宅購入のインセンティブになっていること、環境意
識の高い層での購入が見込まれること、住宅以外のエネルギー対策の効果についてはあま
り認知されていないこと等が明らかとなった。 
第 4 章では、近年の新築戸建住宅購入者を対象とした、SH の購入行動分析を行った。
新築戸建住宅においても、蓄電池の普及率は高くなく、創エネ・省エネ・蓄エネのうち、
創エネ・省エネが重視されることが明らかになったことから、SH の普及には、住宅購入
者にとって経済性が担保されることが重要となると考えられる。SH の創エネを担う太陽
光発電は、風力、地熱、バイオマス等の他の再生可能エネルギーと異なり、地域由来の資
源ではないため、自然条件としての地域差は生じない。しかし、スマートシティの形成要
件としては、エネルギー機器の導入効果がある世帯規模の大きい世帯が居住する戸建住宅
の一定量の集積が必要となる。普及層としても、依然として環境行動を実践するレベルの
高い環境意識を有する市民が想定されることから、引き続き、普及啓発や情報提供等とあ
わせて取り組んでいく必要がある。 
90 年代（第 3 章）及び 2010 年代（第 4 章）の住宅の購入行動の特徴から、SH の今後
の普及可能性について述べる。第 3 章の対象者は「集合住宅／住宅・都市整備公団による
開発分譲」、第 4 章の対象者は「戸建住宅／民間事業者による開発分譲」と、分譲・入居
時期のほかに建物形態と開発主体が異なる点は考慮しなくてはならないが、環境共生住宅
及び SH それぞれ普及初期に実施していること、環境に配慮した住宅として、一定規模の
開発分譲地として販売された住宅の購入者であること、八王子・多摩エリア内であること
は共通している。したがって、環境に配慮した住宅の購入者層と捉えて両者を比較すると、
購入者が環境意識が高い層であることは共通している。また、前の住まいと比べた環境の
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変化として、多くが、通勤・通学の利便性の低下と、自然環境やまちなみなどの住環境の
向上があげられており、八王子・多摩エリアの特徴ともいえるが、住宅選択において利便
性よりも自然環境のよさが重視されたことも、その裏付けと考えられる。 
SH の普及においても、当面は環境意識の高い層と限定的ではあるが、太陽光発電や燃
料電池の発電効率の向上、導入コストの低下などが進めば、消費者にとっては導入のイン
センティブになる。電力の自由化によって、電力会社を消費者が選べるようになれば、エ
ネルギー利用の利便性、エネルギーコストへの関心が高まることが予想され、さらなる技
術開発が期待される。 
また、HEMS の見える化機能による省エネ効果、ホームオートメーション機能による利
便性の向上など、生活面での快適性・利便性の向上が広く知られるようになれば、購入の
インセンティブにつながるものと考えられる。 
さらに、今後の展望としては、個々の住宅において、エネルギー消費量の削減と再生可
能エネルギーの使用により低炭素化が計られるだけでなく、将来的には地域単位でのネッ
トワーク化によりインフラとしての活用可能性をもつ。コミュニティ、あるいは都市単位
で電力融通や需給調整が実現すれば、都市全体のエネルギー消費量の削減にも寄与しうる
ものである。そのためには、一定規模の集積が必要である。90 年代から、新規開発におい
ては住環境を含めた一体的な整備が行われていた。しかし、既成市街地で住宅更新と住宅
ストックの活用により SH を普及させるためには、一層、都市・まちづくりの一環として
の地域での取り組みが重要であると考えられる。 
 
■補注 
1)資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新産業・社会システム推進室（2013.2.7更新）スマートグ
リッド・スマートコミュニティ．<http://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/smart_community/>、
2015.3.13参照 
2)白井ら（2012）では、「新しいものが好きである」「冒険が好きである」「常に新しい情報を得るようにしてい
る」[常に挑戦するようにしている」により構成される志向を「イノバティブネス度」と命名している。 
3)白井ら(2012)、岩田ら(2012)ともに、調査対象を戸建住宅に限定している。集合住宅では、太陽光発電や高
効率給湯器などのエネルギー設備の設置コストがかさむことが指摘されていることから、本章においても戸
建住宅居住者を対象とする。 
4)2014年 1月の各地区の販売用広告（P社、D社、S社）より作成。 
5)西山 C地区と東山地区の SH街区内外の差異について、SH街区内の回答者が 6件と少ないため、設置率の差異
は検証できていない。 
6)販売用広告に基づき HEMS標準装備の区画の回答者２名を含む計３名が、蓄電池と太陽光発電を「ある」とし
ながら、HEMS は「ない」と回答している。エネルギー機器の制御に管理ツールが設置されているものと考え
られるが、無記名式のため、事実確認には至っていない。誤答理由は、HEMSは商品名に必ずしも HEMSの表記
がないこと、販売用広告の設備欄に「HEMS」が明記されていないことなどが考えられる。 
7)除外した変数は、「こまめにプラグを抜き待機時消費電力を少なくする｣「冷暖房にこまめに温度調節をする｣
「商品や店舗の情報を自分で事前に収集・整理し比較検討する｣「商品を購入する時は機能をよく理解してか
ら選ぶ｣「商品や店舗の情報を他人に伝えたり勧めたりする｣である。 
8)住宅購入における経済的な影響要因として、共働き世帯の世帯収入が高いことも考えられる。そのほか、買
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い換えによる売却資産や金融資産の状況等などの要因が考えられる。しかし、被験者のプライバシーと調査
手法上の制約から捕捉していない。対象地区が隣接し、住宅の販売価格帯が 5000～6000万円程度と同水準で
あることから、一定以上の所得水準の世帯と考えられる。また、昼間在宅時間は防犯上の理由により調査困
難のため、「共働きの状況」を代理変数として捕捉した。 
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築学会計画系論文集 78(690)、p1817～1825． 
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第5章 EV の消費選好とその規定要因 
  
第 3・4 章では、スマートシティの実現方策のうち、SH の普及可能性について検証した。 
後半の本章から 7 章では、EV の普及可能性に関する分析を行う。 
まず、EV に対する購入選好により普及が期待される購買層を明確化し（本章）、自宅で
の EV の充電利便性の確保可能性を検証したうえで（第 6 章）、最後に、地域特性を踏ま
えた EV の普及可能性を述べる。 
分析データは、2011 年 1 月に実施した共通のアンケート調査で収集しているが、章ごと
に分析項目が異なるため、分析対象とするサンプルもそれぞれ抽出している。共通事項で
あるアンケート調査の実施概要やデータの取得方法は本章で詳述し、分析項目の設計上の
工夫や選択肢の詳細、分析サンプルの抽出条件、回答者属性は各章で述べることとする。 
 
5.1. EV の普及動向と特性 
2009 年軽自動車タイプ、2010 年に小型乗用車タイプの量産型 EV が市販され、EV の
国内保有台数は 2010年度約 9,000台から、2012年度には 39,000台までに増加している。 
しかし，EV は 1970 年代，90 年代後半から 2000 年代前半と過去にも二度にわたり EV
ブームとも評されて普及への期待が高まった時期があったが，普及には至っていない。EV
は当時から航続距離（充電１回当たり走行距離）の短さや車両価格の高さ，充電設備整備
の必要性等が普及上の課題として指摘されている。現在の量産型 EV でも同様の課題があ
ると考えられ，現実的な普及可能性を展望するためには，それらが車の利用に及ぼす影響
を検証することが重要である。また，土屋他(2010)が指摘するように，EV の大量普及の
ためには，家庭用での利用拡大が重要であるため，本章でも自家用車に着目する。しかし、
EV にはガソリン車と異なる性能・特性があり、その普及可能性については、課題も指摘
されている。 
土屋（2012）は、EV の特性から、家庭用としての普及可能性の課題として、以下の 4
点をあげている。 
 
①航続距離（1 充電当たりの走行可能距離）の短さ 
量産型 EV の航続距離は、同等クラスガソリン車の 1/3 程度と短く、人々の要求水準に
ない。 
②ユーザーニーズと車両のミスマッチ 
年間走行距離が長い車両では、電気代がガソリン代より安いことによるメリットが大き
いが、長距離に使用されるため、航続距離の短さがボトルネックとなる。 
③車両価格の高さ 
普及が期待される複数台保有者の軽自動車では、航続距離の制約は小さいが、EV の車
両価格の高さがボトルネック 
④充電設備の利便性の低さ 
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賃貸駐車場の利用者が多い都市部では家庭での充電ができない、自己所有駐車場でも屋
根や灯りの設置などの国の推奨基準を満たさない駐車場が多く、出先で充電できるインフ
ラが少ない。 
以上から、EV は需要層・普及地域が限定的になることも考えられ、ターゲット層の明
確化や地域別の普及可能性の検証が重要となる。以降の EV の普及可能性においては、こ
れらの①から④の EV の特性を踏まえて分析を行う。 
 
5.2. EV の分析に用いるデータの概要 
EV の分析に用いる共通データについて、アンケート調査項目及び実施概要を表 5-1 に
示す。 
ウェブアンケート方式で、2011 年 1 月に実施した。民間調査会社のモニターから、2005
年国勢調査の地域別 1)・性別・年齢区分別 2)の人口比例でスクリーニング対象者を抽出後、
本調査を実施し、6,518 サンプルを得た。 
調査項目は、基本属性（性別、年齢、世帯年収、同居家族構成、家庭内の車の保有台数）、
保有車両と駐車場の状況（保有台数、車種、買い替え予定の有無、駐車場の所有形態、駐
車方式、駐車場の設備(照明、屋根、コンセント)、外出行動と車の利用の仕方（短距離及
び長距離(100km/日以上)の外出頻度、過去 5 年以内の１日当たり最大走行距離、年間走行
距離、長距離使用の目的、外出時の運転者、高速道路の利用頻度等）、EV に対する知識・
購入意向・購入条件等（EV・充電に関する基本知識、EV に対する関心、自宅駐車場への
充電器設置意向、急速充電器の使用意向、航続距離条件による購入意向及び延伸を希望す
る場合航続距離の要求水準、費用条件による購入意向及び購入費用の差額許容額・差額回
収期間、長距離外出時のレンタカーの使用意向）である。 
調査設計上の工夫としては、EV の購入意向に関する設問の前に、EV や充電の知識に関
する設問（3 件法、16 問）を設けている 3)。その理由は、量産型 EV は市販化されてまだ
日が浅く、車種・普及台数も少ないため、EV の購入や利用の判断に必要な知識を被験者
が十分持たないことを考慮したためである。 
また、購入意向の影響要因として、日常的な消費や環境行動から回答者の環境意識・消
費志向を把握するための設問（7 件法、13 問）も設けている。この環境意識・消費志向に
関する設問は、第 4 章のスマートハウスの影響要因と同項目である。 
保有車両の状況は、回答者の負担を考慮し、1 回答者につき 2 台までとした。複数台保
有者は 1 台目を「回答者自身が主に運転する車」、2 台目を「他の 1 台」、または「他の車
の中で最も年間走行距離が長い車」について回答している。また、主な運転者が認識して
いる車の利用状況を実態データとして扱っており、外出頻度、走行距離等の自家用車の利
用状況に関するデータは、実測値ではなく回答者の申告に基づく主観的なデータである点
に留意する必要がある。 
                                               
1)北海道，東北，関東，京浜，北陸，東海，京阪神，中国，四国，九州・沖縄の 10 地域 
2)20 歳代，30 歳代，40 歳代，50 歳代，60～74 歳の 5 区分 
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表 5-1 アンケート調査項目及び実施概要 
アンケート調査項目 調査の実施概要 
基本属性 性別、年齢、居住地、住居所有・建て方、車の
保有台数、世帯年収等 
実施期間 2011年 1月 5～17日（本調査：13～17日） 
保有車両と駐
車場の状況 
保有台数、車種、買い替え予定の有無、 
駐車場の所有形態、駐車方式、 
駐車場の設備(照明、屋根、コンセント)等 
調査対象 
全国の 20歳以上 75歳未満の男女 
以下のすべての条件を満たす人 
 ・普通・中型自動車運転免許（四輪）保有
している 
 ・家庭内に１台以上クルマを保有している 
 ・ここ１年で家庭や仕事などでの日頃のク
ルマの運転経験がある 
外出行動と車
の利用の仕方 
短距離及び長距離(100km/日以上)の外出頻度、
過去 5年以内の１日当たり最大走行距離、年間
走行距離、長距離使用の目的、外出時の運転者、
高速道路の利用頻度等 
実施方法 
ウェブアンケート調査 
「スクリーニング調査」と「本調査」の２段階 
EVに対する知
識・購入意
向・購入条件
等 
EV・充電に関する基本知識、EVに対する関心、
自宅駐車場への充電器設置意向、急速充電器の
使用意向、航続距離条件による購入意向及び延
伸を希望する場合航続距離の要求水準、費用条
件による購入意向及び購入費用の差額許容
額・差額回収期間、長距離外出時のレンタカー
の使用意向等 
抽出方法 
調査会社のモニターから、地域別・性別・年
齢区分別の人口比例（2005 年国勢調査ベ
ース）でスクリーニング対象者を抽出後、上
記条件に合致する回答者を抽出 
配布・回
収数 
本調査配布数 8,443 
有効回収票数 6,518 (有効回収率 77.2%) 
 
5.3. 本章の目的 
EV の普及可能性に関する先行研究では、現在普及している車両のうち、「EV で代替し
うる車両が何台あるか」を検証するものが多い。EV の航続距離が利用上の制約とならず、
かつ充電時間の確保が可能な車両の割合を算出するものであり、統計値の走行データを用
いた工藤他(2010)、中山他(2011)、実測値の走行データを用いた近藤他(2011)がある。い
ずれも現在の量産型 EV の性能で代替可能な車両は 8 割程度存在し、潜在的な需要がある
としている。 
また、海外では、実証実験に基づき EV とガソリン車とで車の使い方の差を検証する研
究、ハイブリッド車とガソリン車に対する消費選好に関する研究が報告されている。しか
し、EV の購入者や運転者等の心理面から、EV の普及可能性を論じた研究はほとんどなく、
EV の普及促進に取り組む地方自治体等が実施した意識調査にとどまっている。また、EV
の購入選好を規定する要因も明確になっていないと考えられる。 
EV の航続距離と費用の制約を考慮すると、航続距離の短さは長距離移動に利用する際
の利便性を損ねるが、費用面で考えると、年間走行距離が長いほど、すなわち長距離利用
を多頻度に使用するユーザーほどコストメリットが大きいことになる。これは、同距離を
走行する場合には、ガソリン車のガソリン代よりも EV の電気代の方が安いことによる。
航続距離を条件にした場合と、費用を条件に EV の購入を検討する場合では、相反する利
用特性の選好が示される可能性がある。したがって、現実的な普及可能性を展望するため
には、航続距離に対する選好と費用に対する選好は異なると仮定し、それぞれを明らかに
することが重要である。本稿の第一の目的は、距離と費用と分けて購入選好を問うことで、
どちらがボトルネックになるのか、両者における規定要因の相違を明らかにすることであ
る。 
また、EV がガソリン車に比べて環境性や先進性を有していることを考慮すると、EV の
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購入行動は、一般的な財とは異なる特殊な財の購入行動と捉えることができる。EV の現
実的な普及可能性を展望するためには、一般的な消費選好モデルに環境行動モデルの要素
を取り込んだモデル化が必要である。そこで、第二の目的は、消費性向、環境意識、EV・
充電知識の要素を取り込んだ新たな EV の購入選好モデルの有意性について検証すること
である。これは、現状では、環境意識が高く、EV・充電知識が多い人ほど EV 購入選好が
強いとの仮説に基づくものである。 
特に、距離や費用に対する心理的な性向や車の使い方による影響について、性別と保有
台数による差異に着目することとする。これにより、EV ユーザーとして期待されてきた
「女性」や「軽自動車ユーザー」の保有車両が EV へ移行する可能性について検証するこ
とが可能となる。EV の初期普及を牽引するターゲット層が明らかになれば、国や地方自
治体が普及政策の立案に資するものと考えられる。 
 
5.4. 分析データの概要 
5.4.1. 消費選好に関する設問設計 
本章では、基本属性、保有車両と駐車場の状況、外出行動と車の利用の仕方、EV に対
する知識・購入意向・条件ついて、分析項目として使用する。 
EV の購入意向は、先行研究で指摘されている「航続距離の短さ」と「費用の高さ」に
ついて、それぞれ、購入にあたっての要求水準や条件が明確になるよう留意して、設問を
設計している。 
まず、航続距離に対する購入選好」は、現在市販されている EV の航続距離を「軽自動
車 160km、普通・小型自動車 200km」と提示した上で、まず、「どのような航続距離の条
件であれば EV を購入するか」を問い、「航続距離が延びれば購入する」者に対して「要求
する航続距離」を選択させる設問とした。 
「費用に対する購入選好」は、保有期間における費用回収分を含めた総費用が、回答者
の要求を満たすか否かが明らかとなる設問構成とする。その理由は、EV は車両価格が高
いため初期費用は高いが、維持費である電気料金がガソリン料金より安いことが費用面の
優位性であり、購入にあたってのインセンティブになると考えられるからである。具体的
には、消費者の費用に対する選好を、エネルギー料金の条件と購入意向を組み合わせた、 
（ⅰ）エネルギー代がどのような条件であっても EV を購入しない 
（ⅱ）EV の車両価格の割高な分を、エネルギー代が安くなる分で取り戻せれば EV を購
入してもよい（以下『差額を回収できればよい』） 
（ⅲ）EV の車両価格の割高な分を、エネルギー代が安くなる分で取り戻せなくても、取
り戻せない金額が許容範囲であれば EV を購入してもよい（以下『差額が許容範囲で
あればよい』） 
の 3 つの選択肢を設け、『（ⅱ）差額を回収できればよい』は、「希望回収期間」を、『（ⅲ）
差額が許容範囲であればよい』は、「許容差額」を問う設問とした。 
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5.4.2. 分析対象の抽出条件及び分析サンプル数 
全 6518 サンプルのうち、まず、回答者自身が主に運転する車を持たない 1,537 サンプ
ルを除外した。その理由は、回答者がその車の主運転者でない場合は、利用頻度等の回答
にあいまいさがあり、回答者の意向が将来の車の購入や利用に反映されにくいと考慮した
ためである。さらに、回答者が主に運転する車に 10 年以内に買替予定がない 798 サンプ
ルを除外した。これは、EV の購入意向は、次の購入車両として EV への買い替えの可否
の判断を求める設問であるため、買い替え予定がない場合、回答に対する信頼性に劣ると
考えたからである。 
また、複数台保有する回答者が、回答した 2 台の車両の主運転者で、2 台とも買替予定
がある 75 サンプルは、年間走行距離が長い車両のデータのみ使用し、分析対象車両は 1
回答者につき 1 台とした。以上の 4,183 サンプルから、世帯年収が無回答であった 410 サ
ンプルを除き、すべての設問に回答している 3,773 サンプルを、本章の分析対象とする。 
 
5.4.3. 回答者の属性・保有車両の状況 
回答者の属性を表 5-2 に示す。性別・年齢別では、60 歳以上の男性が約 2 割と最も多く、
30 歳代～50 歳代は男女ともに約 1 割である。同年代で比べるといずれの年代でも男性が
多く、全体では 6 割強を占める。本章では、分析サンプルを「自家用車を保有し」、かつ
「自身が主に運転する車がある」回答者に限定していることが、男性と高齢層に偏る要因
と考えられる 4)。 
居住地域は、京浜地域が約 2 割、東海、京阪神、九州地域が 1 割強とやや多い。本調査の
居住地分布は国勢調査の人口分布とは異なるが、たとえば登録自動車数（乗用車保有台数）
                                               
4)本調査の回答者の男女比及び年齢構成比は，社団法人日本自動車工業会が全国の一般世帯を対象に実施した
「乗用車市場動向調査」の主運転者の男女比，年齢構成比とほぼ同率である．運転免許保有者の男女比は，男
性が 56%と女性より多く，一般世帯の自動車保有率は，30 歳未満と 70 歳以上が 60%で 30 歳代～60 歳代の 80%
より低い傾向にある． 
表 5-2 回答者の属性・保有車両の状況（N=3,773） 
 
男性 65.4% 北海道 4.8% 1台 54.3%
女性 34.6% 東北 9.0% 2台 32.5%
計 100% 関東 7.5% 3台以上 13.2%
20歳代 8.6% 京浜 19.9% 計 100%
30歳代 20.3% 北陸 7.4% ワゴン・ミニバン・SUV 27.9%
40歳代 21.3% 東海 14.3% 普通自動車2,000cc超 9.8%
50歳代 21.0% 京阪神 14.2%
60歳以上 28.8% 中国 7.0%
計 100% 四国 3.5% 軽自動車・軽ワゴン 24.8%
持家・戸建 65.1% 九州・沖縄 12.5% その他 1.0%
持家・集合 10.2% 計 100% 計 100%
賃貸・戸建 4.3%
賃貸・集合 19.6%
その他 0.8%
計 100%
36.4%
性別
年齢
住居
形態
居住
地区
家庭内
保有台数
保有車両
車種
普通・小型自動車
2,000cc以下
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の都道府県別構成比とは最大でも差が 0.5％である 5)。保有車両数は 1 台が過半であり、2
台が約 3 割、3 台以上が 1 割強である。車種では『普通・小型自動車（2000cc 以下）』が
4 割と最も多く、『ワゴン・ミニバン・SUV（Sport Utility Vehicle）』と『軽自動車・軽ワ
ゴン』が 3 割弱である。運転者の性別にみると、女性は軽自動車・軽ワゴンの比率が各年
代ともに 4~5 割と高い。年齢別では、30～40 歳代はワゴン・ミニバン・SUV の比率が高
い、20 歳代と 60 歳以上は普通・小型自動車（2000cc 以下）と軽自動車・軽ワゴンの比率
が高い等の傾向がある。 
5.5. 分析方法と手順 
「航続距離に対する購入選好」、「費用に対する購入選好」を規定する要因について分析
する。具体的には、「購入選好」を従属変数、性別・年齢・世帯年収等の「基本属性」、消
費性向・EV 及び充電知識の「心理属性」、年間走行距離や長距離（100km 以上）の外出
頻度等の「車の利用状況」、自宅からバス停・ガソリンスタンドまでの距離の「居住地特性」
を説明変数として、順序ロジスティック回帰分析を用いて検証する。 
既往研究では、EV に対する選好が、性能や車両価格（初期費用）などの経済性、定員
やデザイン（車両モデル）等により規定されることが明らかとなっている。しかし、特に
重要な「航続距離」や「費用」の水準は明示されていない。今後の EV の普及可能性を論
じるためには、より具体的に EV が選択されうる条件を明らかにすることが肝要である。
したがって、本章では EV に対する選好が強くなる「航続距離」や「費用」の水準とその
規定要因を明示するモデル式を検討している。説明変数は、既往研究（例えば、石田ら
（2004）、三古ら（2004）、近久（2003）、坂本（2008））を参考に、世帯特性、心理属性、
居住地特性に関する変数を用いる。ただし、一般に普及していない EV はガソリン車やハ
イブリッド車に比べて一般消費者の理解が十分でない可能性があることから、EV に関す
る知識・理解度が EV の選好に及ぼすに影響を確認するための変数を加えることとする。 
ロジスティック回帰モデルは、ある現象の発生確率の比率等を目的変数とし、その現象
を説明する説明変数群との関係がロジスティック関数によって表わされるとするモデルで
ある。たとえば、ある事象の生起確率 pと不生起確率（1-p）の比は、以下のロジスティッ
ク関数で表される。 
  
これを変形すると、事象の生起確率 p は 
p  =  
となる。ここで、𝑥𝑥1･･･𝑥𝑥𝑛𝑛は事象の規定要因となる変数であり、この回帰式における x の
係数 b を求めることで、変数 x と事象の生起確率 p との関係性を明らかにできる。消費行
                                               
5)都道府県別登録自動車数（軽自動車含む，2010 年 3 月末現在，全国計約 5,800 万台）から都道府県別構成比を
算出し比較した． 
95 
 
動、交通手段・経路や住宅・居住地等の選択行動の分析にも適用されている。目的変数、
説明変数ともに、連続変数だけでなく、カテゴリー変数も使用可能である。 
分析手順は次の通りである。 
まず、複数の設問を統合し、目的変数として EV に対する購入選好の強さを示す６段階
の順序変数を作成する。購入選好は、EV の「航続距離に対する選好」と「費用に対する
選好」の 2 種類とする。 
次に、説明変数を作成する。消費性向及び EV 知識量に関する設問は、設問数が多いた
め、因子分析またはカテゴリカル主成分分析により集約した上で、クラスター分析を用い
て回答者を同じ指向性や知識傾向を有するグループに分類し、カテゴリー変数とする。そ
の他については、アンケート調査項目にしたがってカテゴリー変数を作成する。 
最後に、順序ロジスティック回帰分析によりモデル化を試み、距離選好及び費用選好の規
定要因の相違について考察する。 
採用した説明変数は、意識や行動に関する項目であり、相互に影響しあっている可能性
があることは否めないが、変数間の相関をとり、多重共線性の問題がないことを確認して
いる。なお、統計解析には、SPSSver21（Windows 版）を用いた。 
 
5.6. 選好に関する基礎的分析 
5.6.1. 航続距離に対する選好 
本章では、現在市販されている EV の航続距離を「軽自動車 160km、普通・小型自動車
200km」と提示した上で、まず、「どのような航続距離の条件であれば EV を購入するか」
を問い、「航続距離が延びれば購入する」者に対して「要求する航続距離」を選択させる設
問とした。なお、アンケート調査では、この航続距離に関する設問の前に、EV や充電の
知識に関する設問を設けている。その理由は、量産型 EV は市販化されてまだ日が浅く、
車種・普及台数も少ないため、EV の購入や利用の判断に必要な知識を被験者が十分持た
ないことを考慮したためである。 
結果を表 5-3 に示す。『満充電で走れる距離がもっと長くなれば購入してもよい』とする
人が約 7 割と最も多く、『満充電で走れる距離が現状程度で、購入してもよい』と回答し
た人は 1 割強である。『満充電で走れる距離がもっと長くなれば購入してもよい』人の航
続距離の要求水準は、全体では『500km』が 3 割、『400km』と『300km』が 2 割である。 
これらの 2 設問を組み合わせ、「現状程度で購入する」を 1 位として、要求水準が「～
300km」「～400km」「～500km」「それ以上」、「購入しない」までの 6 つのカテゴリーを
作成した。距離選好は、以上の 6 段階の順序変数を用いる。 
 
5.6.2. 費用に対する選好 
EV は車両価格が高いため初期費用は高いが、維持費である電気料金がガソリン料金よ
り安いことが、費用面の優位性であり、購入にあたってのインセンティブになると考えら
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れる。そのため、費用選好は、初期の車両価格だけでなく、保有期間中のエネルギー代も
考慮することする。 
まず、消費者の費用に対する選好を、エネルギー料金の条件と購入意向を組み合わせ、
次の 3 つの選択肢により把握した。 
（ⅰ）エネルギー代がどのような条件であっても EV を購入しない 
（ⅱ）EV の車両価格の割高な分を、エネルギー代が安くなる分で取り戻せれば EV を購
入してもよい（以下『差額を回収できればよい』） 
（ⅲ）EV の車両価格の割高な分を、エネルギー代が安くなる分で取り戻せなくても、取
り戻せない金額が許容範囲であれば EV を購入してもよい（以下『差額が許容範囲であれ
ばよい』） 
結果を表 5-4 に示す。『（ⅱ）差額が回収できればよい』とする人が 7 割と最も多く、『（ⅲ）
（EV の方が割高でも）差額が許容範囲であればよい』とする人は 1 割であった。 
『（ⅱ）差額を回収できればよい』とする人の希望回収期間は『3 年程度』が最も多い。
累積では、希望回収期間が『3 年以内』が約 6 割、『5 年以内』が約 9 割となる。『（ⅲ）差
額が許容範囲であればよい』とする人の許容額は、『25 万円未満』、『25 万円以上 50 万円未
満』が約 3 割、『50 万円以上 100 万円未満』が約 2 割とばらつきがある。累積では、『50
万円未満』までで約 6 割、『100 万円未満』までで約 8 割を占める。これらの 3 設問を組み
合わせ、「差額が許容範囲であればよい（差額が 50 万円超）」を 1 位として、「差額が許容
範囲であればよい（差額が 50 万円以内）」「差額を回収できればよい（回収期間は 5 年以上）」
「差額を回収できればよい（回収期間は 3～4 年）」、「差額を回収できればよい（回収期間は
1～2 年）」、「購入しない」までの 6 つのカテゴリーを作成した。費用選好は、以上の 6 段
表 5-3  航続距離を条件とした場合の購入選好 
 
表 5-4  費用を条件とした場合の購入選好 
 
実数 比率 距離選好順位
456 12% 1
要求水準　250～300km程度 646 17% 2
要求水準　350～400km程度 856 23% 3
要求水準　450～500km程度 871 23% 4
要求水準　550km以上 337 9% 5
607 16% 6
3,773 100%
満充電で走れる距離は現状程度で、購入してもよい
走れる距離がもっと長くなれば、
購入してもよい
走れる距離がどのような条件であっても、購入しない
合計
設問内容
実数 比率 費用選好順位
差額許容額　50万円以上 168 4% 1
差額許容額　50万円未満 274 7% 2
希望回収期間　5年以上 960 25% 3
希望回収期間　3-4年 1,196 32% 4
希望回収期間　1-2年 580 15% 5
595 16% 6
3,773 100%
設問内容
エネルギー代がどのような条件であっても、購入しない
割高価格分をエネルギー代で
取戻せれば購入してもよい
取り戻せない金額が許容範囲
であれば購入してもよい
合計
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階の順序変数を用いる。 
 
5.6.3. 消費性向 
1）因子分析による消費性向尺度の抽出 
消費選好の質問項目は、日常的な自家用車やエネルギーの利用における環境行動や消費
行動に関する 13 項目であり、「非常にそうである：１」から「まったくそうではない：７」
までの７件法で収集している。環境行動は、「近いところに行く時は、自転車や徒歩で行く
ようにする」や、「冷蔵庫はこまめに温度調節をする」などの二酸化炭素の排出削減につな
がる省エネルギー行動に関する設問とした。消費行動は、EV という新しい商品に対して
早い段階で受け入れ、好む「イノベーター」としての性向に関する設問とした。 
消費性向に関する全 12 項目について、まず、最尤法・プロマックス回転により因子分
析を行った（表 5-5）。カイザーガットマン基準の「固有値が１以上」で３因子が抽出され
た。また、回転のない初期解では、第１因子の寄与率は 29.64％、第２因子の寄与率は
16.75％、第３因子の寄与率は 5.61％で、３つの因子の累積寄与率は 51.99％であった。
KMO の標本妥当性は 0.791 であり、サンプル数は適正であると考えられる。因子２と因
子３の相関が 0.467、因子１と因子２の相関が 0.365 と、いずれも弱い相関がみられるこ
とから、プロマックス回転を与えることが妥当であると考えられる。 
次に、上記の３つの因子のいずれにおいても因子寄与が小さい（0.4 以下）「商品や店舗
の情報を自分で収集・整理する」、共通因子の影響力が小さい（因子抽出後の共通性「0.3」
以下）「日ごろの運転でエコドライブを心がける」の計 2 項目を除いて再分析した。その
結果、３因子が抽出された。第１因子は「新商品や評判の店舗情報の先取りが他人より早
い」、「新商品や評判の店舗を利用するのが他人より早い」「新商品や評判の店舗情報につい
て他人に聞かれることが多い」、「新商品や評判の店舗情報を他人に伝えたり、勧めたりす
る」の４項目からなることから「先取り意識」、第２因子は「商品を購入する時は、環境に
配慮した商品を選ぶ」、「冷暖房はこまめに温度調節をする」、「電気製品を使わないときは
こまめにプラグを抜く」の３項目からなることから「エコ意識」、第３因子は「近いところ
に行く時は、徒歩や自転車で行くようにする」、「できる限り、バスや電車などの公共交通
機関を使うようにする」からなることから「マイカー抑制意識」と命名した。 
内的整合性を確認するため、クローンバックのα係数を求めたところ、第１因子の４項
目では0.905、第２因子の４項目では0.811、第３因子の２項目では0.724と高い値を示し、
尺度の信頼性が得られた。 
以上の因子分析結果に基づき、プロマックス回転後の因子得点を回帰法により推定する
ことで、被験者の「先取り意識」得点、「エコ意識」得点、「マイカー抑制意識」得点を算
出した。 
2）消費性向による分類 
回答者の消費性向尺度の「先取り意識」得点、「エコ意識」得点、「マイカー抑制意識」
得点を用いて、ウォード法によるクラスター分析を行った結果、被験者を５つのクラスタ
ーに分類できた（表 5-6）。 
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 得られた５つのクラスターを独立変数、「先取り意識」「エコ意識」「マイカー抑制意識」
の各因子を従属変数とした分散分析を行った。その結果、いずれの因子とも平均値にクラ
スター間で有意な差がみられた。また、同じく、クラスターを独立変数、各因子を従属変
数とした正準判別分析を行ったところ、被験者の 84.2%を正しく分類することができ、十
分な信頼性が得られている。 
クラスターごとに因子得点の平均値を算出し、その特徴をみる。 
第１クラスターは、先取り意識が一番強いが、エコ意識・マイカー抑制意識は中間的で
あることから、「イノベーター群（イノベーター志向）」とする。第２クラスターは、先取
り意識は中間的だが、「エコ意識」が弱いことから「低エコ意識群（エコ志向でない）」と
する。第３クラスターは、いずれの意識因子も中間的であることから「中間群」とする。
第４クラスターは、いずれの意識因子も弱いことから「非イノベーター・エコ意識群（イ
ノベーター志向もエコ志向もなし）」とする。第５クラスターはいずれの意識因子も強いこ
とから、「イノベーター・エコ意識群（イノベーター志向でかつ、エコ志向）」とする。 
以上の５群を「イノベーター・エコ意識群」、「エコ意識群」、「中間群」、「イノベーター・
低エコ意識群」、「非イノベータ ・ー低エコ意識群」の順に１位から５位の順序変数とする。 
5.6.4. EV・充電知識 
1）カテゴリカル主成分分析による EV・充電知識尺度の抽出 
EV・充電知識に関する項目は、EV の基本的な性能や走行特性に関する 11 項目、充電
方法や充電量・充電時間等の５項目であり、「聞いたことがありよく知っている：１」、「聞
表 5-5  因子負荷量（最尤法・プロマックス回転） 
 
表 5-6 5群の被験者の人数分布と消費性向因子の得点 
 
1 2 3
新商品や評判の店舗情報の先取りが他人より早い 0.951 -0.045 0.011
新商品の購入や評判の店舗を利用するのが他人より早い 0.914 -0.033 0.008
商品や店舗の情報について他人に聞かれることが多い 0.792 -0.009 0.016
商品や店舗の情報を他人に伝えたり、勧めたりする 0.666 0.073 -0.014
商品購入する時は環境によい商品か確認する -0.038 0.963 -0.090
商品を購入する時は、環境に配慮した商品を選ぶ 0.196 0.724 -0.038
冷暖房はこまめに温度調整する -0.083 0.613 0.109
電気製品のプラグを抜く -0.045 0.513 0.157
近い所に行く時は、徒歩か自転車を使う -0.046 0.033 0.816
できる限りバスや電車などの公共交通を使う 0.088 0.047 0.646
因子
先取り因子 エコ意識因子
マイカー抑制
意識因子
実数
平均値 -1.02 -0.78 -0.78
標準偏差 0.64 0.67 0.69
平均値 1.02 -0.46 -0.68
標準偏差 0.58 0.72 0.53
平均値 -0.07 -0.08 -0.11
標準偏差 0.45 0.66 0.41
平均値 -0.42 0.59 0.95
標準偏差 0.54 0.70 0.44
平均値 1.15 0.98 0.87
標準偏差 0.62 0.83 0.60
非イノベーター・低エコ意識群
883
559
1,222
433
676
イノベーター・エコ意識群
イノベーター・低エコ意識群
中間群
エコ意識群
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いたことがあるがよく知らない：２」、「聞いたことがない・今初めて知った：３」までの
３件法で収集している。いずれも、市販されている EV のパンフレット等に記載されてい
る情報から抽出した。 
また、「聞いたことがあり、よく知っている」が 30%に満たない走行知識、充電知識に
関する設問について、重み付けを他の 2 倍に設定し、計 13 項目で、カテゴリカル主成分分
析を行った（表 5-7）。 
その結果、カイザーガットマン基準の「固有値が１以上」で３次元が抽出された。第 1
次元の寄与率が 50.5%、第２次元の寄与率が 11.8％、第３次元の寄与率が 6.0％で、３つの
次元の累積寄与率は 68.3％である。 
内的整合性を確認するため、クローンバックのα係数を求めたところ、合計で 0.978 と
高い値を示し、尺度の信頼性が得られた。第１次元は全項目において高い主成分負荷量を
示しているため「総知識量」、第２次元は基礎的な項目において負荷量が高く、走行・充電
等のやや上級の知識において負荷量が低いため「基礎－上級軸」、第３次元は走行知識にお
いて負荷量が低く、充電知識において負荷量が高いため「充電－走行知識軸」と命名した。
以上の分析結果に基づき、主成分得点を回帰法により推定することで、被験者の「従前総
知識量」得点、「基礎－上級知識軸」得点、「走行－充電知識軸」得点を算出した。 
2）EV・充電知識による分類 
回答者の EV・充電知識尺度の「従前総知識量」主成分得点、「基礎－上級軸」主成分得
点、「走行－充電知識軸」得点を用いて、ウォード法によるクラスター分析を行った結果、
被験者を５つのクラスターに分類できた（表 5-8）。 
 得られた５つのクラスターを独立変数、「従前総知識量」「基礎－上級知識軸」「走行－充
電知識軸」の各次元を従属変数とした分散分析を行った。その結果、いずれの因子とも平
均値にクラスター間で有意な差がみられた。また、同じく、クラスターを独立変数、各因
子を従属変数とした正準判別分析を行ったところ、被験者の 90.8%を正しく分類すること
ができ、十分な信頼性が得られている。 
クラスターごとに主成分得点の平均値を算出し、その特徴をみる。 
第１クラスターは中間的であることから、「中間群」とする。第２クラスターは、基礎
知識は中間的だが、「走行知識」が多いことから「基礎+走行知識群」とする。同様に、第
３クラスターは、充電知識が多いことが特徴であることから「基礎+充電知識群」とする。
第４クラスターは、総知識量が低いことから「従前 EV 知識無群」とする。第５クラスタ
ー総知識量が多く、上級知識も高いことから「従前 EV 知識多群」とする。 
以上の５群を、「従前総知識量」の主成分得点の順に、「従前 EV 知識多群」、「基礎+走行
知識群」、「基礎+充電知識群」、「中間群」、「従前 EV 知識無群」の順に１位から５位の順序
変数とする。 
 
5.7. 購入選好の規定要因 
5.7.1. 要因項目の抽出と回帰モデル 
距離選好、費用選好を目的変数、上記で抽出された要因項目を説明変数として、順序ロ
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ジスティック回帰分析を行う。リンク関数は、ロジット関数である。 
まず、全サンプル及び性別のサブグループ（男性、女性）、保有台数のサブグループ（１
台、２台、３台以上）の６ケースで回帰分析を行う。次に性別、保有台数別のサブグルー
プで有意な変数について、性別間、保有台数間で有意差があるかを検証するため、交互作
用効果を確認する。具体的には、全サンプルの回帰モデルの変数に、性別の交互作用項を
加えるケース、保有台数の交互作用項を加えるケースの２ケースの回帰分析を行う。保有
台数別の交互作用効果は、これまで既往研究で普及層として期待されてきた複数台保有者
である３台以上保有者をベースカテゴリーとする。しかし、その場合、１台保有者と２台
保有者の差異の有無は明らかとならないため、１台保有者をベースカテゴリーとする交互
作用モデルで、１台保有者との２台保有者との差の有無を確認し、補足することとする。 
順序ロジスティック回帰分析により算出された説明変数の回帰係数は、符号が正の場合、
目的変数の順位数字が大きくなり、購入選好が弱いと解釈される。逆に、符号が負の場合、
購入選好が強いと解釈される。また、係数の絶対値が大きいほど、基準カテゴリに比べて
選好が強い（または弱い）ことになる。 
表 5-7 主成分負荷量 
 
 
表 5-8 5群の被験者の人数分布と EV・充電知識の主成分得点 
 
1 2 3
ガソリンは全く使用せずに電気で走る車である 1 .567 .557 -.028
加速性能がよい 2 .659 -.029 -.027
走行時の音が静かである 1 .521 .642 -.057
走行時に二酸化炭素や大気汚染物質を出さない 1 .522 .673 -.064
同等クラスのガソリン車と比べて航続距離が短い 1 .598 .542 -.081
量産型では、軽自動車と普通自動車が販売されている 1 .705 .124 -.086
１回の満充電で軽自動車は160km、普通自動車は200km 2 .802 -.088 -.157
市街地だと、１回の充電で走れる距離が７割 2 .783 -.353 -.364
エアコン使用時は走行距離が非使用時の７割 2 .786 -.310 -.360
同等クラスのガソリン車よりも車両価格が高い 1 .567 .521 -.066
同じ距離・クラスだと電気代の方が安い 1 .694 .104 .005
自宅で充電することができる 1 .601 .341 .144
電気自動車充電用のコンセントが必要 1 .637 .084 .168
「普通充電」と「急速充電」がある 1 .797 -.032 .272
急速充電器でゼロから８割まで30分 2 .806 -.238 .398
200Ｖ（普通充電）で満充電まで７時間 2 .801 -.257 .371
変数の重み
付け
次元
EV知識総量 基礎-上級知識 走行-充電知識 実数
平均値 -1.79 0.67 0.11
標準偏差 0.26 0.22 0.31
平均値 -0.61 -0.38 -1.56
標準偏差 0.64 0.57 0.78
平均値 -0.32 -0.46 0.84
標準偏差 0.50 0.54 0.84
平均値 0.80 -0.71 -0.05
標準偏差 0.36 0.72 0.38
平均値 0.83 1.44 -0.11
標準偏差 0.65 0.47 0.75
775
418
528
基礎+充電知識群 1,080
972中間群
従前EV知識多群
基礎+走行知識群
従前EV知識無群
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以上について、全サンプル及び性別サブグループ・保有台数サブグループの回帰の有意
性を表 5-9、性別及び保有台数の交互作用モデルの回帰の有意性を表 5-10 に示す。 
いずれのモデル分析においても回帰の有意性が認められたため、次項において相互比較
を行う。 
 
 
5.7.2. 航続距離に対する選好の規定要因 
距離選好に関する順序ロジスティック回帰分析により算出された回帰係数を表 5-11 に
示す。 
年齢別では、60 歳代に比べて若い世代は購入意向が弱くなる。特に、30 歳代、40 歳代
で顕著である。 
同居家族構成については、子と同居する人の方が購入意向が強くなる傾向があるが、配
偶者、親との同居では関係性はみられない。 
消費性向については、イノベーター・エコ意識群、イノベーター群、中間群は、非イノ
ベーター・低エコ意識群に比べて、有意に購入意向が強い。 
従前の EV・充電知識は、「基礎知識+走行知識群」のみ有意に強い。 
 
表 5-9 順序ロジスティック回帰モデルの有意性 
 
 
表 5-10 順序ロジスティック回帰交互作用モデルの有意性 
 
 
-2 対数尤度 カイ 2 乗 自由度 有意確率 -2 対数尤度 カイ 2 乗 自由度 有意確率
切片のみ 13132.889 12212.260
最終 12914.892 217.998 36 .000 11947.927 264.333 36 .000
切片のみ 8474.940 7959.553
最終 8327.683 147.257 35 .000 7783.174 176.379 35 .000
切片のみ 4573.949 4191.539
最終 4485.164 88.785 35 .000 4092.881 98.658 35 .000
切片のみ 7112.683 6633.794
最終 6991.067 121.616 34 .000 6467.046 166.748 34 .000
切片のみ 4282.437 3960.156
最終 4193.541 88.896 34 .000 3856.652 103.503 34 .000
切片のみ 1722.052 1607.000
最終 1655.626 66.425 34 .001 1549.062 57.937 34 .006
３台保有
距離選好 費用選好
家庭内保
有台数
性別
全体
男性
女性
１台保有
２台保有
-2 対数尤度 カイ 2 乗 自由度 有意確率 -2 対数尤度 カイ 2 乗 自由度 有意確率
切片のみ 13132.889 12212.260
最終 12880.922 251.968 71 .000 11907.957 304.303 71 .000
切片のみ 13132.889 12212.260
最終 12858.935 273.955 104 .000 11884.035 328.226 104 .000
切片のみ 12858.935 11884.035
最終 11897.963 960.971 416 .000 11199.398 684.636 416 .000
距離選好 費用選好
全体（性別交互作用
モデル）
全体（保有台数別交
互作用モデル,1台
ベースカテゴリ））
全体（保有台数別交
互作用モデル,3台
ベースカテゴリ）
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車種では、軽自動車ユーザー、普通自動車ユーザーが他の車種に比べて、有意に購入意
向が強い。 
車の利用状況では、年間走行距離、年間長距離外出頻度では関係性はみられず、１日当
たりの最長走行距離が規定要因として有意である。最長走行距離が 300km/日超の人より、
200km 以内/日、300km 以内/日の方が購入意向が強く、200km/日以内の方がより強い。 
最寄のバス停との距離は、バス停までの距離が 3km 以上と遠い人に比べて、1km 未満
と近い人の方が購入選好が強くなる。ガソリンスタンドまでの距離では関係性はみられな
い。 
次に、性別、保有台数別で有意差が認められる変数について、交互作用モデルでカテゴ
リ間に性別間、保有台数間の有意差があるかを確認する（表 5-12）。 
性別による有意差がある項目は、世帯年収と 1 日当たりの最長走行距離、最寄のバス停
までの距離である。世帯年収は、500 万円未満の人の方が 1000 万円以上の人より購入選
好が強いという傾向は男性で認められる。また、1 日当たりの最長走行距離は、全体でも、
男性、女性のそれぞれのサブグループでも距離選好の規定要因であり、1 日当たり 200km
以下の人は 300km 超の人に比べて購入選好が強い。この傾向には男女差があり、女性の
方が男性に比べて強いことが明らかとなった。 
続いて、保有台数別による有意差がある、配偶者との同居、１日当たりの最長走行距離、
最寄のバス停までの距離についてみる。 
配偶者と同居について、3 台以上保有者では同居者が購入選好が弱いのに対し、1 台保
有者は購入選好が強い。1 日当たりの最長走行距離は、300km 以下の人の方が 300km 超
の人より購入選好が強い傾向は、3 台以上保有者で顕著であり、2 台保有者、1 台保有者の
順で弱くなる。すなわち、300km を境に購入選好は強くなると考えられる。バス停までの
距離について、遠い人ほど購入選好が弱い傾向は 3 台以上保有者で顕著であり、1 台保有
者、2 台保有者とは有意差がある。すなわち、3 台以上保有者にとって、公共交通の利便
性が低く自家用車への依存度が高いと購入選好は弱くなることが推察される。加えて、1
台保有者をベースカテゴリとした交互作用モデルで 2 台保有者との差を確認したところ、
20 歳代のみ有意差がみられた。20 歳代では、1 台保有者より 2 台保有者の方が有意に購
入選好が弱いが、それ以外には差異がないことが明らかとなった。距離選好の規定要因と
して、1 台保有者と 2 台保有者間には大きな差異がないが、3 台以上保有者と、1 台保有者・
2 台保有者には差異があることが明らかとなった。 
その他、サブグループ別の分析で、女性では軽自動車ユーザーが、１台保有者では軽自
動車ユーザー、普通自動車ユーザーが有意に購入選好が強い、２台保有者では EV・充電
知識は規定要因にならない等の傾向がみられたが、性別、保有台数の差による有意差は認
められなかった。 
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表 5-11 距離選好に関する順序ロジスティック回帰分析結果（回帰係数一覧） 
 
     有意水準 *** p <0.01,** p <0.05,* p <0.1 
[距離選好　現状程度で購入=1] -3.008 *** -3.219 *** -2.943 *** -3.254 *** -2.978 *** -2.190 ***
[距離選好　300kmまで伸びれば購入=2] -1.871 *** -2.095 *** -1.760 *** -2.125 *** -1.766 *** -1.142 *
[距離選好　400kmまで伸びれば購入=3] -.857 *** -.997 *** -.871 ** -1.100 *** -.781 * -.003
[距離選好　500kmまで伸びれば購入=4] .211 .228 -.089 -.052 .282 1.259 **
[距離選好　550km以上伸びれば購入=5] .777 *** .862 *** .377 .461 .857 ** 2.083 ***
[性別男=1] .163 ** .211 ** .090 .231
[性別女=2] 0a 0a 0a 0a
[保有台数1台=1] .015 .057 -.139
[保有台数2台=2] .003 -.034 .010
[保有台数3台以上=3] 0a 0a 0a
[年齢20歳代=1] .367 *** .361 ** .448 ** .102 .798 *** .930 **
[年齢30歳代=2] .417 *** .500 *** .309 ** .357 *** .399 ** .835 ***
[年齢40歳代=3] .427 *** .413 *** .529 *** .392 *** .401 ** .663 **
[年齢50歳代=4] .234 *** .180 * .372 ** .191 .237 .440 *
[年齢60歳以上=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[世帯年収500万円未満=1] -.130 -.266 ** .134 -.229 -.121 .295
[世帯年収1000万円未満=2] -.058 -.085 -.024 -.090 -.045 -.188
[世帯年収1000万円以上=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[配偶者との同居有=1] -.067 -.048 -.085 -.183 * .038 .559 *
[配偶者との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[子との同居有=1] -.131 * -.094 -.221 ** -.105 -.158 -.338
[子との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[親との同居有=1] -.011 .020 -.074 -.083 .095 -.017
[親との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[消費性向イノ・エコ意識群=1] -.376 *** -.407 *** -.303 * -.340 *** -.329 * -.478 *
[消費性向エコ群=2] -.353 *** -.300 ** -.388 ** -.329 ** -.284 -.639 *
[消費性向中間群=3] -.309 *** -.289 ** -.311 ** -.252 ** -.362 ** -.241
[消費性向イノ・低エコ意識群=4] -.141 -.209 -.022 -.068 -.041 -.368
[消費性向非イノ・低エコ意識群=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[EV知識総知識多=1] -.171 -.162 -.012 -.222 -.011 -.565 *
[EV知識基礎知識+走行知識=2] -.309 *** -.236 * -.412 ** -.283 ** -.276 -.787 ***
[EV知識基礎知識+充電知識=3] -.157 * -.126 -.176 -.216 * -.083 -.239
[EV知識中間=4] -.116 -.066 -.145 -.131 -.045 -.565 **
[EV知識無群=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[軽自動車である=1] -.152 * -.069 -.303 ** -.247 ** -.051 -.026
[普通・小型自動車である=2] -.115 * -.120 -.124 -.191 ** -.087 .225
[その他の車種である=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[1日あたり最長走行距離200km以下=1] -.616 *** -.579 *** -.699 *** -.525 *** -.735 *** -.857 ***
[1日あたり最長走行距離300km以下=2] -.355 *** -.376 *** -.331 ** -.208 * -.426 *** -0.989 ***
[1日あたり最長走行距離300km超=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[年間走行距離5000km以下=1] -.028 -.100 .084 -.080 -.023 .311
[年間走行距離10000km以下=2] -.078 -.116 .000 -.051 -.136 .155
[年間走行距離15000km以下=3] -.023 -.105 .186 .003 .029 .112
[年間走行距離15000km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[年間長距離外出頻度使用なし=1] .206 .346 * .111 .127 .365 -.094
[年間長距離外出頻度月1～数年1回=2] -.079 -.082 -.078 -.070 -.019 -.149
[年間長距離外出頻度月2～週2回=3] .002 .061 -.087 .009 .103 -.339
[年間長距離外出頻度週3回以上=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[最寄バス停までの距離500m未満=1] -.278 ** -.184 -.421 ** -.379 ** -.402 ** .259
[最寄バス停までの距離1km未満=2] -.196 * -.169 -.231 -.278 * -.418 ** .577 **
[最寄バス停までの距離3km未満=3] -.019 .058 -.123 -.255 .006 .536 *
[最寄バス停までの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[最寄GSまでの距離距離500m未満=1] -.062 -.169 .132 -.113 -.038 .270
[最寄GSまでの距離1km未満=2] -.043 -.089 .088 -.075 .060 -.196
[最寄GSまでの距離3km未満=3] -.103 -.097 -.128 -.121 -.123 .162
[最寄GSまでの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
全体 性別のサブグループ
家庭内保有台数のサブグループ
男性 女性 １台保有 ２台保有 ３台保有
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表 5-12 距離選好に関する順序ロジスティック回帰分析結果（交互作用モデル回帰係数一覧） 
 
    有意水準 *** p <0.01,** p <0.05,* p <0.1 
 
[距離選好　現状程度で購入=1] -3.332 *** -2.052 ***
[距離選好　300kmまで伸びれば購入=2] -2.187 *** -0.906
[距離選好　400kmまで伸びれば購入=3] -1.167 *** .120
[距離選好　500kmまで伸びれば購入=4] -.093 1.200 *
[距離選好　550km以上伸びれば購入=5] 0.475 1.770 ***
[性別男=1] -.292 .210 .005 -.120
[性別女=2] 0a 0a 0a 0a
[保有台数1台=1] -.168 .225 0a 1.269 * 0a
[保有台数2台=2] .008 -.038 0a .909 0a
[保有台数3台以上=3] 0a 0a 0a 0a 0a
[年齢20歳代=1] .480 ** -.148 0a .840 ** -.737 * -.036 0a
[年齢30歳代=2] .337 ** .121 0a .746 ** -.381 -.345 0a
[年齢40歳代=3] .593 *** -.213 0a .590 ** -.191 -.185 0a
[年齢50歳代=4] .401 *** -.234 0a .402 -.209 -.164 0a
[年齢60歳以上=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[世帯年収500万円未満=1] .150 -.391 * 0a .280 -.517 * -.401 0a
[世帯年収1000万円未満=2] -.029 -.045 0a -.154 .059 .110 0a
[世帯年収1000万円以上=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[配偶者との同居有=1] -.104 .065 0a .508 * -.696 ** -.471 0a
[配偶者との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[子との同居有=1] -.242 ** .156 0a -.290 .182 .132 0a
[子との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[親との同居有=1] -.088 .110 0a -.002 -.084 .097 0a
[親との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[消費性向イノ・エコ意識群=1] -.333 ** -.048 0a -.430 * .084 .102 0a
[消費性向エコ群=2] -.448 ** .165 0a -.602 .265 .318 0a
[消費性向中間群=3] -.345 ** .070 0a -.209 -.047 -.154 0a
[消費性向イノ・低エコ意識群=4] -.013 -.183 0a -.318 .248 .280 0a
[消費性向非イノ・低エコ意識群=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[EV知識総知識多=1] -.018 -.130 0a -.501 * .272 .490 0a
[EV知識基礎知識+走行知識=2] -.487 *** .266 0a -.701 ** .409 .422 0a
[EV知識基礎知識+充電知識=3] -.225 .113 0a -.196 -.028 .111 0a
[EV知識中間=4] -.182 .123 0a -.482 * .346 .437 0a
[EV知識無群=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[軽自動車である=1] -.332 ** .270 0a -.035 -.217 -.017 0a
[普通・小型自動車である=2] -.142 .027 0a .193 -.386 * -.280 0a
[その他の車種である=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[1日あたり最長走行距離200km以下=1] -.820 *** .286 * 0a -.771 *** .237 .027 0a
[1日あたり最長走行距離300km以下=2] -.408 ** .066 0a -.903 *** .690 * .469 0a
[1日あたり最長走行距離300km超=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[年間走行距離5000km以下=1] .071 -.162 0a .290 -.372 -.315 0a
[年間走行距離10000km以下=2] -.018 -.085 0a .144 -.198 -.284 0a
[年間走行距離15000km以下=3] .184 -.281 0a .096 -.094 -.068 0a
[年間走行距離15000km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[年間長距離外出頻度使用なし=1] .133 .188 0a -.084 .214 .454 0a
[年間長距離外出頻度月1～数年1回=2] -.093 .017 0a -.132 .060 .112 0a
[年間長距離外出頻度月2～週2回=3] -.121 .180 0a -.291 .299 .393 0a
[年間長距離外出頻度週3回以上=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[最寄バス停までの距離500m未満=1] -.510 *** .343 0a .248 -.637 ** -.654 ** 0a
[最寄バス停までの距離1km未満=2] -.294 .143 0a .520 * -.806 ** -.942 *** 0a
[最寄バス停までの距離3km未満=3] -.165 .227 0a .494 -.756 * -.490 0a
[最寄バス停までの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[最寄GSまでの距離距離500m未満=1] .142 -.297 0a .245 -.361 -.284 0a
[最寄GSまでの距離1km未満=2] .093 -.175 0a -.157 .081 .218 0a
[最寄GSまでの距離3km未満=3] -.142 .056 0a .158 -.282 -.281 0a
[最寄GSまでの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
全体 １台保有 ２台保有 ３台保有
性別の交互作用 家庭内保有台数の交互作用
全体 男性 女性
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5.7.3. 費用に対する選好の規定要因 
費用選好に関する順序ロジスティック回帰分析により算出された回帰係数を表 5-13 に
示す。 
年齢別では、60 歳代に比べて若い世代は購入意向が弱くなるが、50 歳代との有意な差
はみられない。 
同居家族構成については、女性は配偶者と同居者の方が購入意向が強く、男性は親と同
居者が購入意向が弱い。 
消費性向については、イノベーター・エコ意識群、イノベーター群、中間群は、非イノ
ベーター・低エコ意識群に比べて、有意に購入意向が強い。 
従前の EV・充電知識は、全体として、EV 知識無群に比べて、知識量が多い方が購入選
好が強くなる傾向がある。 
車種、バス停までの距離、ガソリンスタンドまでの距離については、有意な差がない。 
次に交互作用モデルで性別間、保有台数間の差を確認する（表 5-14）。 
費用選好は距離選好に比べて規定要因に男女差がみられる項目が多い。性別による有意
差がある項目は、親との同居状況、消費性向、年間走行距離、バス停までの距離である。 
親との同居状況は、男性の方が親と同居している人の方が有意に低くなる傾向がある。
消費性向のエコ意識群が購入選好が強くなる傾向と、年間走行距離が短い方が購入選好が
強くなる傾向は、男性に比べて女性の方が有意に弱い。バス停までの距離が短い方が購入
選好が強くなる傾向は女性にのみ有意である。 
年齢、EV・充電知識は男女とも、配偶者との同居状況、子との同居状況、EV・充電知
識、年間長距離外出頻度は女性のサブグループで有意な変数であるが、差の出方に性別に
よる有意な差はみられない。 
一方、費用選好の規定要因とはいえないが、軽自動車ユーザーでは、男性は女性に比べ
て購入意向が弱い傾向があることがわかる。 
費用選好は、サブグループ別の分析及び交互作用モデルの双方で有意な変数は１台保有
者の年間走行距離にとどまる。さらに、ベースカテゴリーを１台保有に変更した交互作用
モデルで確認した結果、１台保有者と３台以上保有者では、年間走行距離による差はない
が、年間走行距離が 5,000km 以下、10,000km 以下と短い層では、２台保有者は１台保有
者、３台以上保有者に比べて有意に費用選好が弱いことが明らかとなった（表 5-15）。 
年齢、消費性向、EV・充電知識は、保有台数別のサブグループで有意であり、費用選好
の規定要因であるが、これらに保有台数による差異はみられない。 
バス停までの距離、ガソリンスタンドまでの距離は 2 台保有者で費用選好に影響してい
るが、全体として保有台数による差の傾向は認められなかった。 
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表 5-13 費用選好に関する順序ロジスティック回帰分析結果（回帰係数一覧） 
 
     有意水準 *** p <0.01,** p <0.05,* p <0.1 
[費用選好　差額許容　50万円超=1] -4.106 *** -3.751 *** -4.461 *** -4.327 *** -4.039 *** -4.629 ***
[費用選好　差額許容　50万円以内=2] -3.043 *** -2.736 *** -3.272 *** -3.319 *** -2.945 *** -3.357 ***
[費用選好　回収期間　5年以上=3] -1.493 *** -1.118 *** -1.852 *** -1.717 *** -1.358 *** -1.995 ***
[費用選好　回収期間3-4年=4] -.100 .275 -.424 -.349 .050 -.403
[費用選好　回収期間1-2年=5] 0.821 *** 1.056 *** .751 * .524 * 1.068 *** .541
[性別男=1] -.179 *** -.128 -.216 * -.341 *
[性別女=2] 0a 0a 0a 0a
[保有台数1台=1] .104 .171 -.052
[保有台数2台=2] .037 .036 .014
[保有台数3台以上=3] 0a 0a 0a
[年齢20歳代=1] .474 *** .503 *** .535 *** .460 *** .644 *** .219
[年齢30歳代=2] .444 *** .450 *** .486 *** .493 *** .383 ** .264
[年齢40歳代=3] .464 *** .485 *** .520 *** .498 *** .382 ** .450
[年齢50歳代=4] .110 .080 .191 .179 .118 -.282
[年齢60歳以上=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[世帯年収500万円未満=1] .081 .018 .264 .015 .262 -.031
[世帯年収1000万円未満=2] .007 -.051 .179 .017 .071 -.160
[世帯年収1000万円以上=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[配偶者との同居有=1] -.068 .049 -.218 * -.065 -.078 -.032
[配偶者との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[子との同居有=1] -.094 -.121 -.102 -.068 -.144 -.079
[子との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[親との同居有=1] .087 .217 ** -.172 -.075 .284 * .121
[親との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[消費性向イノ・エコ意識群=1] -.475 *** -.516 *** -.445 *** -.492 *** -.311 * -.769 ***
[消費性向エコ群=2] -.353 *** -.503 *** -.109 -.328 ** -.294 *** -.587
[消費性向中間群=3] -.348 *** -.418 *** -.244 * -.362 *** -.345 ** -.371
[消費性向イノ・低エコ意識群=4] -.066 -.255 * .282 * .040 -.086 -.361
[消費性向非イノ・低エコ意識群=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[EV知識総知識多=1] -.656 *** -.696 *** -.531 ** -.648 *** -.767 *** -.586 *
[EV知識基礎知識+走行知識=2] -.476 *** -.533 *** -.384 ** -.606 *** -.341 * -.415
[EV知識基礎知識+充電知識=3] -.368 *** -.450 *** -.204 -.448 *** -.202 -.546 **
[EV知識中間=4] -.190 ** -.184 -.221 * -.210 * -.107 -.418
[EV知識無群=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[軽自動車である=1] .003 .129 -.201 .036 .122 -.455 **
[普通・小型自動車である=2] -.074 -.057 -.180 -.015 -.084 -.414 **
[その他の車種である=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[1日あたり最長走行距離200km以下=1] -.142 * -.115 -.267 * -.146 -.176 -.142
[1日あたり最長走行距離300km以下=2] -.023 .073 -.297 * -.013 -.091 0.216
[1日あたり最長走行距離300km超=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[年間走行距離5000km以下=1] -.116 -.303 *** .216 -.272 ** .138 -.122
[年間走行距離10000km以下=2] -.178 ** -.269 ** .013 -.332 *** -.001 -.041
[年間走行距離15000km以下=3] -.276 ** -.399 *** .061 -.478 *** -.173 .278
[年間走行距離15000km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[年間長距離外出頻度使用なし=1] .114 .329 -.125 .290 -.075 .047
[年間長距離外出頻度月1～数年1回=2] -.155 -.050 -.329 * -.140 -.158 -.191
[年間長距離外出頻度月2～週2回=3] -.204 * -.088 -.442 ** -.146 -.162 -.709 **
[年間長距離外出頻度週3回以上=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[最寄バス停までの距離500m未満=1] -.167 -.017 -.405 ** -.229 -.317 * .204
[最寄バス停までの距離1km未満=2] -.088 .081 -.343 * -.261 -.068 .429
[最寄バス停までの距離3km未満=3] .050 .261 -.244 .085 -.205 .484
[最寄バス停までの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[最寄GSまでの距離距離500m未満=1] -.158 -.133 -.180 -.155 -.197 .047
[最寄GSまでの距離1km未満=2] .015 .000 .061 -.002 .166 -.262
[最寄GSまでの距離3km未満=3] -.140 * -.146 -.129 -.074 -.315 ** .135
[最寄GSまでの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
全体 性別のサブグループ
家庭内保有台数のサブグループ
男性 女性 １台保有 ２台保有 ３台保有
107 
 
  
表 5-14 費用選好に関する順序ロジスティック回帰分析結果（交互作用モデル回帰係数一覧） 
 
   有意水準 *** p <0.01,** p <0.05,* p <0.1 
 
[費用選好　差額許容　50万円超=1] -4.339 *** -4.469 ***
[費用選好　差額許容　50万円以内=2] -3.275 *** -3.400 ***
[費用選好　回収期間　5年以上=3] -1.717 *** -1.834 ***
[費用選好　回収期間3-4年=4] -.313 -.425
[費用選好　回収期間1-2年=5] .615 .504
[性別男=1] -.541 0a -.326 .193 .113 0a
[性別女=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[保有台数1台=1] -.061 .234 0a -.053 0a
[保有台数2台=2] .009 .028 0a -.504 0a
[保有台数3台以上=3] 0a 0a 0a 0a 0a
[年齢20歳代=1] .510 ** .007 0a .206 .262 .420 0a
[年齢30歳代=2] .476 *** -.016 0a .254 .247 .120 0a
[年齢40歳代=3] .503 *** -.011 0a .436 .071 -.063 0a
[年齢50歳代=4] .190 -.110 0a -.274 .454 .388 0a
[年齢60歳以上=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[世帯年収500万円未満=1] .256 -.239 0a -.035 .049 .291 0a
[世帯年収1000万円未満=2] .170 -.226 0a -.158 .174 .228 0a
[世帯年収1000万円以上=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[配偶者との同居有=1] -.211 .259 0a -.037 -.030 -.040 0a
[配偶者との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[子との同居有=1] -.096 -.028 0a -.075 .005 -.066 0a
[子との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[親との同居有=1] -.163 .384 ** 0a .115 -.191 .165 0a
[親との同居無=2] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[消費性向イノ・エコ意識群=1] -.428 *** -.099 0a -.743 *** .242 .436 0a
[消費性向エコ群=2] -.103 -.410 * 0a -.577 .242 .288 0a
[消費性向中間群=3] -.232 -.197 0a -.356 -.014 .018 0a
[消費性向イノ・低エコ意識群=4] .272 -.537 ** 0a -.344 .385 .261 0a
[消費性向非イノ・低エコ意識群=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[EV知識総知識多=1] -.504 ** -.203 0a -.572 * -.089 -.181 0a
[EV知識基礎知識+走行知識=2] -.358 ** -.189 0a -.409 -.211 .076 0a
[EV知識基礎知識+充電知識=3] -.178 -.284 0a -.531 ** .071 .334 0a
[EV知識中間=4] -.201 .008 0a -.405 .189 .302 0a
[EV知識無群=5] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[軽自動車である=1] -.194 .327 * 0a -.440 * .476 * .558 * 0a
[普通・小型自動車である=2] -.174 .115 0a -.399 * .383 * .314 0a
[その他の車種である=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[1日あたり最長走行距離200km以下=1] -.248 * .132 0a -.137 -.011 -.036 0a
[1日あたり最長走行距離300km以下=2] -.282 * .360 * 0a .209 -.221 -.299 0a
[1日あたり最長走行距離300km超=3] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[年間走行距離5000km以下=1] .202 -.513 *** 0a -.126 -.152 .263 0a
[年間走行距離10000km以下=2] -.001 -.279 0a -.039 -.299 .039 0a
[年間走行距離15000km以下=3] .043 -.453 * 0a .270 -.757 ** -.440 0a
[年間走行距離15000km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[年間長距離外出頻度使用なし=1] -.108 .440 .129 0a .056 .236 -.127 0a
[年間長距離外出頻度月1～数年1回=2] -.301 * .250 .243 0a -.175 .032 .022 0a
[年間長距離外出頻度月2～週2回=3] -.407 ** .316 .172 0a -.676 ** .526 .520 0a
[年間長距離外出頻度週3回以上=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[最寄バス停までの距離500m未満=1] -.375 ** .357 0a .212 -.447 -.520 0a
[最寄バス停までの距離1km未満=2] -.310 * .391 0a .422 -.690 ** -.485 0a
[最寄バス停までの距離3km未満=3] -.228 .495 * 0a .470 -.383 -.667 * 0a
[最寄バス停までの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
[最寄GSまでの距離距離500m未満=1] -.175 .042 0a .032 -.189 -.224 0a
[最寄GSまでの距離1km未満=2] .053 -.054 0a -.257 .255 .419 0a
[最寄GSまでの距離3km未満=3] -.129 -.022 0a .130 -.206 -.439 * 0a
[最寄GSまでの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a 0a 0a 0a
性別の交互作用 家庭内保有台数の交互作用
全体 男性 女性 全体 １台保有 ２台保有 ３台保有
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5.8. 本章のまとめ 
本章の分析により、EV の購入選好は、航続距離を条件とした場合と、費用を条件とし
た場合の購入選好の規定要因は異なることが明らかとなった。また、性別、保有台数別の
サブグループ別の分析でも、それぞれ規定要因は異なることが示唆された。 
距離選好、費用選好に共通する規定要因は、年齢、消費性向・環境意識であり、同居家
族構成や居住地特性については、男女差、保有台数別の差があると考えられる。年齢が高
いほど、距離選好も費用選好も購入選好は強くなる。また、消費性向ではイノベーター・
エコ意識を有する方が、購入選好は強い。 
EV のユーザーとして想定される、「女性」、「複数台保有者」については、今回の分析で
は、男女差、保有台数の差がみられる規定要因を明らかにすることができた。また、EV
の普及可能性の議論では、軽自動車ユーザーから EV へ移行されることが期待されており、
本稿でも着目したが、サブグループ別の分析で、女性と１台保有者にのみ有意であった。
すなわち、距離選好でみた場合でも、女性では購入選好は強いものの、複数台保有者では
購入選好は弱いことから、必ずしも「複数台保有家庭における女性・軽自動車ユーザー」
が EV への移行可能性があるとはとはいえない。さらに車の保有と利用の実態を詳細に分
析することで明確にする必要がある。 
距離選好では、保有車両が軽自動車であることや、１日当たりの最長走行距離が短いこ
とが影響する。これは、EV の航続距離の短さを考慮していることを示している。普及可
能性では、年間走行距離や１日当たり平均走行距離でなく、１日当たりの最長走行距離を
考慮する必要がある。費用選好では、年間走行距離が長い方が購入選好が強く、維持費の
安さが EV の利点として受け止められている結果と考えられる。 
居住地の特性として「バス停までの距離」と「ガソリンスタンドまでの距離」について
みた結果、「バス停までの距離が近い」方が「遠い」人より距離選好が強い傾向があった。
女性と１台保有者、２台保有者ではバスの利便性が高いほど費用選好が強い。これは、１
台保有者・2 台保有者と共通であることから、都市部居住者の傾向とも考えられ、さらに
検証する必要がある。 
距離選好には 1 日あたりの最長走行距離が、費用選好には年間走行距離が大きく影響し
ている。特に、年間走行距離が長い 1 台保有者の費用選好において、充電知識があること
が影響していることから、自宅での充電が可能であるという EV の優位性に伴われている
点を看過できない。そこで、次章では、日常的な充電を行う自宅における、充電利便性が
確保されうるかどうかを検証する。ことが示されている。また、性別や世帯内保有台数に
より、強さは異なるが、個人・世帯属性や居住地の状況による影響があることも示された。
そのため、7 章では、社会経済状況や交通インフラなどの地域特性を考慮した、地域別の
普及可能性について、自家用車の利用実態から検証することとする。 
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※保有台数のベースカテゴリーを「１台保有」に変更 
 
   有意水準 *** p <0.01,** p <0.05,* p <0.1 
 
[距離選好　現状程度で購入=1] -3.320 *** [費用選好　差額許容　50万円超=1] -4.415 ***
[距離選好　300kmまで伸びれば購入=2] -2.174 *** [費用選好　差額許容　50万円以内=2] -3.346 ***
[距離選好　400kmまで伸びれば購入=3] -1.149 *** [費用選好　回収期間　5年以上=3] -1.781 ***
[距離選好　500kmまで伸びれば購入=4] -.069 [費用選好　回収期間3-4年=4] -.371
[距離選好　550km以上伸びれば購入=5] .501 [費用選好　回収期間1-2年=5] .557 *
[距離選好　購入しない=6] [距離選好　購入しない=6]
[性別男=1] .215 ** 0a -.125 -.005 [性別男=1] -.133 0a -.080 -.193
[性別女=2] 0a 0a 0a 0a [性別女=2] 0a 0a 0a 0a
[保有台数3台以上=1] -1.269 * 0a [保有台数3台以上=1] .053 0a
[保有台数2台=2] -.359 0a [保有台数2台=2] -.451 0a
[保有台数1台=3] 0a 0a [保有台数1台=3] 0a 0a
[年齢20歳代=1] .103 0a .701 ** .737 * [年齢20歳代=1] .468 *** 0a .158 -.262
[年齢30歳代=2] .365 *** 0a .036 .381 [年齢30歳代=2] .501 *** 0a -.127 -.247
[年齢40歳代=3] .399 *** 0a .006 .191 [年齢40歳代=3] .506 *** 0a -.134 -.071
[年齢50歳代=4] .193 0a .045 .209 [年齢50歳代=4] .180 0a -.066 -.454
[年齢60歳以上=5] 0a 0a 0a 0a [年齢60歳以上=5] 0a 0a 0a 0a
[世帯年収500万円未満=1] -.236 0a .116 .517 * [世帯年収500万円未満=1] .014 0a .243 -.049
[世帯年収1000万円未満=2] -.095 0a .051 -.059 [世帯年収1000万円未満=2] .016 0a .054 -.174
[世帯年収1000万円以上=3] 0a 0a 0a 0a [世帯年収1000万円以上=3] 0a 0a 0a 0a
[配偶者との同居有=1] -.189 * 0a .225 .696 ** [配偶者との同居有=1] -.067 0a -.010 .030
[配偶者との同居無=2] 0a 0a 0a 0a [配偶者との同居無=2] 0a 0a 0a 0a
[子との同居有=1] -.108 0a -.050 -.182 [子との同居有=1] -.069 0a -.071 -.005
[子との同居無=2] 0a 0a 0a 0a [子との同居無=2] 0a 0a 0a 0a
[親との同居有=1] -.086 0a .181 .084 [親との同居有=1] -.076 0a .356 * .191
[親との同居無=2] 0a 0a 0a 0a [親との同居無=2] 0a 0a 0a 0a
[消費性向イノ・エコ意識群=1] -.346 *** 0a .018 -.084 [消費性向イノ・エコ意識群=1] -.501 *** 0a .195 -.242
[消費性向エコ群=2] -.337 ** 0a .053 -.265 [消費性向エコ群=2] -.335 ** 0a .046 -.242
[消費性向中間群=3] -.256 ** 0a -.107 .047 [消費性向中間群=3] -.370 *** 0a .032 .014
[消費性向イノ・低エコ意識群=4] -.069 0a .032 -.248 [消費性向イノ・低エコ意識群=4] .041 0a -.124 -.385
[消費性向非イノ・低エコ意識群=5] 0a 0a 0a 0a [消費性向非イノ・低エコ意識群=5] 0a 0a 0a 0a
[EV知識総知識多=1] -.229 0a .218 -.272 [EV知識総知識多=1] -.661 *** 0a -.092 .089
[EV知識基礎知識+走行知識=2] -.291 ** 0a .013 -.409 [EV知識基礎知識+走行知識=2] -.620 *** 0a .287 .211
[EV知識基礎知識+充電知識=3] -.224 * 0a .140 .028 [EV知識基礎知識+充電知識=3] -.459 *** 0a .263 -.071
[EV知識中間=4] -.137 0a .092 -.346 [EV知識中間=4] -.217 * 0a .113 -.189
[EV知識無群=5] 0a 0a 0a 0a [EV知識無群=5] 0a 0a 0a 0a
[軽自動車である=1] -.251 ** 0a .200 .217 [軽自動車である=1] .036 0a .082 -.476 *
[普通・小型自動車である=2] -.194 ** 0a .107 .386 * [普通・小型自動車である=2] -.016 0a -.068 -.383 *
[その他の車種である=3] 0a 0a 0a 0a [その他の車種である=3] 0a 0a 0a 0a
[1日あたり最長走行距離200km以下=1] -.535 *** 0a -.210 -.237 [1日あたり最長走行距離200km以下=1] -.148 0a -.024 .011
[1日あたり最長走行距離300km以下=2] -.213 * 0a -.221 -.690 ** [1日あたり最長走行距離300km以下=2] -.012 0a -.078 0.221
[1日あたり最長走行距離300km超=3] 0a 0a 0a 0a [1日あたり最長走行距離300km超=3] 0a 0a 0a 0a
[年間走行距離5000km以下=1] -.082 0a .057 .372 [年間走行距離5000km以下=1] -.278 ** 0a .415 ** .152
[年間走行距離10000km以下=2] -.054 0a -.086 .198 [年間走行距離10000km以下=2] -.339 * 0a .339 * .299
[年間走行距離15000km以下=3] .002 0a .026 .094 [年間走行距離15000km以下=3] -.487 * 0a .317 .757 **
[年間走行距離15000km超=4] 0a 0a 0a 0a [年間走行距離15000km超=4] 0a 0a 0a 0a
[年間長距離外出頻度使用なし=1] .130 0a .239 -.214 [年間長距離外出頻度使用なし=1] .292 0a -.363 -.236
[年間長距離外出頻度月1～数年1回=2] -.072 0a .052 -.060 [年間長距離外出頻度月1～数年1回=2] -.143 0a -.010 -.032
[年間長距離外出頻度月2～週2回=3] .007 0a .095 -.299 [年間長距離外出頻度月2～週2回=3] -.150 0a -.006 -.526
[年間長距離外出頻度週3回以上=4] 0a 0a 0a 0a [年間長距離外出頻度週3回以上=4] 0a 0a 0a 0a
[最寄バス停までの距離500m未満=1] -.389 ** 0a -.018 .637 ** [最寄バス停までの距離500m未満=1] -.235 0a -.073 .447
[最寄バス停までの距離1km未満=2] -.286 * 0a -.136 .806 ** [最寄バス停までの距離1km未満=2] -.269 0a .205 .690 **
[最寄バス停までの距離3km未満=3] -.262 0a .266 .756 * [最寄バス停までの距離3km未満=3] .088 0a -.284 .383
[最寄バス停までの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a [最寄バス停までの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a
[最寄GSまでの距離距離500m未満=1] -.116 0a .078 .361 [最寄GSまでの距離距離500m未満=1] -.157 0a -.036 .189
[最寄GSまでの距離1km未満=2] -.077 0a .137 -.081 [最寄GSまでの距離1km未満=2] -.002 0a .164 -.255
[最寄GSまでの距離3km未満=3] -.124 0a .001 .282 [最寄GSまでの距離3km未満=3] -.076 0a -.234 .206
[最寄GSまでの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a [最寄GSまでの距離3km超=4] 0a 0a 0a 0a
３台保有
家庭内保有台数の交互作用 家庭内保有台数の交互作用
全体 １台保有 ２台保有 ３台保有 全体 １台保有 ２台保有
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第6章 EV の自宅での充電利便性からみた普及可能性 
  
前章では、EV の購入選好について航続距離、費用のそれぞれの条件下での影響要因を
検証した。その結果、自家用車の保有利用の現状が、選好に影響を及ぼしていることが明
らかとなった。EV は、航続距離の短さや費用の高さが、ガソリン車と比較した短所と指
摘される一方で、EV の優位性としては、自宅で充電可能であり、ガソリンスタンドでの
燃料補給が不要になることがあげられる。そこで、本章では、EV の優位性に着目し、自
宅での充電利便性確保の観点から、普及可能性を考察する。 
 
6.1. 本章の目的 
EV の普及に関する先行研究では、近藤他 1)が、EV が同等クラスのガソリン車に比べて
航続距離が短いことに着目し、走行における利便性の観点からガソリン車から EV への移
行可能性を検証している。また、航続距離に加えて、自宅での充電を考慮して論じた研究
では、松原他 2）が給電時間、土屋他 3)が駐車場の設備と充電器の設置・利用意向等から考
察している。米国において住宅形態別、駐車場タイプ別に自家用車の駐車場の充電設備の
状況を明らかにし、家庭での EV の充電環境について言及した Axsen et al.4）があるが、
国内では住居形態による相違は考慮されていない。 
一方、住宅地における自家用車の駐車場の現状に関しては、田口他 5)が新潟市、椋本他
6) が北九州市の戸建住宅地を対象として、駐車方式や敷地内の配置等の実態を報告してい
る。また、集合住宅単位の駐車空間として捉えた研究には、南他 7)がある。しかし、住居
形態や地区などが限定されており、全国規模で現状をとらえたものではない。自家用車に
関する国内統計においても、自家用車の駐車場の所有形態、駐車方式、設備（屋根，照明，
コンセントの有無や駐車区画までの距離）については、詳細データがなく、現状は明らか
になっていない。 
EV 利用者を対象とした意識調査から利用実態を明らかにした田頭他 8)では、8 割は主に
普段駐車する駐車場で充電していると報告しており、自宅での充電が想定される。また、
充電の問題点として「雨天の場合、面倒」であることや「ケーブルが重い」ことなどがあ
げられている。このことから、自家用車の駐車場の設備の状況で、充電の利便性は左右さ
れ、ひいては、EV そのものの利便性にも影響を及ぼすことが懸念される。駐車場の物理
的な環境の問題や、充電設備に対する心理的な抵抗感を明らかにし、使い勝手のよい充電
環境を確保していくことは重要である。公共的な充電スタンドの設置・配置問題に関して
は桑野他 9）、石亀他 10）などが言及しており、我が国においても、自宅での充電環境確保と
合わせて検証していくことが、今後の EV の普及を展望する上で有用である。 
そこで、本章は、自家用車を保有する世帯の車両の駐車場の設備の状況と、EV の充電
に対する意識に基づき、EV の自宅充電の環境確保の可能性を考察することを目的とする。
EV の充電利便性の観点から、駐車場の設備という物理的側面、EV の充電に対する意識と
いう心理的側面の双方から、EV の利便性の低下につながる要因の有無を検証する。その
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際、自家用車の 10 年以内の買替予定や、EV の購入意向を考慮し、充電環境に基づき今後
10 年以内の EV の普及可能性を論じるものである。 
 
6.2. 分析データの概要 
6.2.1. 設問の工夫と特徴 
 
本章では、保有車両の駐車場の状況、EV の充電に関する知識、EV に対する関心、EV
の充電に対する意向（自宅への EV 用充電器の設置意向、急速充電器の使用意向等）、及び
性別、年齢、住居形態（建て方／保有状況）等の基本属性を使用する。 
充電に関する調査項目は、日常的に使用する自家用車の駐車場における EV 用充電器の
設置可否と、充電器使用の際の利便性に影響する条件・環境を把握しうるよう、設計して
いる。物理的側面から、充電の利便性を損ねる要因の有無を確認するため、駐車場の状況
を把握する。分析項目は、駐車場の所有形態、駐車方式、屋根・照明の有無、コンセント
の有無と駐車区画までの距離である。 
駐車場の所有形態は、EV の充電には、EV 用の充電器が必要であるため、充電器の設置
工事の可否をみるものである。「賃貸（契約）駐車場」の場合は、回答者の意思では設置工
事ができない可能性がある。また、駐車方式は、「立体式」の場合は「機械式・自走式」の
いずれであっても、簡便な工事では充電器が設置できない可能性がある。以上から、「自己
保有」、「平面式（平置）」の駐車場であることが、EV の充電環境が担保される条件となる
と考える。 
駐車場の屋根の有無について、EV 用充電器は、漏電遮断器付ブレーカーが設置されて
いるが、漏電・感電事故防止の観点から、ユーザー側は濡れた手で充電作業を行わない、
接続部を濡らさない等の注意が必要である*1。EV 充電用ケーブルの長さ・重さ、一連の充
電作業の流れなどを考慮すると、降雨・降雪なかで、傘等を差しながら、片手での操作は
困難が伴う。「屋内」、もしくは屋外でも「屋根がある」方が、利便性は高い。安全性の観
点からも、雨・雪の対策は重要なポイントである。 
駐車場の照明・灯りは、EV の多くが、夜間に充電されることから重要である。暗闇の
なか、または、懐中電灯を持ちながらの操作も困難である。「照明がある」か、照明はなく
とも、「街路灯や家屋の灯り」などで、一定の明るさが確保されることが望ましい。 
既設コンセントの有無と駐車区画までの距離は、EV用コンセントが設置された場合の、
EV までの距離を想定するための設問である。「3m 未満」から「15m 以上」までの 5 段階
で把握する。充電用ケーブルの長さは、長いものでも 10～15m 程度である 11) 12)ことから、
それ以上離れていると充電できない*2。また、ポール式、コントロールボックス式などの
独立型の充電器では、家屋壁面に設置される充電器に比べて、工事の規模が大きく、工事
費も高くなる可能性があり、ユーザーの環境整備の負担も大きくなる。 
充電設備に対する意識は、心理的な側面から、充電環境を確保しうる可能性を確認する
設問である。内容は、自宅駐車場への EV 用充電器の設置意向と、急速充電器の使用意向
を問う設問で、設問文は表 6-1 の通りである。  
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調査時点は、量産型 EV が市販されてから 2 年近くを経ているが、EV の充電に関して、
一般に広く知られているとはいえない可能性があるため、設問文の前に、判断材料となる
重要事項の情報を与えている。EV 用充電器の設置は、実際には、設置場所や住宅・電気
設備の状況等により、工事内容や工事費は異なる。各自が住宅・駐車場の状況から、工事
内容と費用を見極めることは困難であると考え、最大の工事内容と工事費の目安を示し、
その範囲内での受け入れ可否を確認している。出先での急速充電の使用意向は、充電でき
る場所、充電量、充電時間に関する情報を与えたうえで、使用可否とその使用条件として、
希望する「設置場所」と「料金」を得る。なお、充電に対する意識を問う前に、EV 及び
EV の充電に関して、理解度の把握と、基礎的な情報の提供を目的とした設問を設けてい
る。これらのうち、EV の充電に関する知識の理解度を分析に使用し、6.4 で詳述する。 
 
 
6.2.2. 分析データ 
 
本章で使用する分析サンプルを（表 6-2）、保有台数別では 1 台保有者 3,816 サンプル
(59%)、2 台保有者 1,926 サンプル(30%)、3 台以上保有者 776 サンプル(12%)で、計 6,518
サンプルである。また、本研究では、2 台保有者は 2 台分、3 台以上保有する方には、回
答者の方が主に運転する車両について、年間走行距離が長い順に 2台まで回答を得ている。
駐車場データは、車両ベースのデータであり、全数では、1 台保有者データ 3,816 件(41%)、
2 台保有者データ 3852 件(42%)、3 台保有者データ 1,552(17%)件の計 9,220 件である。 
このうち、今後 10 年以内の EV の普及可能性の考察は、次の 3 条件により絞り込んだ
サンプルを対象とした分析結果に基づき行う。駐車環境の分析（次章 6.3.5）では、「【条件
1】10 年以内、現在保有する車両の買い替え予定があり」かつ、「【条件 2】EV の購入可能
表 6-1 充電設備の設置意向と急速充電の使用意向の設問文 
自宅への充電設備の設置意向 
問 2⑧（買い替え予定の有無）で、「１.～５．」（10年以内に買い替え予定がある）を選択した方のうち、①（駐車場
の所有形態）が「１.自己保有」と回答した人にお伺いします。 
電気自動車を自宅で安全に充電するためには、ご家庭の駐車場で使用できる電気自動車充電用のコンセントの新
規設置が必要です。一般的な工事費７～10万円程度で、専用線の配線・配管、専用コンセントや専用線への漏電遮
断機付きブレーカーの設置などの電気工事を行います。 
問 14 ご家庭の駐車場に電気自動車充電用コンセントを新規に設置することについて、どのように思われますか。最
もあてはまるものを１つ選んでください。 
１．工事の規模・内容によっては、コンセントを設置すると思う（設置してもよい） 
２．コンセントを設置したくない 
３．設置するかどうかわからない 
急速充電の使用意向 
問 2⑧（買い替え予定の有無）で、「１.～５．」を選択した（10年以内に買い替え予定がある）方にお伺いします。 
電気自動車はご家庭のコンセントで充電（普通充電）できますが、自動車の販売会社、公共施設、公共・民間駐
車場、ショッピングセンター等に設置が進んでいる急速充電器で、短時間に充電することもできます。電池残量に
よって充電時間は変わりますが、急速充電器を使用すると、残量ゼロで充電した場合でも 30分程度で満充電の８割
まで充電できます。 
問 15 あなたは、外出時に短時間で充電できる急速充電器を使用したいと思いますか。最もあてはまるものを１つ選
んでください。                                                               
１．料金や設置場所によっては、使用すると思う 
２．料金や設置場所によらず、使用しないと思う 
３．使用するかどうかわからない 
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性がある」人の車両を対象とする（表 6-2③列）。買い替え予定者に限定した理由は、「EV
への買い替えを予定した場合、EV 用の充電器を設置してもよいか」と問う設問文として
いるため、買い替え予定がない場合は、現実的な回答が得られないことを回避するもので
ある。EV の購入可能性は、EV に対する購入意向から判定している*6。本研究では、EV
がガソリン車に比べて航続距離が短いこと、車両価格が割高であることを考慮し、購入意
向は「航続距離」を条件にした場合、「費用」を条件にした場合、それぞれ問う設問として
いる。両設問を組み合わせた結果、EV の購入意向は、「将来的な EV の航続距離の延伸と
価格がガソリン車と同等であること」を条件とする人が約 6 割と最も多く、他の「航続距
離の延伸を希望するが、ガソリン車との差額を許容する」人、「現状の航続距離を容認する
が、価格がガソリン車と同等であること」を条件とする人、航続距離と費用の双方の設問
で「ともに購入しない」とする人が、それぞれ 1 割である。このうち「ともに購入しない」
を除くサンプルは航続距離の延伸や価格の低下まで考慮すると、将来的に EV 購入可能性
があると解釈し、分析対象としている。さらに、EV 用充電器の設置意向は、自宅での設
置工事が可能な「【条件 3】駐車場を自己保有」する者に限定（表 6-2④）する。 
 
表 6-2 分析サンプル数 
 
 
6.2.3. 回答者の属性 
 
本章で用いる分析サンプルの、回答者の基本属性を表 6-3 に示す。 
回答者の性別は「男性」が全体の 60%と多い。年齢別では、「20 歳代」が約 10%と少な
く、「60 歳以上」が 3 割と多いが、「30 歳代」から「50 歳代」までは 20％程度とほぼ同
率である。 
住居形態は、「持家・戸建住宅」が 66%と最も多く、次いで「賃貸・集合住宅」が 18%
である*3 
回答者が男性に偏り、20 歳代が少ない、持家・戸建住宅が多い理由は、調査対象を「自
家用車を保有し」、かつ「自身が主に運転する車がある」回答者に限定しているためと考え
られる。 
居住地は「南関東」が 20%と多く、「北海道」と「四国」が 5％未満と少ないが、他は
① ② ③ ④
全数 あり あり あり
全数 全数 あり あり
全数 全数 全数 あり
1台保有 3,816 3,183 2,814 1,854
2台保有 1,926 1,684 1,494 1,251
3台以上保有 776 661 598 555
計 6,518 5,528 4,906 3,660
1台保有 3,816 3,183 2,814 1,854
2台保有 3,852 2,702 2,411 1,982
3台以上保有 1,552 1,036 937 854
計 9,220 6,921 6,162 4,690
回答者 ― ― ― 充電意向
車両 駐車環境 ― 駐車環境 ―
車両数
分析対象
【条件1】10年以内買替予定
【条件2】EV購入意向
【条件3】駐車場自己保有
回答者数
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10％程度である*4。 
自家用車の世帯内保有台数は、1 台が 59%、2 台が 30%、3 台以上が 12%である*5。住
居形態別にみると、「持家・戸建住宅」では、半数が 2 台以上と複数台保有している（図
6-1）。一方、「持家・集合住宅」は 8 割以上が 1 台保有である。 
 
表 6-3 回答者の基本属性（%） 
 
 
図 6-1 住居形態別の世帯内保有台数 
回答者の属性について、地域的な特徴を述べる。表 6-4 が①全数、表 6-5 が④駐車場自己
保有の居住地別基本属性である。 
①全数は性別には差異はないが、年齢別では、「60 歳以上」の比率が「南関東」で 5 ポ
イント、「中部」で 3 ポイント低い。住居形態は、「東北」・「北関東」・「北陸・甲信越」で
は、「持家戸建住宅」が多く「持家集合住宅」が少ない、「北海道」・「九州・沖縄」では「持
家戸建住宅」が少なく「賃貸集合住宅」が多い、「南関東」では、「持家戸建住宅」が少な
く「持家集合住宅」「賃貸集合住宅」が多いなどの差異がある。保有台数は、都市部の回答
者が多い「南関東」と「近畿」は 1 台保有者が多く、「北関東」「北陸・甲信越」は 3 台以
上保有者が多くなっている。 
 ④駐車場自己保有では、①全数に比べて、「北海道」、「南関東」、「九州・沖縄」では持家・
戸建比率が 20 ポイント以上高くなり、賃貸・集合比率が低くなっている、「四国」では 1
台保有者が 10 ポイント減少し、複数台保有者の比率が高くなっている等の差異がある。 
 
①全数
(n=6518)
④自己保
有(n=3660)
①全数
(n=6518)
④自己保
有(n=3660)
男性 60.2 61.7 北海道 4.8 4.2
女性 39.8 38.3 東北 8.4 9.3
20歳代 10.5 7.5 北関東 7.1 8.1
30歳代 19.9 17.0 南関東 21.3 19.0
40歳代 20.2 20.1 北陸･甲信越 7.1 7.9
50歳代 20.3 22.8 中部 13.7 15.3
60歳以上 29.1 32.5 近畿 15.1 13.9
持家・戸建 65.9 84.7 中国 6.7 6.8
持家・集合 10.8 5.8 四国 3.9 3.9
賃貸・戸建 4.0 3.3 九州･沖縄 11.6 11.6
賃貸・集合 18.3 5.5 １台 58.5 50.7
その他 1.0 0.7 ２台 29.5 34.2
３台以上 11.9 15.2
属性 属性
性別
居住地
年齢
居住
形態
自家用
車保有
台数
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
持家・戸建(n=4296)
持家・集合(n=702)
賃貸・戸建(n=263)
賃貸・集合(n=1195)
1台保有 2台保有 3台保有
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表 6-4 回答者の居住地別基本属性（①全数、%、n=6,518）
 
 
表 6-5 回答者の居住地別基本属性（④買替意向あり・EV 購入意向あり・駐車場自己保
有、%、n=3,660） 
 
 
 
6.3. 駐車環境からみた利便性 
 
6.3.1. 自宅充電の利便性の考え方 
 
自宅充電の利便性は、回答者が保有する駐車場の環境によって規定されると考える。具
体的には、駐車場の所有状況・駐車方式、屋根の有無と照明・灯りの有無、コンセントの
有無についてみる。 
また、駐車場の環境は、自宅が持ち家か否か、戸建住宅か集合住宅か等の住居の形態に
よって、駐車方式が異なり、付随する設備にも違いがあると想定される。そのため、すべ
ての項目において、住居形態別のクロス集計を行った。χ2検定の結果、すべての項目で有
意差が認められた (p<0.001) ため、その特徴を述べる。 
 
6.3.2. 所有状況と駐車方式 
 
駐車場の所有状況をみると、全体の 8 割弱の車両が、日常的な駐車場として「自己保有」
の駐車場を使用している（図 6-2）。「賃貸（契約）駐車場」に駐車される車両は、2 割弱
である。 
住居形態別にみると、持家・戸建住宅居住世帯の車両のうち 9 割以上が、「自己保有」
性別 年齢
男性 60歳
以上
持家・
戸建
持家・
集合
賃貸・
戸建
賃貸・
集合
1台 2台 3台
以上
北海道 58.0 33.0 59.9 11.9 3.5 23.4 68.3 23.7 8.0
東北 58.4 29.3 76.0 3.5 6.0 13.8 47.1 35.8 17.1
北関東 57.4 24.5 74.4 2.4 3.7 18.5 39.8 39.8 20.4
南関東 66.6 28.3 56.6 20.0 2.6 20.0 79.2 16.8 4.0
北陸･甲信越 55.6 33.0 77.3 3.2 4.7 13.9 38.4 36.7 24.9
中部 57.5 26.5 69.9 10.2 2.7 16.4 47.4 37.7 14.9
近畿 61.7 30.2 64.9 14.2 3.6 16.7 70.9 22.5 6.6
中国 57.9 32.3 69.6 5.9 4.8 18.1 49.7 34.6 15.8
四国 56.4 29.6 69.6 3.5 5.4 19.5 48.6 35.4 16.0
九州･沖縄 59.0 29.2 59.0 10.0 6.5 23.2 54.3 34.8 10.9
合計 60.2 29.1 65.9 10.8 4.0 18.3 58.5 29.5 11.9
住居形態 保有台数
性別 年齢
男性 60歳
以上
持家・
戸建
持家・
集合
賃貸・
戸建
賃貸・
集合
1台 2台 3台
以上
北海道 65.8 36.2 82.9 5.3 2.6 7.9 60.5 29.6 9.9
東北 61.5 33.8 90.6 2.1 2.9 3.8 42.1 37.9 20.0
北関東 59.9 28.3 87.5 1.7 3.4 6.7 35.0 41.8 23.2
南関東 66.0 31.6 79.1 12.8 2.0 5.6 74.2 20.4 5.5
北陸･甲信越 58.8 32.9 88.9 2.1 4.5 4.2 30.4 38.8 30.8
中部 57.2 30.8 87.1 5.7 1.4 5.2 38.6 43.3 18.1
近畿 65.0 36.1 84.7 6.7 3.3 4.9 66.4 26.3 7.3
中国 61.7 36.7 87.5 2.0 4.0 5.2 41.9 37.1 21.0
四国 59.4 29.4 83.9 4.2 3.5 7.0 38.5 41.3 20.3
九州･沖縄 58.9 31.0 80.8 4.9 6.8 6.3 46.2 40.4 13.4
合計 61.7 32.5 84.7 5.8 3.3 5.5 50.7 34.2 15.2
住居形態 保有台数
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駐車場であるのに対し、賃貸・集合住宅居住世帯の車両は、8 割が、「賃貸（契約）駐車場」
で駐車されている。 
駐車方式をみると、全体の 9 割以上が「平面式（平置）」で、「立体自走式」が 5%程度
である（図 6-3）。車両ベースでみると、「立体機械式」に駐車する車両は、多くない 
ことがわかる。 
住居形態別にみると、持家・集合住宅の車両で、「立体自走式」が約 2 割、「立体機械式」
が約 1 割と、他に比べてやや高い。大規模集合住宅では、土地・空間の有効利用のために、
「立体自走式」や「立体機械式」が整備されていることがその理由であると考えられる。 
 
 
図 6-2 住居形態別の駐車場の所有状況 
 
図 6-3 住居形態別の駐車方式 
 
6.3.3. コンセントの有無と駐車区画までの距離 
 
平面式（平置）の駐車場について、コンセントの有無と駐車区画までの距離についてみ
る。立体式は、個人所有の駐車場とは考えにくく、コンセントの有無や位置を性格に把握
できないことが懸念されるため、平面式駐車場の利用者のみ調査対象とした。 
駐車場内にコンセントがある車両は約 4 割で、そのほとんどが 100V 用コンセントであ
る（図 6-4）。持家・戸建住宅世帯の車両では、約半数がコンセントが確保されていること
になる。 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
持家・戸建(n=6487)
持家・集合(n=809)
賃貸・戸建(n=366)
賃貸・集合(n=1480)
その他(n=78)
全体(n=9220)
自己保有 賃貸(契約)駐車場
0% 20% 40% 60% 80% 100%
持家・戸建(n=6487)
持家・集合(n=809)
賃貸・戸建(n=366)
賃貸・集合(n=1480)
その他(n=78)
全体(n=9220)
平面式(平置) 立体自走式 立体機械式
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賃貸・集合住宅、持家・集合住宅居住世帯の車両のほとんどは、「コンセントがある」
の合計が 1 割にとどまる。現状では、コンセントがないか、コンセントがあることが、利
用者に知られていないものと考えられる。 
駐車場にコンセントがある車両について、コンセントから自身の駐車区画までの距離をみ
る（図 6-5）。駐車場にコンセントがある車両は 3,715 台あり、その 93%は、持家・戸建住
宅の車両である。「3m 未満」が約半数、「5m 未満」までで約 8 割となる。車両の向きによ
っては、より長い充電用ケーブルが必要となる可能性はあるが、これらは、おおむね量産
型 EV の標準装備のケーブルの範囲内に収まるものと考えられる。しかし、約 2 割程度の
度の車両が、コンセントまで 5m 以上と離れており、ケーブルが長くなればなるほど、重
く、取り回しも不便になる。 
 
図 6-4 住居形態別のコンセントの有無 
他の住居形態は、該当数が少ないため、参考にとどまるが、集合住宅の敷地内の居住者
用駐車場などは、駐車台数が多く敷地も広いことから、駐車区画からコンセントまでの距
離が遠くなるものと推察される。 
 
図 6-5 住居形態別のコンセントから駐車区画までの距離 
 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
持家・戸建(n=6353)
持家・集合(n=582)
賃貸・戸建(n=360)
賃貸・集合(n=1419)
その他(n=73)
全体(n=8787)
100V用コンセントがある
200V用コンセントがある
どちらかわからないがコンセントがある
コンセントはない
0% 20% 40% 60% 80% 100%
持家・戸建(n=3452)
持家・集合(n=72)
賃貸・戸建(n=82)
賃貸・集合(n=98)
その他(n=21)
全体(n=3725)
3m未満 5m未満 10m未満
15m未満 15m以上
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6.3.4. 屋根の有無と照明・灯りの有無 
 
駐車場の屋根の有無をみると、「屋内」が 1 割強、「屋外・屋根あり」が 3 割で、合わせ
て 4 割程度の車両が、雨・雪よけがある環境である（図 6-6）。しかし、約 6 割の車両は、
「屋外・屋根なし」で、露天型の駐車場と推察される。 
住居形態別にみると、持家・戸建住宅居住世帯の車両では、約 3 割が「屋外・屋根あり」、
2 割が「屋内」である。賃貸・戸建、賃貸・集合住宅の車両は、8 割以上が「屋根がない」
ことになり、これは、「賃貸（契約）駐車場」に露天型が多いことによるものと考えられる。 
照明・灯りの有無をみると、全体の約 8 割の車両は、駐車場内の照明、または街路灯や
家屋の灯りがある環境下である（図 6-7）。駐車場内に照明が整備されている車両は 3 割程
度と多くないが、街路灯や家屋の灯りを含めれば、夜間充電時でも、一定の明るさが確保
されるものと考えられる。 
持家・集合住宅居住世帯の車両は、約 6 割が駐車場内に照明があり、他に比べて高い。
これは、立体式駐車場では照明があること、集合住宅の共有空間では、街路灯が設置され
ていることなどによるものと考えられる。 
 
図 6-6 住居形態別の駐車場の屋根の有無 
 
図 6-7 住居形態別の駐車場の照明・灯りの有無 
駐車場の所有形態・駐車方式・屋根の有無・灯りの有無を、すべて考慮した集計結果を
図 6-8 に示す。「自己保有・平面式・屋根あり・灯りあり」の条件を満たし、EV の充電に
0% 20% 40% 60% 80% 100%
持家・戸建(n=6487)
持家・集合(n=809)
賃貸・戸建(n=366)
賃貸・集合(n=1480)
その他(n=78)
全体(n=9220)
屋内 屋外・屋根あり 屋外・屋根なし
0% 20% 40% 60% 80% 100%
持家・戸建(n=6487)
持家・集合(n=809)
賃貸・戸建(n=366)
賃貸・集合(n=1480)
その他(n=78)
全体(n=9220)
照明があり灯りがある
照明はないが街路灯や家屋の灯りあり
灯りなし
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おいて、夜間や降雨・降雪時でも利便性が担保される駐車環境の車両は、全体の 3 割程度
と考えられる。 
持家・戸建住宅居住世帯の車両では、4 割強で利便性が担保されるのに対し、持家・集
合住宅、賃貸・集合住宅居住世帯の車両は、1 割程度にとどまり、7～8 割が屋根も灯りも
ない駐車環境にあり、利便性は低くなる。 
 
図 6-8 住居形態別の屋根・灯りの有無（①全数） 
6.3.5. EV への移行可能性がある車両の充電利便性 
 
 前項に示した住居形態別の屋根・灯りの有無について、分析対象を EV 移行可能性があ
る車両に限定して述べる。具体的には、「10 年以内に買替え予定があり」、かつ「EV の購
入可能性がある」回答者の車両（分析対象サンプル数は表 6-2③買替え予定あり・購入意
向あり）を、今後 10 年で EV への移行可能性がある車両*10とし、その駐車環境で充電利
便性が確保されるかどうかを確認する。 
EV 移行可能性がある車両の、住居形態別の屋根・灯りの有無を図 6-9 に示す。「自己保
有・平面式・屋根あり・灯りあり」の条件を満たし、EV の充電において、夜間や降雨・
降雪時でも利便性が担保される駐車環境の車両は、3 割程度である。住居形態別にみると、
持家・戸建住宅居住世帯の車両では 4 割強、持家・集合住宅、賃貸・集合住宅居住世帯の
車両はでは 1 割前後にとどまる。以上の結果は、いずれも①全数を分析対象サンプルとし
た場合とほぼ同率である。持家・戸建住宅居住世帯に比べて、集合住宅居住者は、持家・
賃貸ともに駐車環境での充電利便性は低く、特に、持家・戸建住宅居住世帯以外では、EV
の充電環境が確保されてないことが、EV 普及の阻害要因となる可能性があることが示唆
された。 
 
図 6-9 住居形態別の屋根・灯りの有無（③買替予定あり・EV 購入意向あり） 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
持家・戸建(n=6487)
持家・集合(n=809)
賃貸・戸建(n=366)
賃貸・集合(n=1480)
全体(n=9220)
屋根・灯りあり 屋根あり・灯りなし
屋根なし・灯りあり 屋根なし・灯りなし
賃貸駐車場または立体式
自己保有・平面式
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
持家・戸建(n=4304)
持家・集合(n=557)
賃貸・戸建(n=247)
賃貸・集合(n=1009)
全体(n=6162)
屋根・灯りあり 屋根あり・灯りなし
屋根なし・灯りあり 屋根なし・灯りなし
賃貸駐車場または立体式
自己保有・平面式
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6.4. 充電意識からみた充電環境の確保の可能性 
6.4.1. 充電環境確保の考え方とEV・充電の認知度 
 
保有する車両が EV の場合、その充電は、日常的に使用する駐車場と、出先での急速充
電器で行うとし、充電環境確保の可能性を検討する。自宅での EV 用充電器の設置意向と、
急速充電の使用意向から判定する。日常的に使用する駐車場において、EV 用充電器の設
置工事と、急速充電の使用を受け入れれば、充電環境は確保されるものと考える。 
6.2.3 で詳述した通り、分析対象は、「10 年以内、現在保有する車両の買い替え予定があ
り」、「駐車場を自己保有」し、かつ「将来 EV を購入する可能性がある」、④駐車場自己保
有の 3,660 サンプルである。 
充電環境確保に対する考え方に影響する要因として、住居形態、EV の充電に対する認
知度を想定する。認知度は、EV や充電に対する理解がない場合、回答に否定的な見解が
示される可能性があることを考慮したものである。対象サンプルの住居形態は、ほとんど
が持家・戸建住宅居住者で、持家・集合住宅居住者、賃貸・集合住宅居住者がそれぞれ 6%、
賃貸・戸建住宅居住者は 3%と少ないが、参考値として示す。 
EV の充電に関する知識は、「自宅で充電することができる」、「電気自動車充電用のコン
セントが必要である」、 
「充電には、『普通充電』と『急速充電』がある」、「急速充電器でゼロから 8 割まで充電
すると 30 分かかる」、「200Ｖ（普通充電）で充電すると、満充電まで 7 時間かかる」の 5
問である。尺度は「聞いたことがあり、よく知っている」、「聞いたことがあるが、よく知
らない」、「聞いたことがない、今初めて知った」の 3 段階である。 
最もよく知られている充電知識は、「自宅で充電することができる」で、約半数が「よ
く知っている」と回答している（図 6-10）。ついで、「電気自動車充電用のコンセントが必
要である」が約 4 割、「充電には、『普通充電』と『急速充電』がある」が約 3 割程度であ
る。充電時間に関する「急速充電器でゼロから 8 割まで充電すると 30 分かかる」、「200
Ｖ（普通充電）で充電すると、満充電まで 7 時間かかる」は、知っている人が約 2 割とほ
とんどの人に知られていない。 
充電知識 5 問のうち、すべてを知っている人は 1 割にとどまり、すべて知らない人が 4
割と最も多い（図 6-11）。 
  
図 6-10 EV の充電に関する知識（n=3,660） 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%
自宅で充電することができる
電気自動車充電用のコンセントが必要
「普通充電」と「急速充電」がある
急速充電器でゼロから8割まで30分
200Ｖ（普通充電）で満充電まで7時間
聞いたことがあり、よく知っている 聞いたことあるが、よく知らない
聞いたことがない、今初めて知った
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※「聞いたことがあり、よく知っている」項目数 
図 6-11 EV の充電に関する認知度（n=3,660）  
 
充電に関する認知度は、性別と、年齢別によるばらつきがみられた。「よく知っている」
とする回答割合でみると、総じて、女性より男性の方が 10~20ポイント程度高い（図 6-12）。
年齢別では、「よく知っている人」比率は、性別ほど大きな差異ではないが、年代が高くな
るほど、認知度も高くなる傾向がみられた（図 6-13）。 
これらは、自動車に対する関心自体が、性別では男性が、年齢別では 20 歳代より、50
歳代、60 歳代の方が高い傾向にあることにも影響されていると考えられる。以上の住居形
態別、充電に対する認知度別に、EV 用充電器の設置意向、急速充電器の使用意向のクロ
ス集計及びχ2 検定を行った。その結果、すべての項目で有意差が認められた（p<0.001）
ため、その特徴を述べる。 
 
※「聞いたことがあり、よく知っている」の比率 
図 6-12 性別 EV の充電に関する知識 
 
※「聞いたことがあり、よく知っている」の比率 
図 6-13 年齢別 EV の充電に関する知識 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
すべて知らない 1項目 2項目 3項目 4項目 すべて知っている
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
自宅で充電することができる
電気自動車充電用のコンセントが必要
「普通充電」と「急速充電」がある
急速充電器でゼロから8割まで30分
200Ｖ（普通充電）で満充電まで7時間
男性
(n=2257)
女性
(n=1403)
全体
(n=3660)
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
自宅で充電することができる
電気自動車充電用のコンセントが必要
「普通充電」と「急速充電」がある
急速充電器でゼロから8割まで30分
200Ｖ（普通充電）で満充電まで7時間
20歳代(n=275)
30歳代(n=624)
40歳代(n=7352)
50歳代(n=836)
60歳以上(n=1190)
全体(n=3660)
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6.4.2. EV 用充電器の設置意向 
 
駐車場の自己保有者の自家用駐車場への EV 用充電器の設置意向をみると、全体の約半
数は、「工事の規模・内容によっては設置する」と、設置工事を受け入れている（図 6-14）。
「コンセントを設置したくない」という拒否感を示した人は 1 割にとどまり、残る 4 割は
「設置するかどうかわからない」と、回答を保留している。住居形態別では、持家・戸建住
宅の居住者の約半数は、「設置する」としており、他に比べて 10~20 ポイント高い。持家、
賃貸ともに集合住宅で、「設置したくない」との回答が高く、2 割程度となっている。 
 
図 6-14 住居形態別の EV 用充電器の設置意向 
 
EV の充電に対する認知度別にみると、「設置したくなない」とする比率は、認知度別に
よる差異はないが、「設置する」とする比率は、従前から充電知識がある人に高い傾向があ
る（図 6-15）。認知度が低い方が「わからない」と保留する回答の比率が高くなっている。
以上から、EV 及び EV の充電知識を十分に得た、購入を検討するような段階では、充電
器の設置工事の拒否感が、EV 購入の心理的な阻害要因となる可能性は低いものと考えら
れる。 
 
図 6-15 EV の充電に関する認知度別設置意向 
 
6.4.3. 出先の急速充電の使用意向 
次に、自宅充電を補完する、出先での急速充電の使用意向をみる。全体の 6 割は、「料金
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
持家・戸建(n=3101)
持家・集合(n=213)
賃貸・戸建(n=120)
賃貸・集合(n=200)
全体(n=3660)
工事の規模・内容によっては設置する
コンセントを設置したくない
設置するかどうかわからない
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
すべて知らない(n=1421)
1項目(n=694)
2項目(n=520)
3項目(n=353)
4項目(n=225)
すべて知っている(n=447)
全体(n=3660)
工事の規模・内容によっては設置する
コンセントを設置したくない
設置するかどうかわからない
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や設置場所によっては使用する」としているが、1 割弱は、「料金や設置場所によらず使用
しない」、残る 3 割が「使用するかどうかわからない」である（図 6-16）。 
住居形態別にみると、持家・戸建住宅居住者では、「使用する」が 7 割で、「使用しない」
とする人は 1 割程度である。「使用しない」とする回答は、住居形態による差異は小さい
が、「使用する」は、集合住宅、賃貸住宅の居住者で、やや低い傾向がある。 
 
図 6-16 住居形態別出先の急速充電使用意向 
 
なお、使用意向の回答にあたり、急速充電の使用条件として、「料金や設置場所によっ
ては使用する」との回答者に対し、希望する「設置場所」と「料金」*6を確認している。 
希望する急速充電の設置場所は「スーパー・ショッピングセンター」や「高速道路のパ
ーキングエリア（以下、PA）・サービスエリア（以下、SA）」が 8 割、「ガソリンスタンド」
が 7 割と多い（図 6-17）。これらのうち「もっとも希望する設置場所」では、「スーパー・
ショッピングセンター」・「コンビニエンスストア」が約 3 割、「ガソリンスタンド」が約 2
割と、これら 3 種がほとんどを占める。日常的な利用が想定される場所と、「高速道路の
PA・SA」、「道の駅」、「旅館・ホテル」等、遠出の外出時での立ち寄り場所の双方が希望
されていることがわかる。 
急速充電の設置場所を、調査時に既設であった自動車の販売会社、公共施設、公共・民
間駐車場、ショッピングセンターに指定した場合の、1 回の充電当たりの負担許容額*11は、
「100 円以上 300 円未満」、「300 円以上 500 円未満」が 4 割と多い（図 6-18）。約 8 割は
「500 円未満」との回答であり、充電サービスの価格を 500 円とすると、日常的な利用で
の希望額を満たす人が 2 割にとどまる。住居形態による差異はみられなかった。 
 
図 6-17 急速充電の設置希望場所(n=2,498) 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
持家・戸建(n=3101)
持家・集合(n=213)
賃貸・戸建(n=120)
賃貸・集合(n=200)
全体(n=3660)
料金や設置場所によっては使用する
料金や設置場所によらず使用しない
使用するかどうかわからない
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%
スーパー・ショッピングセンター
コンビニエンスストア
ガソリンスタンド
旅館・ホテル
高速道路のPA・SA
役所・公共施設
道の駅
時間貸し駐車場
レストラン・喫茶店
自動車販売店・整備工場
その他
最も希望する場所
希望する場所
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図 6-18 急速充電の希望料金(n=2,498) 
 
6.4.4. 心理的側面からみた充電環境確保の可能性 
 
本章の分析結果より、自宅充電の設置意向、出先の急速充電使用意向より、充電環境確
保の可能性を考察する。駐車場自己保有者は、住居形態別では、持家・戸建居住者が 9 割
とそのほとんどとなる。 
自宅充電設置意向があり、それを補完する出先での急速充電使用意向もある回答者は、
持家・戸建居住者が 5 割で、集合住宅ではその約半分の 3 割程度と低くなる（図 6-19）。
設置工事に対する拒否感は大きくないが、事前の情報提供により理解を促し、工事費負担
の軽減を図ることが有効である。また、出先での急速充電は、日常的な立ち寄り場所への
設置希望が強く、充電サービスの価格としては、500 円未満の希望が多い。急速充電の設
置場所、充電サービス料金設定が、利用にも影響するものと考えられることから、希望設
置場所や料金を踏まえたインフラ整備を行うことで、充電環境の補強につなげていけるも
のと考えられる。 
 
図 6-19 住居形態別充電に対する意向 
 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
持家・戸建(n=2164)
持家・集合(n=131)
賃貸・戸建(n=71)
賃貸・集合(n=115)
全体(n=2498)
100円以上300円未満 300円以上500円未満
500円以上1000円未満 1000円以上
わからない
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
持家・戸建(n=3101)
持家・集合(n=213)
賃貸・戸建(n=120)
賃貸・集合(n=200)
全体(n=3660)
自宅設置意向／出先使用意向ともにあり
自宅設置意向あり／出先使用意向なし・保留
自宅設置意向なし・保留／出先使用意向あり
自宅設置意向／出先使用意向ともになし・保留
126 
 
6.5. 本章のまとめ 
 
物理的側面として、駐車環境を分析した結果、コンセントから駐車区画までの距離の実
態分析結果より、5m 以上離れている車両が、持家・集合住宅、賃貸・集合住宅では、半
数近くにのぼる。持家・戸建住宅においても 2 割存在しており、これらの車両では、長い
充電ケーブルが必要となり、重さや取り回しの不便さから、充電利便性が低くなると考え
られる。また、EV の充電において、夜間や雨天の時でも利便性が担保される車両は、全
体の 3 割程度にとどまり、保有車両ベースではあまり多くないものと考えられる。自宅充
電の利便性には、住居形態による差異がある。持家・戸建住宅居住世帯の車両では、4 割
強で利便性が担保されるのに対し、持家・集合住宅、賃貸・集合住宅居住世帯の車両は、
1 割程度とかなり低い水準である。その多くが、屋根も灯りもない、露天型の駐車場であ
ることによるものと考えられる。夜間充電の灯りの問題よりも、降雨・降雪時の不便さの
問題の方が大きいことが示唆された。10 年以内に買替予定があり、かつ、保有者に EV の
購入意向がある車両に限定した場合でも、同様の傾向が示されている。特に、持家・戸建
世帯以外での充電利便性の確保が課題である。 
心理的側面からみると、自己保有の駐車場への EV 用充電器の設置は、EV の充電に対
する認知度や関心が低いと、回答に保留傾向が高くなるが、拒否感は示されていない。自
宅充電を補完する出先の急速充電器の使用意向と合わせてみても、ほとんどの人には充電
器設置・急速充電器の使用の双方が容認されると考えられ、これらは EV 普及の大きな阻
害要因にはならないと推察される。 
 EV の普及過程においては、雨よけ・灯りの確保や、駐車場の広さに応じた充電器のタ
イプの選定・配置など、消費者に向けて、事前の情報提供・注意喚起が、引き続き重要で
ある。現在、経済産業省の「次世代自動車充電インフラ整備促進事業」では、マンション・
アパートの駐車場、月極駐車場、事業所における従業員駐車場等へ充電設備設置も対象と
なっており、賃貸・集合住宅居住者でも充電場所は増加すると考えられる。ただし、利用
時の利便性に配慮し、設置場所や充電器タイプを選定することが重要である。研究開発が
進む、非接触充電システム*12は、充電ケーブルによる接続が不要となり、本章で指摘した、
物理的な利便性低下要因の解決につながるものと考えられ 13)、実用化が期待される。 
 次章の EV の地域別の普及可能性の検証においては、充電利便性を決定づける物理的な
要因として、住宅の所有形態が「持家・戸建」であることを条件に分析を行うこととする。 
  
■補注 
*1 量産型の普通小型自動車タイプの EV（24kWh，航続距離 200km）では、電気量料金単価 25 円/kWh（従料電
灯 B の料金想定）の場合、走行距離当たりの電気代は 3 円/km と試算される。同等クラスのガソリン車（燃
費 16km）では、ガソリン単価 150 円/L の場合走行距離当たりのガソリン代は 9.38 円/km と試算され、EV の
方が走行費用は安価であると考えられる。 
*2 基本集計結果などは文献 3）を参照。 
*3 たとえば、三菱自動車では、強風・落雷・大雨等の悪天候時を除き、雨や雪の日も充電可能であるが、漏電
や感電による事故防止の観点から、『濡れた手で充電を行わない』、『接続部を濡らさない』等 12)を、充電時
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の注意点としてあげている。また、経済産業省・国土交通省が発行するガイドブック 14)でも、雨水にかか
らない位置へ設置するよう注意している。 
*4 たとえば、日産自動車 LEAF では、ケーブルの長さは、200V 用 7.5m が標準装備されており、同 3m、同
15m がオプションである 13)。コンセントから駐車区画まで 15m 以上ある場合は、充電が困難であると考え
られる。 
*5 問 2⑧は、買い替え予定の有無に関する設問で、選択肢「1.~5.」の回答者は、「10 年以内の買い替え予定」
がある方である。問 2②は、駐車場の所有形態に関する設問である。 
*6 EV に対する購入意向の現状とその規定要因に関する分析結果は、第 5 章 16)に詳細を掲載している。 
*7 2010 年国勢調査の住宅に住む一般世帯の世帯数でみると、「持家・戸建住宅」が 52%、「持家・集合住宅」
が 10%、「賃貸・戸建住宅」が 3%、「賃貸・集合住宅」が 31%である。本研究の回答者の構成比は、これに
比べて「持家・戸建住宅」が 14 ポイント高く、「賃貸・集合住宅」が 13 ポイント低い。 
*8 本研究のサンプルの都道府県別構成比は、2010 年国勢調査の住宅に住む一般世帯のそれと比較すると、東
京が 6.5 ポイント、神奈川・大阪が 2 ポイント低い。他のほとんどの道府県においては、0.5 ポイント以下
の差異である。本研究のサンプルでは、自家用車を保有しない世帯が多い、東京や神奈川・大阪の比率が低
くなっていると考えられる。 
*9 本調査の世帯内保有台数別構成比は、「2011 年度乗用車市場動向調査 14)」のサンプル（1 台 58%、2 台 31%、
3 台以上 11%）とほぼ同水準である。都道府県別に同構成比をみると、保有台数には、公共交通が発達する
大都市を要する地域では 1 台保有が多く、複数台保有者の比率が低い。複数台保有率が低い都道府県は、東
京(13%)、神奈川(14%)、大阪(19%)で、3 台以上保有者は 2～3%ときわめて少ない。そのほか、複数台保有
率が全国平均の 41%未満の都道府県は、北海道、埼玉、千葉、京都、兵庫、広島、熊本である。 
*10 6.2.3 節で詳述した通り、EV の将来的な航続距離の延伸や価格の低下を考慮した場合、購入可能性がある
回答者である。 
*11 本研究では、被験者が直感的にわかりやすい、充電の都度課金するシステムを想定し、急速充電の使用条
件を問う設問とした。2015 年 6 月現在では、民間事業者により EV 充電サービスが提供されており、課金
システム・料金体系も多様化している。 
*12 たとえば、トヨタ自動車では、プラグインハイブリッド車の非接触充電システムの実証実験を行ってい
る 17)。 
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第7章 自家用車の利用実態からみた電気自動車の地域別普及可能性         
- 関東圏を対象として 
 
第 5 章の EV に対する消費選好分析では、自家用車の日常的な利用実態、個人・世帯属
性、居住地の特性が、EV の購入意向に影響を及ぼしていることが明らかとなった。 
また、前章の自宅での充電環境の確保の可能性の検証では、住居の所有形態によって、
駐車場の所有形態、充電利便性を左右する屋根、灯り・照明などの設備の状況が異なるこ
とが明らかとなった。 
本章では、これらの分析結果を踏まえ、自家用車の利用実態と、住居の所有形態を考慮
して、地域別の普及可能性（ポテンシャル）に関する分析を行う。 
 
7.1. 本章の目的 
EV の普及見通しについては、後述の通り、いくつかの先行研究があり、購入補助制度
等の設計に有用な知見が得られている。しかし、地方自治体の普及戦略のように、地域単
位で効果的な普及策展開するためには，地域の実情に即した普及見通しを得ることが重要
であるが，こうした先行研究はほとんど蓄積されていない。 
そこで、本章は、わが国における EV の普及について、地域別の普及可能性を明らかに
することを目的とする。具体的には、まず、自家用車の利用頻度、年間走行距離、年間最
長走行距離などの実態と、世帯内保有台数別の利用の差異を明らかにする。次に、個人・
世帯属性、居住地属性、車両属性から、自家用車の利用を規定する要因を特定する。最後
に、交通インフラ水準及び居住状況に基づく 2 種の地域類型を作成し、地域類型別に自家
用車利用の相違を明らかにする。地域類型別に EV に適合する車両の分布状況を明らかに
することにより、地域別の EV の普及可能性を考察する。本章の成果は、今後、EV の普
及促進に取り組む地方自治体において、地域別の普及方策の立案に資すると同時に、民間
企業による販売や充電インフラの整備促進等にも、有用となると考えられる。 
 
7.2. 研究の方法と分析データ 
7.2.1. 先行研究 
EV の普及可能性に関する先行研究には、EV の購入選好から論じた研究と、車の使い方
に着目した研究がある。松原他(2012)4) 、吉田他(2014)5)では、EV の購入選好は、年齢や
性別、同居家族構成等のデモグラフィックな属性だけでなく、日常的な自家用車の使い方
が影響していることを示している。Tsuchiya. et al.(2013)6)、土屋他(2014)7)は、とりわけ、
車の長距離での利用状況が、購入選好に影響していることを指摘している。また、EV の
航続距離（約 100～200km）が、ガソリン車の航続距離（600～700km）に比べて短いこ
とを考慮し、車の使い方に着目した研究には、中山他(2009)8)、近藤他(2011)9)、土屋他
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(2012)10)がある。いずれも自家用車の利用データから、EV で利便性が低下しない車両を特
定し、これらが EV へ移行すると想定して普及可能性を論じたものである。しかし、地域
別の自家用車の保有・利用の差異を考慮した分析は行われていない。 
EV 利用者に対して、意識調査を実施した田頭他(2013)11)は、購入には経済性が重視され
る一方で、購入後の不満として、約 8 割が EV の「航続距離の短さ」をあげていることを
報告している。このことから、EV の長距離利用における利便性の低下が、普及にも影響
を及ぼす要因となることが推察される。現実に即した EV の普及可能性を得るためには、
自家用車の長距離利用の実態を考慮することは重要である。 
自家用車利用の現状や、その規定要因に関する先行研究には、「保有・利用する個人や世
帯との関連」を明らかにする研究と、「地域の特性や都市構造との関連」を明らかにする研
究がある。前者の、石田他(2004)12)による、自家用車の保有とトリップ発生の規定要因に
関する研究では、自家用車の保有台数は人口密度の低い地域で増加傾向があること、自家
用車のトリップの発生には世帯構成員の状況が影響することが明らかとなっている。後者
の谷口他(1995)13)による、公共交通・自家用車の利用実態と都市構造の関連に関する研究
では、公共交通と自家用車の利用には、都市規模、人口密度、事業所立地、自家用車の保
有水準等が影響していることが明らかとなっている。また、両者を同時に分析した鈴木他
(2013)14)では、個人・世帯の要因の影響に比べると小さいが、居住地の都市・環境要因が、
保有と利用に影響しており、特に保有に顕著であることを明らかにしている。 
以上の先行研究より、EV の購入選好には、各世帯の自家用車の利用状況が影響し、そ
の自家用車の利用には個人・世帯の要因だけでなく、居住地の地域特性も影響しているこ
とがわかる。しかし、自家用車が、長距離の利用にどのように使われているのか、その利
用頻度や移動距離に関する調査研究はみられない。また、居住地の環境と自家用車利用の
関連については、特定地域の事例研究が多い。広域かつ俯瞰的に、地域別の自家用車利用
の特徴を見る研究も、十分な蓄積がない。そこで、本章では「長距離利用」について、「広
域」で、地域間比較や地域特性との関連の検証を行うことにより、地域別の EV の普及可
能性を考察する。 
 
7.2.2. 本章の視点と考え方 
本章では、EV の普及可能性を、現在の自家用車を EV で代替できる潜在需要として捉え、
議論する。具体的には、先行研究で着目されてきた「EV の航続距離の短さ」に加え、「充
電時間の長さによる利便性の低下」と、「経済的な優位性」の視点から、「EV に適合する
車両」の分布を明らかにすることで、EV の普及可能性を考察する。その理由は次の通り
である。 
EV の充電時間は車種により差があるが、量産型 EV では、空の状態から、普通充電で満
充電まで 6～7 時間、急速充電で約 80％まで 30 分程度かかる。ガソリン車がガソリン補
給にかかる時間よりも長い。長距離の移動では外出先で何度も充電が必要になり、移動時
間が大きく追加されるため、利便性が損なわれることになる。そのため、EV では、日常
的な利用において、１日でどのくらいの距離を移動するかが利便性を左右するものとなる。
逆に、1 充電当たりの走行可能距離の範囲内であれば、外出先で充電する必要がなく、自
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宅のみの充電で足りる。ガソリン車のようにガソリンスタンド(以下 GS)で燃料補給する必
要がなく、自宅で充電できる点は、EV がガソリン車より優位であると考えられる。 
加えて、EV の普及には経済性も重要である。ガソリン価格や電気料金の変動による大
小の差はあるが、同一距離の移動にかかる費用は、ガソリン車のガソリン代よりも EV の
電気代の方が安い。EV の方がランニングコストは安くなるため、年間走行距離が長い車
両の方が、EV に移行した際の経済的なメリットが大きくなる。 
以上をまとめると、「EV の特性に適合する車両（以下、EV 適合車両）」は、「条件 1）
EV の 1 充電当たりの走行可能距離を越えた長距離利用の頻度が少なく(EV の 1 充電当た
りの走行距離の短さによる利便性の低下がない)」、「条件 2）一定の年間走行距離がある(EV
の方がガソリン車に比べて経済的な優位性がある)」と考えられる。 
本研究では、この「条件 1」と「条件 2」に基づき、EV 適合車両を特定するために、ま
ず、EV への移行元となる自家用車の利用に関する現状分析を行う。具体的には、「条件 1」
に関連して、「長距離利用の頻度」、「1 日当たりの最長走行距離」、「条件 2」に関連して「年
間走行距離」、「条件 1」と「条件 2」の双方を満たす使い方は、「短距離で多頻度に使用す
ること」であるため、「短距離利用の頻度」の 4 項目について利用実態をみる。 
次に、地域別に、保有車両に対する EV 適合車両の割合を推定することにより、EV の普
及可能性を考察する。その際、居住する住宅の所有・建て方を考慮し、「条件 3）持家・戸
建住宅居住者の車両」であることを加える。これは、自宅での充電利便性の観点から、車
両の保有者自身による自宅への充電設備の設置可否を加味するものである。これらの 3 つ
の条件に、単独または複数で合致する車両が、自家用車にどの程度存在するのか、その分
布をみる。複数の条件が合致するケースとして算出された存在比率は、各条件が単独のケ
ースより、EV への移行を最も安全側で見積もった数値である。単独または複数の条件が
合致するケース、それぞれで EV 適合車両の存在比率を算出・比較することで、EV 普及
策の示唆を得る(3)。 
 
7.2.3. 本章の構成と内容 
本章の構成とフローを図 7-1 に示す。本章は、4 段階 4 種の分析で構成し、それぞれ節
立てする。前半では、EV の普及可能性の考察に必要な、自家用車の利用実態とその規定
要因を明らかにする。後半では、関東圏を対象とするケーススタディを行い、地域類型を
用いて地域別の EV の普及可能性を考察する。 
第 1 段階(第 3 節)では、自家用車がどのように使われているのか、その実態を明らかに
する。具体的には、1)年間走行距離、2)1 日当たり 100km 以上の長距離移動での利用頻度
と、3)100km 未満の短距離移動での利用頻度、4)長距離移動における過去 5 年以内の 1 日
当たり最長走行距離の 4 項目について、保有台数別の差異と特徴をみる。 
第 2段階(第 4節)では、第 1段階でみた自家用車利用 1)~4)に、5)世帯内保有台数を加え、
それぞれを規定する要因を明らかにする。規定要因は、先行研究から抽出した、個人・世
帯属性、居住地特性、保有車両の車両特性を想定する。 
第 3 段階(第 5 節)では、自家用車の利用の地域別の差異や、地域特性との関連を明らか
にするため、その比較単位となる、地域類型を作成する。ケーススタディの対象地域を関
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東圏、比較する地域単位を 3 次メッシュ(1km 四方)として、独自に地域類型を作成する。
地域分類の指標は、第 2 段階の分析結果を踏まえ、自家用車の利用の要因項目とする。 
 第 4 段階(第 6 節)では、第 3 段階で作成した地域類型ごとに、自家用車の利用特性の比
較分析を行う。地域類型別に長距離利用の頻度、1 日当たりの最長走行距離等を比較する
ことにより、EV に適合する車両の分布を推定する。 
使用データや分析方法、及び結果は各節で詳述し、最後に全分析を通しての考察を述べ
る。なお、アンケートデータの分析には IBM SPSS Statistics 22 、地域類型の作成には、
ESRI ArcGIS ver10.を使用している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-1 本章の構成・フロー 
 
7.2.4. 自家用車利用に関する分析データの概要 
本章では、自家用車の保有・利用状況(車種、過去 5 年以内の１日当たり最長走行距離、
年間走行距離、長距離の外出での利用頻度)、居住地特性(自宅から最寄りのバス停・鉄道
駅までの距離、自宅から最もよく利用するGSまでの距離等)に関する設問項目を使用する。 
 分析サンプルは、回答者自身が主に運転する車があり、分析対象とする設問にすべて回
答し、1)～3)(表 7-1 調査対象参照)の条件を満たし、回答に一貫性のある 3,476 サンプルで
ある(3)。なお、調査に際し、被験者に対して自家用車による「1 日当たり 100km 以上の移
動」を「長距離利用」、「同 100km 未満の移動」を「短距離利用」として提示している。
本論文でも同様に用いることとする。 
 
7.2.5. 回答者の属性(5) 
本章の分析対象としている回答者の属性別構成比を表 7-2 に示す。回答者の性別は「男
性」が全体の 67%と多い。年齢別では、「20 歳代」と「70 歳以上」がやや少ないが、30
歳代～60 歳代までは 20％程度とほぼ同率である。回答者が男性に偏り、20 歳代が少ない
自家用車の利用実態に
関する分析
自家用車利用の規定要
因に関する分析
関東圏の地域
類型の作成
地域類型別の自家用車
利用の比較分析
7.3
7.4
7.5
自家用車の利用状況
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易な車両を特定する
【ケーススタディ】
関東圏を対象に、
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アンケートデータ（全サンプル）
アンケートデータ（全サンプル）
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理由は、分析サンプルを「自家用車を保有し」、かつ「自身が主に運転する車がある」回答
者に限定しているためと考えられる。居住地は「南関東」が 20%と多く、「北海道」と「四
国」が 5％未満と少ないが、他は 10％程度である。保有車両数は「1 台」が 58%が最も多
く、「2 台」が 37％、「3 台以上」が 14％である。車種は「普通・小型自動車(2000cc 以下)」
が 37％と最も多く、「ワゴン・ミニバン・SUV(Sport Utility Vehicle)」が 27％、「軽自動
車・軽ワゴン」が 24％である(6)。 
表 7-1 回答者の属性別構成比(n=3,467) 
 
 
7.3. 自家用車の利用実態 
 本節では、自家用車の利用の特徴について概観する。年間走行距離、短距離利用頻度、
長距離利用頻度、1 日当たり最長走行距離について、保有台数とのクロス集計を行い、カ
イ二乗検定を行う。保有台数別に分析する理由は、世帯内保有台数は、居住する地域の環
境による影響がある 14)ことから、世帯内保有台数による車両利用の相違を明らかにするこ
とが、地域別の利用状況の差異の考察に役立つと考えたからである。 
年間走行距離は、「3,000km 以下」、から「9,000km 超~12,000km 以下」がそれぞれ 2
割程度である(図 7-2)。全体の 8 割程度が 12,000km 以下である。複数台保有者の車両は 1
台保有者の車両に比べて年間走行距離が長い車両が多い傾向がある。 
短距離の利用頻度は、約半数程度が「週 5 日以上」とほぼ毎日利用されているが、「月 2
～3 日」以下の車両も 3 割以上存在している(図 7-3)。保有台数別では、3 台以上保有者は
「週 5 日以上」利用される車両が 7 割と多い。 
比率 比率
男性 67% 北海道 5%
女性 33% 東北 9%
20歳代 8% 北関東 7%
30歳代 21% 南関東 20%
40歳代 21% 北陸・甲信越 8%
50歳代 21% 中部 14%
60歳代 24% 近畿 14%
70歳以上 5% 中国 7%
(65歳以上) 15% 四国 4%
単身世帯 13% 九州・沖縄 12%
夫婦のみ世帯 25% 持家・戸建 65%
夫婦と子世帯 34% 持家・集合 11%
夫婦と親世帯 4% 賃貸・戸建 4%
賃貸・集合 20%
その他 1%
その他 16% １台 58%
1人 14% ２台 34%
2人 30% ３台以上 14%
3人 24% ワゴン・ミニバン・SUV 27%
4人 19% 普通自動車2000cc超 10%
5人 8% 普通・小型自動車2000cc以下 37%
6人 3% 軽自動車・軽ワゴン 24%
7人 1% その他 3%
属性 属性
自家用車
車種
居住形態
性別
年齢
居住地
自家用車
保有台数
8%
自分と親また
は子世帯
家族構
成
同居家
族数
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長距離の利用頻度は、「週 1 回以上」の車両が約 4 割あるが、約 6 割は「月数回以下」で
ある(図 7-4)。複数台保有者の車両には、「長距離には使用しない」車両が 1 割程度ある。 
1 日当たり最長走行距離は、「100km 以下」、「100km 超 200km」「200km 超 300km 以
下」がそれぞれ 2 割程度である(図 7-5)。2 台保有者の車両は 1 台保有者の車両に比べて、
「100km 以下」の車両の比率が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-2 保有台数別年間走行距離(p<0.001) 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-3 短距離の利用頻度(p<0.001) 
 
 
 
 
 
 
図 7-4 長距離の利用頻度(p<0.001) 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-5 １日当たりの最長走行距離(p<0.001) 
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全体(n=3,467)
長距離利用なし 月数回 週１～2回 週3回以上
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1台保有(n=1,892)
2台保有(n=1,116)
3台以上保有(n=459)
全体(n=3,467)
長距離なし 100km 200km以下 300km以下
400km以下 500km以下 500km超
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
1台保有(n=1,892)
2台保有(n=1,116)
3台以上保有(n=459)
全体(n=3,467)
3000km以下 6000km以下 9000km以下
12000km以下 15000km以下 15000km超
135 
 
以上のように、年間走行距離、短距離利用頻度、長距離利用頻度、1 日当たりの最長走
行距離のいずれにおいても、保有台数による有意差が確認された。年間走行距離は、1 台
保有者の車両よりも、複数台保有者の車両の方が長い傾向にあること、短距離利用の頻度
は、1 台保有者の車両が少なく、複数台保有者の車両が多い傾向にあること、長距離利用
は、複数台保有者よりも、1 台保有者の車両が 1 日当たりの最長走行距離も長い傾向が見
られた。また、複数台保有者の車両では、長距離には使用されない車両が 1 割程度あるこ
とも明らかとなった。 
 
7.4. 自家用車の保有・利用を規定する要因 
本節では、3.節でみた自家用車利用について、それぞれを規定する要因を明らかにする。
具体的には、自家用車利用は、個人・世帯状況、居住地の特性、車両の属性による影響が
あると想定し、検証する。 
7.4.1. 分析モデルと使用する変数 
分析方法は、自家用車の利用 4 項目を目的変数、個人・世帯属性、居住地特性、車両属
性に関する項目を説明変数とする、カテゴリカル回帰分析である(7)。 
目的変数は、利用に関しては、短距離利用頻度は、「月 1 回以下」から「週 5 回以上」
の 6 段階、「長距離利用頻度」は「長距離では使用しない」から「週 3 回以上」の 4 段階、
「年間走行距離」は「3,000km 以下」から「15,000km 超」の 6 段階、「1 日当たり最長走
行距離は「長距離では使用しない」から「500km 超」の 7 段階である。保有に関しては、
「世帯内保有台数」で「1 台」から「3 台以上」の 3 段階とする。 
説明変数について、個人・世帯属性を示す変数は、いずれもダミー変数とし、「年齢 20
歳以上」か否か、「年齢 65 歳以上」か否か、「配偶者」、「子」、「親」との同居の有無、住
宅の建て方(戸建住宅か否か)、住宅の所有状況(持家住宅か否か)である。年齢をダミー変数
とした理由は、20 歳代の若者や、65 歳以上の高齢者と、他の世代との差異を、明確に示
すためである。また、配偶者や親・子等との同居の有無、敷地内の駐車場の有無が、自家
用車の利用機会に影響すると想定し、同居家族と住宅（建て方・所有形態）を採用する。 
居住地特性は、自宅周辺の交通環境として、「最寄りの鉄道駅」、「最寄りのバス停」、「よ
く行く GS までの距離」で、すべて「0.5km 未満」から「3km」以上の 4 段階である。「鉄
道駅」や「バス停」の近い方が公共交通の利用機会が増え、自家用車の利用が減ること、
逆に GS の密度が低い地域の方が、日常利用における自家用車の利用が多いと想定する。 
車両状況は「車種」は、「軽自動車」か否か、「ワゴン・ミニバン・SUV」か否かのダミ
ー変数、「世帯内保有台数」は「1 台」から「3 台以上」の 3 段階である。小型の「軽自動
車」は少人数で近場に利用し、大型の「ワゴン・ミニバン・SUV」は同乗者が多く遠方ま
で利用する、など、使い方の差異があると仮定する。保有台数は、世帯内保有台数の増加
に伴う利用の変化をみる。 
分析に用いる変数の分布と数量化の値を表 7-2 に示す。数量化の値は、平均 0、分散 1
に標準化された各カテゴリを示す値である。 
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7.4.2. カテゴリカル回帰分析の結果 
カテゴリカル回帰分析の結果を表 7-3 に示す。回帰式のあてはまりの良さを示す自由度
調整済決定係数をみると、保有台数モデルが 0.241 で一定の説明力があるが、他の 4 変数
のモデルは 0.2 に満たず、回帰式としては十分な説明力が得られなかった。しかし、各モ
デルの係数の妥当性をみると、すべてのモデルで有意水準 5%を満たす有意な変数が得ら
れたため、それらについて考察する。 
短距離利用頻度を増加させるのは、戸建住宅、子と同居、軽自動車であり、持家住宅、
ワゴン等の大型車や高齢者であると減少する傾向にある。また、最寄りの鉄道駅やバス停
まで遠いほど、保有台数が多いほど利用頻度は増加する。 
長距離利用頻度は、個人・世帯属性や居住地特性による影響が小さいが、持家で少ない、
居住地特性では GS まで遠いほど少ない傾向がある。軽自動車では少なく、ワゴン等では
多い傾向から、サイズが大きい車種が長距離に利用されていることがわかる。保有台数が
多いほど、長距離利用頻度は減少する。 
年間走行距離は、若い世代で長くなり、持家・高齢者で短くなる。鉄道駅やバス停まで
の距離が遠いほど、保有台数が多いほど年間走行距離が長くなり、軽自動車は短い。 
１日当たり最長走行距離は、配偶者や親と同居していると長く、子と同居していると短い。
すなわち、家庭内に複数の免許保有者がいると長くなり、子どもが同乗すると短くなる傾
向があると推察される。また、車種では軽自動車で短く、ワゴン等で長くなる。GS まで
の距離は、よく行く GS までの距離が短い車両の方が、最長走行距離が長い。 
保有台数は、同居者があり、戸建住宅で、鉄道駅まで遠いと多くなる。年齢では、高齢
者は少なく、若い世代は多い傾向がある。 
以上の結果から、自家用車の保有と利用に関して、長距離及び短距離の利用頻度、年間
走行距離、1 日当たり最長走行距離、世帯内保有台数のいずれも、個人・世帯属性、居住
地特性、車両属性が影響しているが、それぞれ規定する要因が異なることが明らかとなっ
た。EV の利便性に関連する１日当たり最長走行距離には、同居家族と、GS やバス停密度
などの地域性が影響している。一方、EV の経済性に関連する、短距離の利用頻度や年間
走行距離には、年齢や住宅の状況の違い及び公共交通の利便性などが影響している。 
次節以降では、自家用車の利用に影響を与える要因の相違を踏まえてケーススタディを
行う。 
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表 7-1 カテゴリカル回帰分析に用いる変数の分布と各カテゴリの数量化の値 
 
表 7-2 カテゴリカル回帰分析結果(標準化係数) 
 
目的変数 カテゴリ ％ 数量化 カテゴリ ％ 数量化
月1回以下 1.3% -1.435 非20歳代 91.6% -.303
月2～3回 4.1% -1.433 20歳代 8.4% 3.304
週1～2日 19.3% -1.412 非65歳以上 84.9% -.421
週3～4日 20.6% -.636 65歳以上 15.1% 2.373
週5日以上 54.7% .878 配偶者との同居なし 27.7% -1.615
長距離では使用しない 9.8% -3.037 配偶者と同居 72.3% .619
月1～数年に1回程度 55.1% .309 子との同居なし 53.8% -.926
月数回～週2回 26.4% .361 子と同居 46.2% 1.080
週3日以上 8.8% .364 親との同居なし 77.8% -.533
3000km以下 17.4% -1.254 親と同居 22.2% 1.875
～6000km以下 24.1% -1.044 持ち家以外 24.6% -1.752
～9000km以下 16.7% .194 持家 75.4% .571
～12000km以下 21.2% 1.024 戸建住宅以外 31.0% -1.492
～15000km以下 6.3% 1.066 戸建住宅 69.0% .670
15000km超 14.4% 1.069 0.5km未満 14.0% -1.750
長距離では使用しない 9.8% -2.414 0.5～1km未満 23.1% -.771
100km 7.1% -1.022 1km～3km未満 33.1% .208
～200km以下 22.6% -.360 3km以上 29.9% 1.187
～300km以下 21.1% .215 0.5km未満 59.0% -.698
～400km以下 11.5% .613 0.5～1km未満 24.5% .360
～500km以下 10.5% .830 1km～3km未満 8.0% 1.419
500km超 17.4% 1.077 3km以上 8.5% 2.477
100% 0.5km未満 11.8% -1.866
0.5～1km未満 22.6% -.851
1km～3km未満 35.7% .165
3km以上 29.9% 1.181
軽自動車以外 76.1% -.560
軽自動車 23.9% 1.787
ワゴン等以外 71.2% -.636
ワゴン・ミニバン・SUV 28.8% 1.573
1台 54.6% -.824
2台 32.2% .580
3台以上 13.2% 1.984
100%総計
個人・世
帯属性
居住地
属性
車両属
性
説明変数
短距離(100km未
満/日）利用頻度
長距離(100km以
上/日）利用頻度
年間走行距離
1日当たりの最長
走行距離
(100km/日以上）
世帯内保有台数
総計
軽自動車ダミー
ワゴン・ミニバン・SUV
ダミー
最寄鉄道駅までの距
離
最寄バス停までの距
離
よく行くガソリンスタン
ドまでの距離
年齢20歳代ダミー
年齢65歳以上ダミー
配偶者と同居ダミー
子と同居ダミー
親と同居ダミー
持家ダミー
戸建住宅ダミー
年齢20歳代ダミー .011 .021 .072 *** .016 .105 ***
年齢65歳以上ダミー -.060 *** -.024 -.081 *** -.020 -.070 ***
配偶者と同居ダミー -.025 .034 .009 .049 ** .142 ***
子と同居ダミー .047 ** -.013 -.025 -.036 * .158 ***
親と同居ダミー .018 .021 .005 .034 * .224 ***
持家ダミー -.049 * -.064 ** -.073 *** -.083 *** .030
戸建住宅ダミー .059 ** .030 .010 -.006 .190 ***
最寄鉄道駅までの距離 .140 *** -.010 .050 ** -.008 .138 ***
最寄バス停までの距離 .052 ** .012 .089 *** .042 * .028
よく行くGSまでの距離 -.001 -.054 ** -.019 -.064 *** .050 **
軽自動車ダミー .050 *** -.245 *** -.108 *** -.285 *** .086 ***
ワゴン・ミニバン・SUVダミー -.063 *** .072 *** .029 .127 *** -.005
世帯内保有台数 .155 *** -.073 *** .095 *** -.050
自由度調整済みR2乗値 .091 .088 .049 .137 .241
F値 18.309 16.848 9.926 26.043 61.990
p値 .000 .000 .000 .000 .000
　***:p<0.001,　**:p<0.01,　*:p<0.05
目的変数
説
明
変
数
個人・世
帯属性
居住地属
性
車両属性
回帰式
―
短距離(100km未満/
日）利用頻度
長距離(100km以上/
日）利用頻度
年間走行距離
1日当たりの最長走行
距離(100km/日以上）
世帯内保有台数
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7.5. 地域分類の作成 
7.5.1.  EV の地域別普及可能性の考え方 
 EV の地域別普及可能性は、2 節(2)で詳述した通り、EV の特性に適合する車両の、地域
別の分布状況から考察する。広域での地域間比較を容易にするため、地域類型を作成し、
環境が類似する地域を集約する。類似の環境下では、自家用車利用も共通の傾向があると
考える。各地域が、その特性からどの類型に属するか示せば、地域類型別に普及可能性を
論じることができる。ケーススタディの対象地域は、連続した都市圏として関東圏（茨城、
栃木、群馬、千葉、埼玉、東京、神奈川）とする。地方都市の地域特性を有する北関東 3
県を含むことで、地域特性による差異を明確にしうるよう考慮した。 
  
7.5.2. 地域分類の考え方 
分類の容易さ・普遍性の担保から、地域単位の既存統計データを使用することを基本と
する。地域単位は、約 1km 四方の 3 次メッシュとする。その理由は、概ね徒歩圏程度の
環境によって、日常的な移動における、手段選択や利用頻度が変わるのではないかと考え
られ、また、面積単位を一律とすることで、地域間比較が容易となるからである。 
地域類型の定義に用いる地域特性の指標は、4 節で規定要因として特定された項目と、
先行研究をもとに設定する。4 節では、個人・世帯属性、居住地特性、車両属性、いずれ
の項目においても、自家用車の利用との関連が認められた。すなわち、自家用車の利用は、
車を使用する「人や世帯」、住んでいる「場所」の状況、及び「車」の状況による差異があ
ると考えられる。本研究の地域類型は、これらの属性を示すデータから、仮説的に自家用
車の利用状況の差異を明確に示す地域類型の作成を試みようとするものである。しかし、
わが国の 3 次メッシュ統計には、世帯当たり自家用車保有台数や車種等の自家用車の保有
に関する統計は整備されていない(6)。したがって、本章では、データの信頼性や簡便性か
ら、既存統計から入手可能な「個人・世帯属性」と「居住地特性」に対象を絞り、2 種類
の地域類型を作成する。 
2 種類の地域類型を作成する理由は、次の通りである。先行研究 14)で、環境要因の自家
用車利用への影響は、個人・世帯属性に比べて小さいことが指摘されている。また、わが
国は、地方都市でも一定水準で交通インフラが整備されている。両指標を同時に使用して
地域類型を作成すると、交通インフラ水準の異なる類型が出現しにくくなり、利用データ
のサンプル数に対して、類型数が多くなりすぎてしまう懸念がある。 
また、地域類型は使用データや分類方法により、様々な類型が作成可能である。類型間
の相対的な比較により、地域的な差異を示すこととなり、「A 類型の地域では、毎日利用さ
れる車両が 80％ある」というような、絶対的な水準を示すものではない。そのため、異な
るタイプの地域類型を作成して比較するほうが、作成した地域類型の妥当性を検証するこ
とができると考える。 
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7.5.3. 地域分類の作成 
地域分類の作成方法と手順について、類型別に述べる。 
1)交通インフラの整備水準に基づく類型 
交通インフラの整備水準に基づく類型を「交通インフラ水準類型」と命名する。ベース
のメッシュデータは「国土数値情報 道路密度・道路延長メッシュデータ」の首都圏デー
タ(7)である。関東圏内で、道路総延長が 0 ではない 26,815 メッシュを用いて、3 次メッシ
ュ単位での「交通インフラ水準」の類型を作成する。交通インフラの整備水準が高ければ、
交通利便性が高い地域であると考える。 
自家用車の利便性を考えると、幅員が狭い道路は利便性が低く、幅員が広い幹線道路が
近くにあれば長距離に使用する際の利便性は高まる。生活道路や幹線道路の密度によって
自家用車の利便性は影響されるとし、幅員別データを使用する。幹線交通の利便性として
「幅員 13m 以上道路延長」、生活道路の利便性として「幅員 5.5 以上 13m 未満道路延長」
を使用する。 
これに、公共交通の利便性として国土数値情報平成 20 年度バス停留所データから「バス
停密度(メッシュ当たりバス停数)」、同鉄道データから「鉄道駅密度(メッシュ当たり鉄道駅
数)」、同 GS 位置データから「GS 密度」を加えた。 
以上の変数を用いてクラスター分析(平方ユークリッド距離を用いた Ward 法による連
結)を行った結果、5 つの類型が得られた(表 7-3)。 
各類型の特徴を表 7-4 に示す。「類型 1」は、生活道路・幹線道路ともに道路密度が高い
うえに、鉄道駅・バス停も近く、最も交通の便がよい。「類型 5」は、道路密度・バス停密
度も低く、鉄道駅もなく、最も交通の便が悪い。中間水準の類型では、「類型 2」は、幹線
交通が便利で生活道路と鉄道駅の整備水準が中間的、「類型 3」は幹線交通は不便だが、生
活交通・バス・GS 水準は中間的、「類型 4」は、バスと生活道路が中間的である。 
表 7-3 交通インフラ水準類型(クラスター分析結果) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
幅員13m以上
道路延長
(km)
幅員5.5m以
上13m未満道
路延長(km)
ガソリン
スタンド
数
鉄道駅数 バス停数
全体 平均値 263 1,682 .60 .15 2.84
標準偏差 798 1,762 1.200 .665 4.137
メッシュ数 最小値 0 0 0 0 0
26815 最大値 11,423 20,016 14 22 63
類型1 平均値 1,827 6,422 2.79 1.09 10.20
標準偏差 1,772 2,263 2.250 2.102 6.326
メッシュ数 最小値 0 648 0 0 0
1387 最大値 11,423 20,016 14 22 63
類型2 平均値 2,017 1,666 1.06 .22 4.01
標準偏差 835 1,020 1.340 .730 4.242
メッシュ数 最小値 296 0 0 0 0
2014 最大値 5,692 3,894 10 12 29
類型3 平均値 79 3,943 1.47 .33 6.82
標準偏差 250 791 1.547 .743 5.174
メッシュ数 最小値 0 2,921 0 0 0
3162 最大値 1,421 6,071 12 11 35
類型4 平均値 16 1,538 .39 .07 2.28
標準偏差 95 642 .774 .313 2.775
メッシュ数 最小値 0 474 0 0 0
12888 最大値 1,132 3,158 8 8 32
類型5 平均値 1 75 .04 .01 .41
標準偏差 13 135 .218 .120 1.026
メッシュ数 最小値 0 0 0 0 0
7364 最大値 368 474 3 3 16
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表 7-4 交通インフラ類型の特徴 
 
 
 
 
 
凡例：×(不便)→▲(やや不便)→○(やや便利)→◎(便利) 
 
2)居住状況に基づく類型 
 居住状況に基づく類型を「居住類型」と命名する。ベースのメッシュデータは、国勢調
査平成 22 年メッシュ統計である。使用メッシュはメッシュ当たり総人口が 0 ではない
22,025 メッシュである(7)。 
居住状況の地域特性を示す変数として、国勢調査データの人口、世帯数、75 歳以上人口
比率、単身世帯率、持ち家率、戸建率、経済センサス平成 21 年メッシュ統計の事業所数
を使用する。地域特性として、都市部では、人口が集積し、単身世帯率が高い、就業の場
としての事業所の集積がある、地方部では、高齢化率が高く、持家率・戸建住宅率が高い
等を想定する。 
以上の変数を用いて、居住の特徴を示す、都市部から郊外、地方部へと広がる地域類型
を作成する。クラスター分析(平方ユークリッド距離を用いた Ward 法による連結)を行っ
た結果、5 つの類型が得られた(表 7-5)。 
各類型の特徴を表 7-6 に示す。「類型 A」では人口・事業所が集積し、単身世帯率が高く、
持家率・戸建率が低い。「類型 B」及び「類型 C」は、持家率・戸建率、人口・事業所の集
積が中間程度で、単身世帯率が低い。「類型 D」及び「類型 E」は人口や事業所の集積が
少ないが、持家率や戸建住宅率、高齢化率が高く、特に「類型 E」でその程度が著しい。 
 
表 7-5 居住類型(クラスター分析結果) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
類型1 類型2 類型3 類型4 類型5
幹線交通 ◎ ◎ × × ×
生活交通 ◎ ▲ ○ ▲ ×
ガソリン
スタンド ◎ ○ ○ × ×
バス ◎ ○ ○ ▲ ×
鉄道 ◎ ▲ ▲ × ×
特徴
交通の便
がよい
幹線交通
が便利
生活交通・
GS・バスは
便利
バスと生活
道路が中
間的
交通の便
が悪い
利便性 高い 低い
事業所数
(件）
人口
(人)
世帯数
(世帯）
75歳以
上人口
比率(%)
単身
世帯率
(%)
持家率
(%)
戸建率
(%)
全体 平均値 84 1,932 823 14.6 21.8 84.0 84.5
標準偏差 265 3,831 1,846 10.5 14.4 18.8 23.3
メッシュ数 最小値 0 1 1 0 0 0 0
22,025 最大値 9,258 32,079 17,770 100 100 100 100
類型A 平均値 1,043 21,425 11,218 8.9 50.5 42.7 23.6
標準偏差 591 2,884 2,181 1.8 9.1 8.3 8.6
メッシュ数 最小値 267 17,016 7,121 3 24 19 1
279 最大値 5,071 32,079 17,770 15 70 66 49
類型B 平均値 579 13,820 6,413 8.4 40.0 51.5 32.9
標準偏差 653 1,769 1,216 2.1 10.1 11.3 13.7
メッシュ数 最小値 69 10,852 4,101 2 10 15 0
713 最大値 7,005 18,052 10,146 19 73 89 83
類型C 平均値 307 8,491 3,538 8.2 30.7 60.8 47.4
標準偏差 454 1,481 744 2.6 9.8 13.9 19.1
メッシュ数 最小値 37 5,505 2,200 1 9 0 0
1,266 最大値 9,258 11,447 5,946 20 73 96 98
類型D 平均値 161 3,672 1,455 8.8 27.2 66.7 64.9
標準偏差 251 1,137 507 3.7 10.1 15.3 19.8
メッシュ数 最小値 5 1,964 577 0 6 2 0
2,465 最大値 6,921 6,170 3,945 26 93 99 100
類型E 平均値 21 401 137 16.2 19.1 90.2 93.1
標準偏差 94 451 167 11.2 13.9 14.3 14.3
メッシュ数 最小値 0 1 1 0 0 0 0
17,302 最大値 7,696 2,114 1,246 100 100 100 100
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表 7-6 居住類型の特徴 
 
 
 
 
 
 
凡例：×(低い)→▲(やや低い)→○(やや高い)→◎(高い) 
 
3)各類型の特徴と差異 
作成した 2 種の類型は、カテゴリ数は同じ 5 つであるが、空間的な分布に差異がある。
交通インフラ類型では、地方都市から山間部・沿岸部と広範囲にわたり、「類型 1～5」が
分布している(図 7-6)。これは、わが国は都心から離れた地方都市においても、公共交通が
整備され、一定の道路整備水準が担保されていることを示している。「類型 1」は都心と地
方中心都市に、「類型 2」及び「類型 3」は「類型 1」 の周辺部を取り巻くように位置して
いる。また、「類型 4」が山間部・沿岸部に広く分布していることから、人口密度が低い地
域においても、生活道路は整備されていることが明らかである。 
一方、居住類型をみると、人口集積が進む都市型の「類型 A」が、東京都心部、神奈川
大都市部等に位置し、その外縁部に「類型 B」、さらに外側に「類型 C」が分布している(図
7-7)。「類型 D」が、都心から離れたエリアに点在しており、これが地方都市の中心的市街
地を示していると考えられる。 
居住類型は、都心に位置する「類型 A」を中心核、周辺の「類型 D」を小さな核として、
都心から外縁に向かって分布しているのに対し、交通インフラ類型は、都心を核として、
地方都市に放射状に連なるように、交通利便性の高い「類型 1」が分布していることがわ
かる。 
 
図 7-6 交通インフラ類型の地理的分布    図 7-7 居住類型の地理的分布 
類型A 類型B 類型C 類型D 類型E
事業所 ◎ ○ ▲ ▲ ×
人口 ◎ ○ ▲ × ×
世帯 ◎ ○ ▲ × ×
高齢化 ▲ ▲ ▲ ▲ ◎
単身化 ◎ ○ ▲ ▲ ×
持家 × ▲ ○ ○ ◎
戸建 × × ▲ ○ ◎
立地 都心部 近郊外 遠郊外 地方都市 地方部
居住集積度 高い 低い
類型1
類型2
類型3
類型4
類型5
類型A
類型B
類型C
類型D
類型E
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7.6. 地域類型別のEV の普及可能性 
7.6.1. 地域類型別の回答者分布と自家用車保有の特徴 
本章では、5 節で作成した地域類型を用いて、類型別の自家用車利用の特徴をみる。EV
に適合する車両の分布から、地域類型別の EV の普及可能性を考察する。 
分析に使用する関東 7 都県の回答者は、883 サンプル(10)で地理的分布は図 7-8 の通りで
ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-8 回答者の地理的分布(世帯内保有台数別) 
交通インフラ類型では、都心部や地方都市中心部などの鉄道・公共交通のインフラ水準
が高い「類型 1」、生活交通の利便性は高いが鉄道や幹線交通の利便性が低い「類型 3」、
バスと生活交通が中間水準の類型 4 がそれぞれ 3 割となっている（表 7-7）。「類型 5」の
最もインフラ水準が低い地域は、そもそも道路の整備水準が低く居住者数が少ないことか
ら回答者も 3%と少ないと考えられる。 
居住類型は、人口が集積する都市部に位置する「類型 A」が 8%と最も少なく、その他の
「類型 B～D」はそれぞれ 2~3 割弱と、ほぼ同率で分布している（表 7-8）。 
 
表 7-7 交通インフラ類型の回答者分布 
 
 
 
 
 
表 7-8 居住類型の回答者分布 
 
 
 
類型 構成比
類型1(交通利便性高い) 27%
類型2 13%
類型3 29%
類型4 27%
類型5(交通利便性低い) 3%
計 100%
類型 構成比
類型A(都心部) 8%
類型B(近郊外) 21%
類型C(遠郊外) 26%
類型D(地方中心都市) 26%
類型E(地方部) 19%
計 100%
３台以上保有
２台保有
１台保有
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次節からの分析においては、交通インフラ「類型 5(構成比 3％)」及び居住「類型 A(同 8％)」
は、該当数が少ない類型であることに留意する。 
次に、2 種の地域類型と、「世帯内保有台数」及び「車種」のクロス集計及びカイ二乗検
定を行い、類型別の保有状況の差異と特徴をみる。いずれも、統計的に有意な差が認めら
れた。 
交通インフラ類型では、「類型 2～4」については、顕著な差異はみられないが、交通イ
ンフラ水準が高い「類型１」で１台保有が多く(図 7-6)、「軽自動車・軽ワゴン」が少ない
（図 7-7）。「類型 5」では、複数台保有が多く、「軽自動車・軽ワゴン」が多い、という特
徴が示された。 
居住類型では、都心部の「類型 A」では「１台保有」が 9 割以上とほとんどであり、近
郊外・遠郊外から山間・沿岸地域などを含む地方部になるほど、複数台保有が多くなる。
（図 7-8）。車種は「類型 D」、「類型 E」で、「軽自動車・軽ワゴン」が多い傾向がある（図
7-9）。 
以上から、世帯内保有台数と保有車両の車種は、地域類型による差異が確認された。両
者は、地域特性による影響を受けていると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-6 交通インフラ類型別保有台数(p<0.001) 
 
 
 
 
 
 
図 7-7 交通インフラ類型別車種(p<0.1) 
 
 
 
 
 
 
図 7-8 居住類型別保有台数(p<0.001) 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
類型E(n=166)
類型D(n=222)
類型C(n=237)
類型B(n=186)
類型A(n=72)
全体(n=883)
1台保有 2台保有 3台保有
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
類型5(n=25)
類型4(n=234)
類型3(n=259)
類型2(n=122)
類型1(n=243)
全体(n=883)
軽自動車・軽ワゴン 普通・小型車2000cc以下
普通車2000cc超 その他
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
類型5(n=25)
類型4(n=234)
類型3(n=259)
類型2(n=122)
類型1(n=243)
全体(n=883)
1台保有 2台保有 3台保有
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図 7-9 居住類型別車種(p<0.001) 
 
7.6.2. 地域類型別の自家用車利用の特徴 
本項では、交通インフラ類型、居住類型と、自家用車利用データのクロス集計及びカイ
二乗検定を行い、地域類型別の自家用車利用の特徴を述べる。 
1)交通インフラ水準と自家用車利用 
自家用車利用の全項目において、地域類型別での統計的に有意な差は認められず、作成
した地域類型では十分な説明ができなかった。そのため、参考にとどまるが、顕著な特徴
についてのみコメントする。 
年間走行距離では、交通インフラ水準が低い「類型 5」で、年間走行距離の長い車両が
多い傾向がある(図 7-10)。交通インフラ水準が著しく低い地域では、年間走行距離が長い
傾向があるが、それ以外の地域の車両には年間走行距離の差異がないことが推察される。 
短距離の利用頻度は、交通インフラ水準が高い「類型 1」で、利用頻度が少なく、イン
フラ水準が低くなるほど頻度も増加する(図 7-11)。 
長距離の利用頻度は、「類型 1」で長距離利用のない車両が少ない傾向があるが、その差
異はわずかである(図 7-12)。一定の公共交通の利便性が担保された「類型 2」、「類型 3」
でも 1 台保有者が多く、保有車両が 1 台であるため、長距離では、当該車両が使用される
ことを示している。 
１日当たりの最長走行距離は、交通インフラ水準が低い類型において、最長走行距離が
短い車両が多い傾向がある(図 7-16)。 
  
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
類型E(n=166)
類型D(n=222)
類型C(n=237)
類型B(n=186)
類型A(n=72)
全体(n=883)
軽自動車・軽ワゴン 普通・小型車2000cc以下
普通車2000cc超 その他
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図 7-10 交通インフラ類型別年間走行距離 
 
 
 
 
 
 
図 7-11  交通インフラ類型別短距離頻度 
 
 
 
 
 
 
図 7-12 交通インフラ類型別長距離利用頻度 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-13 交通インフラ類型別１日当たり最長走行距離 
 
2)居住状況と自家用車利用 
居住類型では、自家用車利用の全項目に統計的に有意な差が認められた。 
年間走行距離は、近郊外に位置する「類型 B」で最も短く、都市部と遠郊外が同程度、
「類型 D」、「類型 E」と地方都市や山間・沿岸部が長い(図 7-14)。短距離の利用頻度は、
都市部ほど頻度が少なく、地方部ほど頻度が多くなる。「類型 A」「類型 B」では、「週 5
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
類型5(n=25)
類型4(n=234)
類型3(n=259)
類型2(n=122)
類型1(n=243)
全体(n=883)
3,000km以下 6,000km以下 9,000km以下
12,000km以下 15,000km以下 15,000km超
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
類型5(n=25)
類型4(n=234)
類型3(n=259)
類型2(n=122)
類型1(n=243)
全体(n=883)
ほとんど使わない 月１日 月２～３日
週１～２日 週３～４日 週５日以上
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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日以上」の車両が 2 割程度であるのに対し、「類型 D」、「類型 E」では 6 割である(図 7-15)。 
長距離利用頻度では、「類型 A」の都市部の車両は長距離に使用しない車両は、ほとんど
なく、近郊外の「類型 B」、遠郊外の類型 C でも 1 割未満である。「月 1～年数回」までで
みると、「類型 A」から「類型 D」までのいずれの類型でも 5 割程度である(図 7-16)。 
1 日当たりの最長走行距離は、地方都市・地方部の「類型 D」「類型 E」の方が、都心部
の「類型 A」、近郊外の「類型 B」に比べて短い傾向がある(図 7-17)。 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-14 居住類型別年間走行距離(p<0.001) 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-15 居住類型別週当たり短距離頻度(p<0.001) 
 
 
 
 
 
 
図 7-16 居住類型別長距離利用頻度(p<0.05) 
 
 
 
 
 
 
図 7-17 居住類型別 1日当たり最長走行距離(p<0.05) 
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都市部で自家用車を保有している家庭では、通勤などの日常的な利用は多くないが、長
距離に利用しており、逆に時々長距離に利用するからこそ、自家用車を保有していると解
釈できる。 
以上を踏まえ、長距離利用の実態からみた、類型別の EV の普及可能性を述べる。1 日
当たり最長走行距離が「100km 以下」で考えると、地方部に広がる「類型 D」と「類型 E」
で約 2 割に対し、「類型 A～C」は 1 割と約半分である。「同 200km 以下」で考えると、「類
型 C～E」の遠郊外・地方都市・地方部で 4 割程度あり、都心部の類型 A よりも EV に適
合する車両の比率は高いことが推察される。加えて、「類型 D・E」は、年間走行距離が長
く、短距離頻度が多い車両もあり、経済的な優位性や充電利便性の点からみても、地方都
市・地方部で普及可能性が高いと考えられる。 
 
7.6.3. EV の普及可能性と普及策の示唆 
本項では、前節に示した EV 適合車両の地域別の分布を軸とし、EV の経済性や充電利便
性を加味して、EV の普及可能性を考察する。まず、「長距離での利用がない」か、利用さ
れていても「１日当たりの最長走行距離が EV の 1 充電当たり走行可能距離以内」の車両
（EV 適合車両の条件１）、次に、EV の経済的な優位性が高い、「年間走行距離が長い」車
両（同条件 2）で考える。 
軽自動車タイプ EV を想定した「1 日当たりの最長走行距離が 100km 以下の車両」と、
小型車タイプ EV を想定した「同 200km 以下の車両」について、居住類型別の分布をみ
る(表 7-9)。都心部の「類型 A」よりも、地方都市や地方部の「類型 D・E」の方が、EV
適合車両が全車両に占める割合は高く、「100km 以下」で 2 割、「200km 以下」で 4 割で
ある。しかし、このうち、EV の経済的な優位性が得られる、一定の年間走行距離がある
車両(本章では、年間走行距離 9,000km と想定(9))は、そのうちの半分以下に減少する。特
に、近郊外の「類型 B」では、年間走行距離が短い車両が多く、EV 適合車両の減少幅が
大きい。 
さらに、保有者自身による自宅への充電設備の設置が可能な、「持家・戸建住宅居住者」
の車両で考える(表 7-10)。都心部から近郊外では、0~4％程度まで減少する。最長走行距
離が短い「100km 以下の車両」は、地方部では 1 割程度あるが、都心部、近郊外、遠郊外、
地方中心都市のいずれも 0~2％とほとんど存在していない。「200km 以下の車両」で、「類
型 D」の地方中心都市で 10％、「類型 E」の地方部で 17％である。EV 適合車両の比率が
高く、EV 普及可能性が高い地域は、地方中心都市や地方部であり、車両の 1~2 割程度と
見込まれる。 
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表 7-9 居住類型別の EV適合車両の割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 7-10 居住類型別の持家・戸建住宅で、かつ EVに適合する車両の割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上に加え、長距離利用頻度が少なく、かつ複数台を保有する家庭では、家庭内のもう
１台のガソリン車を長距離に使用しうると仮定し、複数台保有世帯で、長距離利用頻度が
「年数回」の車両の分布を確認した。その結果、条件に合致した車両は、「類型 D」に 1%
存在するのみであり、上積みはほとんどないと考えられる。 
次に、EV の地域別の普及方策への示唆を述べる。 
都心部の車両では、長距離に利用する車両の比率が高く、1 日当たりの最長走行距離も
長い傾向がある。そのため、EV の 1 充電当たり走行可能距離による利便性の低下が生じ
る。また、年間走行距離が短く経済的な優位性が得られない、持家・戸建住宅の比率が低
く充電利便性が得られない等、最も EV 適合車両の比率が低い地域であると考えられる。
しかし、人口集積度が高く、保有台数ベースでは一定の車両数は見込まれる。集合住宅内
や賃貸駐車場での、日常的な充電環境の整備により、地域の充電利便性を高めることで、
普及可能性を高めることは可能である。 
近郊外・遠郊外でも、１日当たりの最長走行距離が短い車両の比率は、著しく増加する
わけではなく、都心部よりやや高い程度に留まる。持家・戸建住宅の条件を考慮すると、
EV 適合車両の比率はほぼ半減する。郊外部共通の普及促進策としては、まず、都心部同
様、充電利便性があげられる。郊外部には一定の事業所の集積があることから、勤務先で
の充電が可能となれば、普及可能性は高まるものと考えられる。さらに、近郊外では、年
軽自動車タイプ
EV想定
小型車タイプEV
想定
軽自動車タイプ
EV想定
小型車タイプEV
想定
100km以下 200km以下 100km以下 200km以下
類型A(n=72) 10% 31% 4% 10%
類型B(n=186) 13% 30% 1% 4%
類型C(n=237) 14% 37% 3% 10%
類型D(n=222) 19% 43% 3% 14%
類型E(n=166) 21% 46% 8% 20%
全体(n=883) 16% 38% 4% 11%
EVの走行可能距離による利便性の低下がない車両
EVの場合、ガソリン車よりも経済
的なメリットが得られる車両
総数
うち、年間走行距離が
9,000km超
軽自動車タイプ
EV想定
小型車タイプEV
想定
軽自動車タイプ
EV想定
小型車タイプEV
想定
100km以下 200km以下 100km以下 200km以下
類型A(n=72) 3% 15% 1% 4%
類型B(n=186) 8% 18% 0% 2%
類型C(n=237) 8% 22% 2% 6%
類型D(n=222) 13% 28% 2% 10%
類型E(n=166) 20% 37% 8% 17%
全体(n=883) 11% 25% 2% 8%
EVの場合、ガソリン車よりも経済
的なメリットが得られる車両
EVの走行可能距離による利便性の低下がない車両
自宅充電が可能な車両
総数
うち、年間走行距離が
9,000km超
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間走行距離の短さが制約となり、EV 適合車両の比率の減少幅が、遠郊外よりも大きいこ
とから、同じ郊外部でも、地域の状況を見極め、経済的な支援との組み合わせも重要とな
ると考えられる。 
地方都市・地方部では、複数台保有車両が多く、長距離に使用しない車両が 4 割程度存
在している。自宅が持家・戸建住宅の場合も多く、自宅充電のメリットも得られる。しか
し、すべての車両の年間走行距離が長いわけではない。複数台保有者は軽自動車が多く、
経済性が重視されると考えられるが、年間走行距離は長くなく、EV に移行して経済的な
メリット得られる車両は少ない。ガソリン車の軽自動車と同等の費用負担で保有・維持可
能となるよう、経済的な支援策の効果があると考えられる。 
7.7. 本章のまとめ 
 本章では、自家用車の利用実態と、それらを規定する要因を特定し、関東圏を対象に作
成した地域類型を用いて、地域類型別の自家用車利用の比較分析を行った。EV の走行可
能距離の制約だけでなく、経済性や充電利便性がもたらす影響をみることで、地域別の普
及方策の検討に資する知見を得た。 
3・4 節の分析により、自家用車の利用について、１日当たり 100km 以上の長距離移動、
100km 未満の短距離移動、それぞれの利用頻度、１日当たり最長走行距離、年間走行距離
の実態を、世帯内の保有台数別に明らかにした。自家用車の保有台数や年間走行距離、１
日当たりの最長走行距離は、世帯・個人属性と居住地特性や車両属性などの影響をうける。
一方、利用頻度は、長距離では年齢と鉄道の利便性、短距離では世帯属性よりも居住地特
性・車両属性による影響をうけると考えられる。また、本研究では考慮していないが、自
家用車の利用においては、保有者や運転者の価値観やライフスタイル等による影響も想定
される。本研究で実施した調査では、運転者の環境意識・消費志向に関するデータも収集
しており、自家用車の使い方への影響は今後の課題である。さらには、世帯内保有台数別
の車種ごとの利用の差異、抽出された自家用車利用の規定要因の論証、地域類型ごとに自
家用車利用と規定要因等の詳細分析を行うなど、今後、分析の深化を図ることとする。 
 5・6 節のケーススタディでは、関東圏という広域を対象として、1km メッシュという
ミクロな地域単位で、独自に作成した地域類型により、地域別の自家用車の保有と利用の
実態を明らかにすることができた。地域類型は、交通インフラの整備水準を指標とする「交
通インフラ水準類型」よりも、人口や住宅等の居住状況による「居住類型」の方が、自家
用車の利用や保有の地域性を示すことができる。地域別の自家用車の保有や利用を明らか
にするために、有用な類型手法であると考える。 
作成した地域類型を用い、EV の走行可能距離や経済的な優位性、充電利便性の条件を
総合的に分析した結果、EV 適合車両の比率は、地方中心都市で 1 割、地方部 2 割程度と
推定された。近郊外・外郊外と都心から外縁部にいくほど、EV 適合車両の比率が高まる
傾向があると考えられる。 
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7.8. EV の普及可能性についてのまとめ 
5 章では、航続距離を条件とした場合と、費用を条件とした場合の購入選好の規定要因
は異なることが明らかとなった。また、性別、保有台数別のサブグループ別の分析でも、
それぞれ規定要因は異なることが示唆された。 
距離選好、費用選好に共通する規定要因は、年齢、消費性向・環境意識であり、同居家
族構成や居住地特性については、男女差、保有台数別の差があると考えられる。年齢が高
いほど、距離選好も費用選好も購入選好は強くなる。また、消費性向ではイノベーター・
エコ意識を有する方が、購入選好は強い。 
EV のユーザーとして想定される、「女性」、「複数台保有者」については、男女差、保有
台数の差がみられる規定要因を明らかにすることができた。 
距離選好では、保有車両が軽自動車であることや、１日当たりの最長走行距離が短いこ
とが影響する。これは、EV の航続距離の短さを考慮していることを示している。普及可
能性では、年間走行距離や１日当たり平均走行距離でなく、１日当たりの最長走行距離を
考慮する必要がある。費用選好では、年間走行距離が長い方が購入選好が強く、維持費の
安さが EV の利点として受け止められている結果と考えられる。 
居住地の特性として「バス停までの距離」と「ガソリンスタンドまでの距離」について
みた結果、「バス停までの距離が近い」方が「遠い」人より距離選好が強い傾向があった。
女性と１台保有者、２台保有者ではバスの利便性が高いほど費用選好が強い。これは、１
台保有者・2 台保有者と共通であることから、都市部居住者の傾向とも考えられるが十分
な検証に至らなかった。 
6 章では、EV の自宅充電の環境確保の可能性を明らかにした。自家用車を保有する世
帯の車両の駐車環境と、EV の充電に対する意識に基づき、自宅充電の利便性を低下させ
る要因の有無を、物理的・心理的側面から検証した。特に、住居形態による差異に着目し
て分析した。 
物理的側面として、駐車環境を分析した結果、EV の充電において、夜間や雨天時でも
利便性が担保される車両は、全体の 3 割程度にとどまり、保有車両ベースではあまり多く
ないものと考えられる。屋根も灯りもない、露天型の駐車場が多く、夜間充電の灯りの問
題よりも、雨天時の不便さの問題の方が大きいことが示唆された。 
心理的側面からみると、ほとんどの人には、充電器設置・急速充電器の使用の双方が容
認されると考えられ、これらは EV 普及の大きな阻害要因にはならないと推察される。 
7 章では、5 章の分析により EV の購入選好に影響する自家用車の利用実態に着目して
分析を行った。利用を規定する要因を特定し、関東圏を対象に作成した地域類型を用いて、
地域類型別の自家用車利用の比較分析を行った。EV の走行可能距離の制約だけでなく、
車両の年間走行距離による経済性や、6 章で検証した物理的な自宅の充電環境の利便性（自
宅の所有形態）がもたらす影響をみることで、地域別の普及方策の検討に資する知見を得
ることができた。 
自家用車の保有台数や年間走行距離、１日当たりの最長走行距離は、世帯・個人属性と
居住地特性や車両属性などの影響をうける。一方、利用頻度は、長距離では年齢と鉄道の
利便性、短距離では世帯属性よりも居住地特性・車両属性による影響をうけると考えられ
151 
 
る。ケーススタディでは、関東圏という広域を対象として、1km メッシュというミクロな
地域単位で、独自に作成した地域類型により、地域別の自家用車の保有と利用の実態を明
らかにすることができた。地域類型は、交通インフラの整備水準を指標とする「交通イン
フラ水準類型」よりも、人口や住宅等の居住状況による「居住類型」の方が、自家用車の
利用や保有の地域性を示すことができる。地域別の自家用車の保有や利用を明らかにする
ために、有用な類型手法であると考える。 
関東圏をケーススタディ地域として作成した地域類型を用い、EV の走行可能距離や経
済的な優位性、充電利便性の条件を総合的に分析した結果、EV 適合車両の比率は、関東
圏の地方中心都市（たとえば、）に多い地域類型 D（人口や事業所の集積がやや少なく、
持家率や戸建住宅率、高齢化率がやや高い地域）」で 1 割、地方部に多い地域類型 E（人
口や事業所の集積が少なく、持家率や戸建住宅率、高齢化率が高い地域）」で 2 割程度と
推定された。類型 D、類型 E は、近郊外・外郊外と都心から外延部にいくほど多く分布し
ており、EV 適合車両の比率が高まる傾向があると考えられる。 
 
■補注 
(1)本研究では、環境対策の観点から、CO2排出量の少ない蓄電池のみで走行する EV を対象とし、プラグイン
ハイブリッド車は考慮していない。 
(2)経済産業省のモデル事業として、2010 年 12 月までに栃木、埼玉、東京、神奈川等 18 都府県が「EV・PHV
マスタープラン」を策定し、EV の導入や充電インフラの整備、普及啓発等に取り組んでいる。 
(3)本研究では、EV 適合車両の条件は、調査時点での量産型 EV の性能・価格等に基づき設定している。しか
し、例えば、公共的な充電インフラの整備により、出先での充電利便性が高まるなど、将来のシナリオによ
り、EV の航続距離や住宅形態による制約は緩和される可能性がある。そのため、条件の組み合わせにより、
潜在的に EV に移行する可能性のある車両の、存在比率の幅を示すこととしている。これらの EV 適合車両
の存在比率により推定される、各条件の EV 普及の制約としてのインパクトの大きさに基づき、普及策を考
察している。ただし、条件の順序性や EV への移行可能性の重みは、本稿では検討しておらず、今後の課題
とする。 
(4)回収サンプルのうち、1)回答者自身が主に運転する車両で、2)10 年以内に買い替え予定がある車両で、主に
運転する車両が複数台あるサンプルは、3)年間走行距離が長い車両のデータのみを使用する。本研究の自家
用車利用データは、運転者の申告データとなるため、1)の条件により、回答者自身がより正確に利用実態を
把握している車両に限定した。2)買い替え予定のある車両データのみを対象としている理由は、本研究の範
囲ではないが、別途 EV の購入選好に関する分析を行っており、消費選好からみた普及可能性との比較検証
を行うため、使用データの統一化を図ったものである。さらに、回答者属性との比較も行うため、3)の条件
により、1 回答者につき 1 台のデータのみ使用した。また、「年間走行距離が 100,000km 以上」及び「長距
離利用あり」と回答していても「過去 5 年以内の 1 日当たり最長走行距離が 100km 未満」のサンプルはエ
ラーとして除外した。 
(5)属性からみた母集団の特徴としては、性別は男性が多い(H17 年国勢調査の 49％)、年齢では若年層と 65 歳
以上高齢者が少なく40歳代の回答者が多い(H17年国勢調査の20-79歳人口に占める20歳代の比率は16％、
40 歳代は 16％、65 歳-79 歳の比率は 20％)・持家・戸建率が 7 割と高い(H20 年住宅土地統計調査では全国
水準は 56％)、単身世帯 1 割と少ない(全国水準は H17 国勢調査では 32％)点があげられる。居住地分布は国
勢調査の人口分布とは異なるが、登録自動車数の都道府県別構成比とほぼ同じである。 
(6)世帯内保有台数別に車種をみると、2 台・3 台以上保有者では「普通・小型自動車(2000cc 以下)」のシェア
が 10 ポイント低く、「軽自動車・軽ワゴン」のシェアが 10 ポイント高い。すなわち、「軽自動車・軽ワゴン」
は、複数台保有世帯の保有率が高い傾向がある。このように、世帯内保有台によって、保有する車両の車種
が異なり、利用実態の差異となっていることも考えられる。たとえば、「年間走行距離」は、「軽自動車・軽
ワゴン」及び「普通自動車 2000cc 超」では差異はないが、「ワゴン・ミニバン・SUV」と「普通小型自動車
(2000cc 以下)」では、世帯内保有台数が多い車両で、長い傾向が確認された。しかし、3 章は、自家用車の
利用実態について 4 章以降で用いるデータの概要と特徴を示すことを目的としているため、保有台数別の車
種ごとの利用の差異まで考慮した分析は今後の課題とする。 
(7)本研究で用いる自家用車のデータは、走行記録などの実測値ではなく、アンケート調査による主運転者の主
観的な評価値であること、選択肢による調査で、「以下・以上」等の上限・下限を設定した設問が含まれるこ
とから、変数はすべて順序のあるカテゴリーデータとして扱うこととする。 
(8)例えば、有賀他(2013)15)は、将来の都市構造のあり方を議論する上で、小地域単位で自家用車利用・保有を
説明することの重要性を指摘しており、3 次メッシュ単位での自動車保有台数や自動車手段分担率（通勤・
通学、買い物）の推計を行っている。 
(9)1 次メッシュコードは、5538~5540、5438~5540、5338~5340、5238~5240。 
(10)アンケート回答者の居住地は、郵便番号で回答を得ている。アンケート統合データと地域類型の統合は次の
通りである。まず、回答者の郵便番号をマイクロソフト社により提供されている郵便番号辞書 (2013 年 5 
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月版)を用いて住所に変換する。次に、東京大学空間情報科学研究センターのウェブサイトのアドレスマッチ
ングサービスで座標データを得る。最後に、ArcGIS でそれぞれの地域類型メッシュ地図にアンケート回答
者をプロットした後空間結合し、両類型のコードを取り込んでいる。 
(11)土屋他 10)では、車両価格とランニングコスト(EV では電気代、ガソリン車ではガソリン代)で考えた場合、
小型車クラスで EV の方がガソリン車よりも総費用が安くなるのは、年間走行距離 8,000km で試算されてい
る。本研究では、近年の購入補助額の減額や電気料金等を考慮し、9,000km とした。 
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第8章 むすび 
8.1. 本研究のまとめ 
本研究は、低炭素・持続可能な都市・まちづくりの主要な施策として位置づけられるス
マートシティの形成要件を明らかにすることを目的とし、その実現方策として、「SH」及
び「EV」の普及可能性について分析した。 
まず、第 2 章では、環境都市の形成を目的とした環境施策の変遷を概観した。その結果、
現在は、二酸化炭素排出量削減・低炭素化促進の観点から、エネルギーを重視したスマー
トシティ・スマートコミュニティ等の取り組みが見られていること、個人住宅への再生可
能エネルギーの導入や交通対策との連動した取り組みが特徴であることが明らかとなった。 
SH の普及可能性については、まず、第 3 章では、SH の普及に関連する基礎データや、
SH 以前に、官民により普及推進が図られてきた環境共生型住宅について動向を明らかに
し、4 章では SH 購入者の行動とその規定要因を明らかにした。 
第 4 章では、八王子・多摩地域の戸建分譲住宅の購入者を対象に、エネルギー性能に優
れた環境配慮型住宅の購入行動を明らかにした。購入された住宅のエネルギー設備の導入
状況から SH を定義し、その購入行動に影響する要因として、環境・消費志向に着目した。
その結果、SH は、共働き世帯や世帯規模などの経済的なメリットがある属性と、日常的
に環境行動を実践する、高い環境意識を有する消費者層で購入される傾向がある。実際の
住宅購入行動においても、経済性が重視されることが確認された。八王子・多摩地域の戸
建住宅購入者には、住宅及び居住地選択において、生活面の利便性に比べて、自然環境や
街並み等を重視する傾向もあるが、蓄エネ設備の普及は進んでいない。現時点で、SH の
消費者層が限定的であることを踏まえると、今後の住宅用エネルギー設備及び SH の普及
には、依然として、経済性も担保していくことが重要である。 
後半は、2011 年 1 月に実施した意識調査結果を用いて、家庭用としての EV の普及可
能性について、5 章では EV の購入選好、6 章では自宅における充電環境確保の可能性、7
章では、購入選好の規定要因である自家用車の利用実態と充電環境を考慮した地域別の普
及ポテンシャルを検証している。 
5 章では、航続距離を条件とした場合と、費用を条件とした場合の購入選好の規定要因
は異なることが明らかとなった。また、性別、保有台数別のサブグループ別の分析でも、
それぞれ規定要因は異なることが示唆された。 
距離選好、費用選好に共通する規定要因は、年齢、消費性向・環境意識であり、同居家
族構成や居住地特性については、男女差、保有台数別の差があると考えられる。年齢が高
いほど、距離選好も費用選好も購入選好は強くなる。また、消費性向ではイノベーター・
エコ意識を有する方が、購入選好は強い。 
EV のユーザーとして想定される、「女性」、「複数台保有者」については、今回の分析
では、男女差、保有台数の差がみられる規定要因を明らかにすることができた。 
距離選好では、保有車両が軽自動車であることや、１日当たりの最長走行距離が短いこ
とが影響する。これは、EV の航続距離の短さを考慮していることを示している。普及可
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能性では、年間走行距離や１日当たり平均走行距離でなく、１日当たりの最長走行距離を
考慮する必要がある。費用選好では、年間走行距離が長い方が購入選好が強く、維持費の
安さが EV の利点として受け止められている結果と考えられる。 
居住地の特性として「バス停までの距離」と「ガソリンスタンドまでの距離」について
みた結果、「バス停までの距離が近い」方が「遠い」人より距離選好が強い傾向があった。
女性と１台保有者、２台保有者ではバスの利便性が高いほど費用選好が強い。これは、１
台保有者・2 台保有者と共通であることから、都市部居住者の傾向とも考えられるが十分
な検証に至らなかった。 
6 章では、EV の自宅充電の環境確保の可能性を明らかにした。自家用車を保有する世
帯の車両の駐車環境と、EV の充電に対する意識に基づき、自宅充電の利便性を低下させ
る要因の有無を、物理的・心理的側面から検証した。特に、住居形態による差異に着目し
て分析した。 
物理的側面として、駐車環境を分析した結果、EV の充電において、夜間や雨天時でも
利便性が担保される車両は、全体の 3 割程度にとどまり、保有車両ベースではあまり多く
ないものと考えられる。 
屋根も灯りもない、露点型の駐車場が多く、夜間充電の灯りの問題よりも、雨天時の不
便さの問題の方が大きいことが示唆された。 
また、コンセントから駐車区画までの距離の実態分析結果より、5m 以上離れている車
両は 2 割にとどまり、ケーブルの取り回しに関しては大きな障害とならない。 
心理的側面からみると、ほとんどの人には、充電器設置・急速充電器の使用の双方が容
認されると考えられ、これらは EV 普及の大きな阻害要因にはならないと推察される。 
7 章では、自家用車の利用実態と、それらを規定する要因を特定し、関東圏を対象に作
成した地域類型を用いて、地域類型別の自家用車利用の比較分析を行った。EV の走行可
能距離の制約だけでなく、経済性や充電利便性がもたらす影響をみることで、地域別の普
及方策の検討に資する知見を得ることができた。 
自家用車の保有台数や年間走行距離、１日当たりの最長走行距離は、世帯・個人属性と
居住地特性や車両属性などの影響をうける。一方、利用頻度は、長距離では年齢と鉄道の
利便性、短距離では世帯属性よりも居住地特性・車両属性による影響をうけると考えられ
る。ケーススタディでは、関東圏という広域を対象として、1km メッシュというミクロな
地域単位で、独自に作成した地域類型により、地域別の自家用車の保有と利用の実態を明
らかにすることができた。地域類型は、交通インフラの整備水準を指標とする「交通イン
フラ水準類型」よりも、人口や住宅等の居住状況による「居住類型」の方が、自家用車の
利用や保有の地域性を示すことができる。地域別の自家用車の保有や利用を明らかにする
ために、有用な類型手法であると考える。 
作成した地域類型を用い、EV の走行可能距離や経済的な優位性、充電利便性の条件を
総合的に分析した結果、EV 適合車両の比率は、空間的な分布では地方都市に多い類型 D
（人口や事業所の集積がやや少なく、持家率や戸建住宅率、高齢化率がやや高い地域））の
地域で 1 割、地方部に多い類型 E（人口や事業所の集積が少なく、持家率や戸建住宅率、
高齢化率が高い地域）で 2 割程度と推定された。近郊外・外郊外と都心から外延部にいく
ほど類型 D、類型 E の地域特性を有する地域が多くなることから、EV 適合車両の比率も
155 
 
高くなると考えられる。 
 
8.2. スマートシティ形成の要件 
 
スマートシティにおいて、SH、EV は、それぞれがエネルギー消費量の削減・クリーン
化に貢献するだけでなく、SH で各家庭でのエネルギーマネジメント機能により、電力需
給調整機能を、EV は電力需給調整の緩衝材としての蓄電機能を担うことも可能であり、
都市スケール、地域スケールでの省エネルギー化が可能である。また、大規模な面的開発
も不要なことから、「点」であっても、一定規模で SH や EV が集積されれば、そのネット
ワーク化により既成市街地でのスマートシティ形成にも寄与する。SH と EV は電力貯蔵
機能については相互に補完しあうことが可能であり、創エネ・蓄エネ・省エネのどこを SH
や EV の両者で担えるのかをみることで、スマートシティ実現への方向性を整えられる（図
8-1）。今後、SH および EV の普及が期待されるポテンシャルが高い地域や、ターゲット
層が明らかになれば、効率的な電力・充電インフラの整備を行うことができ、普及を一層
後押しすることができる。 
 
 
図 8-1 SH 及び EV の普及層・普及地域 
 
SH 普及の観点からは、ターゲット層は「日常的に環境行動に取り組むレベルの、高い環
境意識がある」、居住者であること、住宅用エネルギー設備の導入効果がある「一定の家族
規模がある」世帯であることが条件となる。 
スマートシティ
SH（スマートハウス） EV（電気自動車）
創エネ 蓄エネ 省エネ
実現方策
持続可能な・低炭素都市
【世帯・個人属性からみた普及層】
・エネルギー需要大きくSHによる経済
的メリットがある
・エコ行動志向
【世帯・個人属性からみた普及層】
・高齢者層（購入選好）
・イノベーター・エコ志向（購入選好）
・世帯内に1台のみ保有する軽自動
車ユーザー（購入選好）
・戸建住宅（充電利便性）
【自家用車の利用からみ普及ポテ
ンシャル】
地方部が最も高く、次いで地方中心
都市
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EV 普及の観点からは、現時点で充電環境が確保できる「戸建住宅」であること、自家用
車の利用実態から EV への移行が期待されるのは、第 7 章でみた居住類型の類型 D、類型
E の出現率が高い地域、すなわち、地方部及び、地方中心都市である。 
 表 8-1、表 8-2 は、概ねの市域を示す 2 次メッシュごとに、A～E の居住類型の構成比を
みたものである。例えば、都心３区から世田谷区、中野区などの「東京都西部」に類型 A
が多い、「横浜西部」「横浜東部」から、横浜市は類型 B、類型 C が多いと読み取ることが
できる。これに、関東圏の自治体のうち、第 2 章でみた「最も力を入れている温暖化対策」
として、SH 施策、EV 施策、スマートシティ・低炭素都市施策（以下、SC 施策）を掲げ
ている自治体を表示している。関東圏の自治体では SH 施策に積極的に取り組む自治体は
多くなく、EV・PHV タウン構想を策定している神奈川県下の自治体で EV の普及に取り
組みがみられている。特に、小田原市、鎌倉市、箱根町などをはじめとする神奈川県南西
部では、類型 D、類型 E の出現率が高く、EV の普及が期待される。 
他の環境モデル都市等のモデル事業でも、スマートシティの実証は大都市部や地方中心
都市等で行われており、小規模都市や町村部では積極的に取り組まれていない。しかし、
EV の普及が見込まれる、地方中心都市や中小都市での展開に重点を置くべきであると考
える。 
人口集積が多い大都市での展開は、大規模住宅開発が多数取り組まれた類型 B または類
型 C の郊外部が期待される。しかし、EV の普及可能性は高くなく、蓄電池が普及しなけ
れば、スマートシティ形成は難しい。量的にはすでに一定の戸建住宅があることから、既
存住宅のスマートハウス化を重点的に進め、エネルギー設備の経済効果を見極めながら、
普及促進する仕組みが必要であると考えられる。 
集合住宅中心の住宅地では、各戸への蓄電池の設置は見込めず、また、賃貸・契約駐車
場ユーザーの多さから EV の普及も難しいと考えられる。特に、類型 C、D、E など戸建
住宅地の比率が高まる地域での重点的な展開が期待される。 
 
図 8-2 居住類型の地理的分布（再掲） 
類型A
類型B
類型C
類型D
類型E
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表 8-1 ２次メッシュ別居住類型構成比① 
 
注）2 次メッシュ（第２次地域区画、10ｋｍ×10km）の区画ごとに、居住類型の構成比
を示したもの。2 次メッシュ名より、概ねの市町村名を確認している。 
2次メッシュ区画名
（）は3次メッシュ数
類型A
都心部
類型B
近郊外
類型C
遠郊外
類型D
地方都市
類型E
地方部
SH施策 EV施策
スマートシ
ティ施策
東京西部(100) 64% 22% 9% 5% 0%
東京首部(99) 49% 31% 12% 3% 4%
東京西南部(104) 44% 38% 12% 4% 3%
川崎(102) 9% 61% 23% 7% 0%
赤羽(106) 5% 44% 28% 14% 9%
船橋(100) 36% 40% 13% 5% 6%
吉祥寺(100) 3% 39% 33% 22% 3%
溝口(111) 9% 35% 26% 9% 21%
横浜西部(100) 26% 35% 16% 12% 10%
横浜東部(34) 12% 33% 28% 14% 13%
立川(99) 1% 31% 52% 15% 1%
船橋(100) 0% 15% 58% 12% 15%
溝口(111) 1% 31% 52% 15% 1%
横浜西部(100) 0% 25% 51% 16% 8%
横浜東部(34) 0% 27% 45% 22% 6%
原町田(129) 0% 27% 42% 13% 18%
立川(99) 0% 5% 41% 27% 27%
志木(126) 0% 21% 39% 16% 24%
浦和(100) 0% 13% 39% 32% 16%
戸塚(100) 0% 0% 38% 38% 23%
荏田(102) 0% 9% 37% 24% 31%
習志野(100) 0% 0% 35% 35% 29%
千葉西部(55) 0% 7% 35% 25% 34%
松戸(108) 3% 39% 33% 22% 3%
与野(95) 1% 17% 33% 19% 31%
所沢(101) 2% 16% 31% 30% 21%
藤沢(100) 0% 14% 31% 42% 13%
越谷(101) 0% 8% 30% 36% 26%
流山(101) 0% 14% 29% 22% 35%
江の島(26) 0% 29% 29% 20% 22%
横須賀(44) 0% 1% 29% 33% 37%
岩槻(100) 12% 33% 28% 14% 13%
武蔵府中(115) 5% 44% 28% 14% 9%
本牧(17) 9% 35% 26% 9% 21%
座間(98) 0% 0% 0% 67% 33%
藤沢(100) 0% 0% 4% 56% 40%
八王子(104) 0% 0% 4% 50% 46%
拝島(95) 0% 2% 18% 49% 31%
岩槻(100) 0% 0% 18% 43% 39%
伊勢原(97) 0% 0% 3% 42% 55%
佐倉(98) 0% 0% 0% 42% 58%
武蔵府中(115) 0% 14% 31% 42% 13%
鎌倉(67) 0% 0% 0% 40% 60%
小田原北部(83) 0% 0% 0% 39% 61%
本牧(17) 0% 0% 13% 39% 48%
前橋(100) 0% 0% 38% 38% 23%
水戸(99) 0% 8% 26% 37% 30%
土浦(93) 0% 8% 30% 36% 26%
五井(25) 0% 0% 35% 35% 29%
足利南部(114) 0% 1% 18% 35% 46%
日立(38) 0% 0% 1% 34% 65%
日立南部(18) 0% 1% 11% 34% 54%
大堀(5) 0% 1% 29% 33% 37%
小田原市、厚
木市、鎌倉
市、座間市、
寒川町、平塚
市、中井町、
大井町、湯河
原町
千代田区
千代田区、葛
飾区、品川区
横浜市 川崎市 横浜市
熊谷市
さいたま市、
相模原市、福
生市、狛江市
所沢市
類型Aの出
現率が高い
地域
類型Bの出
現率が高い
地域
類型Cの出
現率が高い
地域
類型Dの出
現率が高い
地域
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表 8-2 ２次メッシュ別居住類型構成比②（続き） 
 
2次メッシュ区画名
（）は3次メッシュ数
類型A
都心部
類型B
近郊外
類型C
遠郊外
類型D
地方都市
類型E
地方部
SH施策 EV施策
スマートシ
ティ施策
白井(100) 0% 0% 0% 0% 100%
成田(92) 0% 0% 0% 0% 100%
牛久(98) 0% 0% 0% 0% 100%
栗橋(104) 0% 0% 0% 0% 100%
古河(103) 0% 0% 0% 0% 100%
本庄(102) 0% 0% 0% 0% 100%
壬生(100) 0% 0% 0% 0% 100%
東金(98) 0% 0% 0% 0% 100%
深谷(103) 0% 0% 0% 0% 100%
小山(106) 0% 0% 0% 0% 100%
加須(98) 0% 0% 0% 0% 100%
上郷(96) 0% 0% 0% 0% 100%
東松山(99) 0% 0% 0% 1% 99%
宝積寺(97) 0% 0% 0% 1% 99%
越生(94) 0% 0% 0% 1% 99%
宝珠花(112) 0% 0% 0% 1% 99%
諸川(105) 0% 0% 0% 1% 99%
久下田(103) 0% 0% 0% 1% 99%
下総滑川(100) 0% 0% 0% 2% 98%
岩部(98) 0% 0% 0% 2% 98%
佐原西部(100) 0% 0% 0% 2% 98%
真壁(98) 0% 0% 0% 2% 98%
潮来(100) 0% 0% 0% 2% 98%
下館(104) 0% 0% 0% 3% 97%
成東(98) 0% 0% 0% 3% 97%
石下(98) 0% 0% 0% 3% 97%
八日市場(99) 0% 0% 0% 3% 97%
下吉影(96) 0% 0% 0% 3% 97%
下妻(99) 0% 0% 0% 3% 97%
下総境(100) 0% 0% 0% 4% 96%
岩間(99) 0% 0% 0% 4% 96%
黒田原(96) 0% 0% 0% 4% 96%
佐久山(96) 0% 0% 0% 4% 96%
妻沼(100) 0% 0% 0% 4% 96%
常陸玉造(96) 0% 0% 0% 4% 96%
石塚(98) 0% 0% 0% 4% 96%
祖母井(96) 0% 0% 0% 5% 95%
喜連川(95) 0% 0% 0% 6% 94%
真岡(98) 0% 0% 0% 7% 93%
下野藤岡(97) 0% 0% 0% 7% 93%
上総一宮(97) 0% 0% 0% 7% 93%
常陸大宮(95) 0% 0% 0% 8% 92%
仁井田(94) 0% 0% 0% 8% 92%
水海道(100) 0% 0% 0% 8% 92%
江戸崎(94) 0% 0% 0% 8% 92%
三ヶ尻(100) 0% 0% 1% 7% 92%
小鶴(97) 0% 0% 0% 9% 91%
多古(94) 0% 0% 0% 9% 91%
八街(97) 0% 0% 0% 10% 90%
岩瀬(92) 0% 0% 1% 9% 90%
黒磯(99) 0% 0% 0% 12% 88%
上三川(100) 0% 0% 0% 13% 87%
成田国際空港(92) 0% 0% 0% 13% 87%
大田原(99) 0% 0% 0% 14% 86%
谷田部(99) 0% 0% 0% 14% 86%
笠間(94) 0% 0% 0% 14% 86%
小金井(99) 0% 0% 0% 14% 86%
佐原東部(92) 0% 0% 0% 15% 85%
石岡(99) 0% 0% 0% 15% 85%
氏家(93) 0% 0% 2% 13% 85%
大胡(100) 0% 0% 2% 14% 84%
藤岡(92) 0% 0% 1% 15% 84%
武蔵小川(96) 0% 0% 2% 15% 83%
酒々井(100) 0% 0% 0% 17% 83%
藤代(100) 0% 0% 1% 16% 83%
佐野(103) 0% 0% 2% 16% 83%
小林(92) 0% 0% 0% 17% 83%
茂原(98) 0% 0% 1% 17% 82%
龍ケ崎(98) 0% 0% 2% 16% 82%
館林(99) 0% 0% 0% 22% 78%
渋川(97) 0% 0% 5% 16% 78%
富岡(96) 0% 0% 2% 20% 78%
常陸藤沢(96) 0% 0% 3% 21% 76%
上野境(102) 0% 0% 0% 26% 74%
下室田(95) 0% 0% 0% 27% 73%
桐生(103) 0% 0% 2% 25% 73%
伊勢崎(99) 0% 0% 12% 17% 71%
日光市、足利
市、伊勢崎
市、狭山市、
春日部市白岡氏
類型Eの出
現率が高い
地域
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8.3. 今後の課題 
以上、本研究の特徴は、１）わが国の環境都市の形成を目的とした環境施策について、
時系列かつ省庁横断的に近年のスマートシティに至るまでの施策の変遷を捉えていること、
２）将来のスマートシティ形成の可能性に関して、立地や社会経済的条件などの検証をも
とにその実現方策を論じていること、また、３）独自の SH の購入行動モデルを構築して
いること、EV の普及可能性について、４）独自の自家用車利用データとして収集した、
長距離利用頻度と 1 日あたりの最長走行距離の２条件を用いて、明示的に選好要因を検証
していること、５）空間的社会的地域類型を作成することにより広域かつ俯瞰的に EV の
地域別の普及可能性を検証していること、の５点にまとめることができる。 
本研究の今後の課題は、以下の通りである。 
SH の普及については、近隣郊外、及び都心・地方都市へと調査地域・規模を拡大し、新
たなデータの収集・蓄積を図り、購入行動の影響要因の地域差や特徴を明らかにしていく。
共働き世帯や世帯規模が大きい世帯には、創エネ機器の導入による経済的なメリットがあ
るものと考えられるが、本研究では具体的な効果までは検証できていない。世帯収入や資
産の状況などの経済力が SH 購入に及ぼす影響については、データの取得に課題もあるが、
今後、検証が必要である。 
また、本研究では、SH に関連するエネルギー設備の導入状況に重点を置いており、実際
の居住後の生活の変化については検証していない。HEMS の電力の見える化機能による省
エネ効果や、ホームオートメーション機能による生活の利便性の向上などが期待されてい
る。省エネ効果や非常用対策だけでなく、SH のプラス面での効果が広く知られることが
普及につながるものである。日常生活における快適性・利便性・居住後の生活の変化等の
検証も必要となる。 
EV の購入選好については、同居家族構成、居住地特性等の影響が明らかであり、車の
利用状況と合わせて詳細に分析を進め、これらの規定要因の相互影響や地域別の傾向等を
明らかにする。 
 また、EV は充電環境により利便性に影響があるため、公共の EV 用充電設備について
の立地場所や分布などを考慮し、家庭での EV 利用の視点から、総合的な充電環境の評価
へと発展させていきたい。 
地域別の EV 普及可能性については、自家用車利用への運転者・保有者の価値観やライ
フスタイル等による影響も想定される。本研究では、購入選好に対する影響の検証にとど
まったが、自家用車利用への影響についても検証する必要がある。 
さらに、地域類型については、バス・鉄道の運行本数や乗降客数などの公共交通サービ
ス水準を加えるなど、交通インフラによる地域類型の改良を図ること、地域類型別の保有
台数の分布を考慮した分析を行うことが課題である。保有台数に適合車両の比率を乗じた
値が、普及可能性として、より精度の高い数値となる。ミクロな地域単位での、自家用車
の保有台数の推計結果等を活用し、精緻化を図る。 
以上の EV の普及可能性に関する研究は、現行の量産型 EV を前提にしているが、将来
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的には、技術開発による EV の航続距離の延伸や、車両価格の低下、非接触充電方式の実
用化、超小型 EV などの車両タイプの多様化など、移動手段としての EV 自体の利便性の
向上が期待される。本研究では研究対象としていないが、カーシェアリング・レンタカー
での普及や、エリアマネジメントサービスの一環として、地域コミュニティで共有化など
も行われている。自家用車以外での普及が進めば、スマートシティにおけるインフラの役
割を担う可能性もある。超小型 EV は自家用車からの移行だけでなく、自転車や自動二輪
車などからの移行可能性もある。特に、地方部では、公共交通の利便性が低い地域もあり、
高齢者の外出における移動手段の確保が課題となっている。高齢者の乗り物としての安全
性が確保されれば、近距離用の移動手段にもなりうるものである。このように、蓄電池を
中心とした EV の技術開発・実用化が加速することにより、スマートシティにおける蓄電
機能の強化につながるものと期待される。 
また、SH の構成要素として、蓄電池の代わりに、EV に搭載された蓄電池の活用が期待さ
れる。太陽光発電とのセットで普及することにより、家庭での二酸化炭素排出量の削減効果が
期待される。4 章の調査では、十分なサンプル数が得られておらず、EV とエネルギー設備の
普及の関連性について検証できておらず、今後発展させていきたい。 
さらに、スマートシティの形成に向けては、形成されるスマートコミュニティ、スマートシ
ティの最適規模・最小規模など規模の議論も重要となる。本研究ではその考察には至っていな
いが、実際にスマートシティが成立するためには、スマートコミュニティの街区の広さ、スマ
ートハウスや EV の普及量や集積密度など、エネルギーの需要量・供給可能量・消費量等から
検証していく必要がある。 
スマートシティの実現方策としては、EV、SH の普及推進が核となる。国、自治体にお
いては、EV、SH それぞれ独立的ではあるが、様々な普及政策が実施されてきた。近年で
は、スマートシティという全体ビジョンの元に展開しようとする動きもみられているが（資
料編 参考資料 5 及び 6）、まだそうした自治体は限定的である。EV・SH の普及目的は、
環境・交通・住宅問題の改善や、産業振興と複合的であり、また、政策手段も補助金、法
制度制定、意識啓発など多様である。今後は、既存の都市・まちづくり政策との連動を考
慮した上で、これらの多岐にわたる普及方策を有機的に連携させる政策パッケージの導出
や制度設計を検証していくことが肝要である。 
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■第４章 
１． 多摩・八王子地域の住まいと住環境に関するアンケート調査 調査票 
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※電力中央研究所報告 Y11032「電気自動車の家庭への普及ポテンシャル－航続
距離・費用・充電設備からみた移行可能性－」より引用 
 
５．電気自動車の普及方策－国・及び自治体の取り組み動向 
 
※土屋依子・田頭直人・馬場健司（2011）：運輸部門を対象とした自治体環境政
策に関する考察―電気自動車普及政策を対象として― 土木学会第 39回環境シ
ステム研究論文発表会梗概集 pp.149-159 より引用 
 
６．SH・EV及びスマートシティに関連する自治体の施策 
※環境省「地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査」に
おいて、自治体が「もっとも力を入れている温暖化対策」として回答した施策及び自治
体名の一覧。（平成 20年～平成 26年度まで） 
 
 
１．多摩・八王子地域の住まいと住環境に関するアンケート調査 
 
＜ご協力のお願い＞ 
 
＜ご記入にあたって＞ 
 
 
 
 
 
ご回答いただきました調査票は、同封の返信用封筒にて、 
平成
．．
26
．．
年
．
8
．
月
．
11
．．
日（
．．
月
．
）までに
．．．．
 
ご投函くださいますようお願い申しあげます。 
調査の集計結果をご希望の方は、同封の返信票にメールアドレスをご記入いただければ、お送りい
たします。 
なお、この調査について疑問な点や不明な点がございましたら、下記までご連絡ください。 
＜調査機関（お問い合わせ先）＞ 
近年、自然環境の保全等だけでなく気候変動による環境問題や資源、エネルギー問題に対し
て、住宅や地域で環境配慮に取り組むことが求められるようになってきました。ここ、多摩ニ
ュータウン・八王子ニュータウンにおいても、家庭における二酸化炭素の排出量削減のため環
境配慮型住宅の分譲が行われています。 
私ども首都大学東京大学院都市環境科学研究科都市システム科学域伊藤研究室では、エコシ
ティの実現方策に関する研究活動に取り組んでいます。本調査は、官民により普及が進められ
る環境配慮型住宅を、実際にお住まいの皆様がどのような経緯で購入に至ったのかを明らかに
することで、住宅市場を通じた温暖化防止策の実現方策を研究することを目的として実施する
ものです。近年分譲された首都大学近郊の住宅地の皆様に協力をお願いしております。調査は
無記名式で、お答えいただいたことはすべて統計的に処理し、研究活動以外には一切使用いた
しません。 
ご多忙のところ誠に恐縮ですが、この調査の趣旨をご理解いただき、ご協力いただきますよ
うお願い申しあげます。 
１．本調査は、ご家族のうちお住まいを決めた方がご回答下さい。 
２．ご回答は、当てはまる番号を○で囲んだり、数字を記入いただいたり、お答えの内容を具体
的にご記入いただくようになっています。 
３．質問によって、回答は１つだけのもの、２つ以上で数や記入順の指定があるものがあります。 
質問文をよくお読みいただき、回答数に従って間違いのないようにご記入ください。 
４．同封の別紙に用語の説明があります。参考にしてご回答ください。 
首都大学東京大学院都市環境科学研究科 都市システム科学域 伊藤研究室  
  調査責任者：教授 伊藤史子 
     調査担当：修士２年 スビナ・ハイレト、  博士３年 土屋依子（つちやよりこ） 
Email： su08bi@ed.tmu.ac.jp 
 〒192-0397東京都八王子市南大沢 1-1  TEL：042-677-1111(内 4276)  
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（１）現在のお住まいへの入居についておうかがいします。 
問１ あなたは、現在のお住まいにいつ入居しましたか。( )のなかに具体的な数字をご記入下さい。 
   平成・西暦 （      ）年 （      ）月 
 
問２ あなたのお住まいの購入形態について、あてはまるものを 1 つ選び、数字に○印をつけて下さい。 
１．建売住宅を購入   ２．建築条件付き宅地を購入   ３．その他（        ） 
 
問３ 現在のお住まいは前と比べてどのように変化しましたか。以下の項目について、項目ごとにあてはま
るものを１つ選び、数字に○印をつけてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）お住まいの購入理由と設備についておうかがいします。 
問４ あなたが八王子・多摩地域を選択した際に、以下の項目をどの程度重視しましたか。項目ごとにあて
はまるものを１つ選び、数字に○印をつけてください。 
 
とても
 
よくなった
 
よくなった
 
変わらない
 
悪くなった
 
とても
 
悪くなった
 
わからない
 
a．通勤・通学の便利さ 1 2 3 4 5 6 
b．公共施設や病院などの生活の便利さ  1 2 3 4 5 6 
c．日頃の買い物の便利さ 1 2 3 4 5 6 
d．緑の豊かさ 1 2 3 4 5 6 
e．水辺や親水空間への親しみ 1 2 3 4 5 6 
ｆ．自宅周辺の街並みや景観 1 2 3 4 5 6 
g．住まいの住み心地 1 2 3 4 5 6 
 
とても
 
重視した
 
少し
 重視した
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり重視
 
しなかった
 
全く重視
 
しなかった
 
わからない
 
a．横浜方面への行きやすさ 1 2 3 4 5 6 
b．新宿方面への行きやすさ 1 2 3 4 5 6 
c．八王子・立川方面への行きやすさ 1 2 3 4 5 6 
d．通勤先までの利便性 1 2 3 4 5 6 
e．中学・高校・大学等の通学先までの利便性 1 2 3 4 5 6 
f．親の住まいとの近さ 1 2 3 4 5 6 
g．前の住まいとの近さ（生活圏が変わらないこと） 1 2 3 4 5 6 
h．地盤の固さ・安定さ 1 2 3 4 5 6 
i．八王子・多摩地域の風土（地域への愛着） 1 2 3 4 5 6 
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問５ あなたが現在住んでいる「コロネットテラス堀之内」地区を選択した際に、以下の項目をどの程度重
視しましたか。項目ごとにあてはまるものを１つ選び、数字に○印をつけてください。 
 
問６  あなたが現在住んでいる敷地や住宅を選択した際に、以下の項目をどの程度重視しましたか。項目
ごとにあてはまるものを１つ選び、数字に○印をつけてください。 
 
 
とても
 
重視した
 
少し
 重視した
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり重視
 
しなかった
 
全く重視
 
しなかった
 
わからない
 
a．最寄り駅までの利便性 1 2 3 4 5 6 
b．特急、急行電車が停まる駅までの距離 1 2 3 4 5 6 
c．バスの利便性（バスルートや運航本数） 1 2 3 4 5 6 
d．日頃の買い物の利便性 1 2 3 4 5 6 
e．地区周辺の地形の平坦さ（坂道が少ないこと） 1 2 3 4 5 6 
f．地区内の空間的なゆとり（道路幅や建物の密度） 1 2 3 4 5 6 
g．住宅や植栽の統一感（地区内の景観のよさ） 1 2 3 4 5 6 
h．子どもの遊び場・公園に近いこと 1 2 3 4 5 6 
i．小学校・中学校に近いこと 1 2 3 4 5 6 
j．周辺に自然林や大きな公園があること 1 2 3 4 5 6 
 
とても
 
重視した
 
少し
 
重視した
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり重視
 
しなかった
 
全く重視
 
しなかった
 
わからない
 
a．土地・住宅の価格 1 2 3 4 5 6 
b．住宅の広さ（延床面積） 1 2 3 4 5 6 
c．住宅の間取り 1 2 3 4 5 6 
d．日照・風通し 1 2 3 4 5 6 
e．住宅の耐震性・耐火性 1 2 3 4 5 6 
f．住宅の防犯性 1 2 3 4 5 6 
g．バリアフリー 1 2 3 4 5 6 
h．庭の広さ・植栽 1 2 3 4 5 6 
i．和室・和式の空間（畳、障子等）があること 1 2 3 4 5 6 
j．創エネへの対応：太陽光発電・燃料電池がある 1 2 3 4 5 6 
k．蓄エネへの対応：蓄電池がある 1 2 3 4 5 6 
l．省エネへの対応：高効率給湯器・断熱材がある 1 2 3 4 5 6 
m．駐車場があること 1 2 3 4 5 6 
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問７ A．あなたの現在のお住まいに以下の設備・機器はありますか。ａ.から h.の項目ごとにあてはまるも
のを１つ選び、数字に○印をつけてください。必要に応じて「別紙用語の説明」をご覧ください。 
B．A で「ある」と回答した設備・機器の設置理由について、ａ.から h.の項目ごとにあてはまるもの
をすべて選び、数字に○印をつけて下さい。 
C．A で「ある」と回答した設備・機器の効果について満足していますか。ａ.から h.の項目ごとにあ
てはまるものを１つ選び、数字に○印をつけて下さい。 
 
問８ あなたは現在のお住まいに満足していますか。ａ.から h.の項目ごとにあてはまるものを１つ選び、数
字に○印をつけてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 A.設備
の有無 
（○は１つ） 
 B.設置理由 
（あてはまるものすべてに○印） 
 
C.効果の満
足度（○は１つ） 
 
ガス代が安くなる
 
電気代が安くなる
 
地球環境保全に貢献できる
 
非常時 電力を使える
 
生活が便利になる
 
最新の設備を導入できる
 
標準装備である
 
その他
 
 
効果に満足している
 
効果に不満がある
 
効果がわからない
 
 
ない
 
ある
 
 
 
a．LED照明 1 2  1 2 3 4 5 6 7 8 a 1 2 3 
b．スマート家電 1 2  1 2 3 4 5 6 7 8 b 1 2 3 
c．太陽光発電・太陽光パネル  1 2  1 2 3 4 5 6 7 8 c 1 2 3 
d．太陽熱温水器 1 2  1 2 3 4 5 6 7 8 d 1 2 3 
e．ヒートポンプ給湯器（エコキュート） 1 2  1 2 3 4 5 6 7 8 e 1 2 3 
f．高効率給湯器（エコジョーズ） 1 2  1 2 3 4 5 6 7 8 f 1 2 3 
g．家庭用燃料電池（エネファーム） 1 2  1 2 3 4 5 6 7 8 g 1 2 3 
h．オール電化 1 2  1 2 3 4 5 6 7 8 h 1 2 3 
i．蓄電池  1 2  1 2 3 4 5 6 7 8 i 1 2 3 
j．HEMS（ホーム・エネルギー・ 
マネジメントシステム） 
1 2  1 2 3 4 5 6 7 8 j 1 2 3 
 
とても満足している
 
してい
 
どちらとも えない
 
満足していない
 
全く満足していない
 
わからない
 
a．室内空間の快適性 1 2 3 4 5 6 
b．住まいの省エネルギー性（光熱費の削減効果） 1 2 3 4 5 6 
c．住宅や植栽の統一感（街区の景観のよさ） 1 2 3 4 5 6 
d．公共交通の利便性 1 2 3 4 5 6 
e．商業施設・公共施設などの生活利便性 1 2 3 4 5 6 
f．日常生活における安全性（防犯・防災） 1 2 3 4 5 6 
g．周辺の自然環境の豊かさ 1 2 3 4 5 6 
h．住まいの総合的な満足度 1 2 3 4 5 6 
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（３）あなたの日頃の環境意識や消費行動についておうかがいします。 
問９ あなたの日常生活やエネルギー使用において、環境に配慮していますか。以下のａ.から h.の各項目
について、あてはまるものを１つ選んでください。 
 
非常に
 
そうである
 
かなり
 
そうである
 
やや
 
そうである
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり
 
そうではない
 
ほとんど
 
そうではない
 
全く
 
そうではない
 
a．環境に関わる仕事をするなど、環境問題に対する専門的な
知識を有している 
1 2 3 4 5 6 7 
b．家族や友人・知人と環境問題についてよく話をする 1 2 3 4 5 6 7 
c．日ごろのクルマの運転時には、エコドライブを心がけている 1 2 3 4 5 6 7 
d．近い所に行く時は、自転車や徒歩で行くようにする 1 2 3 4 5 6 7 
e．外出する時はできる限りバスや電車などの公共交通機関を
使うようにする 
1 2 3 4 5 6 7 
f．電気製品を使わない時は、コンセントからこまめにプラグを抜
き、待機時消費電力を少なくする 
1 2 3 4 5 6 7 
g．冷暖房はこまめに温度調節をする 1 2 3 4 5 6 7 
h．商品を購入する時は、エコマークや消費電力など、環境に配
慮した商品であるかどうかを確認する 
1 2 3 4 5 6 7 
 
問 10 日頃の商品や店舗を選ぶ際の行動について伺います。以下の a.から g.の各項目について、あてはま
るものを１つ選んでください。 
 
非常に
 
そうである
 
かなり
 
そうである
 
やや
 
そうである
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり
 
そうではない
 
ほとんど
 
そうではない
 
全く
 
そうではない
 
a．商品や店舗の情報を自分で事前に収集・整理し、比較検討
する 
1 2 3 4 5 6 7 
b．商品や店舗の情報を他人に伝えたり、勧めたりする 1 2 3 4 5 6 7 
c．商品や店舗の情報について他人に聞かれることが多い 1 2 3 4 5 6 7 
d．新商品や評判の店舗情報の先取りが他人より早い 1 2 3 4 5 6 7 
e．新商品の購入や評判の店舗を利用するのが他人より早い 1 2 3 4 5 6 7 
f．商品を購入する時は、環境に配慮した商品を選ぶ 1 2 3 4 5 6 7 
g．商品や店舗の情報を自分で事前に収集・整理し、比較検討
する 
1 2 3 4 5 6 7 
 
問 11 あなたは、現在、スマートハウスに対して関心がありますか。あてはまるものを 1 つ選び、数字に○
印をつけて下さい。 
１．購入を決める前から関心があった    ２．購入（入居）手続の時に関心をもった 
３．入居してから（入居後）関心をもった  ４．全く関心がない 
５．その他（具体的に                               ） 
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問 12 あなたは、現在、電気自動車（EV）に対して関心がありますか。あてはまるものを 1 つ選び、数字に
○印をつけて下さい。 
１．関心があり、EV を所有している      ２．関心があり、EV の購入を考えている 
４．関心はあるが、EVの購入は考えていない  ４．関心がない 
５．その他（具体的に                               ） 
 
問 13 入居後の電気やガスの使い方について変化はありましたか。あてはまるものを 1つ選び、数字に○印
をつけて下さい。 
 
 
 
 
 
（３）あなたのご家庭の自家用車の利用についておうかがいします。 
問 14 現在、自家用車を何台お持ちですか。あてはまるものを 1 つ選び、数字に○印をつけて下さい。 
１．１台      ２．２台     ３．３台以上       ４．持っていない 
                                   問 15 へお進みください 
 
問 15 お持ちの車の種類や使用状況について、あてはまるものの数字に○印をつけて下さい。「d．（年間）
走行量」は数字をご記入下さい。 
 
「１台」お持ちの方は「クルマ１」にご記入下さい。 
「２台」以上お持ちの方は「年間走行距離が長い」順に、「クルマ１」「クルマ２」としてご記入ください。 
 
１．以前も節電や省エネを心掛けていたが、一層気をつけるようになった 
２．以前はあまり節電や省エネを心掛けていなかったが、入居後気をつけるようになった 
３．以前に比べて、節電や省エネにあまり気を使わなくなった  
４．以前も現在も、特に節電や省エネを心掛けていない 
５．その他（具体的に                               ） 
 クルマ１ クルマ２ 
ａ
動力タイプ
 
（○印は１つ） 
１．電気自動車（EV）  
２．プラグインハイブリッドカー（PHV、 
コンセントから充電できるハイブリッドカー) 
３．ハイブリッドカー  
４．ガソリン車 
５．その他（             ） 
（○印は１つ） 
１．電気自動車（EV）  
２．プラグインハイブリッドカー（PHV、 
コンセントから充電できるハイブリッドカー) 
３．ハイブリッドカー  
４．ガソリン車 
５．その他（             ） 
ｂ
車種
 
（○印は１つ） 
１．軽自動車 
２．軽ワゴン・バン 
３．普通・小型自動車 2000cc 以下 
４．普通自動車 2000cc 超 
５．ワゴン・ミニバン・SUV 
６．その他（             ） 
（○印は１つ） 
１．軽自動車 
２．軽ワゴン・バン 
３．普通・小型自動車 2000cc 以下 
４．普通自動車 2000cc 超 
５．ワゴン・ミニバン・SUV 
６．その他（             ） 
ｃ
通勤
利
用の有無
 
（あてはまるものすべてに○） 
１．勤務先までの通勤に使用している 
２．通勤・通学時の送迎に使用している 
３．通勤や通勤通学の送迎に使用していない 
（あてはまるものすべてに○） 
１．勤務先までの通勤に使用している 
２．通勤・通学時の送迎に使用している 
３．通勤や通勤通学の送迎に使用していない 
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ｄ
走行量
 
（数字を記入） 
最近１年間の概ねの年間走行距離 
     ,     km／年 
（数字を記入） 
最近１年間の概ねの年間走行距離 
     ,     km／年 
ｅ車
の使用頻度
 
（○印は１つ） 
１．ほぼ毎日使う 
２．週３~４日使う 
３．週１～２回使う 
４．月に１～２回使う  
５．その他（              ） 
（○印は１つ） 
１．ほぼ毎日使う 
２．週３~４日使う 
３．週１～２回使う 
４．月に１～２回使う  
５．その他（              ） 
ｆ
１日当たり最長
走行距離
 
（○印は１つ） 
過去５年以内の１日当たり最長走行距離 
１．100km 未満 
２．100km 以上 200km 未満 
３．200km 以上 300km 未満 
４．300km 以上 
５．わからない 
（○印は１つ） 
過去５年以内の１日当たり最長走行距離 
１．100km 未満 
２．100km 以上 200km 未満 
３．200km 以上 300km 未満 
４．300km 以上 
５．わからない 
 
問 16 駐車場に「屋根」はありますか。あてはまるものを 1 つ選び、数字に○印をつけて下さい。 
１．屋根がある      ２．屋根はない     ３．その他（          ） 
 
問 17 駐車場に「電気自動車充電用コンセント」はありますか。あてはまるものを 1 つ選び、数字に○印を
つけて下さい。 
１．ある      ２．ない     ３．その他（               ） 
 
（４）あなたご自身及びご家族についておうかがいします。 
問 18 設問ごとにあてはまるものをそれぞれ選び、○印をつけてください。 
a．あなたの年齢（○印は１つ） 
１．20～29 歳   ２．30～39 歳  ３．40～49 歳    ４．50～59 歳     
５．60～69 歳   ６．70 歳以上 
 
b．あなたの性別（○印は１つ） 
１．男性              ２．女性 
 
c．あなたのご職業（○印は１つ） 
１．会社員（被雇用者）      ２．会社、自営業などの経営者 
３．経営者の家族従業員   ４．パート・アルバイト 
５．公務員         ６．無職      ７．その他(                  )  
e.へお進みください 
 クルマ１ クルマ２ 
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d．あなたのご職業の業種（○印は１つ） 
１．家電製造・販売    ２．自動車製造・販売   ３．住宅・不動産 
４．土木・都市開発   ５．エネルギー設備    ６．情報・通信   
７．サービス      ８．教育           ９．その他(           ) 
e．同居家族構成（○印は１つ） 
１．ひとり世帯   ２．夫婦のみ    ３．夫婦と親    ４．夫婦と子ども   
５．夫婦と子どもと親の三世代家族    ６．その他(                   ) 
f．同居家族人数（○印は１つ） 
あなたを含めた人数は 
１．１人      ２．２人         ３．３人      ４．４人       
５．５人      ６．６人以上       ７．７人以上 
g．夫婦共働きの状況（○印は１つ） 
１．夫婦共働きである             ２．夫婦共働きでない 
h．前のお住まいの形態（○印は１つ） 
１．持家戸建住宅   ２．賃貸戸建住宅    ３．持家集合住宅   
４．賃貸集合住宅   ５．社宅        ６．その他（             ） 
i．冬季の暖房器具（あてはまるものすべてに○印） 
１．エアコン     ２．電気カーペット    ３．石油ストーブ   
４．電気ストーブ   ５．ガスストーブ     ６．電気床暖房 
７．ガス床暖房    ８．こたつ        ９．その他（         ） 
 
最後にお住まいの感想や意見などをお聞かせください。 
① 蓄電池・EMS を設置されている方、電気自動車をお使いの方へ 
使用した感想・効果などを教えてください 
 
 
② すべての方へ 
お住まいの感想、調査への質問・ご意見などご自由にご記入ください。 
 
以上で終わりです。ご協力いただきまして誠にありがとうございました。 
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用語の説明 
 
スマート家電 
１）スマートハウスの一部として自動制御を行う家電 
家電製品や電力メーターなどがネットワークで接続され、運転状況と電力消費量の情報を相互に交換し合
うことで、電力消費量や電気代を抑制するよう，それぞれの条件で最適な運転状況を自動的に維持するシス
テムである。 
２）スマートフォンとの機能連携により遠隔操作など機能を実現する家電 
スマートフォンに専用アプリケーションをインストールすると、スマートフォンで家電を操作したり、家
電の運転状況を確認したりできる。 
参考資料：パナソニック株式会社 http://panasonic.jp/pss/ap/ 
 
ヒートポンプ給湯器（エコキュート等） 
ヒートポンプは熱を移動させる技術で、空気中の熱を集めて給湯に必要な熱をつくることができる。エコキ
ュートは自然触媒のCO2を使用しているため環境にやさしく、給湯のエネルギー消費量を約 3割削減できる。 
参考資料：一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター http://www.hptcj.or.jp/individual/tabid/149/Default.aspx 
 
 
高効率給湯器（エコジョ―ズ等） 
お湯を沸かす際に発生する高温の排熱を再利用する熱効率の高い給湯器。従来型の給湯器に比べて同量のお
湯を沸かす場合の使用ガス量を約１割削減できる。 
参考資料：東京ガス http://home.tokyo-gas.co.jp/living/bathroom/onsui/ 
 
家庭用燃料電池（エネファーム等） 
ガスから取り出した水素と、空気中の酸素を化学反応させて発電する。ガスを燃やさずに直接利用するため
発電効率が高いうえ、排熱を給湯に利用できるため、電力消費のエネルギー効率を約 2 倍にすることができる。 
参考資料：一般財団法人 コージェネレーション・エネルギー高度利用センター燃料電池室 
http://www.ace.or.jp/fc/fc_0010.html 
 
オール電化 
 調理、給湯、暖房等の家庭内の全てのエネルギーを電気でまかなう住宅。 
 
 
HEMS（ホーム・エネルギー・マネジメントシステム） 
 家庭で使うエネルギーを管理するシステムである。家電やエネルギー設備（太陽光発電、燃料電池、蓄電池
等）とつないで、電気やガスなどの使用量をモニター画面などで「見える化」したり、効率的にエネルギーを
使用できるように家電機器を「自動制御」したりすることができる。 
参考資料：パナソニック株式会社 http://www2.panasonic.biz/es/densetsu/aiseg/about/index.html 
 
スマートハウス 
HEMS を設置することにより、家電、太陽光発電、蓄電池、電気自動車等の家庭内のエネルギー消費を一
元的に管理する住宅。 
 
電気自動車 （Electric Vehicle、EV） 
  電気自動車（EV）はガソリンを使用せず、車載蓄電池の電気を用いてモーターで走行する車である。電気
自動車用充電器を設置すれば、家庭で充電することができる。国内で市販されている主な EV には、普通小型
乗用車と軽自動車がある。 
 
作成日：2014 年 7 月 17 日 
作成者：首都大学東京 伊藤研究室 
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問１ あなたは、現在のお住まいにいつ入居しましたか。(　)のなかに具体的な数字をご記入下さい。
2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 合計
全数 3.0 7.5 31.3 41.8 16.4 100
問２ あなたのお住まいの購入形態について、あてはまるものを1つ選び、数字に○印をつけて下さい。
建売住宅を
購入
建築条件付き
宅地を購入
その他 合計
全数 53.7 44.8 1.5 100
問３　現在のお住まいは前と比べてどのように変化しましたか。以下の項目について、項目ごとにあてはまるものを１つ選び、数字に○印をつけてください。
とてもよくなっ
た
よくなった 変わらない 悪くなった
とても悪くなっ
た
わからない 無回答 合計
a 通勤・通学の利便さ 0.0 7.5 26.9 50.7 13.4 1.5 0.0 100
b 公共施設や病院などの生活の便利さ 3.0 9.0 44.8 35.8 7.5 0.0 0.0 100
c 日頃の買い物の便利さ 6.0 23.9 32.8 28.4 9.0 0.0 0.0 100
d 緑の豊かさ 46.3 26.9 22.4 4.5 0.0 0.0 0.0 100
e 水辺や親水空間の親しみ 14.9 32.8 40.3 7.5 1.5 3.0 0.0 100
f 自宅周辺の街並みや景観 53.7 32.8 10.4 3.0 0.0 0.0 0.0 100
g 住まいの住み心地 58.2 32.8 7.5 0.0 0.0 1.5 0.0 100
問４ あなたが八王子・多摩地域を選択した際に、以下の項目をどの程度重視しましたか。項目ごとにあてはまるものを１つ選び、数字に○印をつけてください。
とても重視し
た
少し重視した
どちらともい
えない
あまり重視し
なかった
全く重視しな
かった
わからない 無回答 合計
a 横浜方面への行きやすさ 4.5 10.4 10.4 23.9 50.7 0.0 0.0 100
b 新宿方面へのいきやすさ 10.4 46.3 11.9 13.4 16.4 0.0 1.5 100
c 八王子・立川方面への行きやすさ 3.0 17.9 14.9 31.3 32.8 0.0 0.0 100
d 通勤先まで利便性 28.4 28.4 20.9 11.9 9.0 1.5 0.0 100
e 中学・高校・大学等の通学先までの利便性 9.0 19.4 20.9 13.4 28.4 7.5 1.5 100
f 親の住まいとの近さ 9.0 32.8 13.4 7.5 35.8 1.5 0.0 100
g 前の住まいとの近さ 10.4 20.9 10.4 14.9 41.8 0.0 1.5 100
h 地盤の固さ・安定さ 41.8 32.8 11.9 9.0 3.0 0.0 1.5 100
i 八王子・多摩地域の風土 10.4 31.3 20.9 9.0 26.9 0.0 1.5 100
問５　あなたが現在住んでいる「○○」地区を選択した際に、以下の項目をどの程度重視しましたか。項目ごとにあてはまるものを１つ選び、数字に○印をつけてください。
とても重視し
た
少し重視した
どちらともい
えない
あまり重視し
なかった
全く重視しな
かった
わからない 無回答 合計
a 最寄駅までの利便性 28.4 47.8 13.4 10.4 0.0 0.0 0.0 100
b 特急、急行電車が停まる駅までの距離 1.5 29.9 20.9 26.9 19.4 0.0 0.0 100
c バスの利便性 7.5 17.9 13.4 32.8 28.4 0.0 0.0 100
d 日頃の買い物の利便性 20.9 52.2 17.9 4.5 4.5 0.0 0.0 100
e 地区周辺の地形の平坦さ 9.0 25.4 25.4 29.9 10.4 0.0 0.0 100
f 地区内の空間的なゆとり 59.7 35.8 1.5 0.0 1.5 0.0 1.5 100
g 住宅や植栽の統一感 44.8 44.8 3.0 4.5 1.5 0.0 1.5 100
h 子どもの遊び場・公園に近いこと 22.4 40.3 11.9 14.9 9.0 0.0 1.5 100
i 小学校・中学校に近いこと 13.4 19.4 31.3 19.4 13.4 1.5 1.5 100
j 周辺に自然林や大きな公園があること 29.9 41.8 14.9 9.0 3.0 0.0 1.5 100
問６　　あなたが現在住んでいる敷地や住宅を選択した際に、以下の項目をどの程度重視しましたか。項目ごとにあてはまるものを１つ選び、数字に○印をつけてください。
とても重視し
た
少し重視した
どちらともい
えない
あまり重視し
なかった
全く重視しな
かった
わからない 無回答 合計
a 土地・住宅の価格 65.7 22.4 10.4 1.5 0.0 0.0 0.0 100
b 住宅の広さ 67.2 26.9 4.5 1.5 0.0 0.0 0.0 100
c 住宅の間取り 74.6 25.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100
d 日照・風通し 79.1 17.9 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100
e 住宅の耐震性・耐火性 70.1 19.4 6.0 4.5 0.0 0.0 0.0 100
f 住宅の防犯性 32.8 46.3 16.4 3.0 1.5 0.0 0.0 100
g バリアフリー 9.0 32.8 26.9 20.9 10.4 0.0 0.0 100
h 庭の広さ・植栽 46.3 41.8 10.4 1.5 0.0 0.0 0.0 100
i 和室・和式の空間 28.4 28.4 10.4 16.4 16.4 0.0 0.0 100
j 創エネへの対応：太陽光発電・燃料電池がある 22.4 26.9 16.4 20.9 11.9 1.5 0.0 100
k 蓄エネへの対応：蓄電池がある 6.0 9.0 22.4 29.9 28.4 4.5 0.0 100
l 省エネへの対応：高効率給湯器、断熱材がある 20.9 47.8 14.9 10.4 4.5 1.5 0.0 100
m 駐車場があること 73.1 25.4 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 100
問７
ない ある 無回答 合計
a LED照明 19.4 80.6 0.0 100
b スマート家電 64.2 35.8 0.0 100
c 太陽光発電・太陽光パネル 44.8 55.2 0.0 100
d 太陽熱温水器 92.5 6.0 1.5 100
e ヒートポンプ給湯器 40.3 58.2 1.5 100
f 高効率給湯器 83.6 13.4 3.0 100
g 家庭用燃料電池 65.7 31.3 3.0 100
h オール電化 37.3 62.7 0.0 100
i 蓄電池 91.0 9.0 0.0 100
j HEMS 71.6 28.4 0.0 100
B．Aで「ある」と回答した設備・機器の設置理由について、ａ.からh.の項目ごとにあてはまるものをすべて選び、数字に○印をつけて下さい。
LED照明 スマート家電
太陽光発電・
太陽光パネ
太陽熱温水
器
ヒートポンプ
給湯器
高効率給湯
器
家庭用燃料
電池
オール電化 蓄電池 HEMS
1 ガス代が安くなる 0.0 4.2 5.4 0.0 7.7 44.4 23.8 16.7 0.0 5.3
2 電気代が安くなる 72.2 45.8 89.2 25.0 51.3 33.3 81.0 28.6 16.7 31.6
3 地球環境保全に貢献できる 27.8 25.0 62.2 50.0 30.8 44.4 42.9 31.0 0.0 15.8
4 非常時に電力を使える 0.0 0.0 51.4 0.0 0.0 11.1 9.5 4.8 16.7 0.0
5 生活が便利になる 7.4 25.0 8.1 0.0 10.3 0.0 23.8 19.0 16.7 10.5
6 最新の設備を導入できる 11.1 20.8 8.1 0.0 7.7 11.1 14.3 9.5 0.0 26.3
7 標準装備である 42.6 41.7 29.7 50.0 53.8 33.3 23.8 54.8 50.0 63.2
8 その他 11.1 4.2 2.7 0.0 2.6 0.0 4.8 7.1 0.0 0.0
A．あなたの現在のお住まいに以下の設備・機器はありますか。ａ.からh.の項目ごとにあてはまるものを１つ選び、数字に○印をつけてください。
必要に応じて「別紙用語の説明」をご覧ください。
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C．Aで「ある」と回答した設備・機器の効果について満足していますか。ａ.からh.の項目ごとにあてはまるものを１つ選び、数字に○印をつけて下さい。
効果に満足し
ている
効果に不満
がある
効果がわから
ない
合計
a LED照明 57.4 0.0 42.6 100
b スマート家電 76.5 0.0 23.5 100
c 太陽光発電・太陽光パネル 91.2 5.9 2.9 100
d 太陽熱温水器 80.0 0.0 20.0 100
e ヒートポンプ給湯器 63.6 3.0 33.3 100
f 高効率給湯器 55.6 0.0 44.4 100
g 家庭用燃料電池 70.0 15.0 15.0 100
h オール電化 77.8 5.6 16.7 100
i 蓄電池 33.3 0.0 66.7 100
j HEMS 44.4 0.0 55.6 100
問８　あなたは現在のお住まいに満足していますか。ａ.からh.の項目ごとにあてはまるものを１つ選び、数字に○印をつけてください。
とても満足し
ている
満足している
どちらともい
えない
満足していな
い
全く満足して
いない
わからない 無回答 合計
a 室内空間の快適性 52.2 40.3 4.5 1.5 0.0 0.0 1.5 100
b 住まいの省エネルギー性 29.9 40.3 19.4 4.5 4.5 0.0 1.5 100
c 住宅や植栽の統一感 43.3 41.8 10.4 4.5 0.0 0.0 0.0 100
d 公共交通の利便性 4.5 26.9 41.8 19.4 7.5 0.0 0.0 100
e 商業施設・公共施設などの生活利便性 11.9 31.3 35.8 14.9 4.5 1.5 0.0 100
f 日常生活における安全性 19.4 44.8 26.9 4.5 0.0 3.0 1.5 100
g 周辺の自然環境の豊かさ 50.7 38.8 7.5 1.5 0.0 0.0 1.5 100
h 住まいの総合的な満足度 37.3 56.7 3.0 1.5 0.0 0.0 1.5 100
問９ あなたの日常生活やエネルギー使用において、環境に配慮していますか。以下のａ.からh.の各項目について、あてはまるものを１つ選んでください。
非常にそうで
ある
かなりそうで
ある
ややそうであ
る
どちらともい
えない
あまりそうで
はない
ほとんどそう
ではない
全くそうでは
ない
無回答 合計
a
環境に関わる仕事をするなど、環境問題に
対する専門的な知識を有している
3.0 6.0 10.4 10.4 17.9 16.4 34.3 1.5 100
b
家族や友人・知人と環境問題についてよく話
をする
0.0 1.5 25.4 14.9 20.9 17.9 19.4 0.0 100
c
日ごろのクルマの運転時には、エコドライブ
を心がけている
4.5 20.9 44.8 14.9 10.4 1.5 3.0 0.0 100
d
近い所に行く時には、自転車や徒歩で行くよ
うにする
16.4 22.4 16.4 14.9 14.9 4.5 10.4 0.0 100
e
外出する時はできる限りバスや電車などの
公共交通機関を使うようにする
9.0 11.9 7.5 28.4 16.4 11.9 13.4 1.5 100
f
電気製品を使わない時には、コンセプトから
こまめにプラグを抜き、待機時消費電力を少
なくする。
11.9 13.4 25.4 4.5 20.9 11.9 11.9 0.0 100
g 冷暖房にこまめに温度調節をする 14.9 28.4 32.8 11.9 9.0 1.5 1.5 0.0 100
h
商品を購入する時は、エコマークや消費電
力など、環境に配慮した商品であるかどうか
を確認する
13.4 13.4 22.4 17.9 17.9 6.0 9.0 0.0 100
問10 日頃の商品や店舗を選ぶ際の行動について伺います。以下のa.からg.の各項目について、あてはまるものを１つ選んでください。
非常にそうで
ある
かなりそうで
ある
ややそうであ
る
どちらともい
えない
あまりそうで
はない
ほとんどそう
ではない
全くそうでは
ない
無回答 合計
a
商品や店舗の情報を自分で事前に収集・整
理し、比較検討する
17.9 29.9 28.4 10.4 11.9 1.5 0.0 0.0 100
b
商品を購入する時は、機能をよく理解してか
ら選ぶ
17.9 40.3 34.3 1.5 6.0 0.0 0.0 0.0 100
c
商品や店舗の情報を他人に伝えたり、勧め
たりする
4.5 7.5 20.9 29.9 19.4 9.0 7.5 1.5 100
d
商品や店舗の情報について他人に聞かれる
ことが多い
1.5 6.0 11.9 29.9 25.4 22.4 3.0 0.0 100
e
新商品や評判の店舗情報の先取りが他人よ
り早い
3.0 7.5 14.9 28.4 22.4 14.9 9.0 0.0 100
f
新商品の購入や評判の店舗を利用するの
が他人より早い
1.5 6.0 9.0 25.4 34.3 14.9 9.0 0.0 100
g
商品を購入する時は、環境に配慮した商品
を選ぶ
4.5 14.9 28.4 23.9 14.9 7.5 6.0 0.0 100
問11 あなたは、現在、スマートハウスに対して関心がありますか。あてはまるものを1つ選び、数字に○印をつけて下さい。
購入を決める
前から関心が
あった
購入（入居）
手続の時に
関心をもった
入居してから
関心をもった
全く関心がな
い
その他 合計
全数 28.4 11.9 25.4 28.4 6.0 100
問12 あなたは、現在、電気自動車（EV）に対して関心がありますか。あてはまるものを1つ選び、数字に○印をつけて下さい。
関心があり、
EVを所有して
いる
関心があり、
EVの購入を
かんがえ
関心がある
が、EVの購
入は考えてい
ない
関心がない その他 合計
全数 1.5 11.9 68.7 13.4 4.5 100
問13　入居後の電気やガスの使い方について変化はありましたか。あてはまるものを1つ選び、数字に○印をつけて下さい。
以前も節電や
省エネを心掛
けていたが、
一層気をつけ
るようになっ
た
以前はあまり
節電や省エネ
を心掛けてい
なかったが、
入居後気をつ
けるように
なった
以前も現在
も、特に節電
や省エネに気
をつけていな
い
その他 無回答 合計
全数 46.3 29.9 11.9 10.4 1.5 100
問14 現在、自家用車を何台お持ちですか。あてはまるものを1つ選び、数字に○印をつけて下さい。
１台 ２台 持っていない 合計
全数 74.6 20.9 4.5 100
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問15 お持ちの車の種類や使用状況について、あてはまるものの数字に○印をつけて下さい。「d．（年間）走行量」は数字をご記入下さい。
ａ動力タイプ 合計
電気自動車
ハイブリッド
カー
ガソリン車 その他 合計
クルマ１ 0.0 17.2 79.7 3.1 100
クルマ２（2台保有者のうち、年間走行距離が
短い車）
7.1 7.1 85.7 0.0 100
全数 1.3 15.4 80.8 2.6 100
ｂ車種
軽自動車
普通・小型自
動車
普通自動車
ワゴン・ミニバ
ン・SUV
その他 合計
クルマ１ 3.1 35.9 15.6 43.8 1.6 100
クルマ２（2台保有者のうち、年間走行距離が
短い車）
35.7 42.9 7.1 7.1 7.1 100
全数 9.0 37.2 14.1 37.2 2.6 100
ｃ通勤通学利用の有無（複数回答）
勤務先までの
通勤に使用し
ている
通勤・通学時
の送迎に使
用している
通勤や通勤
通学の送迎
に使用してい
クルマ１ 23.9 28.4 43.3
クルマ２（2台保有者のうち、年間走行距離が
短い車）
10.4 1.5 7.5
全数 34.3 29.9 50.7
ｅ車の使用頻度
ほぼ毎日使う
週３～４日使
う
週１～２日使
う
月に１～２日
使う
合計
クルマ１ 46.0 34.9 17.5 1.6 100
クルマ２（2台保有者のうち、年間走行距離が
短い車）
58.3 25.0 16.7 0.0 100
全数 48.0 33.3 17.3 1.3 100
ｆ１日当たり最長走行距離
100kｍ未満
100kｍ以上
200km未満
200km以上
300km未満
300km以上 わからない 合計
クルマ１ 28.3 11.7 8.3 46.7 5.0 100
クルマ２（2台保有者のうち、年間走行距離が
短い車）
64.3 7.1 0.0 21.4 7.1 100
全数 35.1 10.8 6.8 41.9 5.4 100
問16 駐車場に「屋根」はありますか。あてはまるものを1つ選び、数字に○印をつけて下さい。
屋根がある 屋根がない 無回答 合計
全数 11.9 86.6 1.5 100
問17 駐車場に「電気自動車充電用コンセント」はありますか。あてはまるものを1つ選び、数字に○印をつけて下さい。
ある ない 合計
全数 76.1 23.9 100
問18 設問ごとにあてはまるものをそれぞれ選び、○印をつけてください。
a．あなたの年齢（○印は１つ）
30～39歳 40～40歳 50～59歳 60～69歳 合計
全数 49.3 22.4 10.4 17.9 100
b．あなたの性別（○印は１つ）
男性 女性 合計
全数 70.1 29.9 100
c．あなたのご職業（○印は１つ）
会社員（被雇
用者）
会社、自営業
などの経営者
パート・アル
バイト
公務員 無職 その他 合計
全数 50.7 3.0 7.5 14.9 22.4 1.5 100
d．あなたのご職業の業種（○印は１つ）
家電製造・販
売
自動車製造・
販売
住宅・不動産
土木・都市開
発
情報・通信 サービス 教育 その他 合計
全数 5.9 2.0 7.8 5.9 11.8 11.8 13.7 41.2 100
e．同居家族構成（○印は１つ）
夫婦のみ 夫婦と親 夫婦と子ども
夫婦と子ども
と親の三世代
その他 無回答 合計
全数 14.9 3.0 71.6 4.5 4.5 1.5 100
f．同居家族人数（○印は１つ）
１人 ２人 ３人 ４人 ５人 無回答 合計
全数 1.5 16.4 35.8 37.3 7.5 1.5 100
g．夫婦共働きの状況（○印は１つ）
夫婦共働きで
ある
夫婦共働きで
ない
無回答 合計
全数 38.8 58.2 3.0 100
h．前のお住まいの形態（○印は１つ）
持家戸建住
宅
賃貸戸建住
宅
持家集合住
宅
賃貸集合住
宅
社宅 合計
全数 31.3 6.0 14.9 37.3 10.4 100
i．冬季の暖房器具（あてはまるものすべてに○印）
エアコン
電気カーペッ
ト
石油ストーブ 電気ストーブ ガスストーブ 電気床暖房 ガス床暖房 こたつ その他
全数 89.6 19.4 11.9 23.9 6.0 52.2 25.4 19.4 7.5
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３
．
 
自
動
車
と
環
境
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
 
調
査
票
 
  
自
動
車
と
環
境
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
 
ア
ン
ケ
ー
ト
に
ア
ク
セ
ス
し
て
い
た
だ
き
、
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
 
 
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
は
 
 
・
現
在
ご
家
庭
で
ク
ル
マ
を
保
有
し
て
い
る
 
 
・
こ
の
5
年
間
で
ク
ル
マ
を
運
転
し
て
い
る
 
方
に
お
伺
い
し
て
お
り
ま
す
。
 
ク
ル
マ
を
保
有
し
て
い
な
い
方
や
、
5
年
以
上
運
転
し
て
い
な
い
方
は
お
答
え
い
た
だ
く
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
 
 
ま
た
こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、
お
持
ち
の
ク
ル
マ
の
 
 
・
購
入
費
用
 
 
・
年
間
の
走
行
距
離
 
 
・
月
々
の
ガ
ソ
リ
ン
代
 
な
ど
を
お
伺
い
す
る
質
問
が
ご
ざ
い
ま
す
。
 
あ
ら
か
じ
め
ご
確
認
い
た
だ
き
、
な
る
べ
く
正
確
に
ご
回
答
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
 
 
な
お
ア
ン
ケ
ー
ト
途
中
で
中
断
し
て
も
、
期
間
中
は
中
断
し
た
箇
所
よ
り
ご
回
答
い
た
だ
け
ま
す
。
 
条
件
を
ご
確
認
の
上
、
ア
ン
ケ
ー
ト
に
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 
 
 
ご
協
力
い
た
だ
け
る
場
合
は
「
開
始
」
ボ
タ
ン
を
押
し
、
回
答
を
開
始
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 I
．
あ
な
た
の
ご
家
庭
の
ク
ル
マ
（
四
輪
）
の
保
有
・
使
用
状
況
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
1 
あ
な
た
の
ご
家
庭
の
ク
ル
マ
（
四
輪
）
の
保
有
台
数
は
何
台
で
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
    ＜
全
員
に
表
示
＞
 
問
2
～
0
の
設
問
は
、
お
持
ち
の
ク
ル
マ
ご
と
に
回
答
い
た
だ
く
設
問
に
な
っ
て
い
ま
す
。
 
＜
１
台
所
有
し
て
い
る
人
 
「
１
．
」
を
選
ん
だ
人
＞
 
 

お
持
ち
の
ク
ル
マ
に
つ
い
て
、
以
下
の
設
問
に
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。
 
＜
２
台
所
有
し
て
い
る
人
 
「
２
．
」
を
選
ん
だ
人
＞
 
 

回
答
者
の
方
が
主
に
運
転
す
る
ク
ル
マ
を
「
（
１
）
ク
ル
マ
１
」
、
残
る
１
台
を
「
（
２
）
ク
ル
マ
２
」
と
し
て
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 ＜
３
台
以
上
所
有
し
て
い
る
人
 
「
３
．
」
を
選
ん
だ
人
＞
 
 

３
台
以
上
お
持
ち
の
方
は
、
回
答
者
の
方
が
主
に
運
転
す
る
ク
ル
マ
を
「
（
１
）
ク
ル
マ
１
」
、
残
る
ク
ル
マ
の
う
ち
、
年
間
の
走
行
距
離
が
最
も
長
い
ク
ル
マ
を
「
（
２
）
ク
ル
マ
２
」
と
し
て
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。
 
１
．
１
台
 
２
．
２
台
 
３
．
３
台
以
上
 
問
2 
所
有
す
る
ク
ル
マ
に
つ
い
て
 
設
問
 
（
１
）
ク
ル
マ
１
 
（
２
）
ク
ル
マ
２
 
①
こ
の
ク
ル
マ
の
車
種
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
選
択
に
迷
わ
れ
た
場
合
は
、
よ
り
上
に
記
さ
れ
て
い
る
車
種
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
ワ
ゴ
ン
・
ミ
ニ
バ
ン
・
Ｓ
Ｕ
Ｖ
 
２
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
2
,
0
0
0
c
c
超
 
３
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
2
,
0
0
0
c
c
以
下
 
４
．
ワ
ゴ
ン
・
ミ
ニ
バ
ン
 
５
．
Ｓ
Ｕ
Ｖ
 
６
．
ス
ポ
ー
ツ
カ
ー
 
７
．
普
通
自
動
車
/
2
0
0
0
c
c
超
 
８
．
普
通
・
小
型
自
動
車
/
2
,
0
0
0
c
c
以
下
 
９
．
軽
ワ
ゴ
ン
・
バ
ン
 
1
0
．
軽
ト
ラ
ッ
ク
 
1
1
．
軽
自
動
車
 
1
2
．
そ
の
他
[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
]
 
１
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
ワ
ゴ
ン
・
ミ
ニ
バ
ン
・
Ｓ
Ｕ
Ｖ
 
２
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
2
,
0
0
0
c
c
超
 
３
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
2
,
0
0
0
c
c
以
下
 
４
．
ワ
ゴ
ン
・
ミ
ニ
バ
ン
 
５
．
Ｓ
Ｕ
Ｖ
 
６
．
ス
ポ
ー
ツ
カ
ー
 
７
．
普
通
自
動
車
/
2
0
0
0
c
c
超
 
８
．
普
通
・
小
型
自
動
車
/
2
,
0
0
0
c
c
以
下
 
９
．
軽
ワ
ゴ
ン
・
バ
ン
 
1
0
．
軽
ト
ラ
ッ
ク
 
1
1
．
軽
自
動
車
 
1
2
．
そ
の
他
[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
]
 
②
こ
の
ク
ル
マ
の
乗
車
年
数
は
何
年
で
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
１
年
 
２
．
２
年
 
３
．
３
年
 
４
．
４
年
 
５
．
５
年
 
６
．
６
年
 
７
．
７
年
 
８
．
８
年
 
９
．
９
年
 
1
0
．
1
0
年
 
1
1
．
1
1
年
 
1
2
．
1
2
年
以
上
 
１
．
１
年
 
２
．
２
年
 
３
．
３
年
 
４
．
４
年
 
５
．
５
年
 
６
．
６
年
 
７
．
７
年
 
８
．
８
年
 
９
．
９
年
 
1
0
．
1
0
年
 
1
1
．
1
1
年
 
1
2
．
1
2
年
以
上
 
③
こ
の
ク
ル
マ
の
１
年
間
の
走
行
距
離
は
約
何
ｋ
ｍ
で
す
か
。
整
数
（
半
角
数
字
、
カ
ン
マ
は
不
要
）
で
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。
 
【
年
間
走
行
距
離
】
 
 約
 
[
 
 
 
 
 
 
 
 
]
ｋ
ｍ
／
年
 
 
【
年
間
走
行
距
離
】
 
 約
[
 
 
 
 
 
 
 
 
]
ｋ
ｍ
／
年
 
 注
意
：
わ
か
ら
な
い
場
合
は
空
欄
の
ま
ま
、
次
へ
お
進
み
く
だ
さ
い
 
④
こ
の
ク
ル
マ
の
平
均
的
な
１
か
月
の
ガ
ソ
リ
ン
代
は
い
く
ら
で
す
か
。
整
数
（
半
角
数
字
）
で
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。
 
【
１
か
月
の
平
均
的
な
ガ
ソ
リ
ン
代
】
 
約
[
 
 
 
 
 
 
 
 
]
千
円
／
月
 
 注
意
：
「
1
2
,
0
0
0
」
円
の
場
合
は
、
「
1
2
」
と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
 
 
 
 
 
 
【
１
か
月
の
平
均
的
な
ガ
ソ
リ
ン
代
】
 
約
[
 
 
 
 
 
 
 
 
]
千
円
／
月
 
 注
意
：
「
1
2
,
0
0
0
」
円
の
場
合
は
、
「
1
2
」
と
入
力
し
て
く
だ
さ
い
 
わ
か
ら
な
い
場
合
は
空
欄
の
ま
ま
、
次
へ
お
進
み
く
だ
さ
い
 
⑤
こ
の
ク
ル
マ
は
、
ど
の
よ
う
に
入
手
さ
れ
ま
し
た
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
自
動
車
販
売
業
者
か
ら
新
車
で
購
入
し
た
 
２
．
自
動
車
販
売
業
者
か
ら
中
古
車
で
購
入
し
た
 
３
．
親
族
・
知
人
等
か
ら
譲
り
受
け
た
（
有
償
・
無
償
問
わ
ず
）
 
４
．
そ
の
他
[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
]
 
１
．
自
動
車
販
売
業
者
か
ら
新
車
で
購
入
し
た
 
２
．
自
動
車
販
売
業
者
か
ら
中
古
車
で
購
入
し
た
 
３
．
親
族
・
知
人
等
か
ら
譲
り
受
け
た
（
有
償
・
無
償
問
わ
ず
）
 
４
．
そ
の
他
[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
]
 
173
 問
2
 
所
有
す
る
ク
ル
マ
に
つ
い
て
（
つ
づ
き
）
 
設
問
 
（
１
）
ク
ル
マ
１
 
（
２
）
ク
ル
マ
２
 
⑥
こ
の
ク
ル
マ
の
購
入
・
入
手
に
か
か
っ
た
費
用
は
概
ね
い
く
ら
で
し
た
か
。
整
数
（
半
角
数
字
、
カ
ン
マ
は
不
要
）
で
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。
 
【
購
入
・
入
手
に
か
か
っ
た
費
用
】
 
約
[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
]
万
円
 
 
【
購
入
・
入
手
に
か
か
っ
た
費
用
】
 
約
[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
]
万
円
 
 注
意
：
わ
か
ら
な
い
場
合
は
空
欄
の
ま
ま
、
次
へ
お
進
み
く
だ
さ
い
 
 
⑦
こ
の
ク
ル
マ
の
購
入
・
入
手
に
あ
た
っ
て
重
視
し
た
こ
と
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
（
い
く
つ
で
も
）
 
１
．
車
両
価
格
 
２
．
燃
費
 
３
．
車
体
サ
イ
ズ
（
幅
・
長
さ
）
 
４
．
外
観
デ
ザ
イ
ン
 
５
．
車
室
の
広
さ
・
居
住
性
 
６
．
安
全
性
 
７
．
環
境
性
 
８
．
そ
の
他
[
 
 
 
 
 
 
 
 
]
 
１
．
車
両
価
格
 
２
．
燃
費
 
３
．
車
体
サ
イ
ズ
（
幅
・
長
さ
）
 
４
．
外
観
デ
ザ
イ
ン
 
５
．
車
室
の
広
さ
・
居
住
性
 
６
．
安
全
性
 
７
．
環
境
性
 
８
．
そ
の
他
[
 
 
 
 
 
 
 
 
]
 
９
．
わ
か
ら
な
い
 
⑧
今
後
1
0
年
の
買
い
替
え
予
定
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
現
在
具
体
的
に
検
討
中
 
２
．
１
年
後
く
ら
い
 
３
．
２
～
３
年
後
く
ら
い
 
４
．
４
～
５
年
後
く
ら
い
 
５
．
６
～
1
0
年
後
く
ら
い
 
６
．
今
後
1
0
年
の
買
い
替
え
予
定
な
し
 
 
１
．
現
在
具
体
的
に
検
討
中
 
２
．
１
年
後
く
ら
い
 
３
．
２
～
３
年
後
く
ら
い
 
４
．
４
～
５
年
後
く
ら
い
 
５
．
６
～
1
0
年
後
く
ら
い
 
６
．
今
後
1
0
年
の
買
い
替
え
予
定
な
し
 
７
．
わ
か
ら
な
い
 
⑨
次
に
買
い
た
い
ク
ル
マ
の
車
種
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
※
⑧
で
「
１
．
～
５
．
」
の
※
⑧
で
「
１
．
～
５
．
」
の
※
⑧
で
「
１
．
～
５
．
」
の
※
⑧
で
「
１
．
～
５
．
」
の
回
答
者
の
み
回
答
者
の
み
回
答
者
の
み
回
答
者
の
み
 
 
 
 
 
１
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
ワ
ゴ
ン
・
ミ
ニ
バ
ン
・
Ｓ
Ｕ
Ｖ
 
２
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
2
,
0
0
0
c
c
超
 
３
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
2
,
0
0
0
c
c
以
下
 
４
．
ワ
ゴ
ン
・
ミ
ニ
バ
ン
 
５
．
Ｓ
Ｕ
Ｖ
 
６
．
ス
ポ
ー
ツ
カ
ー
 
７
．
普
通
自
動
車
/
2
0
0
0
c
c
超
 
８
．
普
通
・
小
型
自
動
車
/
2
,
0
0
0
c
c
以
下
 
９
．
軽
ワ
ゴ
ン
・
バ
ン
 
1
0
．
軽
ト
ラ
ッ
ク
 
1
1
．
軽
自
動
車
 
1
2
．
そ
の
他
[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
]
 
１
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
ワ
ゴ
ン
・
ミ
ニ
バ
ン
・
Ｓ
Ｕ
Ｖ
 
２
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
2
,
0
0
0
c
c
超
 
３
．
【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
カ
ー
】
2
,
0
0
0
c
c
以
下
 
４
．
ワ
ゴ
ン
・
ミ
ニ
バ
ン
 
５
．
Ｓ
Ｕ
Ｖ
 
６
．
ス
ポ
ー
ツ
カ
ー
 
７
．
普
通
自
動
車
/
2
0
0
0
c
c
超
 
８
．
普
通
・
小
型
自
動
車
/
2
,
0
0
0
c
c
以
下
 
９
．
軽
ワ
ゴ
ン
・
バ
ン
 
1
0
．
軽
ト
ラ
ッ
ク
 
1
1
．
軽
自
動
車
 
1
2
．
そ
の
他
[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
]
 
⑩
次
に
ク
ル
マ
を
買
う
際
の
概
ね
の
予
算
額
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
※
⑧
で
「
１
．
～
５
．
」
の
※
⑧
で
「
１
．
～
５
．
」
の
※
⑧
で
「
１
．
～
５
．
」
の
※
⑧
で
「
１
．
～
５
．
」
の
回
答
者
回
答
者
回
答
者
回
答
者
の
み
の
み
の
み
の
み
 
１
．
5
0
万
円
未
満
 
２
．
5
0
万
円
以
上
1
0
0
万
円
未
満
 
３
．
1
0
0
万
円
以
上
1
5
0
万
円
未
満
 
４
．
1
5
0
万
円
以
上
2
0
0
万
円
未
満
 
５
．
2
0
0
万
円
以
上
2
5
0
万
円
未
満
 
 
６
．
2
5
0
万
円
以
上
3
0
0
万
円
未
満
 
７
．
3
0
0
万
円
以
上
3
5
0
万
円
未
満
 
８
．
3
5
0
万
円
以
上
4
0
0
万
円
未
満
 
９
．
4
0
0
万
円
以
上
4
5
0
万
円
未
満
 
1
0
．
4
5
0
万
円
以
上
5
0
0
万
円
未
満
 
1
1
．
5
0
0
万
円
以
上
 
1
2
．
わ
か
ら
な
い
 
１
．
5
0
万
円
未
満
 
２
．
5
0
万
円
以
上
1
0
0
万
円
未
満
 
３
．
1
0
0
万
円
以
上
1
5
0
万
円
未
満
 
４
．
1
5
0
万
円
以
上
2
0
0
万
円
未
満
 
５
．
2
0
0
万
円
以
上
2
5
0
万
円
未
満
 
 
６
．
2
5
0
万
円
以
上
3
0
0
万
円
未
満
 
７
．
3
0
0
万
円
以
上
3
5
0
万
円
未
満
 
８
．
3
5
0
万
円
以
上
4
0
0
万
円
未
満
 
９
．
4
0
0
万
円
以
上
4
5
0
万
円
未
満
 
1
0
．
4
5
0
万
円
以
上
5
0
0
万
円
未
満
 
1
1
．
5
0
0
万
円
以
上
 
1
2
．
わ
か
ら
な
い
 
問
3 
駐
車
場
の
状
況
に
つ
い
て
 
設
問
 
（
１
）
ク
ル
マ
１
の
駐
車
場
 
（
２
）
ク
ル
マ
２
の
駐
車
場
 
①
駐
車
場
の
所
有
状
況
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
自
己
保
有
 
２
．
賃
貸
（
契
約
）
駐
車
場
 
１
．
自
己
保
有
 
２
．
賃
貸
（
契
約
）
駐
車
場
 
②
駐
車
場
の
タ
イ
プ
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
平
面
式
（
平
置
）
 
２
．
立
体
自
走
式
（
自
分
で
運
転
し
て
入
出
庫
す
る
）
 
３
．
立
体
機
械
式
（
機
械
で
入
出
庫
す
る
）
 
１
．
平
面
式
（
平
置
）
 
２
．
立
体
自
走
式
（
自
分
で
運
転
し
て
入
出
庫
す
る
）
 
３
．
立
体
機
械
式
（
機
械
で
入
出
庫
す
る
）
 
③
屋
内
・
屋
外
の
別
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
屋
内
 
２
．
屋
外
・
屋
根
な
し
 
３
・
屋
外
・
屋
根
あ
り
 
１
．
屋
内
 
２
．
屋
外
・
屋
根
な
し
 
３
・
屋
外
・
屋
根
あ
り
 
④
駐
車
場
の
照
明
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
駐
車
場
内
に
照
明
が
あ
り
、
灯
り
が
あ
る
 
２
．
駐
車
場
専
用
の
照
明
は
な
い
が
、
街
路
灯
や
家
屋
の
灯
り
が
あ
る
 
３
．
灯
り
は
な
い
 
１
．
駐
車
場
内
に
照
明
が
あ
り
、
灯
り
が
あ
る
 
２
．
駐
車
場
専
用
の
照
明
は
な
い
が
、
街
路
灯
や
家
屋
の
灯
り
が
あ
る
 
３
．
灯
り
は
な
い
 
⑤
駐
車
場
で
使
用
可
能
な
コ
ン
セ
ン
ト
は
あ
り
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
②
で
「
１
．
」
の
回
答
者
の
み
 
１
．
1
0
0
Ｖ
用
コ
ン
セ
ン
ト
が
あ
る
 
２
．
2
0
0
Ｖ
用
コ
ン
セ
ン
ト
が
あ
る
 
３
．
1
0
0
V
か
2
0
0
V
か
わ
か
ら
な
い
が
コ
ン
セ
ン
ト
が
あ
る
 
４
．
コ
ン
セ
ン
ト
は
な
い
 
１
．
1
0
0
Ｖ
用
コ
ン
セ
ン
ト
が
あ
る
 
２
．
2
0
0
Ｖ
用
コ
ン
セ
ン
ト
が
あ
る
 
３
．
1
0
0
V
か
2
0
0
V
か
わ
か
ら
な
い
が
コ
ン
セ
ン
ト
が
あ
る
 
４
．
コ
ン
セ
ン
ト
は
な
い
 
⑥
コ
ン
セ
ン
ト
か
ら
あ
な
た
の
ク
ル
マ
の
駐
車
区
画
ま
で
の
距
離
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
⑤
で
「
１
．
～
３
．
」
の
回
答
者
の
み
 
１
．
３
ｍ
未
満
 
２
．
３
ｍ
以
上
５
ｍ
未
満
 
３
．
５
ｍ
以
上
1
0
ｍ
未
満
 
４
．
1
0
ｍ
以
上
1
5
ｍ
未
満
 
５
．
1
5
ｍ
以
上
 
１
．
３
ｍ
未
満
 
２
．
３
ｍ
以
上
５
ｍ
未
満
 
３
．
５
ｍ
以
上
1
0
ｍ
未
満
 
４
．
1
0
ｍ
以
上
1
5
ｍ
未
満
 
５
．
1
5
ｍ
以
上
 
⑦
コ
ン
セ
ン
ト
の
使
用
環
境
に
つ
い
て
、
最
も
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
⑤
で
「
１
．
～
３
．
」
の
回
答
者
の
み
 
１
．
い
つ
で
も
自
由
に
使
え
る
 
２
．
コ
ン
セ
ン
ト
の
所
有
者
等
の
許
可
を
得
れ
ば
使
え
る
 
３
．
常
時
使
用
中
で
使
え
な
い
 
４
．
使
え
る
か
ど
う
か
わ
か
ら
な
い
 
１
．
い
つ
で
も
自
由
に
使
え
る
 
２
．
コ
ン
セ
ン
ト
の
所
有
者
等
の
許
可
を
得
れ
ば
使
え
る
 
３
．
常
時
使
用
中
で
使
え
な
い
 
４
．
使
え
る
か
ど
う
か
わ
か
ら
な
い
 
 
問
4ク
ル
マ
の
運
転
者
に
つ
い
て
 
設
問
 
（
１
）
ク
ル
マ
１
 
（
２
）
ク
ル
マ
２
 
①
こ
の
ク
ル
マ
の
使
い
方
に
つ
い
て
、
最
も
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
 
 
 
 
１
．
主
に
運
転
す
る
人
が
決
ま
っ
て
お
り
、
他
の
家
族
は
運
転
し
な
い
 
２
．
主
に
運
転
す
る
人
が
決
ま
っ
て
い
る
が
、
他
の
家
族
も
時
々
運
転
す
る
 
３
．
家
族
の
そ
れ
ぞ
れ
が
同
程
度
運
転
す
る
 
１
．
主
に
運
転
す
る
人
が
決
ま
っ
て
お
り
、
他
の
家
族
は
運
転
し
な
い
 
２
．
主
に
運
転
す
る
人
が
決
ま
っ
て
い
る
が
、
他
の
家
族
も
時
々
運
転
す
る
 
３
．
家
族
の
そ
れ
ぞ
れ
が
同
程
度
運
転
す
る
 
４
．
わ
か
ら
な
い
 
②
こ
の
ク
ル
マ
を
主
に
運
転
す
る
方
を
１
人
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
※
①
「
１
．
～
２
．
」
と
回
答
し
た
人
の
み
 
 
１
．
あ
な
た
本
人
 
２
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
あ
な
た
の
子
ど
も
 
６
．
そ
の
他
 
１
．
あ
な
た
本
人
 
２
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
あ
な
た
の
子
ど
も
 
６
．
そ
の
他
 
174
 
ク
ル
マ
の
運
転
者
に
つ
い
て
（
つ
づ
き
）
 
設
問
 
（
１
）
ク
ル
マ
１
 
（
２
）
ク
ル
マ
２
 
③
②
の
主
に
運
転
す
る
方
以
外
に
、
こ
の
ク
ル
マ
を
運
転
す
る
方
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
（
い
く
つ
で
も
）
 
※
①
「
２
．
」
と
回
答
し
た
人
の
み
 
１
．
あ
な
た
本
人
 
２
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
あ
な
た
の
子
ど
も
 
６
．
そ
の
他
 
 
 
 
１
．
あ
な
た
本
人
 
２
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
あ
な
た
の
子
ど
も
 
６
．
そ
の
他
 
④
こ
の
ク
ル
マ
を
運
転
す
る
方
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
（
い
く
つ
で
も
）
※
①
「
３
．
」
と
回
答
し
た
人
の
み
 
【
あ
な
た
以
外
に
運
転
さ
れ
る
方
】
 
１
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
２
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
４
．
あ
な
た
の
子
ど
も
 
５
．
そ
の
他
 
１
．
あ
な
た
本
人
 
２
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
あ
な
た
の
子
ど
も
 
６
．
そ
の
他
 
⑤
主
に
運
転
す
る
人
が
決
ま
っ
て
い
る
理
由
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
（
い
く
つ
で
も
）
 
※
①
で
「
１
※
①
で
「
１
※
①
で
「
１
※
①
で
「
１
.
.
.
.
～
２
．
」
の
回
答
者
の
～
２
．
」
の
回
答
者
の
～
２
．
」
の
回
答
者
の
～
２
．
」
の
回
答
者
の
み
み
み
み
 
 
 
 
１
．
も
と
も
と
運
転
者
が
専
用
の
ク
ル
マ
と
し
て
購
入
し
た
か
ら
 
２
．
そ
の
ク
ル
マ
の
購
入
費
・
維
持
費
を
運
転
者
が
負
担
し
て
い
る
か
ら
 
３
．
他
の
家
族
に
そ
の
ク
ル
マ
を
運
転
す
る
技
術
が
な
い
か
ら
 
４
．
他
の
家
族
が
運
転
す
る
機
会
や
必
要
性
が
な
い
か
ら
 
５
．
他
の
家
族
が
そ
の
ク
ル
マ
の
自
動
車
保
険
に
入
っ
て
い
な
い
か
ら
 
６
．
夫
婦
関
係
・
親
子
関
係
な
ど
心
理
的
な
理
由
か
ら
 
７
．
特
に
理
由
は
な
い
が
、
な
ん
と
な
く
使
用
し
な
い
 
８
．
そ
の
他
[
 
 
 
 
 
 
 
 
]
 
１
．
も
と
も
と
運
転
者
が
専
用
の
ク
ル
マ
と
し
て
購
入
し
た
か
ら
 
２
．
そ
の
ク
ル
マ
の
購
入
費
・
維
持
費
を
運
転
者
が
負
担
し
て
い
る
か
ら
 
３
．
他
の
家
族
に
そ
の
ク
ル
マ
を
運
転
す
る
技
術
が
な
い
か
ら
 
４
．
他
の
家
族
が
運
転
す
る
機
会
や
必
要
性
が
な
い
か
ら
 
５
．
他
の
家
族
が
そ
の
ク
ル
マ
の
自
動
車
保
険
に
入
っ
て
い
な
い
か
ら
 
６
．
夫
婦
関
係
・
親
子
関
係
な
ど
心
理
的
な
理
由
か
ら
 
７
．
特
に
理
由
は
な
い
が
、
な
ん
と
な
く
使
用
し
な
い
 
８
．
そ
の
他
[
 
 
 
 
 
 
 
 
]
 
９
．
わ
か
ら
な
い
 
⑥
④
の
う
ち
、
主
に
運
転
す
る
人
が
決
ま
っ
て
い
る
一
番
の
理
由
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
※
①
で
「
１
※
①
で
「
１
※
①
で
「
１
※
①
で
「
１
.
.
.
.
～
２
．
」
の
回
答
者
の
～
２
．
」
の
回
答
者
の
～
２
．
」
の
回
答
者
の
～
２
．
」
の
回
答
者
の
み
み
み
み
 
 
 
 
 
 
 
 
※
ク
ル
マ
２
は
、
⑤
で
「
１
．
～
８
※
ク
ル
マ
２
は
、
⑤
で
「
１
．
～
８
※
ク
ル
マ
２
は
、
⑤
で
「
１
．
～
８
※
ク
ル
マ
２
は
、
⑤
で
「
１
．
～
８
.
.
.
.
」
」
」
」
の
回
答
者
の
み
の
回
答
者
の
み
の
回
答
者
の
み
の
回
答
者
の
み
 
 
 
 
１
．
も
と
も
と
運
転
者
が
専
用
の
ク
ル
マ
と
し
て
購
入
し
た
か
ら
 
２
．
そ
の
ク
ル
マ
の
購
入
費
・
維
持
費
を
運
転
者
が
負
担
し
て
い
る
か
ら
 
３
．
他
の
家
族
に
そ
の
ク
ル
マ
を
運
転
す
る
技
術
が
な
い
か
ら
 
４
．
他
の
家
族
が
運
転
す
る
機
会
や
必
要
性
が
な
い
か
ら
 
５
．
他
の
家
族
が
そ
の
ク
ル
マ
の
自
動
車
保
険
に
入
っ
て
い
な
い
か
ら
 
６
．
夫
婦
関
係
・
親
子
関
係
な
ど
心
理
的
な
理
由
か
ら
 
７
．
特
に
理
由
は
な
い
が
、
な
ん
と
な
く
使
用
し
な
い
 
８
．
そ
の
他
 
１
．
も
と
も
と
運
転
者
が
専
用
の
ク
ル
マ
と
し
て
購
入
し
た
か
ら
 
２
．
そ
の
ク
ル
マ
の
購
入
費
・
維
持
費
を
運
転
者
が
負
担
し
て
い
る
か
ら
 
３
．
他
の
家
族
に
そ
の
ク
ル
マ
を
運
転
す
る
技
術
が
な
い
か
ら
 
４
．
他
の
家
族
が
運
転
す
る
機
会
や
必
要
性
が
な
い
か
ら
 
５
．
他
の
家
族
が
そ
の
ク
ル
マ
の
自
動
車
保
険
に
入
っ
て
い
な
い
か
ら
 
６
．
夫
婦
関
係
・
親
子
関
係
な
ど
心
理
的
な
理
由
か
ら
 
７
．
特
に
理
由
は
な
い
が
、
な
ん
と
な
く
使
用
し
な
い
 
８
．
そ
の
他
 
 
問
5 
１
日
の
ク
ル
マ
の
移
動
距
離
が
10
0k
m
未
満
の
「
短
距
離
」
の
ク
ル
マ
の
利
用
状
況
に
つ
い
て
 
設
問
 
（
１
）
ク
ル
マ
１
 
（
２
）
ク
ル
マ
２
 
①
ク
ル
マ
に
よ
る
短
距
離
の
外
出
頻
度
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
週
５
日
以
上
 
２
．
週
３
～
４
日
 
３
．
週
１
～
２
日
 
４
．
月
２
～
３
回
 
５
．
月
１
回
以
下
 
６
．
短
距
離
の
外
出
で
は
使
用
し
な
い
 
１
．
週
５
日
以
上
 
２
．
週
３
～
４
日
 
３
．
週
１
～
２
日
 
４
．
月
２
～
３
回
 
５
．
月
１
回
以
下
 
６
．
短
距
離
の
外
出
で
は
使
用
し
な
い
 
②
こ
の
ク
ル
マ
を
自
分
で
運
転
し
て
通
勤
・
通
学
す
る
人
を
１
人
（
複
数
い
る
場
合
は
利
用
頻
度
が
多
い
方
を
）
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
※
①
「
１
※
①
「
１
※
①
「
１
※
①
「
１
.
.
.
.
～
５
～
５
～
５
～
５
.
.
.
.
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
の
み
の
み
の
み
の
み
 
１
．
あ
な
た
本
人
 
２
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
あ
な
た
の
子
ど
も
 
６
．
そ
の
他
 
７
．
通
勤
・
通
学
で
は
利
用
し
な
い
 
１
．
あ
な
た
本
人
 
２
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
あ
な
た
の
子
ど
も
 
６
．
そ
の
他
 
７
．
通
勤
・
通
学
で
は
利
用
し
な
い
 
③
通
勤
・
通
学
先
ま
で
の
距
離
（
片
道
）
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
※
※
※
※
②
②
②
②
「
「
「
「
１
１
１
１
.
.
.
.
～
６
～
６
～
６
～
６
.
.
.
.
」
」
」
」
の
回
答
者
の
回
答
者
の
回
答
者
の
回
答
者
の
み
の
み
の
み
の
み
 
 
 
 
１
．
1
0
k
m
未
満
 
２
．
1
0
k
m
以
上
～
3
0
k
m
未
満
 
３
．
3
0
k
m
以
上
～
5
0
k
m
未
満
 
４
．
5
0
k
m
以
上
 
 
１
．
1
0
k
m
未
満
 
２
．
1
0
k
m
以
上
～
3
0
k
m
未
満
 
３
．
3
0
k
m
以
上
～
5
0
k
m
未
満
 
４
．
5
0
k
m
以
上
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問
6 
１
日
の
ク
ル
マ
の
移
動
距
離
が
10
0k
m
以
上
の
「
長
距
離
」
の
ク
ル
マ
の
利
用
状
況
に
つ
い
て
 
設
問
 
（
１
）
ク
ル
マ
１
 
（
２
）
ク
ル
マ
２
 
①
ク
ル
マ
に
よ
る
長
距
離
の
外
出
の
頻
度
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
週
５
日
以
上
 
２
．
週
３
～
４
日
 
３
．
週
１
～
２
日
 
４
．
月
２
～
３
回
 
５
．
月
１
回
～
年
数
回
 
６
．
数
年
に
１
回
程
度
 
７
．
長
距
離
の
外
出
で
は
使
用
し
な
い
 
１
．
週
５
日
以
上
 
２
．
週
３
～
４
日
 
３
．
週
１
～
２
日
 
４
．
月
２
～
３
回
 
５
．
月
１
回
～
年
数
回
 
６
．
数
年
に
１
回
程
度
 
７
．
長
距
離
の
外
出
で
は
使
用
し
な
い
 
８
．
わ
か
ら
な
い
 
②
長
距
離
の
外
出
の
際
に
運
転
す
る
人
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
（
い
く
つ
で
も
）
 
※
①
「
１
※
①
「
１
※
①
「
１
※
①
「
１
.
.
.
.
～
６
～
６
～
６
～
６
.
.
.
.
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
の
の
の
の
み
み
み
み
 
１
．
あ
な
た
本
人
 
２
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
あ
な
た
の
子
ど
も
 
６
．
そ
の
他
 
１
．
あ
な
た
本
人
 
２
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
あ
な
た
の
子
ど
も
 
６
．
そ
の
他
 
③
ク
ル
マ
に
よ
る
外
出
の
う
ち
、
１
日
の
ク
ル
マ
の
移
動
距
離
が
1
0
0
k
m
を
超
え
る
の
は
、
ど
の
よ
う
な
目
的
で
外
出
す
る
時
で
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
（
い
く
つ
で
も
）
 
※
①
「
１
※
①
「
１
※
①
「
１
※
①
「
１
.
.
.
.
～
６
～
６
～
６
～
６
.
.
.
.
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
の
の
の
の
み
み
み
み
 
１
．
通
勤
・
通
学
 
２
．
通
勤
・
通
学
の
送
迎
 
３
．
買
い
物
 
４
．
通
院
 
５
．
通
勤
・
通
学
以
外
の
送
迎
 
６
．
趣
味
・
習
い
事
・
友
人
付
き
合
い
 
７
．
親
戚
・
実
家
等
の
訪
問
 
８
．
行
楽
・
旅
行
 
１
．
通
勤
・
通
学
 
２
．
通
勤
・
通
学
の
送
迎
 
３
．
買
い
物
 
４
．
通
院
 
５
．
通
勤
・
通
学
以
外
の
送
迎
 
６
．
趣
味
・
習
い
事
・
友
人
付
き
合
い
 
７
．
親
戚
・
実
家
等
の
訪
問
 
８
．
行
楽
・
旅
行
 
④
長
距
離
の
外
出
の
際
の
高
速
道
路
の
使
用
頻
度
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
※
①
「
１
※
①
「
１
※
①
「
１
※
①
「
１
.
.
.
.
～
６
～
６
～
６
～
６
.
.
.
.
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
の
の
の
の
み
み
み
み
 
１
．
ほ
ぼ
毎
回
使
用
し
て
い
る
 
２
．
２
回
に
１
回
程
度
使
用
し
て
い
る
 
３
．
数
回
に
１
回
程
度
使
用
し
て
い
る
 
４
．
使
用
し
て
い
な
い
 
１
．
ほ
ぼ
毎
回
使
用
し
て
い
る
 
２
．
２
回
に
１
回
程
度
使
用
し
て
い
る
 
３
．
数
回
に
１
回
程
度
使
用
し
て
い
る
 
４
．
使
用
し
て
い
な
い
 
５
．
わ
か
ら
な
い
 
⑤
ご
家
庭
の
ク
ル
マ
の
う
ち
、
1
台
を
長
距
離
の
外
出
に
使
用
し
て
い
る
時
、
も
う
1
台
の
ク
ル
マ
も
同
時
に
使
用
す
る
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
。
ど
の
く
ら
い
の
頻
度
で
2
台
を
同
時
に
使
用
し
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
※
※
※
※
問
問
問
問
1
1
1
1
で
「
２
．
～
３
．
」
で
「
２
．
～
３
．
」
で
「
２
．
～
３
．
」
で
「
２
．
～
３
．
」
と
回
と
回
と
回
と
回
答
、
か
つ
、
①
「
１
答
、
か
つ
、
①
「
１
答
、
か
つ
、
①
「
１
答
、
か
つ
、
①
「
１
.
.
.
.
～
６
～
６
～
６
～
６
.
.
.
.
」
」
」
」
の
回
答
者
の
回
答
者
の
回
答
者
の
回
答
者
の
み
の
み
の
み
の
み
 
 
 
 
【
「
ク
ル
マ
1
」
を
長
距
離
の
外
出
に
使
用
し
て
い
る
際
の
、
「
ク
ル
マ
2
」
の
使
用
状
況
】
 
１
．
ほ
ぼ
毎
回
使
用
し
て
い
る
 
２
．
２
回
に
１
回
程
度
使
用
し
て
い
る
 
３
．
数
回
に
１
回
程
度
使
用
し
て
い
る
 
４
．
使
用
し
て
い
な
い
 
５
．
わ
か
ら
な
い
 
【
「
ク
ル
マ
2
」
を
長
距
離
の
外
出
に
使
用
し
て
い
る
際
の
、
「
ク
ル
マ
1
」
の
使
用
状
況
】
 
１
．
ほ
ぼ
毎
回
使
用
し
て
い
る
 
２
．
２
回
に
１
回
程
度
使
用
し
て
い
る
 
３
．
数
回
に
１
回
程
度
使
用
し
て
い
る
 
４
．
使
用
し
て
い
な
い
 
５
．
わ
か
ら
な
い
 
⑥
過
去
５
年
以
内
で
、
長
距
離
の
外
出
の
際
の
、
１
日
当
た
り
の
最
大
走
行
距
離
に
つ
い
て
、
整
数
（
半
角
数
字
）
で
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。
 
※
①
「
１
※
①
「
１
※
①
「
１
※
①
「
１
.
.
.
.
～
６
～
６
～
６
～
６
.
.
.
.
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
」
の
回
答
者
の
の
の
の
み
み
み
み
 
約
[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
]
k
m
／
日
 
 
 
 
 ※
カ
ン
マ
は
不
要
 
 
約
[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
]
k
m
／
日
 
 
 
 
 ※
カ
ン
マ
は
不
要
 
 
 
 
  
 
 問 問問問
1
1
1
1
で
で
で
で
「
２
「
２
「
２
「
２
．
．
．
．
～
～
～
～
３
．
３
．
３
．
３
．
」
」
」
」
と
と
と
と
回
答
回
答
回
答
回
答
し
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
し
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
し
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
し
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
 
 
 
 
I
I
．
ク
ル
マ
を
複
数
台
保
有
し
て
い
る
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
7 
ク
ル
マ
1、
ク
ル
マ
2
以
外
に
、
長
距
離
の
外
出
に
使
用
す
る
ク
ル
マ
は
あ
り
ま
す
か
。
※
※
※
※
 
問
問
問
問
1「
３
「
３
「
３
「
３
.
」
の
回
答
」
の
回
答
」
の
回
答
」
の
回
答
者
者
者
者
の
み
の
み
の
み
の
み
 
   
問
8 
あ
な
た
の
ご
家
庭
で
、
長
距
離
移
動
に
使
う
ク
ル
マ
が
決
ま
っ
て
い
る
（
固
定
し
て
い
る
）
理
由
は
何
で
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
（
い
く
つ
で
も
）
※
長
距
離
用
の
ク
ル
マ
が
※
長
距
離
用
の
ク
ル
マ
が
※
長
距
離
用
の
ク
ル
マ
が
※
長
距
離
用
の
ク
ル
マ
が
1
台
に
決
ま
っ
て
い
台
に
決
ま
っ
て
い
台
に
決
ま
っ
て
い
台
に
決
ま
っ
て
い
る
回
答
者
る
回
答
者
る
回
答
者
る
回
答
者
の
み
の
み
の
み
の
み
 
     
問
9 
問
8
の
回
答
の
な
か
で
、
長
距
離
移
動
に
使
う
ク
ル
マ
が
決
ま
っ
て
い
る
（
固
定
し
て
い
る
）
一
番
の
理
由
に
つ
い
て
、
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
 
 
        
問
10
 
あ
な
た
の
ご
家
庭
で
、
長
距
離
移
動
に
使
う
ク
ル
マ
を
選
ぶ
時
の
基
準
は
何
で
す
か
。
最
も
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
※
長
距
離
用
の
ク
ル
マ
が
※
長
距
離
用
の
ク
ル
マ
が
※
長
距
離
用
の
ク
ル
マ
が
※
長
距
離
用
の
ク
ル
マ
が
1
台
に
決
ま
っ
て
い
な
い
回
答
者
台
に
決
ま
っ
て
い
な
い
回
答
者
台
に
決
ま
っ
て
い
な
い
回
答
者
台
に
決
ま
っ
て
い
な
い
回
答
者
の
み
の
み
の
み
の
み
 
 
 
     
１
．
ク
ル
マ
1
、
ク
ル
マ
2
以
外
で
は
1
台
の
み
を
使
う
 
 
２
．
ク
ル
マ
1
、
ク
ル
マ
2
以
外
で
は
複
数
台
を
使
う
 
３
．
な
い
 
１
．
ク
ル
マ
の
乗
車
定
員
や
サ
イ
ズ
が
大
き
い
か
ら
（
居
住
性
・
安
全
性
・
ト
ラ
ン
ク
の
広
さ
な
ど
）
 
２
．
ク
ル
マ
の
乗
車
定
員
や
サ
イ
ズ
が
小
さ
い
か
ら
（
ガ
ソ
リ
ン
代
・
高
速
道
路
料
金
等
の
節
約
）
 
３
．
運
転
者
が
決
ま
っ
て
お
り
、
運
転
者
が
運
転
し
や
す
い
ク
ル
マ
で
あ
る
か
ら
 
４
．
長
距
離
の
運
転
・
移
動
に
備
え
た
装
備
が
整
っ
て
い
る
か
ら
 
５
．
同
乗
者
に
合
わ
せ
た
環
境
が
整
っ
て
い
る
か
ら
（
チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
な
ど
）
 
６
．
そ
の
他
[具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
] 
１
．
ク
ル
マ
の
乗
車
定
員
や
サ
イ
ズ
が
大
き
い
か
ら
（
居
住
性
・
安
全
性
・
ト
ラ
ン
ク
の
広
さ
な
ど
）
 
２
．
ク
ル
マ
の
乗
車
定
員
や
サ
イ
ズ
が
小
さ
い
か
ら
（
ガ
ソ
リ
ン
代
・
高
速
道
路
料
金
等
の
節
約
）
 
３
．
運
転
者
が
決
ま
っ
て
お
り
、
運
転
者
が
運
転
し
や
す
い
ク
ル
マ
で
あ
る
か
ら
 
４
．
長
距
離
の
運
転
・
移
動
に
備
え
た
装
備
が
整
っ
て
い
る
か
ら
 
５
．
同
乗
者
に
合
わ
せ
た
環
境
が
整
っ
て
い
る
か
ら
（
チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
な
ど
）
 
６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
１
．
運
転
者
が
誰
か
に
よ
っ
て
決
め
る
 
２
．
同
乗
者
が
誰
か
に
よ
っ
て
決
め
る
 
３
．
目
的
地
ま
で
の
距
離
に
応
じ
て
決
め
る
 
４
．
外
出
の
目
的
に
応
じ
て
決
め
る
 
５
．
乗
車
人
員
が
何
人
か
に
よ
っ
て
決
め
る
 
６
．
そ
の
他
[具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
] 
176
回
答
者
全
員
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
I
I
I
．
こ
こ
か
ら
は
、
近
年
、
注
目
さ
れ
て
い
る
電
気
自
動
車
に
つ
い
て
、
あ
な
た
の
関
心
や
購
入
意
向
を
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
11
 
あ
な
た
は
電
気
自
動
車
に
つ
い
て
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。
以
下
の
①
か
ら
⑪
の
項
目
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
 
聞 い た こ と が あ り 、  
よ く 知 っ て い る  
聞 い た こ と が あ る が  
よ く 知 ら な い  
聞 い た こ と が な い  
・ 今 初 め て 知 っ た  
①
ガ
ソ
リ
ン
は
全
く
使
用
せ
ず
に
電
気
で
走
る
ク
ル
マ
で
あ
る
 
1
 
2
 
3
 
②
加
速
性
能
が
よ
い
 
1
 
2
 
3
 
③
走
行
時
の
音
が
静
か
で
あ
る
 
1
 
2
 
3
 
④
走
行
時
に
二
酸
化
炭
素
や
大
気
汚
染
物
質
（
窒
素
化
合
物
な
ど
）
を
排
出
し
な
い
 
1
 
2
 
3
 
⑤
同
等
ク
ラ
ス
の
ガ
ソ
リ
ン
車
が
満
タ
ン
で
走
れ
る
距
離
に
比
べ
て
、
電
気
自
動
車
が
満
充
電
で
走
れ
る
距
離
は
短
い
 
1
 
2
 
3
 
⑥
量
産
型
の
電
気
自
動
車
で
は
、
軽
と
普
通
が
販
売
さ
れ
て
い
る
 
1
 
2
 
3
 
⑦
１
回
の
満
充
電
で
、
上
記
の
軽
自
動
車
は
1
6
0
k
m
、
普
通
自
動
車
は
2
0
0
k
m
走
る
こ
と
が
で
き
る
※
 
1
 
2
 
3
 
⑧
市
街
地
走
行
す
る
と
、
上
記
⑥
の
１
回
の
充
電
で
走
れ
る
距
離
が
７
割
程
度
に
減
少
す
る
 
1
 
2
 
3
 
⑨
エ
ア
コ
ン
を
つ
け
て
走
り
続
け
る
と
、
１
回
の
充
電
で
走
れ
る
距
離
が
エ
ア
コ
ン
を
つ
け
な
い
時
の
７
割
程
度
に
減
少
す
る
 
1
 
2
 
3
 
⑩
電
気
自
動
車
は
、
同
等
ク
ラ
ス
の
ガ
ソ
リ
ン
車
よ
り
も
車
両
価
格
が
高
い
 
1
 
2
 
3
 
⑪
同
じ
距
離
を
走
る
場
合
、
電
気
自
動
車
の
電
気
代
の
方
が
、
同
等
ク
ラ
ス
の
ガ
ソ
リ
ン
車
の
ガ
ソ
リ
ン
代
よ
り
安
い
 
1
 
2
 
3
 
※
国
が
定
め
た
燃
費
測
定
方
法
（
J
C
0
8
モ
ー
ド
や
1
0
・
1
5
モ
ー
ド
）
に
よ
る
 
 
問
12
 
あ
な
た
は
電
気
自
動
車
の
充
電
に
つ
い
て
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。
以
下
の
①
か
ら
⑤
の
項
目
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
 
聞 い た こ と が あ り 、  
よ く 知 っ て い る  
聞 い た こ と が あ る が  
よ く 知 ら な い  
聞 い た こ と が な い  
・ 今 初 め て 知 っ た  
①
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
に
行
か
な
く
て
も
、
自
宅
で
充
電
す
る
こ
と
が
で
き
る
 
1
 
2
 
3
 
②
電
気
自
動
車
充
電
用
の
コ
ン
セ
ン
ト
を
設
置
す
る
必
要
が
あ
る
 
1
 
2
 
3
 
③
電
気
自
動
車
の
充
電
に
は
、
「
普
通
充
電
（
1
0
0
V
や
2
0
0
V
）
」
と
「
急
速
充
電
」
が
あ
る
 
1
 
2
 
3
 
④
電
気
自
動
車
を
急
速
充
電
器
で
残
量
ゼ
ロ
か
ら
充
電
す
る
と
、
満
充
電
の
８
割
ま
で
3
0
分
程
度
で
充
電
で
き
る
 
1
 
2
 
3
 
⑤
量
販
さ
れ
て
い
る
普
通
自
動
車
・
軽
自
動
車
の
電
気
自
動
車
を
、
2
0
0
V
（
普
通
充
電
）
で
残
量
ゼ
ロ
か
ら
満
充
電
す
る
と
７
～
８
時
間
で
あ
る
 
1
 
2
 
3
 
 
問
13
 
あ
な
た
は
、
電
気
自
動
車
に
つ
い
て
興
味
や
関
心
が
あ
り
ま
す
か
。
最
も
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
    問
2
⑧
で
、
「
１
.
～
５
．
」
を
選
択
し
た
（
買
い
替
え
予
定
が
あ
る
と
回
答
し
た
）
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
以
下
の
設
問
で
は
、
「
次
の
買
い
替
え
で
あ
な
た
が
買
い
た
い
ク
ル
マ
」
の
車
種
（
タ
イ
プ
）
に
「
電
気
自
動
車
」
が
あ
る
場
合
を
想
定
し
て
お
伺
い
す
る
も
の
で
す
。
「
ク
ル
マ
１
」
、
「
ク
ル
マ
２
」
と
も
に
買
い
替
え
予
定
が
あ
る
方
は
、
「
ク
ル
マ
１
」
に
つ
い
て
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。
 
 【
あ
な
た
の
回
答
結
果
】
※
回
答
結
果
を
表
示
 
、
 
⑧
今
後
1
0
年
の
買
い
替
え
予
定
の
有
無
 
⑧
に
買
い
た
い
ク
ル
マ
の
車
種
 
 
１
．
購
入
対
象
と
し
て
関
心
が
あ
る
 
２
．
購
入
対
象
で
は
な
い
が
、
興
味
や
関
心
が
あ
る
 
３
．
特
に
興
味
・
関
心
は
な
い
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 問
2
⑧
で
、
「
１
.
～
５
．
」
を
選
択
し
た
（
買
い
替
え
予
定
が
あ
る
）
方
の
う
ち
、
問
3
①
が
「
１
.
自
己
保
有
」
と
回
答
し
た
人
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
電
気
自
動
車
を
自
宅
で
安
全
に
充
電
す
る
た
め
に
は
、
ご
家
庭
の
駐
車
場
で
使
用
で
き
る
電
気
自
動
車
充
電
用
の
コ
ン
セ
ン
ト
の
新
規
設
置
が
必
要
で
す
。
一
般
的
な
工
事
費
７
～
1
0
万
円
程
度
で
、
専
用
線
の
配
線
・
配
管
、
専
用
コ
ン
セ
ン
ト
や
専
用
線
へ
の
漏
電
遮
断
機
付
き
ブ
レ
ー
カ
ー
の
設
置
な
ど
の
電
気
工
事
を
行
い
ま
す
。
 
 
問
14
 
ご
家
庭
の
駐
車
場
に
電
気
自
動
車
充
電
用
コ
ン
セ
ン
ト
を
新
規
に
設
置
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に
思
わ
れ
ま
す
か
。
最
も
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
   問
2
⑧
で
、
「
１
.
～
５
．
」
を
選
択
し
た
（
買
い
替
え
予
定
が
あ
る
）
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
電
気
自
動
車
は
ご
家
庭
の
コ
ン
セ
ン
ト
で
充
電
（
普
通
充
電
）
で
き
ま
す
が
、
自
動
車
の
販
売
会
社
、
公
共
施
設
、
公
共
・
民
間
駐
車
場
、
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
等
に
設
置
が
進
ん
で
い
る
急
速
充
電
器
で
、
短
時
間
に
充
電
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。
電
池
残
量
に
よ
っ
て
充
電
時
間
は
変
わ
り
ま
す
が
、
急
速
充
電
器
を
使
用
す
る
と
、
残
量
ゼ
ロ
で
充
電
し
た
場
合
で
も
3
0
分
程
度
で
満
充
電
の
８
割
ま
で
充
電
で
き
ま
す
。
 
問
15
 
あ
な
た
は
、
外
出
時
に
短
時
間
で
充
電
で
き
る
急
速
充
電
器
を
使
用
し
た
い
と
思
い
ま
す
か
。
最
も
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
   
１
．
工
事
の
規
模
・
内
容
に
よ
っ
て
は
、
コ
ン
セ
ン
ト
を
設
置
す
る
と
思
う
（
設
置
し
て
も
よ
い
）
 
２
．
コ
ン
セ
ン
ト
を
設
置
し
た
く
な
い
 
３
．
設
置
す
る
か
ど
う
か
わ
か
ら
な
い
 
１
．
料
金
や
設
置
場
所
に
よ
っ
て
は
、
使
用
す
る
と
思
う
 
２
．
料
金
や
設
置
場
所
に
よ
ら
ず
、
使
用
し
な
い
と
思
う
 
３
．
使
用
す
る
か
ど
う
か
わ
か
ら
な
い
 
 問
1
5
で
「
１
．
」
と
回
答
し
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
ま
ず
は
、
以
下
の
、
普
通
充
電
し
た
場
合
の
電
気
代
や
同
等
ク
ラ
ス
の
ガ
ソ
リ
ン
車
の
場
合
の
ガ
ソ
リ
ン
代
な
ど
を
お
読
み
く
だ
さ
い
。
な
お
、
「
走
行
可
能
な
距
離
」
及
び
「
燃
費
」
は
国
が
定
め
た
燃
費
測
定
方
法
に
よ
る
も
の
と
考
え
て
く
だ
さ
い
。
 
 ■
電
気
自
動
車
で
は
、
充
電
方
法
に
よ
っ
て
、
走
れ
る
距
離
に
差
が
あ
り
ま
す
。
 
 
普
通
自
動
車
 
軽
自
動
車
 
普
通
充
電
で
満
充
電
し
た
場
合
に
走
行
可
能
な
距
離
 
（
残
量
ゼ
ロ
か
ら
満
充
電
ま
で
、
7
～
８
時
間
）
 
2
0
0
k
m
 
1
6
0
k
m
 
１
回
の
急
速
充
電
で
充
電
し
た
場
合
に
走
行
可
能
な
距
離
 
（
残
量
ゼ
ロ
か
ら
満
充
電
の
8
割
ま
で
、
3
0
分
程
度
）
 
1
6
0
k
m
 
1
2
8
k
m
 
 ■
電
気
自
動
車
が
急
速
充
電
し
た
時
に
走
れ
る
距
離
分
を
家
庭
で
普
通
充
電
（
2
0
0
V
）
す
る
と
、
電
気
代
は
以
下
の
通
り
で
す
。
 
 
普
通
自
動
車
 
軽
自
動
車
 
普
通
充
電
し
た
場
合
の
電
気
代
 
(
電
気
代
は
2
2
円
/
k
W
h
で
試
算
)
 
1
6
0
k
m
走
行
分
で
4
2
2
円
 
1
2
8
k
m
走
行
分
で
2
8
2
円
 
夜
間
割
引
と
な
る
契
約
の
方
が
、
 
夜
間
に
普
通
充
電
し
た
場
合
の
電
気
代
 
(
電
気
代
は
9
円
/
k
W
h
で
試
算
)
 
1
6
0
k
m
走
行
分
で
1
7
3
円
 
1
2
8
k
m
走
行
分
で
1
1
5
円
 
 ■
電
気
自
動
車
が
急
速
充
電
で
走
行
可
能
距
離
を
、
同
等
ク
ラ
ス
の
ガ
ソ
リ
ン
車
で
走
る
と
、
ガ
ソ
リ
ン
代
は
以
下
の
通
り
で
す
。
 
 
普
通
自
動
車
 
軽
自
動
車
 
レ
ギ
ュ
ラ
ー
ガ
ソ
リ
ン
価
格
が
 
1
3
0
円
/
L
の
場
合
 
1
6
0
k
m
走
行
分
で
 
1
,
2
6
8
円
 
(
燃
費
は
1
6
.
4
k
m
/
L
で
試
算
)
 
1
2
8
k
m
走
行
分
で
 
8
3
2
円
 
(
燃
費
は
2
0
k
m
/
L
で
試
算
)
 
 
 
問
16
 
電
気
自
動
車
の
日
常
的
な
充
電
を
、
急
速
充
電
器
で
30
分
程
度
で
充
電
で
き
る
と
し
た
ら
、
１
回
当
た
り
の
利
用
料
金
が
最
大
い
く
ら
ま
で
で
あ
れ
ば
、
利
用
し
て
も
よ
い
と
思
い
ま
す
か
。
上
で
読
ん
だ
情
報
を
考
慮
し
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
た
だ
し
、
急
速
充
電
器
は
、
自
動
車
の
販
売
会
社
、
公
共
施
設
、
公
共
・
民
間
駐
車
場
、
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
に
設
置
さ
れ
て
い
る
も
の
と
し
ま
す
。
 
    
１
．
（
１
回
あ
た
り
）
1
0
0
円
以
上
3
0
0
円
未
満
 
２
．
（
１
回
あ
た
り
）
3
0
0
円
以
上
5
0
0
円
未
満
 
３
．
（
１
回
あ
た
り
）
5
0
0
円
以
上
1
,0
0
0
円
未
満
 
４
．
（
１
回
あ
た
り
）
1
,0
0
0
円
以
上
1
,5
0
0
円
未
満
 
５
．
（
１
回
あ
た
り
）
1
,5
0
0
円
以
上
で
も
よ
い
 
６
．
わ
か
ら
な
い
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問
1
5
で
「
１
．
」
と
回
答
し
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
問
17
 
外
出
時
に
ど
の
よ
う
な
場
所
で
急
速
充
電
で
き
る
と
便
利
だ
と
思
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
（
い
く
つ
で
も
）
。
な
お
、
あ
な
た
の
ご
家
庭
で
長
距
離
の
外
出
時
や
日
ご
ろ
よ
く
立
ち
寄
ら
れ
る
場
所
な
ど
を
考
慮
し
て
、
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 
         
問
18
 
問
16
の
回
答
の
な
か
で
、
急
速
充
電
器
の
設
置
場
所
と
し
て
、
あ
な
た
に
と
っ
て
一
番
便
利
な
場
所
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
         問
2
⑧
で
、
「
１
.
～
５
．
」
を
選
択
し
た
（
買
い
替
え
予
定
が
あ
る
）
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
電
気
自
動
車
は
満
充
電
で
走
れ
る
距
離
が
短
い
た
め
、
長
距
離
の
外
出
時
に
は
、
電
気
自
動
車
で
な
く
、
ガ
ソ
リ
ン
車
の
レ
ン
タ
カ
ー
を
利
用
い
た
だ
く
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。
 
問
19
 
長
距
離
の
ク
ル
マ
で
の
外
出
時
に
、
ご
家
庭
の
電
気
自
動
車
の
代
わ
り
に
、
レ
ン
タ
カ
ー
を
利
用
す
る
こ
と
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
思
わ
れ
ま
す
か
。
最
も
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
   
１
．
ス
ー
パ
ー
・
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
 
２
．
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
 
 
３
．
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
 
４
．
レ
ス
ト
ラ
ン
・
喫
茶
店
等
の
飲
食
店
 
５
．
役
所
・
公
共
施
設
 
６
．
時
間
貸
し
駐
車
場
 
７
．
高
速
道
路
の
パ
ー
キ
ン
グ
エ
リ
ア
・
サ
ー
ビ
ス
エ
リ
ア
 
８
．
道
の
駅
 
９
．
旅
館
・
ホ
テ
ル
 
1
0
．
自
動
車
販
売
店
・
整
備
工
場
等
 
1
1
．
そ
の
他
[具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
] 
１
．
ス
ー
パ
ー
・
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
 
２
．
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
 
 
３
．
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
 
４
．
レ
ス
ト
ラ
ン
・
喫
茶
店
等
の
飲
食
店
 
５
．
役
所
・
公
共
施
設
 
６
．
時
間
貸
し
駐
車
場
 
７
．
高
速
道
路
の
パ
ー
キ
ン
グ
エ
リ
ア
・
サ
ー
ビ
ス
エ
リ
ア
 
８
．
道
の
駅
 
９
．
旅
館
・
ホ
テ
ル
 
1
0
．
自
動
車
販
売
店
・
整
備
工
場
等
 
1
1
．
そ
の
他
 
１
．
レ
ン
タ
ル
料
に
よ
っ
て
は
、
利
用
し
て
も
よ
い
 
２
．
レ
ン
タ
ル
料
に
か
か
わ
ら
ず
、
利
用
し
た
く
な
い
 
３
．
利
用
す
る
か
ど
う
か
わ
か
ら
な
い
 
問
1
9
で
「
１
．
」
と
回
答
し
た
方
に
伺
い
ま
す
。
 
問
20
 
も
し
、
ご
家
庭
の
電
気
自
動
車
の
代
わ
り
に
長
距
離
の
外
出
に
レ
ン
タ
カ
ー
を
使
用
す
る
こ
と
を
想
定
し
た
場
合
、
１
日
当
た
り
の
車
両
の
レ
ン
タ
ル
料
が
最
大
い
く
ら
で
あ
れ
ば
利
用
し
て
も
よ
い
と
思
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
         問
1
9
で
「
２
．
」
と
回
答
し
た
方
に
伺
い
ま
す
。
 
問
21
 
長
距
離
の
ク
ル
マ
で
の
外
出
に
、
レ
ン
タ
カ
ー
を
使
用
し
た
く
な
い
理
由
は
何
で
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
（
い
く
つ
で
も
）
。
 
       問
2
⑧
で
、
「
１
.
～
５
．
」
を
選
択
し
た
（
買
い
替
え
予
定
が
あ
る
）
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
 
電
気
自
動
車
は
、
満
充
電
で
走
れ
る
距
離
が
1
6
0
～
2
0
0
k
m
（
国
が
定
め
た
燃
費
測
定
方
法
に
よ
る
）
で
、
同
等
ク
ラ
ス
の
ガ
ソ
リ
ン
車
が
満
タ
ン
で
走
れ
る
距
離
よ
り
短
い
で
す
が
、
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
に
行
か
な
く
て
も
ご
家
庭
で
充
電
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
 
問
22
 
あ
な
た
の
ご
家
庭
で
電
気
自
動
車
の
購
入
を
検
討
す
る
場
合
、
こ
の
満
充
電
で
走
れ
る
距
離
に
つ
い
て
、
ど
う
思
い
ま
す
か
。
現
在
の
考
え
に
最
も
近
い
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
   
１
．
レ
ン
タ
カ
ー
営
業
所
に
行
く
の
が
面
倒
、
手
間
が
か
か
る
 
 
２
．
レ
ン
タ
カ
ー
代
を
払
う
の
が
い
や
だ
か
ら
 
３
．
運
転
に
慣
れ
て
い
る
自
分
の
ク
ル
マ
で
で
か
け
た
い
 
４
．
チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
な
ど
の
同
乗
者
に
合
わ
せ
た
準
備
が
大
変
だ
か
ら
 
５
．
事
前
の
予
約
や
手
続
き
な
ど
が
面
倒
、
手
間
が
か
か
る
 
６
．
特
に
理
由
は
な
い
が
、
な
ん
と
な
く
 
７
．
そ
の
他
[具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
] 
１
．
（
１
日
あ
た
り
）
1
,0
0
0
円
未
満
 
２
．
（
１
日
あ
た
り
）
1
,0
0
0
円
以
上
2
,0
0
0
円
未
満
 
３
．
（
１
日
あ
た
り
）
2
,0
0
0
円
以
上
3
,0
0
0
円
未
満
 
４
．
（
１
日
あ
た
り
）
3
,0
0
0
円
以
上
4
,0
0
0
円
未
満
 
５
．
（
１
日
あ
た
り
）
4
,0
0
0
円
以
上
5
,0
0
0
円
未
満
 
６
．
（
１
日
あ
た
り
）
5
,0
0
0
円
以
上
6
,0
0
0
円
未
満
 
７
．
（
１
日
あ
た
り
）
6
,0
0
0
円
以
上
7
,0
0
0
円
未
満
 
８
．
（
１
日
あ
た
り
）
7
,0
0
0
円
以
上
8
,0
0
0
円
未
満
 
９
．
（
１
日
あ
た
り
）
8
,0
0
0
円
以
上
9
,0
0
0
円
未
満
 
1
0
．
（
１
日
あ
た
り
）
9
,0
0
0
円
以
上
1
0
,0
0
0
円
未
満
 
1
1
．
（
１
日
あ
た
り
）
1
0
,0
0
0
円
以
上
で
も
よ
い
 
１
．
満
充
電
で
走
れ
る
距
離
が
ど
の
よ
う
な
条
件
で
あ
っ
て
も
、
電
気
自
動
車
を
購
入
し
な
い
 
２
．
満
充
電
で
走
れ
る
距
離
が
も
っ
と
長
く
な
れ
ば
、
電
気
自
動
車
を
購
入
し
て
も
よ
い
 
３
．
満
充
電
で
走
れ
る
距
離
は
現
状
程
度
で
、
電
気
自
動
車
を
購
入
し
て
も
よ
い
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問
2
2
で
「
２
．
」
と
回
答
し
た
方
に
伺
い
ま
す
。
 
問
23
 
あ
な
た
は
、
満
充
電
で
走
れ
る
距
離
が
ど
の
程
度
で
あ
れ
ば
、
電
気
自
動
車
を
購
入
し
て
も
よ
い
と
思
い
ま
す
か
。
現
在
の
考
え
に
最
も
近
い
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
       問
2
2
で
「
２
．
」
と
回
答
し
た
方
に
伺
い
ま
す
。
 
問
24
 
問
23
に
つ
い
て
、
そ
の
よ
う
に
回
答
し
た
理
由
は
何
で
す
か
。
最
も
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
     問
2
⑧
で
、
「
１
.
～
５
．
」
を
選
択
し
た
（
買
い
替
え
予
定
が
あ
る
）
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
電
気
自
動
車
は
、
同
等
ク
ラ
ス
の
ガ
ソ
リ
ン
車
に
比
べ
て
車
両
価
格
が
高
い
で
す
が
、
同
じ
走
行
距
離
で
比
較
し
た
場
合
、
電
気
自
動
車
の
電
気
代
の
方
が
、
同
等
ク
ラ
ス
の
ガ
ソ
リ
ン
車
の
ガ
ソ
リ
ン
代
よ
り
安
く
な
っ
て
い
ま
す
。
 
問
25
 
車
両
価
格
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
（
電
気
代
や
ガ
ソ
リ
ン
代
）
な
ど
の
費
用
に
つ
い
て
、
使
用
期
間
を
通
し
て
考
え
る
と
、
ど
の
よ
う
な
条
件
で
あ
れ
ば
電
気
自
動
車
を
購
入
し
て
も
よ
い
と
思
い
ま
す
か
。
現
在
の
考
え
に
最
も
近
い
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
      
 
１
．
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
が
ど
の
よ
う
な
条
件
で
あ
っ
て
も
、
 
電
気
自
動
車
を
購
入
し
な
い
 
２
．
電
気
自
動
車
の
車
両
価
格
の
割
高
な
分
を
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
が
安
く
な
る
分
で
取
り
戻
せ
れ
ば
、
電
気
自
動
車
を
購
入
し
て
も
よ
い
 
３
．
電
気
自
動
車
の
車
両
価
格
の
割
高
な
分
を
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
が
安
く
な
る
分
で
取
り
戻
せ
な
く
て
も
、
取
り
戻
せ
な
い
金
額
が
許
容
範
囲
で
あ
れ
ば
、
電
気
自
動
車
を
購
入
し
て
も
よ
い
 
１
．
毎
日
の
外
出
で
、
よ
く
乗
る
距
離
で
あ
る
か
ら
 
２
．
時
々
の
外
出
で
、
よ
く
乗
る
距
離
で
あ
る
か
ら
 
３
．
日
常
生
活
で
よ
く
乗
る
距
離
で
は
な
い
が
、
ま
れ
に
遠
出
を
す
る
こ
と
が
あ
る
か
ら
 
４
．
ク
ル
マ
の
基
本
的
な
性
能
と
し
て
必
要
だ
か
ら
 
５
．
そ
の
他
[具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
] 
１
．
2
5
0
k
m
程
度
 
２
．
3
0
0
k
m
程
度
 
３
．
3
5
0
k
m
程
度
 
４
．
4
0
0
k
m
程
度
 
５
．
4
5
0
k
m
程
度
 
６
．
5
0
0
k
m
程
度
 
７
．
5
5
0
k
m
程
度
 
８
．
6
0
0
k
m
以
上
 
■
使
用
期
間
を
通
し
で
み
た
ク
ル
マ
の
費
用
 
     
 
 
        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   問
2
5
で
「
１
．
」
と
回
答
し
た
人
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
26
 
電
気
自
動
車
を
購
入
し
た
く
な
い
理
由
は
何
で
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
（
い
く
つ
で
も
）
 
        
 
【
選
択
肢
３
．
の
ケ
ー
ス
】
 
【
選
択
肢
２
．
の
ケ
ー
ス
】
 
電 気 代  
車 両 価 格  
車 両 価 格  
車 両 価 格  
車 両 価 格  
電 気 代  
ガ ソ リ ン 代  
ガ ソ リ ン 代  
使
用
期
間
通
し
て
か
か
る
費
用
は
、
ガ
ソ
リ
ン
車
と
同
じ
 
使
用
期
間
通
し
て
か
か
る
費
用
が
、
ガ
ソ
リ
ン
車
よ
り
高
い
 
購
入
時
初
期
費
用
 
使
用
中
に
か
か
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
 
ガ ソ リ ン 車  
電 気 自 動 車  
ガ ソ リ ン 車  
電 気 自 動 車  
１
．
ガ
ソ
リ
ン
車
よ
り
車
両
価
格
が
高
い
か
ら
 
２
．
長
距
離
の
外
出
の
際
に
使
え
な
い
と
不
便
だ
か
ら
 
 
３
．
出
先
で
充
電
切
れ
に
な
る
と
不
安
だ
か
ら
 
 
４
．
家
で
車
を
充
電
す
る
の
が
面
倒
だ
か
ら
 
 
５
．
家
で
車
を
充
電
す
る
と
充
電
時
間
が
長
い
か
ら
 
６
．
マ
イ
カ
ー
の
駐
車
場
が
賃
貸
や
機
械
式
で
、
車
を
充
電
で
き
な
い
か
ら
 
 
７
．
自
宅
の
駐
車
場
に
、
電
気
自
動
車
充
電
用
コ
ン
セ
ン
ト
の
設
置
工
事
を
す
る
の
が
い
や
だ
か
ら
 
８
．
電
気
自
動
車
で
こ
れ
ま
で
通
り
生
活
で
き
る
か
わ
か
ら
な
い
か
ら
 
９
．
自
分
の
家
庭
で
電
気
自
動
車
を
ど
う
い
う
ふ
う
に
使
え
ば
い
い
か
わ
か
ら
な
い
か
ら
 
1
0
．
特
に
理
由
は
な
い
が
、
な
ん
と
な
く
 
1
1
．
そ
の
他
[具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
] 
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 問
27
 
問
26
の
回
答
の
な
か
で
、
「
電
気
自
動
車
を
購
入
し
た
く
な
い
」
一
番
の
理
由
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
         問
2
5
で
「
２
．
」
と
回
答
し
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
28
 
電
気
自
動
車
の
車
両
価
格
の
割
高
な
分
を
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
が
安
く
な
る
分
で
取
り
戻
せ
る
場
合
、
最
大
何
年
で
取
り
戻
せ
れ
ば
よ
い
で
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
         問
2
5
で
「
３
．
」
と
回
答
し
た
方
に
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
29
 
電
気
自
動
車
の
車
両
価
格
の
割
高
な
分
を
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
が
安
く
な
る
分
で
取
り
戻
せ
な
い
場
合
、
取
り
戻
せ
な
い
差
額
（
使
用
期
間
を
通
し
て
電
気
自
動
車
の
方
が
高
く
な
る
費
用
分
）
が
最
大
い
く
ら
ま
で
で
あ
れ
ば
、
電
気
自
動
車
を
購
入
し
て
も
よ
い
と
思
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
      
１
．
2
5
万
円
未
満
 
２
．
2
5
万
円
以
上
5
0
万
円
未
満
 
３
．
5
0
万
円
以
上
1
0
0
万
円
未
満
 
４
．
1
0
0
万
円
以
上
1
5
0
万
円
未
満
 
５
．
1
5
0
万
円
以
上
2
0
0
万
円
未
満
 
６
．
2
0
0
万
円
以
上
2
5
0
万
円
未
満
 
７
．
2
5
0
万
円
以
上
 
１
．
１
年
程
度
 
２
．
２
年
程
度
 
３
．
３
年
程
度
 
４
．
４
年
程
度
 
５
．
５
年
程
度
 
６
．
６
年
程
度
 
７
．
７
年
程
度
 
８
．
８
年
程
度
 
９
．
９
年
程
度
 
1
0
．
1
0
年
以
上
か
か
っ
て
も
よ
い
 
 １
．
ガ
ソ
リ
ン
車
よ
り
車
両
価
格
が
高
い
か
ら
 
２
．
長
距
離
の
外
出
の
際
に
使
え
な
い
と
不
便
だ
か
ら
 
 
３
．
出
先
で
充
電
切
れ
に
な
る
と
不
安
だ
か
ら
 
 
４
．
家
で
車
を
充
電
す
る
の
が
面
倒
だ
か
ら
 
 
５
．
家
で
車
を
充
電
す
る
と
充
電
時
間
が
長
い
か
ら
 
６
．
マ
イ
カ
ー
の
駐
車
場
が
賃
貸
や
機
械
式
で
、
車
を
充
電
で
き
な
い
か
ら
 
 
７
．
自
宅
の
駐
車
場
に
、
電
気
自
動
車
充
電
用
コ
ン
セ
ン
ト
の
設
置
工
事
を
す
る
の
が
い
や
だ
か
ら
 
８
．
電
気
自
動
車
で
こ
れ
ま
で
通
り
生
活
で
き
る
か
わ
か
ら
な
い
か
ら
 
９
．
自
分
の
家
庭
で
電
気
自
動
車
を
ど
う
い
う
ふ
う
に
使
え
ば
い
い
か
わ
か
ら
な
い
か
ら
 
1
0
．
特
に
理
由
は
な
い
が
、
な
ん
と
な
く
 
1
1
．
そ
の
他
 
問
2
5
で
「
２
．
～
３
．
」
と
回
答
し
た
方
に
伺
い
ま
す
。
 
問
30
 
電
気
自
動
車
を
購
入
し
た
い
（
購
入
し
て
も
よ
い
）
理
由
は
何
で
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
（
い
く
つ
で
も
）
 
        
問
31
 
問
30
の
回
答
の
中
で
、
「
電
気
自
動
車
を
購
入
し
た
い
（
購
入
し
て
も
よ
い
）
」
一
番
の
理
由
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
        
１
．
環
境
に
よ
い
ク
ル
マ
だ
か
ら
 
２
．
加
速
性
や
静
音
性
な
ど
の
走
行
性
能
が
よ
い
か
ら
 
 
３
．
家
で
充
電
で
き
る
か
ら
 
４
．
外
出
先
の
様
々
な
場
所
で
充
電
で
き
る
か
ら
 
５
．
走
行
時
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
が
安
い
か
ら
 
６
．
最
先
端
の
技
術
、
次
世
代
の
ク
ル
マ
だ
か
ら
 
７
．
話
題
に
な
っ
て
い
る
、
注
目
を
浴
び
て
い
る
か
ら
 
８
．
特
に
理
由
は
な
い
が
、
な
ん
と
な
く
 
９
．
そ
の
他
[ 具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
] 
１
．
環
境
に
よ
い
ク
ル
マ
だ
か
ら
 
２
．
加
速
性
や
静
音
性
な
ど
の
走
行
性
能
が
よ
い
か
ら
 
 
３
．
家
で
充
電
で
き
る
か
ら
 
４
．
外
出
先
の
様
々
な
場
所
で
充
電
で
き
る
か
ら
 
５
．
走
行
時
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
が
安
い
か
ら
 
６
．
最
先
端
の
技
術
、
次
世
代
の
ク
ル
マ
だ
か
ら
 
７
．
話
題
に
な
っ
て
い
る
、
注
目
を
浴
び
て
い
る
か
ら
 
８
．
特
に
理
由
は
な
い
が
、
な
ん
と
な
く
 
９
．
そ
の
他
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回
答
者
全
員
に
お
伺
い
し
ま
す
 
I
V
．
あ
な
た
の
日
常
生
活
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
問
32
 
あ
な
た
は
ク
ル
マ
の
使
用
や
日
常
生
活
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
に
つ
い
て
、
心
が
け
て
い
る
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
。
 
以
下
の
①
か
ら
⑦
の
項
目
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
 
非 常 に そ う で あ る  
か な り そ う で あ る  
や や そ う で あ る  
ど ち ら と も い え な い  
あ ま り そ う で は な い  
ほ と ん ど そ う で は な い  
ま っ た く そ う で は な い  
①
日
ご
ろ
の
ク
ル
マ
の
運
転
時
に
は
、
エ
コ
ド
ラ
イ
ブ
を
心
が
け
て
い
る
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
②
近
い
と
こ
ろ
に
行
く
時
や
、
少
人
数
の
時
は
サ
イ
ズ
の
小
さ
い
ク
ル
マ
に
乗
る
 
※
問
1
「
2
.
～
3
.
」
の
回
答
者
の
み
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
③
近
い
所
に
行
く
時
は
、
自
転
車
や
徒
歩
で
行
く
よ
う
に
す
る
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
④
外
出
す
る
時
は
で
き
る
限
り
バ
ス
や
電
車
な
ど
の
公
共
交
通
機
関
を
使
う
よ
う
に
す
る
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
⑤
電
気
製
品
を
使
わ
な
い
時
は
、
コ
ン
セ
ン
ト
か
ら
こ
ま
め
に
プ
ラ
グ
を
抜
き
、
待
機
時
消
費
電
力
を
少
な
く
す
る
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
⑥
冷
暖
房
は
こ
ま
め
に
温
度
調
節
を
す
る
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
⑦
商
品
を
購
入
す
る
時
は
、
エ
コ
マ
ー
ク
や
消
費
電
力
な
ど
、
環
境
に
配
慮
し
た
商
品
で
あ
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
 
 
問
33
 
日
ご
ろ
商
品
や
店
舗
を
選
ぶ
際
の
行
動
に
関
す
る
以
下
の
①
か
ら
⑥
の
項
目
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
 
非 常 に そ う で あ る  
か な り そ う で あ る  
や や そ う で あ る  
ど ち ら と も い え な い  
あ ま り そ う で は な い  
ほ と ん ど そ う で は な い  
ま っ た く そ う で は な い  
①
商
品
や
店
舗
の
情
報
を
自
分
で
事
前
に
収
集
・
整
理
し
、
比
較
検
討
す
る
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
②
商
品
や
店
舗
の
情
報
を
他
人
に
伝
え
た
り
、
勧
め
た
り
す
る
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
③
商
品
や
店
舗
の
情
報
に
つ
い
て
他
人
に
聞
か
れ
る
こ
と
が
多
い
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
④
新
商
品
や
評
判
の
店
舗
情
報
の
先
取
り
が
他
人
よ
り
早
い
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
⑤
新
商
品
の
購
入
や
評
判
の
店
舗
を
利
用
す
る
の
が
他
人
よ
り
早
い
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
⑥
商
品
を
購
入
す
る
時
は
、
環
境
に
配
慮
し
た
商
品
を
選
ぶ
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
6
 
7
 
V
．
あ
な
た
の
ご
家
族
や
お
住
ま
い
等
に
つ
い
て
お
伺
い
し
ま
す
。
 
各
設
問
に
つ
い
て
、
該
当
す
る
項
目
を
選
択
し
て
下
さ
い
。
[]
に
つ
い
て
は
文
字
や
数
字
を
入
力
し
て
回
答
し
て
下
さ
い
。
 
問
34
 
家
庭
の
状
況
に
つ
い
て
 
設
問
 
選
択
肢
 
①
同
居
さ
れ
て
い
る
ご
家
族
の
方
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
（
い
く
つ
で
も
）
 
１
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
２
．
あ
な
た
の
子
 
[
 
 
 
]
人
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
親
族
（
兄
弟
姉
妹
・
孫
・
祖
父
母
等
）
 
６
．
そ
の
他
 
７
．
同
居
者
は
い
な
い
（
ひ
と
り
暮
ら
し
）
 
②
同
居
さ
れ
て
い
る
ご
家
族
の
う
ち
、
普
通
・
中
型
自
動
車
運
転
免
許
（
四
輪
）
を
保
有
し
て
い
る
人
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
（
い
く
つ
で
も
）
 
※
①
で
「
１
．
～
６
．
」
の
回
答
者
①
で
「
１
．
～
６
．
」
の
回
答
者
①
で
「
１
．
～
６
．
」
の
回
答
者
①
で
「
１
．
～
６
．
」
の
回
答
者
の
の
の
の
み
み
み
み
 
１
．
あ
な
た
の
配
偶
者
 
２
．
あ
な
た
の
子
 
３
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
父
親
 
４
．
あ
な
た
、
ま
た
は
配
偶
者
の
母
親
 
５
．
親
族
（
兄
弟
姉
妹
・
孫
・
祖
父
母
等
）
 
６
．
そ
の
他
 
７
．
自
分
以
外
に
免
許
保
有
者
は
い
な
い
 
③
世
帯
年
収
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
※
世
帯
全
体
（
年
金
、
不
動
産
収
入
な
ど
も
含
む
）
 
 
１
．
2
5
0
万
円
未
満
 
２
．
2
5
0
万
円
～
5
0
0
万
円
未
満
 
３
．
5
0
0
万
円
～
7
5
0
万
円
未
満
 
４
．
7
5
0
万
円
～
1
,
0
0
0
万
円
未
満
 
５
．
1
,
0
0
0
万
円
～
1
,
2
5
0
万
円
未
満
 
６
．
1
,
2
5
0
万
円
～
1
,
5
0
0
万
円
未
満
 
７
．
1
,
5
0
0
万
円
～
1
,
7
5
0
万
円
未
満
 
８
．
1
,
7
5
0
万
円
～
2
,
0
0
0
万
円
未
満
 
９
．
2
,
0
0
0
万
円
以
上
 
1
0
．
わ
か
ら
な
い
 
④
ご
家
庭
内
の
携
帯
電
話
（
P
H
S
を
含
む
、
会
社
支
給
は
除
く
）
の
所
有
状
況
と
使
い
方
に
つ
い
て
、
最
も
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
【
自
分
の
携
帯
電
話
を
持
っ
て
い
る
】
 
１
．
自
分
専
用
の
携
帯
電
話
を
持
っ
て
い
る
 
【
自
分
の
携
帯
電
話
を
持
っ
て
い
な
い
】
 
２
．
同
居
し
て
い
る
家
族
が
携
帯
電
話
を
持
っ
て
お
り
、
自
分
も
利
用
し
て
い
る
 
３
．
同
居
し
て
い
る
家
族
が
携
帯
電
話
を
持
っ
て
い
る
が
、
自
分
は
利
用
し
て
い
な
い
 
４
．
家
庭
内
で
誰
も
携
帯
電
話
を
も
っ
て
い
な
い
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 問
35
 
住
居
等
の
状
況
に
つ
い
て
 
設
問
 
選
択
肢
 
①
住
居
形
態
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
持
家
・
戸
建
 
２
．
持
家
・
集
合
 
３
．
賃
貸
・
戸
建
 
４
．
賃
貸
・
集
合
 
５
．
そ
の
他
 
 
②
住
居
の
築
年
数
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
１
年
未
満
 
 
２
．
１
年
以
上
５
年
未
満
 
 
３
．
５
年
以
上
1
0
年
未
満
 
 
４
．
1
0
年
以
上
2
0
年
未
満
 
 
５
．
2
0
年
以
上
3
0
年
未
満
 
 
６
．
3
0
年
以
上
 
③
契
約
し
て
い
る
電
力
会
社
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
北
海
道
電
力
 
 
２
．
東
北
電
力
 
 
３
．
東
京
電
力
 
 
４
．
北
陸
電
力
 
 
５
．
中
部
電
力
 
 
６
．
関
西
電
力
 
 
７
．
中
国
電
力
 
 
８
．
四
国
電
力
 
 
９
．
九
州
電
力
 
 
1
0
．
沖
縄
電
力
 
④
１
か
月
あ
た
り
の
だ
い
た
い
の
電
気
代
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
4
,
0
0
0
円
未
満
 
２
．
4
,
0
0
0
円
以
上
6
,
0
0
0
円
未
満
 
３
．
6
,
0
0
0
円
以
上
8
,
0
0
0
円
未
満
 
４
．
8
,
0
0
0
円
以
上
1
0
,
0
0
0
円
未
満
 
５
．
1
0
,
0
0
0
円
以
上
1
2
,
0
0
0
円
未
満
 
６
．
1
2
,
0
0
0
円
以
上
1
4
,
0
0
0
円
未
満
 
７
．
1
4
,
0
0
0
円
以
上
1
6
,
0
0
0
円
未
満
 
８
．
1
6
,
0
0
0
円
以
上
1
8
,
0
0
0
円
未
満
 
９
．
1
8
,
0
0
0
円
以
上
2
0
,
0
0
0
円
未
満
 
1
0
．
2
0
,
0
0
0
円
以
上
 
1
1
．
わ
か
ら
な
い
 
 
⑤
夜
間
に
割
安
に
な
る
電
気
料
金
契
約
を
し
て
い
ま
す
か
。
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
１
．
契
約
し
て
い
る
 
２
．
契
約
し
て
い
な
い
 
 
 問
36
 
お
住
ま
い
か
ら
周
辺
の
利
便
施
設
ま
で
の
距
離
に
つ
い
て
、
以
下
の
①
か
ら
⑦
の
項
目
そ
れ
ぞ
れ
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
 
５ ０ ０ メ ー ト ル 未 満  
５ ０ ０ メ ー ト ル 以 上  
１ キ ロ メ ー ト ル 未 満  
１ キ ロ メ ー ト ル 以 上  
３ キ ロ メ ー ト ル 未 満  
３ キ ロ メ ー ト ル 以 上  
知 ら な い ・ わ か ら な い  
①
自
宅
か
ら
最
寄
り
の
鉄
道
駅
ま
で
の
距
離
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
②
自
宅
か
ら
最
寄
り
の
バ
ス
停
ま
で
の
距
離
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
③
自
宅
か
ら
日
ご
ろ
最
も
よ
く
食
料
品
を
購
入
す
る
お
店
ま
で
の
距
離
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
④
自
宅
か
ら
日
ご
ろ
最
も
よ
く
生
活
用
品
（
食
料
品
を
除
く
）
を
購
入
す
る
お
店
ま
で
の
距
離
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
⑤
自
宅
か
ら
日
ご
ろ
最
も
よ
く
使
う
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
ま
で
の
距
離
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
⑥
自
宅
周
辺
の
レ
ン
タ
カ
ー
営
業
所
ま
で
の
距
離
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
⑦
自
宅
周
辺
の
カ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
（
1
5
分
な
ど
短
時
間
単
位
で
料
金
精
算
が
可
能
な
レ
ン
タ
カ
ー
）
の
車
両
貸
出
場
所
ま
で
の
距
離
 
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
 
問
37
 
過
去
５
年
以
内
の
、
自
動
車
の
有
料
貸
出
サ
ー
ビ
ス
（
レ
ン
タ
カ
ー
や
カ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
）
の
利
用
頻
度
に
つ
い
て
、
以
下
の
①
か
ら
③
の
項
目
そ
れ
ぞ
れ
あ
て
は
ま
る
も
の
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
 
 
毎 月 １ 回 以 上  
利 用 し て い る  
毎 年 １ 回 以 上  
利 用 し て い る  
過 去 ５ 年 以 内 に  
１ 回 以 上 利 用 し て い る  
過 去 ５ 年 以 内 に  
一 度 も 利 用 し て い な い  
知 ら な い ・ わ か ら な い  
①
自
宅
周
辺
の
レ
ン
タ
カ
ー
営
業
所
で
の
レ
ン
タ
カ
ー
サ
ー
ビ
ス
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
②
旅
行
・
出
張
先
等
で
の
レ
ン
タ
カ
ー
サ
ー
ビ
ス
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
③
自
宅
周
辺
の
カ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
 
1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
 問
38
 
あ
な
た
の
年
齢
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
回
答
は
半
角
数
字
で
入
力
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
才
 
 
問
39
 
あ
な
た
の
性
別
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
回
答
は
1
つ
）
 
 
 
 
 
 居
住
地
の
郵
便
番
号
を
入
力
し
て
く
だ
さ
い
（
回
答
は
半
角
数
字
で
入
力
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
7
ケ
タ
）
 
 
 
１
．
男
性
 
２
．
女
性
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表頭：Ｑ１　クルマの保有台数
ＴＯＴＡＬ １台 ２台 ３台以上 不明
ＴＯＴＡＬ 6518 3816 1926 776 0
100 58.5 29.5 11.9 0
表頭：Ｑ２＿１　車種（クルマ１）
ＴＯＴＡＬ
【ハイブ
リッド
カー】ワゴ
ン・ミニバ
ン・ＳＵＶ
【ハイブ
リッド
カー】２，
０００ｃｃ超
【ハイブ
リッド
カー】２，
０００ｃｃ以
下
ワゴン・ミ
ニバン ＳＵＶ
スポーツ
カー
普通自動
車／２，０
００ｃｃ超
普通・小
型自動車
／２，００
０ｃｃ以下
軽ワゴン・
バン 軽トラック 軽自動車 その他 不明
ＴＯＴＡＬ 6518 34 34 211 1342 269 115 653 2180 253 47 1356 24 0
100 0.5 0.5 3.2 20.6 4.1 1.8 10 33.4 3.9 0.7 20.8 0.4 0
表頭：Ｑ２＿１　車種（クルマ２）【ベース：クルマ２保有者】
ＴＯＴＡＬ
【ハイブ
リッド
カー】ワゴ
ン・ミニバ
ン・ＳＵＶ
【ハイブ
リッド
カー】２，
０００ｃｃ超
【ハイブ
リッド
カー】２，
０００ｃｃ以
下
ワゴン・ミ
ニバン ＳＵＶ
スポーツ
カー
普通自動
車／２，０
００ｃｃ超
普通・小
型自動車
／２，００
０ｃｃ以下
軽ワゴン・
バン 軽トラック 軽自動車 その他 不明
ＴＯＴＡＬ 2702 7 16 56 343 60 56 324 758 180 77 811 14 0
100 0.3 0.6 2.1 12.7 2.2 2.1 12 28.1 6.7 2.8 30 0.5 0
表頭：Ｑ２＿８　今後１０年の買い替え予定（クルマ１）
ＴＯＴＡＬ
現在具体
的に検討
中
１年後くら
い
２～３年
後くらい
４～５年
後くらい
６～１０年
後くらい
今後１０
年の買い
替え予定
なし
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 277 414 1576 1809 1307 1135 0
100 4.2 6.4 24.2 27.8 20.1 17.4 0
表頭：Ｑ２＿８　今後１０年の買い替え予定（クルマ２）【ベース：クルマ２保有者】
ＴＯＴＡＬ
現在具体
的に検討
中
１年後くら
い
２～３年
後くらい
４～５年
後くらい
６～１０年
後くらい
今後１０
年の買い
替え予定
なし
わからな
い 不明
ＴＯＴＡＬ 2702 92 122 516 508 300 266 898 0
100 3.4 4.5 19.1 18.8 11.1 9.8 33.2 0
表頭：Ｑ３＿１　駐車場の所有状況（クルマ１）
ＴＯＴＡＬ 自己保有
賃貸（契
約）駐車
場
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 4780 1738 0
100 73.3 26.7 0
表頭：Ｑ３＿１　駐車場の所有状況（クルマ２）【ベース：クルマ２保有者】
ＴＯＴＡＬ 自己保有
賃貸（契
約）駐車
場
不明
ＴＯＴＡＬ 2702 2248 454 0
100 83.2 16.8 0
表頭：Ｑ３＿２　駐車場のタイプ（クルマ１）
ＴＯＴＡＬ
平面式
（平置）
立体自走
式（自分
で運転し
て入出庫
する）
立体機械
式（機械
で入出庫
する）
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 6158 273 87 0
100 94.5 4.2 1.3 0
表頭：Ｑ３＿２　駐車場のタイプ（クルマ２）【ベース：クルマ２保有者】
ＴＯＴＡＬ
平面式
（平置）
立体自走
式（自分
で運転し
て入出庫
する）
立体機械
式（機械
で入出庫
する）
不明
ＴＯＴＡＬ 2702 2629 67 6 0
100 97.3 2.5 0.2 0
表頭：Ｑ３＿３　駐車場　屋内／屋外（クルマ１）
ＴＯＴＡＬ 屋内
屋外・屋
根なし
屋外・屋
根あり 不明
ＴＯＴＡＬ 6518 985 3682 1851 0
100 15.1 56.5 28.4 0
表頭：Ｑ３＿３　駐車場　屋内／屋外（クルマ２）【ベース：クルマ２保有者】
ＴＯＴＡＬ 屋内
屋外・屋
根なし
屋外・屋
根あり 不明
ＴＯＴＡＬ 2702 402 1529 771 0
100 14.9 56.6 28.5 0
４．　自動車と環境に関するアンケート調査　単純集計結果
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表頭：Ｑ３＿４　駐車場の照明（クルマ１）
ＴＯＴＡＬ
駐車場内
に照明が
あり灯り
がある
駐車場専
用の照明
はない
が、街路
灯や家屋
の灯りが
ある
灯りはな
い 不明
ＴＯＴＡＬ 6518 2170 3401 947 0
100 33.3 52.2 14.5 0
表頭：Ｑ３＿４　駐車場の照明（クルマ２）【ベース：クルマ２保有者】
ＴＯＴＡＬ
駐車場内
に照明が
あり灯り
がある
駐車場専
用の照明
はない
が、街路
灯や家屋
の灯りが
ある
灯りはな
い 不明
ＴＯＴＡＬ 2702 836 1429 437 0
100 30.9 52.9 16.2 0
表頭：Ｑ３＿５　駐車場で使用可能なコンセントの有無（クルマ１）【ベース：平面式駐車場あり（クルマ１）】
ＴＯＴＡＬ
１００Ｖ用
コンセント
がある
２００Ｖ用
コンセント
がある
１００Ｖか
２００Ｖか
わからな
いがコン
セントが
ある
コンセント
はない 不明
ＴＯＴＡＬ 6158 1733 91 686 3648 0
100 28.1 1.5 11.1 59.2 0
表頭：Ｑ３＿５　駐車場で使用可能なコンセントの有無（クルマ２）【ベース：平面式駐車場あり（クルマ２）】
ＴＯＴＡＬ
１００Ｖ用
コンセント
がある
２００Ｖ用
コンセント
がある
１００Ｖか
２００Ｖか
わからな
いがコン
セントが
ある
コンセント
はない 不明
ＴＯＴＡＬ 2629 829 38 348 1414 0
100 31.5 1.4 13.2 53.8 0
表頭：Ｑ３＿６　コンセントから駐車区画までの距離（クルマ１）【ベース：コンセントあり（クルマ１）】
ＴＯＴＡＬ ３ｍ未満
３ｍ以上
５ｍ未満
５ｍ以上
１０ｍ未
満
１０ｍ以
上１５ｍ
未満
１５ｍ以
上 不明
ＴＯＴＡＬ 2510 1330 679 372 78 51 0
100 53 27.1 14.8 3.1 2 0
表頭：Ｑ３＿６　コンセントから駐車区画までの距離（クルマ２）【ベース：コンセントあり（クルマ２）】
ＴＯＴＡＬ ３ｍ未満
３ｍ以上
５ｍ未満
５ｍ以上
１０ｍ未
満
１０ｍ以
上１５ｍ
未満
１５ｍ以
上 不明
ＴＯＴＡＬ 1215 573 362 208 46 26 0
100 47.2 29.8 17.1 3.8 2.1 0
表頭：Ｑ３＿７　コンセントの使用環境（クルマ１）【ベース：コンセントあり（クルマ１）】
ＴＯＴＡＬ
いつでも
自由に使
える
コンセント
の所有者
等の許可
を得れば
使える
常時使用
中で使え
ない
使えるか
どうかわ
からない
不明
ＴＯＴＡＬ 2510 2409 29 11 61 0
100 96 1.2 0.4 2.4 0
表頭：Ｑ３＿７　コンセントの使用環境（クルマ２）【ベース：コンセントあり（クルマ２）】
ＴＯＴＡＬ
いつでも
自由に使
える
コンセント
の所有者
等の許可
を得れば
使える
常時使用
中で使え
ない
使えるか
どうかわ
からない
不明
ＴＯＴＡＬ 1215 1183 6 8 18 0
100 97.4 0.5 0.7 1.5 0
表頭：Ｑ４＿１　クルマの使い方（クルマ１）
ＴＯＴＡＬ
主に運転
する人が
決まって
おり、他
の家族は
運転しな
い
主に運転
する人が
決まって
いるが、
他の家族
も運転す
る
家族のそ
れぞれが
同程度運
転する
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 2980 3117 421 0
100 45.7 47.8 6.5 0
表頭：Ｑ４＿１　クルマの使い方（クルマ２）【ベース：クルマ２保有者】
ＴＯＴＡＬ
主に運転
する人が
決まって
おり、他
の家族は
運転しな
い
主に運転
する人が
決まって
いるが、
他の家族
も運転す
る
家族のそ
れぞれが
同程度運
転する
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 2702 884 1653 149 16 0
100 32.7 61.2 5.5 0.6 0
表頭：Ｑ４＿２　主運転者（クルマ１）【ベース：主運転者あり（クルマ１）】
ＴＯＴＡＬ あなた本
人
あなたの
配偶者
あなた、
または配
偶者の父
親
あなた、
または配
偶者の母
親
あなたの
子ども
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 6097 5162 716 79 50 64 26 0
100 84.7 11.7 1.3 0.8 1 0.4 0
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表頭：Ｑ４＿２　主運転者（クルマ２）【ベース：主運転者あり（クルマ２）】
ＴＯＴＡＬ あなた本
人
あなたの
配偶者
あなた、
または配
偶者の父
親
あなた、
または配
偶者の母
親
あなたの
子ども
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 2537 245 1523 212 116 322 119 0
100 9.7 60 8.4 4.6 12.7 4.7 0
表頭：Ｑ５＿１　短距離の外出頻度（クルマ１）
ＴＯＴＡＬ
週５日以
上
週３～４
日
週１～２
日
月２～３
回
月１回以
下
短距離の
外出では
使用しな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 3385 1430 1281 313 72 37 0
100 51.9 21.9 19.7 4.8 1.1 0.6 0
表頭：Ｑ５＿１　短距離の外出頻度（クルマ２）【ベース：クルマ２保有者】
ＴＯＴＡＬ
週５日以
上
週３～４
日
週１～２
日
月２～３
回
月１回以
下
短距離の
外出では
使用しな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 2702 1666 445 342 150 54 45 0
100 61.7 16.5 12.7 5.6 2 1.7 0
表頭：Ｑ５＿２　自身の運転による通勤・通学利用者（クルマ１）【ベース：短距離の使用あり（クルマ１）】
ＴＯＴＡＬ あなた本
人
あなたの
配偶者
あなた、
または配
偶者の父
親
あなた、
または配
偶者の母
親
あなたの
子ども
その他
通勤・通
学では利
用しない
不明
ＴＯＴＡＬ 6481 3404 462 46 30 64 29 2446 0
100 52.5 7.1 0.7 0.5 1 0.4 37.7 0
表頭：Ｑ５＿２　自身の運転による通勤・通学利用者（クルマ２）【ベース：短距離の使用あり（クルマ２）】
ＴＯＴＡＬ あなた本
人
あなたの
配偶者
あなた、
または配
偶者の父
親
あなた、
または配
偶者の母
親
あなたの
子ども
その他
通勤・通
学では利
用しない
不明
ＴＯＴＡＬ 2657 199 1202 140 99 279 86 652 0
100 7.5 45.2 5.3 3.7 10.5 3.2 24.5 0
表頭：Ｑ５＿３　通勤・通学先までの距離（片道）（クルマ１）【ベース：通勤・通学利用あり（クルマ１）】
ＴＯＴＡＬ １０ｋｍ未
満
１０ｋｍ以
上～３０ｋ
ｍ未満
３０ｋｍ以
上～５０ｋ
ｍ未満
５０ｋｍ以
上
不明
ＴＯＴＡＬ 4035 2524 1228 192 91 0
100 62.6 30.4 4.8 2.3 0
表頭：Ｑ５＿３　通勤・通学先までの距離（片道）（クルマ２）【ベース：通勤・通学利用あり（クルマ２）】
ＴＯＴＡＬ １０ｋｍ未
満
１０ｋｍ以
上～３０ｋ
ｍ未満
３０ｋｍ以
上～５０ｋ
ｍ未満
５０ｋｍ以
上
不明
ＴＯＴＡＬ 2005 1136 694 115 60 0
100 56.7 34.6 5.7 3 0
表頭：Ｑ６＿１　長距離の外出頻度（クルマ１）
ＴＯＴＡＬ
週５日以
上
週３～４
日
週１～２
日
月２～３
回
月１回～
年数回
数年に１
回程度
長距離の
外出では
使用しな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 489 183 496 1104 3040 572 634 0
100 7.5 2.8 7.6 16.9 46.6 8.8 9.7 0
表頭：Ｑ６＿１　長距離の外出頻度（クルマ２）【ベース：クルマ２保有者】
ＴＯＴＡＬ
週５日以
上
週３～４
日
週１～２
日
月２～３
回
月１回～
年数回
数年に１
回程度
長距離の
外出では
使用しな
い
わからな
い 不明
ＴＯＴＡＬ 2702 195 72 141 336 971 231 598 158 0
100 7.2 2.7 5.2 12.4 35.9 8.5 22.1 5.8 0
表頭：Ｑ６＿２　長距離外出の際の運転者（クルマ１）（Ｍ．Ａ）【ベース：長距離の使用あり（クルマ１）】
ＴＯＴＡＬ あなた本
人
あなたの
配偶者
あなた、
または配
偶者の父
親
あなた、
または配
偶者の母
親
あなたの
子ども
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 5884 4962 1768 133 64 331 132 0
100 84.3 30 2.3 1.1 5.6 2.2 0
表頭：Ｑ６＿２　長距離外出の際の運転者（クルマ２）（Ｍ．Ａ）【ベース：長距離の使用あり（クルマ２）】
ＴＯＴＡＬ あなた本
人
あなたの
配偶者
あなた、
または配
偶者の父
親
あなた、
または配
偶者の母
親
あなたの
子ども
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 1946 845 1022 185 70 306 83 0
100 43.4 52.5 9.5 3.6 15.7 4.3 0
表頭：Ｑ６＿３　移動距離が１日１００ｋｍ超の外出目的（クルマ１）（Ｍ．Ａ）【長距離の使用あり（クルマ１）】
ＴＯＴＡＬ 通勤・通
学
通勤・通
学の送迎
買い物 通院
通勤・通
学以外の
送迎
趣味・習
い事・友
人付き合
い
親戚・実
家等の訪
問
行楽・旅
行
不明
ＴＯＴＡＬ 5884 462 94 1291 264 174 935 2175 4513 0
100 7.9 1.6 21.9 4.5 3 15.9 37 76.7 0
表頭：Ｑ６＿３　移動距離が１日１００ｋｍ超の外出目的（クルマ２）（Ｍ．Ａ）【長距離の使用あり（クルマ２）】
ＴＯＴＡＬ 通勤・通
学
通勤・通
学の送迎
買い物 通院
通勤・通
学以外の
送迎
趣味・習
い事・友
人付き合
い
親戚・実
家等の訪
問
行楽・旅
行
不明
ＴＯＴＡＬ 1946 245 54 443 88 83 294 675 1394 0
100 12.6 2.8 22.8 4.5 4.3 15.1 34.7 71.6 0
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表頭：Ｑ６＿４　長距離外出の際の高速道路使用頻度（クルマ１）【ベース：長距離の使用あり（クルマ１）】
ＴＯＴＡＬ
ほぼ毎回
使用して
いる
２回に１
回程度使
用してい
る
数回に１
回程度使
用してい
る
使用して
いない
不明
ＴＯＴＡＬ 5884 2623 564 1823 874 0
100 44.6 9.6 31 14.9 0
表頭：Ｑ６＿４　長距離外出の際の高速道路使用頻度（クルマ２）【ベース：長距離の使用あり（クルマ２）】
ＴＯＴＡＬ
ほぼ毎回
使用して
いる
２回に１
回程度使
用してい
る
数回に１
回程度使
用してい
る
使用して
いない
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 1946 778 176 522 328 142 0
100 40 9 26.8 16.9 7.3 0
表頭：Ｑ６＿５　クルマ１を長距離外出使用時のクルマ２使用頻度【クルマ２保有＆長距離の使用あり（クルマ１）】
ＴＯＴＡＬ
ほぼ毎回
使用して
いる
２回に１
回程度使
用してい
る
数回に１
回程度使
用してい
る
使用して
いない
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 2327 448 85 392 1196 206 0
100 19.3 3.7 16.8 51.4 8.9 0
表頭：Ｑ６＿５　クルマ２を長距離外出使用時のクルマ１使用頻度【ベース：長距離の使用あり（クルマ２）】
ＴＯＴＡＬ
ほぼ毎回
使用して
いる
２回に１
回程度使
用してい
る
数回に１
回程度使
用してい
る
使用して
いない
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 1946 275 81 314 1147 129 0
100 14.1 4.2 16.1 58.9 6.6 0
表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  ガソリンは全く使用せずに電気で走るクルマである
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 4170 2245 103 0
100 64 34.4 1.6 0
表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  加速性能がよい
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 1460 2508 2550 0
100 22.4 38.5 39.1 0
表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  走行時の音が静かである
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 4612 1692 214 0
100 70.8 26 3.3 0
表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  走行時に二酸化炭素や大気汚染物質を排出しない
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 4545 1743 230 0
100 69.7 26.7 3.5 0
表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  同等クラスのガソリン車と比べて走れる距離は短い
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 3876 2076 566 0
100 59.5 31.9 8.7 0
表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  量産型では、軽自動車と普通自動車が販売されている
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 2179 2551 1788 0
100 33.4 39.1 27.4 0
表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  １回の満充電で軽は１６０ｋｍ、普通は２００ｋｍ走る
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 1373 2816 2329 0
100 21.1 43.2 35.7 0
表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  市街地だと、１回の充電で走れる距離が７割程度に減少
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 938 2368 3212 0
100 14.4 36.3 49.3 0
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表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  エアコン使用時は走行距離が非使用時の７割程度に減少
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 1067 2259 3192 0
100 16.4 34.7 49 0
表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  同等クラスのガソリン車よりも車両価格が高い
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 3995 2020 503 0
100 61.3 31 7.7 0
表頭：Ｑ１１　電気自動車に関する認知状況  同じ距離・クラスだと電気代の方がガソリン代より安い
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 2206 2481 1831 0
100 33.8 38.1 28.1 0
表頭：Ｑ１２　電気自動車の充電に関する認知状況  自宅で充電することができる
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 3339 2782 397 0
100 51.2 42.7 6.1 0
表頭：Ｑ１２　電気自動車の充電に関する認知状況  電気自動車充電用のコンセントを設置する必要がある
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 2345 2602 1571 0
100 36 39.9 24.1 0
表頭：Ｑ１２　電気自動車の充電に関する認知状況  「普通充電」と「急速充電」がある
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 1798 2257 2463 0
100 27.6 34.6 37.8 0
表頭：Ｑ１２　電気自動車の充電に関する認知状況  急速充電器でゼロから８割まで３０分程度で充電できる
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 1116 2185 3217 0
100 17.1 33.5 49.4 0
表頭：Ｑ１２　電気自動車の充電に関する認知状況  ２００Ｖ（普通充電）で満充電すると７～８時間である
ＴＯＴＡＬ
聞いたこ
とがあり
よく知って
いる
聞いたこ
とがある
がよく知
らない
聞いたこ
とがない・
今初めて
知った
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 1094 2228 3196 0
100 16.8 34.2 49 0
表頭：Ｑ１３　電気自動車への興味・関心
ＴＯＴＡＬ
購入対象
として関
心がある
購入対象
ではない
が、興味
や関心が
ある
特に興
味・関心
はない
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 1142 3658 1718 0
100 17.5 56.1 26.4 0
表頭：Ｑ１４　充電用コンセント設置意向≪説明文提示≫【今後１０年の買い替え予定あり＆駐車場自己保有者】
ＴＯＴＡＬ
工事の規
模・内容
によって
は、設置
してもよ
い
コンセント
を設置し
たくない
設置する
かどうか
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 4082 2015 449 1618 0
100 49.4 11 39.6 0
表頭：Ｑ１５　外出時の急速充電器使用意向≪説明文提示≫【ベース：今後１０年の買い替え予定あり】
ＴＯＴＡＬ
料金や設
置場所に
よって
は、使用
すると思
う
料金や設
置場所に
よらず、
使用しな
いと思う
使用する
かどうか
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 5528 3555 386 1587 0
100 64.3 7 28.7 0
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表頭：Ｑ１６　急速充電器１回あたりの許容利用額≪説明文提示≫【ベース：急速充電器使用意向あり】
ＴＯＴＡＬ
（１回あた
り）１００
円以上３
００円未
満
（１回あた
り）３００
円以上５
００円未
満
（１回あた
り）５００
円以上
１，０００
円未満
（１回あた
り）１，００
０円以上
１，５００
円未満
（１回あた
り）１，５０
０円以上
でもよい
わからな
い 不明
ＴＯＴＡＬ 3555 1373 1295 582 82 24 199 0
100 38.6 36.4 16.4 2.3 0.7 5.6 0
表頭：Ｑ１７　希望する急速充電器設置場所（Ｍ．Ａ）【ベース：急速充電器使用意向あり】
ＴＯＴＡＬ
スー
パー・
ショッピン
グセン
ター
コンビニ
エンススト
ア
ガソリン
スタンド
レストラ
ン・喫茶
店等の飲
食店
役所・公
共施設
時間貸し
駐車場
高速道路
のパーキ
ングエリ
ア・サー
ビスエリ
ア
道の駅
旅館・ホ
テル
自動車販
売店・整
備工場等
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 3555 2883 2256 2566 1541 1454 1456 2795 2359 2079 1339 64 0
100 81.1 63.5 72.2 43.3 40.9 41 78.6 66.4 58.5 37.7 1.8 0
表頭：Ｑ１８　最も希望する急速充電器設置場所【ベース：急速充電器使用意向あり】
ＴＯＴＡＬ
スー
パー・
ショッピン
グセン
ター
コンビニ
エンススト
ア
ガソリン
スタンド
レストラ
ン・喫茶
店等の飲
食店
役所・公
共施設
時間貸し
駐車場
高速道路
のパーキ
ングエリ
ア・サー
ビスエリ
ア
道の駅
旅館・ホ
テル
自動車販
売店・整
備工場等
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 3555 1231 1081 683 111 36 68 220 54 44 17 10 0
100 34.6 30.4 19.2 3.1 1 1.9 6.2 1.5 1.2 0.5 0.3 0
表頭：Ｑ２２　電気自動車購入意向（航続距離の条件）≪説明文提示≫　【ベース：今後１０年の買い替え予定あり】
ＴＯＴＡＬ
走れる距
離がどの
ような条
件であっ
ても、購
入しない
走れる距
離がもっ
と長くな
れば、購
入しても
よい
満充電で
走れる距
離は現状
程度で、
購入して
もよい
不明
ＴＯＴＡＬ 5528 877 3956 695 0
100 15.9 71.6 12.6 0
表頭：Ｑ２３　電気自動車を購入してもよいと思う航続距離【ベース：航続距離延長条件付き購入意向あり】
ＴＯＴＡＬ
２５０ｋｍ
程度
３００ｋｍ
程度
３５０ｋｍ
程度
４００ｋｍ
程度
４５０ｋｍ
程度
５００ｋｍ
程度
５５０ｋｍ
程度
６００ｋｍ
以上 不明
ＴＯＴＡＬ 3956 165 797 349 877 135 1116 48 469 0
100 4.2 20.1 8.8 22.2 3.4 28.2 1.2 11.9 0
表頭：Ｑ２４　電気自動車を購入してもよいと思う航続距離　最大選択理由【航続距離延長条件付き購入意向あり】
ＴＯＴＡＬ
毎日の外
出で、よく
乗る距離
であるか
ら
時々の外
出で、よく
乗る距離
であるか
ら
日常よく
乗る距離
ではない
が、まれ
に遠出を
するから
クルマの
基本的な
性能とし
て必要だ
から
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 3956 229 488 2072 1058 109 0
100 5.8 12.3 52.4 26.7 2.8 0
表頭：Ｑ２５　電気自動車購入意向（車両価格の条件）≪説明文提示≫【ベース：今後１０年の買い替え予定あり】
ＴＯＴＡＬ
エネル
ギー代が
どのよう
な条件で
あっても、
購入しな
い
割高価格
分をエネ
ルギー代
で取戻せ
れば購入
してもよ
い
取り戻せ
ない金額
が許容範
囲であれ
ば購入し
てもよい
不明
ＴＯＴＡＬ 5528 864 3993 671 0
100 15.6 72.2 12.1 0
表頭：Ｑ２６　電気自動車　非購入意向理由（Ｍ．Ａ）【ベース：購入意向なし】
ＴＯＴＡＬ
ガソリン
車より車
両価格が
高いから
長距離の
外出の際
に使えな
いと不便
だから
出先で充
電切れに
なると不
安だから
家で車を
充電する
のが面倒
だから
家で車を
充電する
と充電時
間が長い
から
マイカー
の駐車場
が賃貸や
機械式
で、車を
充電でき
ない
電気自動
車充電用
コンセント
の設置工
事がいや
だから
電気自動
車でこれ
まで通り
生活でき
るかわか
らないか
ら
自分の家
庭でどう
いうふう
に使えば
いいかわ
からない
特に理由
はない
が、なん
となく
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 864 505 448 516 210 200 169 150 212 77 73 123 0
100 58.4 51.9 59.7 24.3 23.1 19.6 17.4 24.5 8.9 8.4 14.2 0
表頭：Ｑ２７　電気自動車　最大非購入意向理由【ベース：非購入意向理由あり】
ＴＯＴＡＬ
ガソリン
車より車
両価格が
高いから
長距離の
外出の際
に使えな
いと不便
だから
出先で充
電切れに
なると不
安だから
家で車を
充電する
のが面倒
だから
家で車を
充電する
と充電時
間が長い
から
マイカー
の駐車場
が賃貸や
機械式
で、車を
充電でき
ない
電気自動
車充電用
コンセント
の設置工
事がいや
だから
電気自動
車でこれ
まで通り
生活でき
るかわか
らないか
ら
自分の家
庭でどう
いうふう
に使えば
いいかわ
からない
特に理由
はない
が、なん
となく
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 791 265 141 140 18 7 51 11 37 17 0 104 0
100 33.5 17.8 17.7 2.3 0.9 6.4 1.4 4.7 2.1 0 13.1 0
表頭：Ｑ２８　価格の割高分をエネルギー代で取り戻すための許容期間【差額を取り戻す条件付き購入意向あり】
ＴＯＴＡＬ １年程度 ２年程度 ３年程度 ４年程度 ５年程度 ６年程度 ７年程度 ８年程度 ９年程度
１０年以
上かかっ
てもよい
不明
ＴＯＴＡＬ 3993 316 537 1543 190 1138 92 89 34 11 43 0
100 7.9 13.4 38.6 4.8 28.5 2.3 2.2 0.9 0.3 1.1 0
表頭：Ｑ２９　価格の割高分をエネルギー代で取り戻せない場合の許容差額【許容範囲内の差額で購入意向あり】
ＴＯＴＡＬ ２５万円
未満
２５万円
以上５０
万円未満
５０万円
以上１００
万円未満
１００万円
以上１５０
万円未満
１５０万円
以上２００
万円未満
２００万円
以上２５０
万円未満
２５０万円
以上
不明
ＴＯＴＡＬ 671 200 216 136 48 33 25 13 0
100 29.8 32.2 20.3 7.2 4.9 3.7 1.9 0
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表頭：Ｑ３０　電気自動車　購入意向理由（Ｍ．Ａ）【ベース：車両価格条件付き購入意向あり】
ＴＯＴＡＬ
環境によ
いクルマ
だから
加速性や
静音性な
どの走行
性能がよ
いから
家で充電
できるか
ら
外出先の
様々な場
所で充電
できるか
ら
走行時の
エネル
ギー代が
安いから
最先端の
技術、次
世代のク
ルマだか
ら
話題に
なってい
る、注目
を浴びて
いるから
特に理由
はない
が、なん
となく
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 4664 3351 1469 2614 959 2655 880 181 226 58 0
100 71.8 31.5 56 20.6 56.9 18.9 3.9 4.8 1.2 0
表頭：Ｑ３１　電気自動車　最大購入意向理由【ベース：購入意向理由あり】
ＴＯＴＡＬ
環境によ
いクルマ
だから
加速性や
静音性な
どの走行
性能がよ
いから
家で充電
できるか
ら
外出先の
様々な場
所で充電
できるか
ら
走行時の
エネル
ギー代が
安いから
最先端の
技術、次
世代のク
ルマだか
ら
話題に
なってい
る、注目
を浴びて
いるから
特に理由
はない
が、なん
となく
その他 不明
ＴＯＴＡＬ 4438 1806 283 781 68 1268 163 20 0 49 0
100 40.7 6.4 17.6 1.5 28.6 3.7 0.5 0 1.1 0
表頭：Ｑ３２　クルマの使用や日常生活のエネルギーの使用について  日ごろの運転時には、エコドライブを心がけている
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 729 1287 2380 1371 500 116 135 0 0.9
100 11.2 19.7 36.5 21 7.7 1.8 2.1 0 6004
表頭：Ｑ３２　クルマの使用や日常生活のエネルギーの使用について  少人数の時はサイズの小さいのに乗る【クルマ２保有】
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 2702 369 447 570 652 310 128 226 0 0.5
100 13.7 16.5 21.1 24.1 11.5 4.7 8.4 0 1327
表頭：Ｑ３２　クルマの使用や日常生活のエネルギーの使用について  近い所に行く時は、自転車や徒歩で行くようにする
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 952 980 1446 1212 993 473 462 0 0.5
100 14.6 15 22.2 18.6 15.2 7.3 7.1 0 2937
表頭：Ｑ３２　クルマの使用や日常生活のエネルギーの使用について  できる限りバスや電車などの公共交通機関を使う
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 277 436 757 1350 1316 1091 1291 0 -0.8
100 4.2 6.7 11.6 20.7 20.2 16.7 19.8 0 -4911
表頭：Ｑ３２　クルマの使用や日常生活のエネルギーの使用について  電気製品を使わない時は、こまめにプラグを抜く
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 592 789 1434 1211 1184 675 633 0 0.1
100 9.1 12.1 22 18.6 18.2 10.4 9.7 0 355
表頭：Ｑ３２　クルマの使用や日常生活のエネルギーの使用について  冷暖房はこまめに温度調節をする
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 800 1297 2054 1071 701 337 258 0 0.8
100 12.3 19.9 31.5 16.4 10.8 5.2 4 0 4899
表頭：Ｑ３２　クルマの使用や日常生活のエネルギーの使用について  商品購入時は、環境に配慮した商品であるかを確認する
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 378 766 1684 1924 923 427 416 0 0.2
100 5.8 11.8 25.8 29.5 14.2 6.6 6.4 0 1325
表頭：Ｑ３３　消費行動について  商品や店舗の情報を自分で収集・整理し、比較検討する
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 705 1502 2286 1313 478 155 79 0 1
100 10.8 23 35.1 20.1 7.3 2.4 1.2 0 6380
表頭：Ｑ３３　消費行動について  商品や店舗の情報を他人に伝えたり、勧めたりする
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 166 454 1451 2173 1312 546 416 0 -0.1
100 2.5 7 22.3 33.3 20.1 8.4 6.4 0 -795
表頭：Ｑ３３　消費行動について  商品や店舗の情報について他人に聞かれることが多い
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 128 383 1063 2234 1518 658 534 0 -0.3
100 2 5.9 16.3 34.3 23.3 10.1 8.2 0 -2223
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表頭：Ｑ３３　消費行動について  新商品や評判の店舗情報の先取りが他人より早い
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 129 389 1063 2245 1521 632 539 0 -0.3
100 2 6 16.3 34.4 23.3 9.7 8.3 0 -2174
表頭：Ｑ３３　消費行動について  新商品の購入や評判の店舗を利用するのが他人より早い
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 108 352 968 2212 1588 676 614 0 -0.4
100 1.7 5.4 14.9 33.9 24.4 10.4 9.4 0 -2786
表頭：Ｑ３３　消費行動について  商品を購入する時は、環境に配慮した商品を選ぶ
ＴＯＴＡＬ
非常にそ
うである
（＋３）
かなりそ
うである
（＋２）
ややそう
である
（＋１）
どちらとも
いえない
（±０）
あまりそう
ではない
（－１）
ほとんど
そうでは
ない
（－２）
まったくそ
うではな
い
（－３）
不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 193 590 1777 2466 906 296 290 0 0.2
100 3 9.1 27.3 37.8 13.9 4.5 4.4 0 1168
表頭：Ｑ３４＿１　同居家族（Ｍ．Ａ）
ＴＯＴＡＬ
あなたの
配偶者
あなたの
子
あなた、
または配
偶者の父
親
あなた、
または配
偶者の母
親
親族（兄
弟姉妹・
孫・祖父
母等）
その他
同居者は
いない
（ひとり暮
らし）
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 4753 3024 885 1367 549 142 672 0
100 72.9 46.4 13.6 21 8.4 2.2 10.3 0
表頭：Ｑ３４＿１　同居家族　子ども人数【ベース：同居子どもあり】
ＴＯＴＡＬ １人 ２人 ３人以上 不明 平均
ＴＯＴＡＬ 3024 1465 1215 344 0 1.6
100 48.4 40.2 11.4 0 4962
表頭：Ｑ３４＿２　家庭内免許保有者（Ｍ．Ａ）【ベース：同居家族あり】
ＴＯＴＡＬ
あなたの
配偶者
あなたの
子
あなた、
または配
偶者の父
親
あなた、
または配
偶者の母
親
親族（兄
弟姉妹・
孫・祖父
母等）
その他
自分以外
に免許保
有者はい
ない
不明
ＴＯＴＡＬ 5846 4159 1224 707 558 349 106 647 0
100 71.1 20.9 12.1 9.5 6 1.8 11.1 0
表頭：Ｑ３４＿３　世帯収入
ＴＯＴＡＬ
２５０万円
未満
２５０万円
～５００万
円未満
５００万円
～７５０万
円未満
７５０万円
～１，００
０万円未
満
１，０００
万円～
１，２５０
万円未満
１，２５０
万円～
１，５００
万円未満
１，５００
万円～
１，７５０
万円未満
１，７５０
万円～
２，０００
万円未満
２，０００
万円以上
わからな
い 不明
ＴＯＴＡＬ 6518 568 2067 1487 989 361 197 65 44 60 680 0
100 8.7 31.7 22.8 15.2 5.5 3 1 0.7 0.9 10.4 0
表頭：Ｑ３５＿１　住居形態
ＴＯＴＡＬ
持家・戸
建
持家・集
合
賃貸・戸
建
賃貸・集
合 その他 不明
ＴＯＴＡＬ 6518 4296 702 263 1195 62 0
100 65.9 10.8 4 18.3 1 0
表頭：Ｑ３６　住居から周辺の利用施設までの距離  自宅から最寄りの鉄道駅までの距離
ＴＯＴＡＬ
５００メー
トル未満
５００メー
トル以上
１キロメー
トル未満
１キロメー
トル以上
３キロメー
トル未満
３キロメー
トル以上
知らない・
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 899 1497 2177 1682 263 0
100 13.8 23 33.4 25.8 4 0
表頭：Ｑ３６　住居から周辺の利用施設までの距離  自宅から最寄りのバス停までの距離
ＴＯＴＡＬ
５００メー
トル未満
５００メー
トル以上
１キロメー
トル未満
１キロメー
トル以上
３キロメー
トル未満
３キロメー
トル以上
知らない・
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 3841 1569 491 185 432 0
100 58.9 24.1 7.5 2.8 6.6 0
表頭：Ｑ３６　住居から周辺の利用施設までの距離  自宅から最もよく食料品を購入する店までの距離
ＴＯＴＡＬ
５００メー
トル未満
５００メー
トル以上
１キロメー
トル未満
１キロメー
トル以上
３キロメー
トル未満
３キロメー
トル以上
知らない・
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 1536 1783 1916 1152 131 0
100 23.6 27.4 29.4 17.7 2 0
表頭：Ｑ３６　住居から周辺の利用施設までの距離  自宅から最もよく生活用品を購入する店までの距離
ＴＯＴＡＬ
５００メー
トル未満
５００メー
トル以上
１キロメー
トル未満
１キロメー
トル以上
３キロメー
トル未満
３キロメー
トル以上
知らない・
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 1095 1631 2111 1532 149 0
100 16.8 25 32.4 23.5 2.3 0
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表頭：Ｑ３６　住居から周辺の利用施設までの距離  自宅から最もよく使うガソリンスタンドまでの距離
ＴＯＴＡＬ
５００メー
トル未満
５００メー
トル以上
１キロメー
トル未満
１キロメー
トル以上
３キロメー
トル未満
３キロメー
トル以上
知らない・
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 790 1552 2318 1700 158 0
100 12.1 23.8 35.6 26.1 2.4 0
表頭：Ｑ３６　住居から周辺の利用施設までの距離  自宅周辺のレンタカー営業所までの距離
ＴＯＴＡＬ
５００メー
トル未満
５００メー
トル以上
１キロメー
トル未満
１キロメー
トル以上
３キロメー
トル未満
３キロメー
トル以上
知らない・
わからな
い
不明
ＴＯＴＡＬ 6518 278 643 1237 1885 2475 0
100 4.3 9.9 19 28.9 38 0
表頭：Ｑ３８　年代
ＴＯＴＡＬ ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代以 不明 平均
ＴＯＴＡＬ 6518 682 1299 1318 1320 1899 0 48.8
100 10.5 19.9 20.2 20.3 29.1 0 318284
表頭：Ｑ３９　性別
ＴＯＴＡＬ 男性 女性 不明
ＴＯＴＡＬ 6518 3924 2594 0
100 60.2 39.8 0
表頭：［属性］県コード
ＴＯＴＡＬ
ＴＯＴＡＬ 6518
100
北海道
北海道 312 312
4.8
青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県
東北 550 99 63 113 78 72 125
1.5 1 1.7 1.2 1.1 1.9
茨城県 栃木県 群馬県 山梨県
関東 465 183 104 129 49
2.8 1.6 2 0.8
埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県
京浜／一
都三県
1391 347 299 376 369
5.3 4.6 5.8 5.7
新潟県 富山県 石川県 福井県 長野県
北陸 466 133 70 65 47 151
2 1.1 1 0.7 2.3
岐阜県 静岡県 愛知県 三重県
東海 894 148 213 414 119 894
2.3 3.3 6.4 1.8
滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県
京阪神 987 99 118 356 264 82 68
1.5 1.8 5.5 4.1 1.3 1
鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県
中国 437 58 44 109 145 81
0.9 0.7 1.7 2.2 1.2
徳島県 香川県 愛媛県 高知県
四国 257 58 57 100 42 257
0.9 0.9 1.5 0.6
福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県
九州 759 247 47 76 110 67 68 81 63
3.8 0.7 1.2 1.7 1 1 1.2 1
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５． 電気自動車の普及方策に関する国及び自治体の取り組み動向 
 
1. EVの普及方策に関する先行研究 
EVの普及方策に関する研究としては、宮下ら(2001) 1)によるITSを活用したEV共同利用
システム、中村(1995)2)による公用車への導入事業など、個々のEV実証事業の実施途上で
概要や事業スキームを紹介するものがある。このほか、EVを含む共同利用システムの交通
事業としての実用性について、複数の事例から制度・システム上の課題を検証した研究（例
えば、平石ら(2005)3)、三井ら(2007)4)、交通エコロジー・モビリティ財団(2006)5)など）が
ある。 
EVはその性能や実用段階等から、1970年代～1990年代中頃(第1世代)、1990年代後半～
2000年代中頃(第2世代)、それ以降(第3世代)に区分される。この区分に応じて、各期に策
定された普及計画等で掲げられた普及目標とその実現に向けた政策・施策、及びEV普及台
数（保有台数）や導入のための事業・方策等を分整理する。調査の対象とした資料は、国
及び地方自治体により発表された「行政計画・将来ビジョン」「予算資料」「調査報告書」
「各種委員会資料」「政策・事業説明資料」等である。調査対象期間は、EV開発が本格始
動した1970年代後半から2010年1月までであり、当該期間の公表資料を用いている。また、
報道機関による発表資料（インターネットメディア、新聞記事等）を参照した場合は、電
話やEメールにより、記事内容について当事者に事実確認を行っている。 
 
 
2. EV普及政策の変遷と車両の普及動向 
 
(1) 第1世代の政策と普及動向 
我が国初のEV普及計画である「電気自動車普及基本計画（第1次）」は、「電気自動車の
事業化と普及を図ること」を目的とし1977年に策定された(表-1)6)7)8)。公害対策、エネル
ギー対策、交通対策の3つの観点から推進され、その後2度改定されている9)10)。1988年に
表-1 我が国の EV 普及計画・目標と普及動向 
 
策定時期 計画名
目標
年次
普及目標
（保有台数）
普及動向等
※普及台数は保有台数ベース
1977年  4月
電気自動車普及基本計画
（第１次）【通商産業省】
1986 20万台
1983年12月
電気自動車普及基本計画
（第２次）【通商産業省】
1990 5,000台
1988年  3月
低公害車普及基本構想
【環境庁】
1998 目標値なし
1991年10月
電気自動車普及計画
（第３次）【通商産業省】
2000 20万台
第
２
世
代
2001年  7月
低公害車開発・普及アクション
プラン【経済産業省、
国土交通省、環境省】
2010 目標値なし
普及台数は2,500～10,000台程度．用途は，業務・
公用に加え家庭用への拡大を模索．実証実験・モ
デル事業により，カーシェアリング・レンタカーへと利
用形態も広がるが，事業化には至らなかった．
2007年  5月
次世代自動車・燃料イニシアティブ
【経済産業省】
2010
低公害車全体
で1,000万台
2020 200万台
2050 880万台
第
１
世
代
普及台数は800～2,500台程度．事業者・地方自治
体等のユーザーが車両を所有．しかし，特定業務へ
の限定的な用途にとどまり，目標水準まで普及は進
まなかった．
第
３
世
代
量産型EVが発売され，発売当初はユーザー所有に
よる業務用・公用としての用途や，実証実験・モデ
ル事業によるカーシェアリング・レンタカー・タクシー
での利用が中心だが，民間事業者による充電イン
フラの整備等普及に向けた新たな動きが見られる．
2009年  5月 次世代自動車普及戦略【環境省】
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発表された「低公害車普及構想11)」で、EVは「低公害車」という政策的枠組みに組み込ま
れると同時に、「環境対策の必要性が高い地域」等に集中的・先駆的に導入しようとする方
向性が示された。 
第1世代の普及政策をみると、①公的部門での率先導入、②民間企業への先駆的導入、
③導入促進（補助・税制優遇・融資等の財政的支援）、④利用促進（電気料金・駐車場料金・
高速道路料金等の優遇）、⑤利用環境整備（充電インフラ、整備サービス等）に大別するこ
とができる。第1世代の開発当初から、車両の導入や試用等の初期導入策だけでなく、金
銭的インセンティブを中心とした導入促進・利用促進策、あるいは、充電器の設置や充電
サービス拠点の整備等の利用環境整備に関する政策が計画には盛り込まれていた。また、
目標達成に向けて、段階的な普及シナリオとして、環境対策の必要性が高い地域・用途で
の集中的・先駆的な導入から、経済的な支援により一般に拡大させる方向が示されていた。
施策・事業としては、公的機関や民間企業への業務用としての貸し出しと、税制優遇等の
財政的支援が実施された。この時期のEVは、電力サービスカー、地方自治体の公害パトロ
ール、新聞・牛乳・百貨店などの小口配達等、事業者が「業務用」として試用された12)13)13)。
普及台数（保有台数ベース、以下同じ）では、1985年に約800台、1995年に約2,500台と
10年間で3倍以上増加したが、乗用車は全体の10％未満であった15)。 
 
(2) 第2世代の政策と普及動向 
1990年代以降、地球温暖化問題への関心が高まっており、この時期からEVの普及を目
的とした計画・政策が、大気汚染防止やエネルギー問題への対応のみならず、地球温暖化
防止策として明確に位置づけられた。EVは1997年の「新エネルギー利用等の促進に関す
る特別措置法」で、「新エネルギー」に位置づけられ16)、2001年には、経済産業省、国土
交通省、環境省の参照合同による「低公害車開発普及アクションプラン17)」が策定された。  
この時期の普及政策は、①公的部門での率先導入、②民間企業への先駆的導入、③導入
促進（補助・税制優遇・融資等の財政的支援）、④利用環境整備（充電インフラ）、⑤実証
実験・モデル事業（共同利用システムの実用化、市民のニーズ開拓）、⑥普及啓発（試乗会・
展示等）に整理することができる。①から④については、第1世代の政策と同様であるが、
新たに⑤実証実験・モデル事業が政策に位置づけられた。これらの実証実験・モデル事業
では、情報技術(ITS)の活用によるシステムの構築・実用性の検証に主眼がおかれ、国の補
助金により国が主導して実施されるものが多く、地方自治体は、事業者・市民とともに、
事業に協力にとどまっていた。 
この時期のEVは、「マイカー」として貸し出しのほか、サービスを利用してEV車両を使
用する「レンタカー」や「カーシェアリング」にも試験的に導入され18)-23)、「業務用」に
加えて、個人による「家庭用」へと利用形態が拡大した。 
普及台数は、1990年代後半は約2,500台で推移していたが、2000年以降増加し、ピーク
時の2005年には約1万台となった。しかし、2000年以降の増加は、原付自転車（二輪・四
輪）によるもので、乗用車・貨物車は1996年をピークに減少し続け、2004年以降はEV全
体の90％以上が原付自転車であった24)25)。 
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3. 現在（第3世代）の普及政策と自治体の動き 
 
(1) 国の普及政策の概要 
第3世代EVといえる量産型EVの市販化が開始されたのは、2009年である。普及計画と
しては、これに先立つ2007年に「次世代自動車・燃料イニシアティブ26)」が発表されてい
る。ここで、第2世代に比べて性能面が改善されたEVが「次世代自動車」として位置づけ
られ、政策の対象にプラグインハイブリッド車（PHV）が加わった。また、2009年には、
次世代自動車の2050年までの大量普及を目指す「次世代自動車普及戦略27)」も発表された。 
現在の普及政策は、①導入促進（補助・税制優遇・融資等の財政的支援）と②利用環境
整備（充電インフラ、整備サービス等）が中心であるが、新しい視点も加えられている。
例えば、①の導入補助策では、「環境対応車普及促進対策費補助」が新設され、EVの普及
を「既存車からの買い替え」で促進しようとする政策が加えられた。また、実証実験・モ
デル事業では、EV車両を導入・使用するだけでなく、充電インフラの整備に関するビジネ
スモデルの確立やシステム・ネットワーク技術の実用化の検証に重点を置いた事業も多く
実施されている。これらのうち、経済産業省の「EV・PHVタウン構想」は、各地域で将
来に向けたEV普及のマスタープランを策定するもので、その中心的な推進主体は地方自治
体である。2009年度は8都府県（青森県、東京都、神奈川県、新潟県、福井県、愛知県、
京都府、長崎県）が指定されている。 
こうした背景から、現在では、国の政策に加えて、地方自治体が自ら主導してEVを普及
しようとする動きが始まっている。例えば、地方自治体の2009年度環境予算のなかには、
EVの普及に関する施策・事業を盛り込む自治体もみられている。また関連して、地域での
EVの普及の旗振り役として、官民連携による推進組織の設立も相次いでいる。 
次節以降、こうした自治体及び地域のEV普及に向けた動き・政策の詳細について整理・
分析し、今後のEVの普及に及ぼす影響や効果について初期的検討を試みる。 
 
 (2) 2009年度地方予算にみるEV普及政策 
都道府県、政令市は2009年度当初予算、補正予算、市町村は人口15万人以上の市町村の
当初予算を対象とし、政策・事業対象に「電気自動車」が含まれるものを抽出したところ、
多くの地方自治体でEV関連の政策・事業が予算化されていることが明らかとなった。 
都道府県では31都府県、政令市では15市でEV関連の事業が予算化されている(表-2)。
これらの地方自治体の多くが、国の実証実験・モデル事業の対象地域として選定されてお
り、重複して複数の事業の地域指定を得ている地方自治体も少なくない。都道府県や政令
市だけでなく、財政規模の小さな市区レベルの自治体でも、普及に向けて取り組みが始ま
っていることがうかがえる。 
政策の内容をみると、「EV車両の公用車への導入」が最も多い。その理由は、低公害車
普及開発アクションプランで示された率先導入の姿勢と、国の補助事業の効果によるもの
と想定される。「EVカーシェアリング」事業としては、今年度、神奈川県、札幌市、京都
市、荒川区という都市部の4自治体で検証が行われている。 
また、地方自治体が独自に市民・事業者に「金銭的なインセンティブ」を与えようとす
る政策もある。車両購入、充電器の設置ともに国による補助制度があるが、さらに地方自
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治体が補助を上乗せすることで、地域の消費者は他地域よりも優位に購入できるようにな
る。都道府県、政令市のなかには、補助制度以外にも、それまで環境対策設備や低公害車
を対象とした融資・あっせん制度の対象を広げ、EVを適用する地方自治体も少なくない。
このほか、神奈川県、東京都、藤沢市の駐車場利用料金の優遇策のように、初期導入時だ
けでなく、利用時にも継続して経済的なメリットを得られるような政策も工夫されている。 
充電インフラ等の利用環境の整備においても、地方自治体自らが公共施設に充電器を設
置するだけでなく、民間事業車の自主的な取り組みを促す設置補助や融資・あっせん等の
政策も実施されている。利用環境の整備においては、駐車場、充電ステーション、商業施
設・観光施設等、利用・優遇施設が地域内に複数存在することが利便性・有効性を高め、
表-2 2009年度予算にみる EV関連政策・事業の取り組み状況 
 
※斜字は EV・PHVタウン構想モデル地域（経済産業省）， は環境モデル都市（内閣府）． 
その他EVに関連するモデル事業・地域の指定状況は下記注釈参照． 
1)国土交通省「平成 21年度次世代自動車導入加速モデル地域」 
2)国土交通省「環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル地域」(平成 16-18年度)・同普及推進地域(平成 20-21年度） 
3)経済産業省「低炭素社会に向けた技術発掘・社会システム実証モデル事業(平成 20-21年度) 
 
 
市町村
団体数 自治体名 団体数 自治体名 自治体名
導入・活用 公用車への導入
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青森県 3)、山形県、栃木県
群馬県、埼玉県、神奈川県 2）
新潟県 3) 、富山県、福井県
岐阜県、静岡県、愛知県
京都府 2) 、大阪府3)、兵庫県2)
鳥取県、岡山県、香川県
佐賀県
9
札幌市2)、さいたま市
川崎市、新潟市2)、京都市2)
神戸市2)、岡山市、
広島市1)2)、福岡市
千代田区、中央区
港区、墨田区、
江東区、世田谷区
荒川区4)、練馬区
鎌倉市、茅ヶ崎市
豊橋市、鹿児島市
利用制度 カーシェア制度導入・検
討
1 神奈川県 2） 2 札幌2)市、京都市2) 荒川区2)
車両導入・購入費用の一
部補助
10
宮城県、秋田県、山形県
埼玉県、東京都 、神奈川県 2）
富山県、愛知県、京都府 2)
長崎県
4
川崎市、横浜市、京都市2)
神戸市2)
千代田区、中央区
藤沢市、厚木市
岡崎市、豊田市2)
鈴鹿市、姫路市
大分市、鹿児島市
車両購入・導入費用に対
する融資・あっせん
10
福島県、栃木県、埼玉県
千葉県、和歌山県、島根県
岡山県、広島県、徳島県
福岡県
7
札幌市2)、千葉市、新潟市2)
名古屋市、大阪市2)、
神戸市2)、北九州市2)
葛飾区
駐車場利用料金の割引・
優先利用などの優遇制
度 2 東京都、神奈川県
2） 0 藤沢市
有料道路通行料の一部
補助 1 神奈川県
2） 0
充電器の設
置
（急速・普通）充電器の設
置 4 栃木県、新潟県
4) 、岐阜県
長崎県
1 京都市2)
千代田区、中央区
鎌倉市、藤沢市
厚木市
（急速・普通）充電器設置
費用の一部補助 5
東京都、神奈川県 2） 、新潟県 4)
京都府 2) 、大阪府3)
1 横浜市
（急速・普通）充電器設置
費用に対する融資・あっ
せん
1 栃木県 2 千葉市、新潟市2)
12
東京都、神奈川県 2） 、福井県
静岡県、京都府 2) 、大阪府3)
鳥取県、岡山県、香川県
佐賀県、長崎県
1 京都市2)
電気自動車・電池開発
4
秋田県、新潟県 、鳥取県
徳島県
0 墨田区
その他実証実験
3 青森県 3) 、秋田県、大阪府3) 1 堺市
技術研究開発・産業振
興
情報提供・普及啓発
充電イン
フラ等環
境整備
金銭的イン
センティブ
金銭的イン
センティブ
都道府県 政令市
事業分類 事業内容
EV車両
の導入・
利用促進
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利用者にとっての魅力となる。その意味で、地域が一体となって普及策に取り組む意義は
大きく、各地域で官民連携による普及策の展開が期待される。 
 
(2) EV・PHVタウン指定地域の政策展開 
EV・PHVタウン指定地域の自治体では、2009年度内に「アクションプラン」が策定さ
れた(表-3)28)-35)。「アクションプラン」は今後の5年間、2014年を目標年次とした行動計画
で2009年前半に策定・公開されている。EVの普及台数及び充電インフラの整備に関して
計画目標を定ており、他地域に先行してEV普及の取り組みが展開されていると考えられる。
この後、アクションプランにおいて定めた実証実験等の結果を踏まえ、地域の目指すべき
ビジョンとなる「マスタープラン」も策定・公表される。 
アクションプランに位置づけられた政策をみると、第1世代、第2世代の各種計画・政策
表-3 EV・PHVタウン構想アクションプランの目標と政策の概要 
 EV・PHV 車両導入 
短期/中(2020)年/ 
長期(2050 年) 
充電インフラ整備 
短期/中(2020)年/ 
長期(2050 年) 
政策の概要 
広域実施地域
 
東京都
 
短：15、000 台 
中・長：新車販売台数のシェア
50％ 
短：100V・200V コンセント利用開
放・大量設置、急速充電器 80 基
- 
企業、自治体による大量率先導入・充電インフラ整
備の実現、官民推進組織の設立、自動車を大量保
有・利用する事業者を対象とした EV・導入義務化 神奈川県
 短：3,000 台 
短：100V・200V コンセント 1,000
基、急速充電器 100 基- 
企業・自治体によるＥＶの大量率先導入の実現・
EV・充電インフラ整備の補助、駐車場・高速道路利
用料金割引、地域・企業連携による充電インフラ整
備、カーシェアリング、観光レンタカーの実証、企業
と行政の連携により、協議会を中心とした普及施策
の推進 
実施地域
 
青森県
 
短：1,000 台 
中：普通乗用車の約 13％、軽自
動車の約 26％ 
長：前自動車（約 74 万台） 
- 
原子力発電、風力発電を電源とした充電システムの
実証、積雪寒冷地仕様、安全技術等の実証、次世
代エネルギーパークや自然観光地での導入・普及
啓発 
新潟県
 
短：2,000 台(軽自動車保有台数
の 0．3％程度) 
中：乗用車保有台数の 2％程
度、全県 3.5 万台 
長：乗用車保有台数の 40％程
度、全県 54 万台 
短：30km 四方に急速充電器 1 基
程度、全県で 15 基 
中：30km 四方に急速充電器 3 基
程度、全県で 45 基 
長：10km 四方に急速充電器 4 基
程度、全県で 500 基 
ＥＶ利用の離島モデル、ＥＶ・充電システムの積雪寒
冷地仕様、ＥＶタクシー等の実証、地域連携による
充電インフラの整備、EV 産業の集積促進・産業振
興 
福井県
 
- - 
原子力発電を電源とした充電システムの実証 
ゼロカーボンエコツーリズムの普及による観光産業
の育成、ゼロカーボンライフ＝住宅産業育成等、EV
を活用した産業振興と低炭素型ライフスタイルの実
現 愛知県
 短：2,000 台 
（ＥＶ・PHV の県内新車販売数） 
中・長：普通充電・急速充電器合
わせて累計 100 基（自家用除く）- 
自動車産業集積地での集中的導入・普及、企業自
治体による EV・PHV の率先導入、地域企業連携に
よる充電インフラ整備、家庭での一般利用を促進す
るための実証実験の検討・実施 
京
都
府 
短：5,000 台 
中・長：100V・200V コンセント
7,000 基、急速充電 50 基 
 
太陽光発電を電源とした充電システムの実証、観光
目的での EV 利用を促進するための、レンタカー、タ
クシーでの EV・PHV の活用、一般利用を促進する
ためのカーシェアリングでの EV・PHV の活用 
長
崎
県 
短：500 台 
 
- 
風力発電、太陽光発電を電源とした充電システムの
実証、EV 利用の離島モデルの実証、次世代エネル
ギーパーク、世界遺産候補地での導入促進・普及
啓発 
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で検討されたものも含めて多様であり、それぞれの地域がその特性を活かした取り組みを
展開しようとしていることがうかがえる(表-4)。アクションプランの政策について、その
目的から「車両の導入と利用促進を図る政策」「充電インフラ等利用環境を整備する政策」
「情報提供・普及啓発にかかる政策」に分類し、以下に特徴を述べる。 
a）車両の導入・利用促進 
従来からの民間企業営業車・地方自治体公用車等への導入に加えて、レンタカー・タク
シ ・ー公共交通機関への導入、カーシェアリングへの活用等用途・利用形態を広げる政策、
導入・購入補助、購入時の税負担の減免、駐車場料金の割引・優先利用等、経済負担の軽
減を図ろうとする政策が中心となっている。こうした政策は、第1世代、第2世代でも実施
され、また現在すでに一部の地方自治体が先行的に実施しようとしているものである。 
指定地域のなかでは、東京都が「義務化」にかかる政策を位置づけている。東京都では、
条例により、一定台数以上の自動車を保有する事業所を対象として、低公害車の導入を義
務付ける計画書制度を実施している。アクションプランの政策は、この制度に関連するも
のと推察されるが、低燃費・低排出ガス車の導入を含むこの計画書制度が、実際にどの程
度EVの導入を促すものであるかは、今後の検証が必要となる。したがって、政策全体の傾
向としては、金銭的なインセンティブや、制度面の工夫で、自発的に、あるいは市場原理
により初期導入を後押ししようとするものであると言える。 
b）利用環境整備 
第1世代、第2世代でも実施・検討された普通充電・急速充電器の新規設置（公共施設・
民間施設等）のほか、充電サービスの提供、設置費の補助といった金銭的インセンティブ
の付与がある。また、青森県や長崎県等では、地域の自然環境をいかして、太陽光発電や
風力発電等の自然エネルギーを活用した充電システム等も検討されている。 
c）普及啓発 
これまでの普及啓発にかかる政策は、試乗会・展示会等のイベント開催が中心であった
が、新たに充電インフラ位置情報・マップの公開（市民への情報提供）、PR用ロゴの作成、
EVナンバーの創設、ポイント制度・会員制度・表彰・認定制度の創設等、媒体や仕組み・
手法を工夫した取り組みが検討されている。さらに、新潟県、福井県では、EV関連技術の
研究開発や関連企業の誘致・集積促進等を盛り込んでおり、交通・環境対策としてだけで
なく産業政策と位置づけている点が特徴的である。 
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  表-4 EV・pHV タウン構想アクションプランの政策一覧 
●：アクションプラン掲載事項．東京都はアクションプラン概要版掲載事項が●印．採択時提案書掲載事項が○印 
 
事業内容 東京都 神奈川県 青森県 新潟県 福井県 愛知県 京都府 長崎県
企業による営業用車両としての導入 ● ● ● ● ● ● ●
自治体による公用車としての導入 ● ● ● ● ● ● ● ●
企業による従業員通勤用車両としての導入 ●
レンタカー・カーリースへの活用の促進 ● ● ● ● ● ● ●
施設内移動車両として活用 ●
公共交通機関（バス）での活用 ● ● ●
タクシーの導入 ● ● ● ● ●
観光地での活用・エコツーリズム（公道利用） ● ● ● ●
条例による低公害車の導入義務化 ○
条例による低公害車の使用（努力）義務化 ○
条例による低公害車の導入の届出義務化 ○
低燃費・低公害車を優先的に導入するルールの制定・遵守促進 ○ ●
パーク＆ライドでの利用促進 ● ● ●
カーシェアリングへの活用の促進 ● ● ● ● ● ●
導入・購入費用の一部補助 ● ● ● ● ●
自動車取得税・自動車税・軽自動車税の減免 ● ● ● ● ●
自動車購入ローン（マイカー）の金利減免 ● ● ● ●
高速道路・フェリー乗船・橋等の通行料の割引 ● ● ●
自動車保険・ロードサービス等の割引 ● ● ● ●
駐車場利用料金の割引・優先利用 ● ● ● ● ● ● ● ●
連携商業施設等での割引・優待 ● ●
既存100V、200Vコンセントの活用 ● ● ● ● ●
新規100V、200Vコンセントの設置 ● ● ● ●
公共施設への（急速・普通）充電器設置 ● ● ● ● ● ● ● ●
充電ステーションの設置（太陽光発電・風力発電など） ● ● ●
民間施設への急速充電器設置（商業施設、銀行、事業所等） ● ● ● ● ● ● ● ●
集合住宅への充電器設置（新築分譲マンショ ン、賃貸マンショ ン） ● ●
充電可能な駐車場・専用駐車場の整備 ● ● ●
無料の充電サービスの実施 ● ●
充電ネットワークの組成（ネットワーク化を考慮した充電器設置） ● ● ●
（急速・普通）充電器設置補助 ● ● ● ● ●
新規200Vコンセントの設置補助 ●
試乗会イベントの開催 ● ● ● ● ● ● ● ●
展示会の開催 ○ ● ● ● ● ●
その他イベントの活用・貸し出し ○ ● ● ● ● ●
教育 環境教育の実施 ○ ● ● ● ●
市民への情報提供 ● ● ● ● ● ● ● ●
自治体広報誌の活用・啓発パンフレット・リーフレット作成・配布 ○ ● ●
PR用ロゴの作成 ● ● ●
EVナンバー（プレート）の創設 ● ●
セカンドカー・サードカーへの導入促進 ●
ポイント制度等 ● ●
会員制度・愛好団体・オーナーズクラブ等の設立・組織化 ● ●
エコマネーの付与 ●
EV・pHV積極導入事業者の表彰 ○
充電インフラ整備貢献企業に対する表彰制度 ● ●
自動車エコ事業所の認定 ●
普及協力に対する表彰の実施 ●
充電インフラ位置情報・マップの公開（カーナビ・web） ● ● ● ● ● ● ●
充電インフラ設置企業の公開 ●
充電器の設置場所を示す標識の設置 ●
EVレンタカーの利用状況のデータベース化・公開 ● ●
普及促進協議会の設置 ●
EVタウン（づくりの）推進組織の設置 ●
トラブルへ対応する体勢づくり ●
インフラ整備等の技術指導協力・人材育成 ○ ● ●
EV関連技術・研究開発の促進・低コスト化 ● ● ● ● ●
充電器・バッテリー・レスキュー車（急速充電）の開発 ● ● ●
（コンバート）EV製作講座の開設 ● ●
急速充電器の製作（製造） ●
産業振興・関連企業の誘致・集積促進 ● ● ●
事業分類
E
V
車
両
の
導
入
・
利
用
促
進
導入・活用
金銭的イン
センティブ
（導入→利
用）
利用制度
広報
情
報
提
供
・
普
及
啓
発
表彰制度・
認定制度
情報提供
産業振興
推進体制・
実施体制
会員制度
そ
の
他
実施地域広域実施地域
技術・研究
開発
イベント
義務化
充
電
イ
ン
フ
ラ
環
境
整
備
充電サービ
ス
金銭的イン
センティブ
充電器の
設置
（場所）
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 表-5 電気自動車の普及に取り組む地域団体 
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事
業
かながわ電気自動車
普及推進協議会
2006/11/16 電気自動車の普及 ● ●
京都市自動車環境対
策協議会
2008/8 自動車公害の防止，次世代自動車の普及促進等 ● ● ● ●
青森県電気自動車等
導入普及推進協議会
2008/8/21
青森県内におけるプラグインハイブリッド車や電気自動車の
実証，導入，普及等に関する活動を行うこと ● ● ● ●
京都府次世代自動車
普及推進協議会
2008/10/21
京都府内における次世代自動車（電気自動車及びプラグイン
ハイブリッド車等）の普及 ● ●
新潟県電気自動車等
普及推進協議会
2009/3/18 電気自動車及びプラグイン・ハイブリット車の普及 ● ●
岡山県電気自動車等
普及推進協議会
2009/4/22 電気自動車等の普及・導入に向けての取組を推進すること ● ● ●
あいちＥＶ・ＰＨ
Ｖ普及ネットワーク
2009/4/23
愛知県におけるＥＶ・ＰＨＶの本格的な普及に向けて，施策を
協働して推進すること ● ● ● ●
ふくい次世代自動車導
入推進協議会
2009/4/24
福井県の次世代（省エネ）自動車導入の指針となる「福井県
ＥＶ・ｐＨＶタウン構想マスタープラン」の策定に関し，調査，検
討を行う
● ●
東京都次世代自動車
普及連携パートナー
2009/5/13
自動車から排出されるＣＯ２を削減するため，次世代自動車
の普及を促進すること ● ●
長崎県電気自動車活
用会議
2009/6/11
低炭素社会の実現に向け，長崎県ＥＶ・ｐＨＶタウン構想を推
進するためのアクションプラン，マスタープランを作成，実施
することにより，県内における電気自動車（ＥＶ），プラグイン
ハイブリッド自動車（ｐＨＶ）の普及と地域振興を図ること
● ● ● ●
大阪自動車公害対策
推進会議
大阪エコカー普及戦略
検討部会
2009/6/15
大阪府内における次世代自動車（電気自動車，ハイブリッド
車，天然ガス車，超低燃費車等）の普及 ●
大阪EVアクション協議
会
2009/6/17
電気自動車や新エネルギー関連産業の振興・集積・雇用拡
大を目的としたアクションプランについて，コアメンバーの確固
たるパートナーシップによる推進（産業振興を目指す）
●
広島市次世代自動車
導入加速モデル事業
協議会
2009/7/17
協議会は，広島市内における天然ガス自動車，優良ハイブ
リッド自動車及び電気自動車等の低公害車・低燃費車の普
及促進を図ることにより，地球温暖化や大気汚染の防止等に
寄与することを目的とする
● ● ● ●
長崎ＥＶ＆ＩＴＳコンソー
シアム「長崎エビッツ」
2009/10/8
「長崎エビッツ」の推進
ＥＶ等（電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車等）
とＩＴＳ（Intelligent Transport Systems：高度道路交通システ
ム）が連動した未来型のドライブ観光システムの開発とその
実配備に取り組むこと
● ● ●
組織名称 設立日 設置目的
主たる事業内容
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(3) 官民連携による地域の普及推進組織の設立 
近年、「地域でEVの普及推進に取り組む」ことを目的とした団体を設立する動きが、相
次いでいる（表-5）。事業対象を「EV・PHVに限定」している団体と、京都市、広島市、
福岡市等のように、広く「低公害車」「次世代自動車」を対象とし、その1つにEVを含め
て活動している団体があり、そのほとんどが、都道府県、政令市等の地方自治体が主導し、
民間事業者、大学、団体が参画する協議会形式によるものである。 
各団体の活動目的によって構成員は多様で、例えば、愛知県や東京都は、大学や研究機
関の参加がなく、事業者間の情報共有や意見交換に重点を置いた活動であるのに対し、青
森県や長崎県は実証実験の実施と検証が主な事業であることから大学・研究機関が担う役
割も大きくなっている。事業者についてもEVを開発・提供する自動車メーカー、充電イン
フラ整備にかかるエネルギー事業者をはじめとする事業者側が中心の組織と、物流・運輸
や地元企業等の利用者側が主体の組織がある。 
これまで、例えば第2世代のEVにおける国の実証実験やモデル事業を行う際には、「期
間限定」、あるいは「参加者と対象事業が限定」的な普及組織が、設立されては解散される
ということが繰り返されてきた。これらは活動内容と期間が当該事業に拘束されており、
いわば単発的な組織ともいえたが、近年の新規設立組織には、こうした「事業期間」の設
定がないうえ、自ら（あるいは構成員が）が活動内容の決定権を持って実践する主体であ
ることが大きな違いである。また、東京都、愛知県、長崎県のように、計画策定や政策・
事業の審議でなく、普及活動の実践を重視する団体もあり、これらの団体では導入意欲の
ある事業者の参加を広く募り、相互交流により一層の普及促進を図ろうとしている。 
 
 
  
 
表-6 第 2 世代の実証実験・モデル事業の事例 
 
名称 期間 実施場所 実施主体
ITS/EV住宅地セカンドカーシステ
ム
1999年9月～2002年2月
東京都稲城市
（多摩ニュータウン）
（財）自動車走行電子技術協会、（財）日本電動車
両協会　※NEDO補助事業
社会実験「ITSモデル地区実験IN
豊田」/豊田市電気自動車等共同
利用実験
2001年3月～2006年3月 愛知県豊田市
豊田市
※ITS関係5省庁（警察庁、通商産業省、運輸省、郵政
省、建設省）による「高度道路交通システム（ITS）推進
に関する全体構想」（ITS全体構想）のモデル地区
京都パブリックカーシステム実証
実験
2000年12月～2002年11月 京都府京都市
（株）最適化研究所、（財）日本電動車両協会　
※NEDO補助事業
福岡市エコカーシェアリング 2002年10月～2005年9月 福岡県福岡市
NPO法人カーシェアリングネットワーク
※NEDO補助事業
ITS/EVシティーカーシステム 1999年9月～2002年3月
神奈川県横浜市
（みなとみらい21地区、
新横浜地区）
（財）自動車走行電子技術協会、（財）日本電動車
両協会　※NEDO補助事業
海老名エコ・パークアンドライド社
会実験
（1）2000年1月～3月　
（2）2000年11月～2001年3
月
神奈川県海老名市
（海老名駅周辺）
エコ・パークアンドライド推進協議会（構成：海老名
市、神奈川県、国土交通省）
神戸エコカー
1998年4月～2002年4月（倒
産）　※実証実験は1999年
度
兵庫県神戸市
神戸市、（株）神戸エコカー（2000年より（株）神戸
エコカーパスカル研究所）、（財）日本電動車両協
会　※NEDO補助事業
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4. EV普及における政策的課題 
 
(1) 普及シナリオの具体化 
EV普及目標は、第1次電気自動車普及計画によって、目標年次1986年に20万台と掲げら
れたが、第3時計画の目標年次である2000年でも約3,800台と、目標水準には遠く及ばなか
った。過去の計画で設定された普及目標はいずれも、いわゆる「絵に描いた餅」で終わっ
ている。その理由は、そもそも当時の販売量と目標値が乖離していた上、普及のシナリオ
は示されているものの、いつ、だれが、どこで、何台を、どのように導入するのか（ある
いはさせようとするのか）という具体性に欠けていた、すなわちアクションプランが示さ
れなかったことが要因の1つと考えられる。こうした国主導の動きのなかでは、地方自治
体が独自に、地域の実情に即して施策や事業を展開しようとするケースもほとんどなかっ
た。 
 
(2) 事業スキームと利用ニーズのミスマッチ 
第2世代は新しい利用形態である「カーシェアリング」や「レンタカー」が登場し、走
行距離や価格等の問題により各個人や法人の所有が難しいEVの利用形態として期待され
た。これらは、実証実験・モデル事業として実施されたが、いずれも国や地方自治体が交
通サービスとして提供するものではなく、あくまで、民間事業者による事業化が目指され
た(表-6)。地方自治体の運輸・交通部門における環境対策としては、マイカー利用の抑制
や公共交通への転換に取り組まれており、公共交通の利便性が低い地域、自動車交通によ
る渋滞が深刻な地域等では、EVを公共交通に準じる域内交通手段として位置づけようとす
るものであった。 
こうした事業で多く用いられたのは、「カーシェアリング」の事業手法であった。その
背景には、カーシェアリングの利用者は、短時間の利用で目的地も近距離が中心と想定さ
れ、EVの1充電走行距離の短さも、利用上の支障とならない利用形態であるという前提が
あった。また、利用者は使用量に応じた費用負担で済むことからマイカーに比べて安価で
利用でき、事業者側も、車両の稼動率を上げることでイニシャルコストの回収が見込まれ
る等、双方にメリットのある事業手法としても期待された。 
利用する時間帯・曜日が異なる利用者を組み合わせることで需要の喚起と平準化を図り、
稼働率を確保しようと、住民間による共有（同一集合住宅での居住者間／車両ステーショ
ン周辺の戸建住宅居住者間）、事業者間の共有、住民と事業者間の共有（パークアンドライ
ド ）等、様々な事業スキームが試行された。 
例えば、豊田市の事例では、利用者の車両に対する満足度は高いが、拠点（駐車場・充
電場所）の満足度が低い、稼働率を上げるために設定した法人会員制度の利用がない等の
問題が指摘された36)37)。一部有料化によるモデル事業を実施した結果、収入確保の見込み
が立たないとの理由で、事業化が断念されている38)。 
京都市の事例では、当初無料であったサービスを有料化したことで、会員数が2分の1、
稼働率が4分の1以下に減少した39)40)。会員の移動ニーズとのミスマッチをあげており、適
正なエリア・車両ステーション・会員の選定が課題とされている。 
同様に有料化による利用者減が顕著であった稲城市の事例では、市民の利用において、
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「情報不足による認知の低さ」「車を所有したいという意識」等の人々の意識・ライフスタ
イルの問題が課題として報告されている41)42)。さらに、「あらかじめ計画を立てて利用する
というよりも、使いたいときに手軽に使えることが求められている」との指摘があり43)、
このことから、カーシェアリングに対してマイカーに近い利便性が求められていたことが
推察される。 
さらには、福岡市の事例では、主婦によるセカンドカー利用と、自動車を持たない学生
の利用が多いことが想定されていたが、実際には7割が男性、学生の利用も2割で会社員が
3割を占めるという結果であった44)。その結果、1人乗り、2人乗りのEVの利用は少なく、
普通乗用車（ハイブリッドカー）の需要が多くなり、需要と使用車両とのミスマッチが生
じていた。 
こうした事例を鑑みれば、想定される利用者の行動やライフスタイルから見た移動に対
するニーズと、EVの用途や利用形態が合致しなければ、利用者数・稼働率の確保は難しい
ことがわかる。加えて、EVはイニシャルコスト（車両導入、充電器の設置費等）がガソリ
ン車に比べて高く、事業費がかさむものである。EVの交通サービスへの導入においては、
有料化を前提として稼働率を担保しうる事業スキームの工夫と、十分な採算性の検証が重
要であるといえる。 
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車
普
及
促
進
事
業
（
E
V
含
●
★
栃
木
県
足
利
市
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
推
進
プ
ラ
ン
●
★
栃
木
県
栃
木
県
栃
木
県
栃
木
県
E
V
・
P
H
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
E
V
・
P
H
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
E
V
・
P
H
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
E
V
・
P
H
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
●
●
●
●
E
V
・
P
H
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
E
V
・
P
H
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
E
V
・
P
H
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
E
V
・
P
H
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
●
●
●
●
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
●
●
●
●
★
栃
木
県
日
光
市
急
速
お
よ
び
普
通
充
電
器
整
備
事
業
・
家
庭
用
コ
ン
セ
ン
ト
工
事
補
助
●
★
群
馬
県
伊
勢
崎
市
電
気
自
動
車
の
購
入
（
公
用
）
・
電
気
自
動
車
用
急
速
充
電
器
の
設
置
●
電
気
自
動
車
の
購
入
（
公
用
）
・
電
気
自
動
車
用
急
速
充
電
器
の
設
置
●
★
群
馬
県
明
和
町
低
公
害
車
購
入
費
補
助
金
（
E
V
含
●
低
公
害
車
購
入
費
補
助
金
（
E
V
含
●
低
公
害
車
購
入
費
補
助
金
（
E
V
含
●
低
公
害
車
購
入
費
補
助
金
（
E
V
含
●
★
群
馬
県
高
崎
市
電
気
自
動
車
用
急
速
充
電
器
設
置
工
事
●
★
埼
玉
県
所
沢
市
実
践
!
創
エ
ネ
・
省
エ
ネ
ス
マ
ー
ト
エ
ネ
ル
ギ
ー
推
進
補
助
事
業
●
★
埼
玉
県
上
尾
市
省
エ
ネ
活
動
奨
励
金
（
E
V
含
む
）
●
★
埼
玉
県
戸
田
市
電
気
自
動
車
等
導
入
支
援
制
度
●
電
気
自
動
車
等
導
入
支
援
制
度
●
★
埼
玉
県
狭
山
市
次
世
代
自
動
車
購
入
費
補
助
制
度
●
★
埼
玉
県
春
日
部
市
先
導
的
都
市
環
境
形
成
計
画
の
策
●
★
埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
電
気
自
動
車
普
及
の
た
め
の
E
-
K
I
Z
U
N
A
p
r
o
j
e
c
t
●
★
埼
玉
県
熊
谷
市
あ
っ
ぱ
れ
・
天
晴
・
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
補
助
事
業
●
★
埼
玉
県
所
沢
市
実
践
!
創
エ
ネ
・
省
エ
ネ
ス
マ
ー
ト
エ
ネ
ル
ギ
ー
推
進
補
助
事
業
●
★
埼
玉
県
白
岡
市
創
エ
ネ
・
省
エ
ネ
促
進
事
業
●
★
千
葉
県
松
戸
市
電
気
自
動
車
導
入
事
業
（
公
用
3
●
電
気
自
動
車
導
入
事
業
（
公
用
3
●
電
気
自
動
車
導
入
事
業
（
公
用
3
●
★
東
京
都
千
代
田
区
新
エ
ネ
・
省
エ
ネ
機
器
導
入
促
進
（
E
V
含
む
）
●
新
エ
ネ
・
省
エ
ネ
機
器
導
入
促
進
（
E
V
含
む
）
●
ま
ち
づ
く
り
の
機
会
と
場
を
生
か
し
た
面
的
対
策
（
公
用
車
に
よ
る
E
V
カ
ー
シ
ェ
ア
）
●
●
★
東
京
都
福
生
市
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
活
用
モ
デ
ル
事
●
★
東
京
都
狛
江
市
電
気
自
動
車
の
導
入
●
★
東
京
都
葛
飾
区
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
（
公
用
）
及
び
急
速
充
電
器
の
設
置
●
★
東
京
都
品
川
区
次
世
代
自
動
車
導
入
促
進
助
成
事
業
（
E
V
含
む
）
●
★
東
京
都
大
島
町
低
炭
素
交
通
の
整
備
と
推
進
（
E
V
普
及
促
進
）
伊
豆
大
島
低
炭
素
化
促
進
事
業
（
電
気
自
動
車
導
入
）
★
神
奈
川
県
座
間
市
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
関
連
設
備
設
置
補
助
事
業
●
★
神
奈
川
県
大
磯
町
大
磯
町
住
宅
用
ス
マ
ー
ト
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
導
入
費
補
助
金
神
●
★
神
奈
川
県
松
田
町
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
整
備
促
進
事
業
費
補
助
金
●
★
神
奈
川
県
横
浜
市
横
浜
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
Y
S
C
P
）
●
横
浜
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
Y
S
C
P
）
●
横
浜
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
Y
S
C
P
）
●
★
神
奈
川
県
平
塚
市
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
促
進
（
E
V
含
●
★
神
奈
川
県
茅
ヶ
崎
市
電
気
自
動
車
購
入
補
助
金
●
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
（
H
2
1
公
用
）
●
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
（
H
2
1
公
用
）
●
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
（
H
2
1
公
用
）
●
★
神
奈
川
県
大
和
市
電
気
自
動
車
普
及
啓
発
●
電
気
自
動
車
普
及
啓
発
（
E
V
軽
自
動
車
税
の
減
免
、
市
営
駐
車
場
に
お
け
る
駐
車
料
金
減
免
、
環
境
学
習
で
の
E
V
活
用
、
急
速
充
電
器
設
置
・
無
料
開
放
）
●
電
気
自
動
車
普
及
啓
発
（
E
V
軽
自
動
車
税
の
減
免
、
市
営
駐
車
場
に
お
け
る
駐
車
料
金
減
免
、
環
境
学
習
で
の
E
V
活
用
、
急
速
充
電
器
設
置
・
無
料
開
放
）
●
電
気
自
動
車
普
及
啓
発
（
E
V
軽
自
動
車
税
の
減
免
、
市
営
駐
車
場
に
お
け
る
駐
車
料
金
減
免
、
環
境
学
習
で
の
E
V
活
用
、
急
速
充
電
器
設
置
・
無
料
開
放
）
●
★
神
奈
川
県
鎌
倉
市
電
気
自
動
車
の
普
及
促
進
●
Ｅ
Ｖ
（
電
気
自
動
車
）
の
普
及
促
進
●
H
2
6
年
度
　
2
0
1
4
年
度
　
H
2
7
年
3
月
H
2
5
年
度
　
2
0
1
3
年
度
　
H
2
6
年
3
月
H
2
0
年
度
　
2
0
0
8
年
度
　
H
2
0
年
1
2
月
現
在
H
2
1
年
度
　
2
0
0
9
年
度
　
H
2
1
年
1
2
月
現
在
H
2
2
年
度
　
2
0
1
0
年
度
　
H
2
3
年
9
月
H
2
3
年
度
　
2
0
1
1
年
度
　
H
2
4
年
3
月
H
2
4
年
度
　
2
0
1
2
年
度
　
H
2
5
年
3
月
６．SH・EV及びスマートシティに関連する自治体の施策
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関 東 圏
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
S
H
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
S
H
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
E
V
S
C
H
2
6
年
度
　
2
0
1
4
年
度
　
H
2
7
年
3
月
H
2
5
年
度
　
2
0
1
3
年
度
　
H
2
6
年
3
月
H
2
0
年
度
　
2
0
0
8
年
度
　
H
2
0
年
1
2
月
現
在
H
2
1
年
度
　
2
0
0
9
年
度
　
H
2
1
年
1
2
月
現
在
H
2
2
年
度
　
2
0
1
0
年
度
　
H
2
3
年
9
月
H
2
3
年
度
　
2
0
1
1
年
度
　
H
2
4
年
3
月
H
2
4
年
度
　
2
0
1
2
年
度
　
H
2
5
年
3
月
★
神
奈
川
県
海
老
名
市
環
境
保
全
対
策
支
援
事
業
（
E
V
・
充
電
器
等
へ
の
補
助
金
交
付
）
●
環
境
保
全
対
策
支
援
事
業
（
E
V
・
充
電
器
等
へ
の
補
助
金
交
付
）
●
環
境
保
全
対
策
支
援
事
業
（
E
V
・
充
電
器
等
へ
の
補
助
金
交
付
）
●
★
神
奈
川
県
座
間
市
電
気
自
動
車
購
入
助
成
制
度
●
電
気
自
動
車
購
入
助
成
制
度
●
★
神
奈
川
県
寒
川
町
電
気
自
動
車
導
入
補
助
金
●
電
気
自
動
車
導
入
補
助
金
●
★
神
奈
川
県
大
磯
町
電
気
自
動
車
の
軽
自
動
車
税
の
減
免
措
置
●
電
気
自
動
車
の
軽
自
動
車
税
の
減
免
措
置
・
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
（
公
用
）
●
電
気
自
動
車
の
軽
自
動
車
税
の
減
免
措
置
・
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
（
公
用
）
●
電
気
自
動
車
の
軽
自
動
車
税
の
減
免
措
置
・
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
（
公
用
）
●
★
神
奈
川
県
中
井
町
電
気
自
動
車
の
軽
自
動
車
税
の
減
免
措
置
●
電
気
自
動
車
の
軽
自
動
車
税
の
減
免
措
置
●
★
神
奈
川
県
大
井
町
電
気
自
動
車
の
購
入
補
助
●
電
気
自
動
車
の
購
入
補
助
●
★
神
奈
川
県
湯
河
原
町
電
気
自
動
車
の
購
入
補
助
●
電
気
自
動
車
の
購
入
補
助
●
公
用
車
電
気
自
動
車
及
び
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
の
導
入
●
★
神
奈
川
県
神
奈
川
県
神
奈
川
県
神
奈
川
県
電
気
自
動
車
普
及
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
電
気
自
動
車
普
及
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
電
気
自
動
車
普
及
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
電
気
自
動
車
普
及
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
：
電
気
自
動
車
（
E
V
）
の
普
及
に
ク
ト
：
電
気
自
動
車
（
E
V
）
の
普
及
に
ク
ト
：
電
気
自
動
車
（
E
V
）
の
普
及
に
ク
ト
：
電
気
自
動
車
（
E
V
）
の
普
及
に
向
け
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
や
駐
車
場
等
向
け
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
や
駐
車
場
等
向
け
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
や
駐
車
場
等
向
け
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
や
駐
車
場
等
の
料
金
優
遇
な
ど
の
料
金
優
遇
な
ど
の
料
金
優
遇
な
ど
の
料
金
優
遇
な
ど
●
●
●
●
ク
ー
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
宣
言
」
に
よ
る
ク
ー
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
宣
言
」
に
よ
る
ク
ー
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
宣
言
」
に
よ
る
ク
ー
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
宣
言
」
に
よ
る
総
合
的
な
取
組
　
・
電
気
自
動
車
総
合
的
な
取
組
　
・
電
気
自
動
車
総
合
的
な
取
組
　
・
電
気
自
動
車
総
合
的
な
取
組
　
・
電
気
自
動
車
（
Ｅ
Ｖ
）
普
及
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
Ｅ
Ｖ
）
普
及
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
Ｅ
Ｖ
）
普
及
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
Ｅ
Ｖ
）
普
及
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
Ｅ
Ｖ
関
連
産
業
集
・
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
Ｅ
Ｖ
関
連
産
業
集
・
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
Ｅ
Ｖ
関
連
産
業
集
・
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
Ｅ
Ｖ
関
連
産
業
集
積
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
積
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
積
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
積
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
●
●
●
●
★
神
奈
川
県
川
崎
市
電
気
自
動
車
の
導
入
助
成
●
電
気
自
動
車
の
導
入
助
成
●
電
気
自
動
車
の
導
入
助
成
●
★
神
奈
川
県
藤
沢
市
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
（
公
用
）
●
公
用
電
気
自
動
車
の
導
入
、
市
民
事
業
者
向
け
電
気
自
動
車
導
入
助
成
制
度
●
★
神
奈
川
県
小
田
原
市
低
公
害
車
普
及
事
業
（
普
及
啓
発
）
●
低
公
害
車
普
及
事
業
（
普
及
啓
発
）
●
★
神
奈
川
県
相
模
原
市
次
世
代
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
動
車
購
入
奨
励
事
業
（
E
V
含
む
）
●
低
公
害
自
動
車
普
及
促
進
事
業
（
E
V
含
む
、
奨
励
金
交
付
、
市
営
駐
車
場
割
引
、
公
用
車
率
先
導
入
、
急
速
充
電
設
置
）
●
★
神
奈
川
県
厚
木
市
電
気
自
動
車
購
入
奨
励
金
●
電
気
自
動
車
購
入
奨
励
金
●
電
気
自
動
車
購
入
奨
励
金
●
★
神
奈
川
県
箱
根
町
電
気
自
動
車
普
及
促
進
事
業
●
電
気
自
動
車
普
及
促
進
事
業
●
★
神
奈
川
県
厚
木
市
太
陽
光
発
電
等
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
導
入
支
援
●
★
神
奈
川
県
座
間
市
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
関
連
設
備
設
置
助
成
事
業
●
★
神
奈
川
県
松
田
町
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
整
備
促
進
事
業
費
補
助
金
●
★
新
潟
県
新
潟
市
ス
マ
ー
ト
タ
ウ
ン
の
整
備
●
新
潟
県
柏
崎
市
電
気
自
動
車
の
購
入
補
助
・
軽
自
動
車
税
の
免
除
等
●
電
気
自
動
車
の
購
入
補
助
・
軽
自
動
車
税
の
免
除
等
●
電
気
自
動
車
の
購
入
補
助
・
軽
自
動
車
税
の
免
除
等
●
電
気
自
動
車
の
購
入
補
助
・
軽
自
動
車
税
の
免
除
等
●
新
潟
県
妙
高
市
電
気
自
動
車
率
先
導
入
（
公
用
）
●
電
気
自
動
車
率
先
導
入
（
公
用
）
●
新
潟
県
阿
賀
野
市
電
気
自
動
車
環
境
整
備
事
業
（
公
用
と
充
電
器
設
置
）
●
電
気
自
動
車
環
境
整
備
事
業
（
公
用
と
充
電
器
設
置
）
●
新
潟
県
佐
渡
市
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
電
気
自
動
車
の
普
及
（
急
速
充
電
設
置
、
協
議
会
設
立
）
富
山
県
富
山
県
富
山
県
富
山
県
電
気
自
動
車
急
速
充
電
設
備
設
置
電
気
自
動
車
急
速
充
電
設
備
設
置
電
気
自
動
車
急
速
充
電
設
備
設
置
電
気
自
動
車
急
速
充
電
設
備
設
置
支
援
事
業
（
公
共
施
設
等
へ
の
設
支
援
事
業
（
公
共
施
設
等
へ
の
設
支
援
事
業
（
公
共
施
設
等
へ
の
設
支
援
事
業
（
公
共
施
設
等
へ
の
設
置
）
置
）
置
）
置
）
●
●
●
●
石
川
県
金
沢
市
電
気
自
動
車
充
電
設
備
設
置
費
補
助
（
集
客
施
設
へ
の
設
置
補
助
）
●
電
気
自
動
車
充
電
設
備
設
置
費
補
助
（
集
客
施
設
へ
の
設
置
補
助
）
●
福
井
県
高
浜
町
燃
料
使
用
量
の
削
減
（
E
V
購
入
補
●
燃
料
使
用
量
の
削
減
（
E
V
購
入
補
●
福
井
県
お
お
い
町
お
お
い
町
電
気
自
動
車
導
入
等
促
進
事
業
●
山
梨
県
道
志
村
電
気
自
動
車
購
入
補
助
（
改
造
の
場
合
は
改
造
経
費
助
成
）
●
電
気
自
動
車
購
入
補
助
（
改
造
の
場
合
は
改
造
経
費
助
成
）
●
業
助
成
金
交
付
要
綱
道
志
村
エ
コ
ラ
イ
フ
促
進
事
●
長
野
県
軽
井
沢
町
急
速
充
電
器
設
置
補
助
、
電
気
自
動
車
等
普
及
促
進
事
業
補
助
金
●
長
野
県
御
嵩
町
低
公
害
車
、
電
気
自
動
車
の
導
入
促
進
。
●
長
野
県
東
御
市
電
気
自
動
車
充
電
設
備
設
置
事
業
●
岐
阜
県
岐
阜
市
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
岐
阜
実
証
事
業
●
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
岐
阜
実
証
事
業
●
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
岐
阜
の
確
立
●
岐
阜
県
多
治
見
市
多
治
見
市
先
導
的
年
環
境
形
成
計
画
●
多
治
見
市
先
導
的
都
市
環
境
形
成
計
画
●
岐
阜
県
高
山
市
電
気
自
動
車
等
普
及
促
進
事
業
（
公
用
お
よ
び
急
速
充
電
設
置
）
●
電
気
自
動
車
等
普
及
促
進
事
業
（
公
用
お
よ
び
急
速
充
電
設
置
）
●
静
岡
県
掛
川
市
か
け
が
わ
　
ス
マ
ー
ト
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
●
か
け
が
わ
　
ス
マ
ー
ト
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
●
静
岡
県
静
岡
市
静
岡
市
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
普
及
促
進
モ
デ
ル
地
区
認
定
事
業
・
補
助
事
業
●
静
岡
県
三
島
市
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
設
備
導
入
費
補
助
金
交
付
事
業
●
静
岡
県
富
士
宮
市
創
エ
ネ
・
蓄
エ
ネ
機
器
等
設
置
費
補
助
金
●
愛
知
県
豊
田
市
豊
田
市
低
炭
素
社
会
シ
ス
テ
ム
実
証
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
●
豊
田
市
低
炭
素
社
会
シ
ス
テ
ム
実
証
プ
ロ
グ
ラ
ム
●
エ
コ
フ
ァ
ミ
リ
ー
支
援
補
助
金
（
電
気
自
動
車
購
入
補
助
）
●
エ
コ
フ
ァ
ミ
リ
ー
支
援
補
助
金
（
電
気
自
動
車
購
入
補
助
）
●
エ
コ
フ
ァ
ミ
リ
ー
支
援
補
助
金
（
電
気
自
動
車
購
入
補
助
）
●
低
公
害
車
普
及
促
進
事
業
（
E
V
含
む
、
購
入
補
助
）
●
低
公
害
車
普
及
促
進
事
業
（
E
V
含
む
、
購
入
補
助
）
●
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事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
S
H
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
S
H
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
E
V
S
C
事
業
名
S
H
:
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
E
V
：
電
気
自
動
車
S
C
：
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
・
低
炭
素
都
市
E
V
S
C
H
2
6
年
度
　
2
0
1
4
年
度
　
H
2
7
年
3
月
H
2
5
年
度
　
2
0
1
3
年
度
　
H
2
6
年
3
月
H
2
0
年
度
　
2
0
0
8
年
度
　
H
2
0
年
1
2
月
現
在
H
2
1
年
度
　
2
0
0
9
年
度
　
H
2
1
年
1
2
月
現
在
H
2
2
年
度
　
2
0
1
0
年
度
　
H
2
3
年
9
月
H
2
3
年
度
　
2
0
1
1
年
度
　
H
2
4
年
3
月
H
2
4
年
度
　
2
0
1
2
年
度
　
H
2
5
年
3
月
愛
知
県
岡
崎
市
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
設
置
費
等
補
助
（
電
気
自
動
車
充
電
設
備
設
置
事
業
者
へ
の
補
助
）
●
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
設
置
費
等
補
助
（
電
気
自
動
車
充
電
設
備
設
置
事
業
者
へ
の
補
助
）
●
家
庭
用
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
設
置
費
等
補
助
（
電
気
自
動
車
購
入
補
助
）
●
愛
知
県
新
城
市
電
気
自
動
車
率
先
導
入
（
公
用
）
●
電
気
自
動
車
率
先
導
入
（
公
用
）
●
電
気
自
動
車
率
先
導
入
（
公
用
）
●
電
気
自
動
車
率
先
導
入
（
公
用
）
●
愛
知
県
蒲
郡
市
省
エ
ネ
・
低
公
害
車
輌
へ
の
転
換
（
段
階
的
導
入
）
●
愛
知
県
み
よ
し
市
低
公
害
車
普
及
促
進
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
低
公
害
車
普
及
促
進
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
低
公
害
車
普
及
促
進
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
低
公
害
車
普
及
促
進
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
三
重
県
三
重
県
三
重
県
三
重
県
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
事
業
事
業
事
業
事
業
●
●
●
●
●
●
●
●
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
事
業
事
業
事
業
事
業
●
●
●
●
●
●
●
●
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
地
域
と
共
に
創
る
電
気
自
動
車
等
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
を
活
用
し
た
低
炭
素
社
会
モ
デ
ル
事
業
事
業
事
業
事
業
●
●
●
●
●
●
●
●
三
重
県
名
張
市
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
な
ば
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
●
三
重
県
鈴
鹿
市
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
事
業
補
助
金
（
E
V
含
む
）
●
三
重
県
川
越
町
低
公
害
車
購
入
費
補
助
金
（
E
V
含
●
低
公
害
車
購
入
費
補
助
金
（
E
V
含
●
三
重
県
伊
勢
市
電
気
自
動
車
等
を
活
用
し
た
伊
勢
市
低
炭
素
社
会
創
造
協
議
会
●
●
電
気
自
動
車
等
を
活
用
し
た
伊
勢
市
低
炭
素
社
会
創
造
協
議
会
●
滋
賀
県
草
津
市
低
炭
素
社
会
づ
く
り
支
援
補
助
事
業
●
低
炭
素
社
会
づ
く
り
支
援
補
助
事
業
●
滋
賀
県
竜
王
町
低
燃
費
自
動
車
等
購
入
促
進
事
業
（
E
V
購
入
補
助
）
●
京
都
府
精
華
町
電
気
自
動
車
導
入
補
助
事
業
（
E
V
購
入
補
助
）
●
京
都
府
京
都
府
京
都
府
京
都
府
E
Ｖ
・
Ｐ
Ｈ
Ｖ
観
光
地
モ
デ
ル
推
進
E
Ｖ
・
Ｐ
Ｈ
Ｖ
観
光
地
モ
デ
ル
推
進
E
Ｖ
・
Ｐ
Ｈ
Ｖ
観
光
地
モ
デ
ル
推
進
E
Ｖ
・
Ｐ
Ｈ
Ｖ
観
光
地
モ
デ
ル
推
進
●
●
●
●
京
都
府
南
丹
市
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
（
公
用
）
●
京
都
府
舞
鶴
市
電
気
自
動
車
・
電
力
供
給
設
備
導
入
支
援
補
助
金
●
電
気
自
動
車
・
電
力
供
給
設
備
導
入
支
援
補
助
金
●
大
阪
府
大
阪
市
咲
洲
地
区
ス
マ
ー
ト
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
実
証
事
業
●
大
阪
府
堺
市
低
公
害
車
の
導
入
（
公
用
に
E
V
）
●
大
阪
府
大
阪
府
大
阪
府
大
阪
府
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業
●
●
●
●
大
阪
府
門
真
市
低
炭
素
地
域
づ
く
り
面
的
対
策
推
進
事
業
●
大
阪
府
泉
大
津
市
電
気
自
動
車
の
率
先
導
入
（
公
用
）
●
兵
庫
県
芦
屋
市
低
公
害
車
普
及
促
進
助
成
制
度
（
E
V
含
む
）
●
奈
良
県
奈
良
市
奈
良
市
電
気
自
動
車
用
充
電
設
備
設
置
補
助
（
観
光
客
用
）
●
和
歌
山
県
高
野
町
一
人
乗
り
電
気
自
動
車
（
超
小
型
モ
ビ
リ
テ
ィ
）
の
導
入
（
公
用
1
台
）
●
鳥
取
県
大
山
町
市
町
村
運
営
有
償
車
輌
に
E
V
導
入
（
公
用
）
●
鳥
取
県
日
南
町
電
気
自
動
車
率
先
導
入
（
公
用
）
●
鳥
取
県
鳥
取
県
鳥
取
県
鳥
取
県
E
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
（
公
用
車
の
E
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
（
公
用
車
の
E
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
（
公
用
車
の
E
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
（
公
用
車
の
E
V
カ
ー
シ
ェ
ア
と
充
電
器
設
置
補
E
V
カ
ー
シ
ェ
ア
と
充
電
器
設
置
補
E
V
カ
ー
シ
ェ
ア
と
充
電
器
設
置
補
E
V
カ
ー
シ
ェ
ア
と
充
電
器
設
置
補
助
）
助
）
助
）
助
）
●
●
●
●
E
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
（
公
用
車
の
E
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
（
公
用
車
の
E
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
（
公
用
車
の
E
V
タ
ウ
ン
推
進
事
業
（
公
用
車
の
E
V
カ
ー
シ
ェ
ア
と
充
電
器
設
置
補
E
V
カ
ー
シ
ェ
ア
と
充
電
器
設
置
補
E
V
カ
ー
シ
ェ
ア
と
充
電
器
設
置
補
E
V
カ
ー
シ
ェ
ア
と
充
電
器
設
置
補
助
）
助
）
助
）
助
）
●
●
●
●
岡
山
県
津
山
市
住
民
参
加
に
よ
る
低
炭
素
都
市
形
成
計
画
策
定
モ
デ
ル
●
岡
山
県
西
粟
倉
村
西
粟
倉
村
低
炭
素
な
む
ら
づ
く
り
推
進
施
設
設
置
補
助
金
交
付
●
岡
山
県
岡
山
県
岡
山
県
岡
山
県
電
気
自
動
車
普
及
促
進
事
業
電
気
自
動
車
普
及
促
進
事
業
電
気
自
動
車
普
及
促
進
事
業
電
気
自
動
車
普
及
促
進
事
業
●
●
●
●
Ｅ
Ｖ
普
及
促
進
事
業
（
購
入
補
助
、
Ｅ
Ｖ
普
及
促
進
事
業
（
購
入
補
助
、
Ｅ
Ｖ
普
及
促
進
事
業
（
購
入
補
助
、
Ｅ
Ｖ
普
及
促
進
事
業
（
購
入
補
助
、
充
電
器
設
置
補
助
）
充
電
器
設
置
補
助
）
充
電
器
設
置
補
助
）
充
電
器
設
置
補
助
）
●
●
●
●
Ｅ
Ｖ
普
及
促
進
事
業
（
購
入
補
助
、
Ｅ
Ｖ
普
及
促
進
事
業
（
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